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ニッポン一億総活躍プラン（案） 

 

 

１．成長と分配の好循環メカニズムの提示 

（１）経済社会の現状 

（アベノミクスの成果） 

３年間のアベノミクス（大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚

起する成長戦略）は、大きな成果を生み出した。 

国民総所得は 40兆円近く増加し、国の税収は 15兆円増えた。 

日本企業の収益は、史上最高の水準に達している。その企業収益は、着実に

雇用や賃金に回っている。就業者数は 100万人以上増え、政権交代前は、ほと

んど行われなかったベースアップが、３年連続、多くの企業で実現する見込み

となっている。失業者は 60万人程度減り、失業率は 3.2％と 18年ぶりの低水

準で推移し、有効求人倍率は 24年ぶりの高水準である。 

物価は反転し、２年連続で上昇している。GDPデフレーターは８四半期連続

でプラスが続き、GDPギャップはマイナスであるが縮小傾向にある。 

 

 （世界経済の課題） 

他方、世界経済の下方リスクと脆弱
ぜいじゃく

性が高まっている。多くの専門家は、

今年、更なる景気悪化と、世界的な需要の低迷を見込んでいる。国際通貨基金

は、本年４月、2016年の世界経済の見通しを、本年 1月時点の 3.4％から 3.2％

に引き下げた。中国では内需主導の持続的な成長モデルへの転換が進む中、過

剰設備や不良債権の問題が指摘されるなど、景気が緩やかに減速している。投

資が弱い伸びとなっており、粗鋼や石炭等では過剰な生産能力を数年かけて削

減すると言われている。また、昨今の原油価格の下落は、資源国を始め新興国

の経済に、大きな打撃を与えている。非道なテロや難民への対応も、世界経済

に大きな影響を及ぼす課題である。さらに、内外の金融市場は、年明け以降、

不安定な動きを示す局面も見られた。こうした中で、世界経済は低迷期にあり、

若者等の高失業が続き、格差は拡大し、景気後退や停滞の可能性があるとの有

識者の指摘もある。 

世界は今、持続的な成長への道を模索している。相互依存が高まった世界に

あって、こうしたリスクに、G7 が協調して立ち向かうことが重要である。G7

がリードして、世界経済の持続的かつ力強い成長への道筋を示す必要がある。

世界経済について、通常の景気循環を超えて、危機に陥るリスクを回避し、世

界経済を再活性化させるため、金融政策、機動的な財政政策、構造改革をそれ

ぞれの国の事情を反映しつつ、バランスよく協力を進めていくことが重要であ
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る。世界が直面する様々な課題とリスクを共有し、力を合わせて立ち向かわな

ければならない。世界経済が抱えているリスクが顕在化し危機に陥る、その前

に、私たちは「行動」を起こさなければならない。その大きな一歩を踏み出す

ため、政策協調への力強いメッセージを打ち出さなければならない。欧州で生

産年齢人口が減少し、米国でも生産年齢人口の伸び率が低下するなど、様々な

面で世界が日本と同様の問題に直面するようになっているとの有識者の指摘

もある。我が国がリーダーシップを発揮することが、世界経済、日本経済双方

にとって極めて重要な課題となっている。 

日本経済はデフレ脱却が見えてきており、実質賃金は昨年下半期からプラス

に転じたが、個人消費や設備投資といった民需に力強さを欠いた状況となって

いる。こうした中で、国内では本年４月、平成 28 年熊本地震において極めて

甚大な被害が発生した。国際的には「人口が減少する日本に未来はないのでは

ないか」との重要な指摘がある。少子高齢化の下での持続的成長は、多くの先

進国・新興国に共通する世界に先駆けた課題であり、これを克服する日本型の

メカニズムを世界経済の未来に挑戦する新たなモデルとして、世界に発信して

いく。 

 

（成長の隘路
あ い ろ

である少子高齢化） 

  我が国の経済成長の隘路
あ い ろ

の根本には、少子高齢化という構造的な問題があ

る。この 30年ほどの間、出生率は大幅に低下（昭和 59年（1984年）の 1.81

から平成 17年（2005 年）の 1.26までに低下し、その後も 1.3～1.4程度で推

移）し、高齢化率は着実に上昇した（昭和 59年（1984年）の 9.9％から平成

26年（2014年）の 26.0％）。日本の総人口は、2008年を境に減少局面に入っ

た。いったん、人口が減少し始めると、減少スピードは今後加速度的に高まっ

ていき、2020 年代初めは毎年 60 万人程度の減少であるが、それが 2040 年代

頃には毎年 100万人程度の減少スピードにまで加速し、このままでは約 100年

後（2100 年）には 5,000 万人を切ることが推計されている。こうした少子高

齢化の進行が、労働供給の減少のみならず、将来の経済規模の縮小や生活水準

の低下を招き、経済の持続可能性を危うくするという認識が、将来に対する不

安・悲観へとつながっている。日本が、少子高齢化に死にもの狂いで取り組ん

でいかない限り、日本への持続的な投資は期待できない。これが、アベノミク

ス第 1ステージで得られた結論であった。 

他方、日本には多くのポテンシャルを秘めている女性や、元気で意欲にあふ

れ、豊かな経験と知恵を持っている高齢者などがたくさんおられる。こうした

潜在力とアベノミクスの果実を活かし、今こそ、少子高齢化という日本の構造

的問題に、内閣一丸となって真正面から立ち向かう必要がある。 
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（２）今後の取組の基本的考え方 

（一億総活躍社会の意義） 

アベノミクスの第２ステージは、この少子高齢化の問題に真正面から立ち

向かう。日本経済にさらなる好循環を形成するため、旧三本の矢の経済政策

を一層強化するとともに、広い意味での経済政策として、子育て支援や社会

保障の基盤を強化し、それが経済を強くするという新たな経済社会システム

創りに挑戦する。少子高齢化の流れに歯止めをかけ、誰もが生きがいを感じ

られる社会を創る。一億総活躍社会は、女性も男性も、お年寄りも若者も、

一度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、職場で、地域で、

誰もが活躍できる全員参加型の社会である。 

これは単なる社会政策ではなく、究極の成長戦略である。全ての人が包摂

される社会が実現できれば、安心感が醸成され、将来の見通しが確かになり、

消費の底上げ、投資の拡大にもつながる。また、多様な個人の能力の発揮に

よる労働参加率向上やイノベーションの創出が図られることを通じて、経済

成長が加速することが期待される（包摂
ほうせつ

と多様性による持続的成長と分配の

好循環）。 

半世紀前、初めて、日本の人口が一億人を超えた。高度成長の真っただ中

であった。頑張った人が報われる、今日より明日はもっと豊かになる。その

実感があった時代である。一億総中流という言葉が流行した時代であり、人

口一億人は、日本の豊かさの象徴的な数字である。 

半世紀後の未来でも、人口一億人を維持する。ただ人口一億人を維持すれ

ばよいというわけではない。力強く日本の経済が成長していくとともに、そ

の成長という手段を使って、国民みんながそれぞれの人生を豊かにしていく

ことを目指していく。一人ひとり、それぞれの人生を大切にする考え方が、

一億総活躍であり、国家による押しつけといった、すべてを画一的な価値観

にはめ込むような発想とはむしろ対極にある考え方である。誰もがもう一歩

前に踏み出すことのできる一億総活躍社会を創り上げることは、今を生きる

私たちの、次世代に対する責任である。 

日本の未来を創るのは、他の誰でもない。私たち自身である。少子高齢化

の克服を諦めてしまったら、私たちの子や孫の世代に輝かしい日本を引き渡

すことはできない。責任放棄である。最初から設計図があるような簡単な課

題ではない。しかし、必ず克服できると信じて、これまでの発想にとらわれ

ることなく、あらゆる政策手段を尽くしていく。就職の際に既卒者が冷遇さ

れる「壁」、再チャレンジを阻む「壁」、子育てや介護との両立という「壁」、

定年退職・年齢の「壁」、男女の役割分担の「壁」、やりたいと思うことがあ
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っても、様々な「壁」が立ちはだかる現実がある。こうした「壁」を一つ一

つ取り除く。日本を成長できる国へと変えていくため、ニッポン一億総活躍

プランで定めたロードマップを一歩一歩、着実に前進させていく。 

 

（新たな三本の矢） 

誰もが活躍できる一億総活躍社会を創っていくため、「戦後最大の名目

GDP600兆円」、「希望出生率 1.8」、「介護離職ゼロ」という強い大きな目標を

掲げ、この３つの的に向かって新しい三本の矢を放つ。 

新たな第一の矢は、「希望を生み出す強い経済」である。イノベーション

と働き方改革による生産性の向上と労働力の確保により、サプライサイドを

強化するとともに、経済の好循環を回し続け、潜在的な需要を掘り起こして

内需を拡大していく。地方に眠る可能性を更に開花させる。既存の規制・制

度の改革を断行する。あらゆる政策を総動員していくことにより、「戦後最

大の名目 GDP600兆円」の実現を目指す。 

新たな第二の矢は、「夢をつむぐ子育て支援」である。一億総活躍の最も

根源的な課題は、人口減少問題に立ち向かうこと。一人でも多くの若者たち

の、結婚や出産の希望を叶える。これが「希望出生率 1.8」の目標であり、

あくまで一人ひとりの希望であって、結婚したくない人、産みたくない人に

まで、国が推奨しようというわけではない。安心して子供を産み育てること

ができる社会を創る。日本の未来、それは子供たちである。子供たちの誰も

が、頑張れば大きな夢をつむいでいくことができる社会を創り上げる。 

新たな第三の矢は、「安心につながる社会保障」である。介護離職者は年

間 10 万人を超えている。離職を機に、高齢者と現役世代が共倒れする現実

がある。東京オリンピック・パラリンピックが開催される 2020 年には、い

わゆる団塊の世代が 70 歳を超える。日本の大黒柱、団塊ジュニア世代が大

量離職すれば、経済社会は成り立たない。介護しながら仕事を続けることが

できる、「介護離職ゼロ」という明確な目標を掲げ、現役世代の「安心」を

確保する社会保障制度へと改革を進めていく。 

 

（成長と分配の好循環の形成） 

強い経済、「成長」の果実なくして、「分配」を続けることはできない。成

長か分配か、どちらを重視するのかという長年の論争に終止符を打ち、「成

長と分配の好循環」を創り上げる。これは、日本が他の先進国に先駆けて示

す新たな「日本型モデル」と呼ぶべきメカニズムである。 

アベノミクスの成果を活用し、子育てや社会保障の基盤を強化する。新た

な第二・第三の矢により、子育てや介護をしながら仕事を続けることができ
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るようにすることで労働参加を拡大し、潜在成長率の底上げを図る。賃上げ

を通じた消費や民間投資を更に拡大し、成長戦略を進化させ、多様な方々の

参加による多様性がイノベーションを通じた生産性向上を促し、さらに経済

を強くする。新たな第二・第三の矢があって、新たな第一の矢が成り立つ。

他方で、子育て支援を行うにも、社会保障を充実するにも、強い経済が必要

である。新たな第一の矢による成長の果実なくして、新たな第二の矢と第三

の矢は放つことができない。つまり、新・三本の矢は、三つすべてがそろっ

ていないと意味がない。まさに三本あわせて究極の成長戦略となるものであ

る。 

そして、こうした成長と分配の好循環を形作っていくためには、新・三本

の矢に加えて、これら三本の矢を貫く横断的課題である働き方改革と生産性

向上という重要課題に取り組んでいくことが重要である。 

 

（３）成長と分配の好循環のメカニズム 

「成長と分配の好循環」のメカニズムとその効果をできる限り定量的に示

すことを目的として、労働供給の増加と賃金上昇を通じた政策効果の試算を

行った。結果は以下のとおりである（次図参照）。 

   今回、評価の対象とした政策は、次の５項目である。 

①子育て支援の充実 

ここには、保育の受け皿確保、保育士確保に向けた待遇改善も含めた

総合的取組の推進が含まれる。 

②介護支援の充実 

ここには、介護の受け皿確保、介護人材確保に向けた待遇改善も含め

た総合的取組の推進が含まれる。 

③高齢者雇用の促進 

ここには、働く希望を持つ高齢者の雇用促進が含まれる。 

④非正規雇用者の待遇改善 

ここには、不本意非正規雇用者の正社員への転換及び同一労働・同一

賃金に向けた非正規雇用者の賃金改善が含まれる。 

⑤最低賃金の引上げ 

ここには、最低賃金の年率３％上昇による雇用者全体の賃金底上げが

含まれる。 

上記①から③の政策によって、それらの政策がなかった場合に比べて、労

働者数は、2020 年度（平成 32 年度）には約 117 万人、2025 年度（平成 37

年度）には約 204万人増加することが見込まれる。そうした労働者の増加に

より、賃金総額は、2020 年度に約 3.3 兆円、2025 年度に約 5.8 兆円増加す
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ると見込まれる。 

また、上記④及び⑤の政策によって、それらの政策がなかった場合に比べ

て、時間あたり賃金が上昇し、賃金総額は、2020年度には約 17.2兆円、2025

年度には約 23.7兆円増加することが見込まれる。 

以上の①から⑤までの政策効果として、賃金総額全体は、2020 年度に約

20.5兆円、2025年度に約 29.5兆円増加することが見込まれる。 

こうした賃金総額全体の増加が、可処分所得を 2020 年度に約 16.9 兆円、

2025年度に約 24.3兆円押し上げ、それにより、消費支出は、2020 年度に約

13.7兆円、2025年度に約 20.4兆円増加することが見込まれる。 

これらの政策効果は賃金・所得・消費に直接的に及ぼす効果を試算したも

のであり、それらが生産の増加、収益の改善を通じて、更なる労働供給の増

加と賃金の上昇を後押しすることが期待される。また、労働供給の増加によ

る様々な人材の参加を通じて、社会に多様性が生まれ、イノベーションを通

じた生産性の更なる向上をもたらす。さらに、潜在的にある子育て・介護・

健康・教育関連サービスなどの分野の消費者ニーズが顕在化するとともに、

投資リターンの向上を通じた積極的な設備投資が期待される。 

 

図 一億総活躍社会の実現に向けた成長と分配の好循環モデル－賃金・所得・消

費の循環を中心とした試算－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）上記は、労働供給の増加と賃金上昇を通じた直接的な政策効果について、仮定を置いて試算したものであり、GDP600 兆円への道筋の全体像を示すものではない。 

２）効果額は政策が行われない場合との差分のみを示したものであり、人口動態による労働供給の減少効果や一般物価の上昇による効果は含まない。また、潜在需要の顕在化効果

や投資リターンの向上、それに伴う設備投資増加の効果、産業間の労働移動の影響などについては、試算の対象としていない。なお、試算の内容は不確実性を伴うため、相当な

幅を持って理解される必要がある。 

３）規模感の目安として、例えば 2014 年度時点において、労働力人口をみると約 6,600 万人、賃金総額をみると約 240 兆円、試算の対象としている雇用者の可処分所得及び消費支

出はそれぞれ約 200 兆円及び約 140 兆円である。 
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（４）本プランの実行 

（必要な政策資源の確保と機動的な政策運営） 

一億総活躍社会の実現に向けては、長期的かつ継続的な取組が必要である。

そのため、「経済・財政再生計画」の枠組みの下、安定した恒久財源を確保

しつつ、施策の充実を検討していくことが重要である。 

日本にとって最も重要な課題をロードマップにおいて示し、真に効果的な

施策に重点化して推進する。ここに盛り込まれた施策のうち、特に急を要す

るものについては、速やかに実施していくなど、機動的な政策運営を行うこ

とが求められる。 

また、一億総活躍社会を実現するためには、政府による環境整備の取組だ

けでは限界があり、多様な生活課題について住民参画の下に広く地域の中で

受け止める共助の取組を進めることが期待される。 

さらに、民間の各主体が、経済社会の担い手として新たな行動に踏み出す

ことが不可欠である。多様で柔軟な働き方改革をはじめとして、国民一人ひ

とりの経済活動・社会生活に強い影響力がある企業には、積極的な取組が期

待される。 

 

（フォローアップと施策の見直し） 

また、本ニッポン一億総活躍プランで決定したロードマップの進捗状況に

ついては、継続的に実施状況を調査し、施策の見直しを図る。この際、必要

に応じて、フォローアップ会合を開催し、検討を行う。 

 

 

２．一億総活躍社会の実現に向けた横断的課題である働き方改革の方向 

最大のチャレンジは働き方改革である。多様な働き方が可能となるよう、

社会の発想や制度を大きく転換しなければならない。 

 

（同一労働同一賃金の実現など非正規雇用の待遇改善） 

女性や若者などの多様で柔軟な働き方の選択を広げるためには、我が国の

労働者の約４割を占める非正規雇用労働者の待遇改善は、待ったなしの重要

課題である。 

我が国の非正規雇用労働者については、例えば、女性では、結婚・子育て

などもあり、30代半ば以降、自ら非正規雇用を選択している人が多いことが

労働力調査から確認できるほか、パートタイム労働者の賃金水準は、欧州諸

国においては正規労働者に比べ２割低い状況であるが、我が国では４割低く
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なっている。 

再チャレンジ可能な社会をつくるためにも、正規か、非正規かといった雇

用の形態にかかわらない均等・均衡待遇を確保する。そして、同一労働同一

賃金の実現に踏み込む。 

同一労働同一賃金の実現に向けて、我が国の雇用慣行には十分に留意しつ

つ、躊躇
ちゅうちょ

なく法改正の準備を進める。労働契約法、パートタイム労働法、労

働者派遣法の的確な運用を図るため、どのような待遇差が合理的であるかま

たは不合理であるかを事例等で示すガイドラインを策定する。できない理由

はいくらでも挙げることができる。大切なことは、どうやったら実現できる

かであり、ここに意識を集中する。非正規という言葉を無くす決意で臨む。 

プロセスとしては、ガイドラインの策定等を通じ、不合理な待遇差として

是正すべきものを明らかにする。その是正が円滑に行われるよう、欧州の

制度も参考にしつつ、不合理な待遇差に関する司法判断の根拠規定の整

備、非正規雇用労働者と正規労働者との待遇差に関する事業者の説明義務

の整備などを含め、労働契約法、パートタイム労働法及び労働者派遣法の

一括改正等を検討し、関連法案を国会に提出する。 

これらにより、正規労働者と非正規雇用労働者の賃金差について、欧州諸

国に遜色のない水準を目指す。 

最低賃金については、年率３％程度を目途として、名目 GDP成長率にも配

慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均が 1000 円となること

を目指す。このような最低賃金の引上げに向けて、中小企業、小規模事業者

の生産性向上等のための支援や取引条件の改善を図る。 

また、GDP の７割を占めるサービス産業の賃金を改善していくためには、

生産性向上が不可欠である。サービスの質を見える化し、トラック運送、旅

館、スーパーなどの分野で、業種の特性に沿った指針を策定し、法的枠組み

に基づく税制や金融による支援を集中的に行うことにより、サービス業が適

正な価格を課することができる取引慣行を確立する。一人親方や中小零細事

業主が安心して就業できる環境の整備を進める。 

 

（長時間労働の是正） 

長時間労働は、仕事と子育てなどの家庭生活の両立を困難にし、少子化の

原因や、女性のキャリア形成を阻む原因、男性の家庭参画を阻む原因となっ

ている。戦後の高度経済成長期以来浸透してきた「睡眠時間が少ないことを

自慢し、超多忙なことが生産的だ」といった価値観が、この３年間で変わり

始めている。長時間労働の是正は、労働の質を高めることにより、多様なラ

イフスタイルを可能にし、ひいては生産性の向上につながる。今こそ、長時
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間労働の是正に向けて背中を押していくことが重要である。 

週 49 時間以上働いている労働者の割合は、欧州諸国では１割であるが、

我が国では２割となっている。このため、法規制の執行を強化する。長時間

労働の背景として、親事業者の下請代金法・独占禁止法違反が疑われる場合

に、中小企業庁や公正取引委員会に通報する制度を構築し、下請けなどの取

引条件にも踏み込んで長時間労働を是正する仕組みを構築する。さらに、労

働基準法については、労使で合意すれば上限なく時間外労働が認められる、

いわゆる 36（サブロク）協定における時間外労働規制の在り方について、再

検討を開始する。時間外労働時間について、欧州諸国に遜色のない水準を目

指す。あわせて、若者の長時間労働の是正を目指し、女性活躍推進法、次世

代育成支援対策推進法等の見直しを進める。 

 

（高齢者の就労促進） 

日本には、アクティブシニアとも言われるように、元気で就労の意欲にあ

ふれ、豊かな経験と知恵を持っている高齢者がたくさんおられる。他方、高

齢者の７割近くが、65歳を超えても働きたいと願っているのに対して、実際

に働いている人は２割にとどまっている。生涯現役社会を実現するため、雇

用継続の延長や定年引上げに向けた環境を整えるとともに、働きたいと願う

高齢者の希望を叶えるための就職支援を充実する必要がある。人口が減少す

る中で我が国の成長力を確保していくためにも、高齢者の就業率を高めてい

くことが重要である。 

将来的に継続雇用年齢や定年年齢の引上げを進めていくためには、そのた

めの環境を整えていく必要がある。企業の自発的な動きが広がるよう、65歳

以降の継続雇用延長や 65 歳までの定年延長を行う企業等に対する支援を実

施し、企業への働きかけを行う。また、継続雇用延長や定年延長を実現する

ための優良事例の横展開、高齢者雇用を支える改正雇用保険法の施行、企業

における再就職受入支援や高齢者の就労マッチング支援の強化などを進め

る。 

 

 

３．「希望出生率 1.8」に向けた取組の方向 

（１）子育て・介護の環境整備 

昨年末の緊急対策では、保育、介護の受け皿整備の促進を決定した。子育

てや介護をしながら仕事を続けることができる社会をつくるため、保育や介

護の受け皿整備を一層加速する。さらに、本プランでは、求められる保育・

介護サービスを提供するための人材の確保に向けて、安定財源を確保しつつ、
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保育士や介護人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性向上を通じ

た労働負担の軽減、さらには安心・快適に働ける環境の整備を推進するなど

の総合的対策を示す。高い使命感と希望を持って、保育士や介護職の道を選

んだ人たちを応援する。また、保育士や介護職の方たちがキャリアアップで

きるよう、再編・統合等を通じた大規模化・連携の強化などの環境整備を図

る。 

 

（保育人材確保のための総合的な対策） 

安倍内閣は、女性の活躍に政権を挙げて取り組んできている。平成 25 年

（2013 年）４月に待機児童解消加速化プランを打ち出し、この３年間で 30

万人分の保育の受け皿を整備し、多くの共働き世帯の子育てを支援してきた。 

これに加えて、「希望出生率 1.8」の実現に向けて、昨年末の緊急対策で、

平成 29 年度末（2017 年度）までの保育の受け皿整備量を 40 万人分から 50

万人分に上積みした。平成 28年度（2016年度）予算では、保育サービスは

質・量ともにさらに拡大した。本年４月からは企業主導型の新たな保育事業

が始まり、事業所内保育所の新設が図られる。また即効性の高い既存事業所

内保育所の空き定員の活用を図る。これらにより、５万人の受入れを進める。

小規模の保育所の整備や空き教室などの地域のインフラの活用による受け

皿の拡大も促進する。 

保育士の処遇1については、平成 27年度（2015年度）において人事院勧告

に従った２％に加え、消費税財源を活用した３％相当、平成 27 年度補正予

算では 1.9％相当の処遇改善を行った。さらに、新たに「経済財政運営と改

革の基本方針 2015」等に記載されている更なる「質の向上」の一環としての

２％相当の処遇改善を行うとともに、予算措置が執行面で適切に賃金に反映

されるようにしつつ、キャリアアップの仕組みを構築し、保育士としての技

能・経験を積んだ職員について、現在４万円程度2ある全産業の女性労働者と

の賃金差がなくなるよう、追加的な処遇改善を行う。児童養護施設等におい

ても、その業務に相応の処遇改善を行う。 

多様な保育士の確保・育成に向けて、保育士を目指す学生に返済を免除す

る月５万円の修学資金貸付制度を拡充し、いったん仕事を離れた人が再び仕

事に就く場合の 20 万円の再就職準備金貸付制度を創設した。また、保育所

                                                   
1 子ども・子育て支援新制度の下での認定こども園及び幼稚園等の職員に係るものを含

む。 
2 賃金は平成 27年６月分、賞与・期末手当等特別給与額は平成 26年の１年間についての

数値（平成 27年賃金構造基本統計調査）。具体的には、全産業の女性労働者の賃金動向

や、保育士の賃金動向（平成 27年度及び 28年度予算措置分の反映を含む）を踏まえ、予

算編成過程で検討。 
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が保育補助者を雇用して保育士の負担を軽減する場合には、約 295万円の返

還免除付きの貸付を行う事業を創設した。このような施策については、さら

なる充実を図る。チーム保育を推進する保育所には手厚く運営費を交付して、

保育士の負担軽減やキャリアに応じた賃金改善を後押しする。さらに、ICT

等を活用した生産性向上による労働負担軽減、保育士の勤務環境の改善など

に取り組む。 

大都市圏を中心になお多くの待機者がおり、緊急的に対応すべき措置とし

て、待機児童が集中している関連自治体などと連携して対応策を取りまとめ

たところであり、速やかに実行していく。 

このように、保育の受け皿整備に加えて、保育士の処遇改善、多様な人材

の確保・育成、生産性の向上を通じた労働負担の軽減を柱として９万人の保

育人材の確保に総合的に取り組み、待機児童解消の実現を目指す。 

 

（放課後児童クラブ・放課後子供教室の整備及び一体実施） 

共働き家庭等のいわゆる小１の壁を打破するとともに次代を担う人材を

育成するため、平成 31年度末（2019年度末）までに放課後児童クラブ 30万

人の追加的な受け皿整備を進め、全小学校区に当たる約２万か所で放課後児

童クラブと放課後子供教室を連携して事業実施し、その半分に当たる約 1万

か所で一体として事業実施する。さらに、放課後児童クラブについて、経験

等に応じた職員の処遇改善や業務負担軽減対策を進めるとともに、追加的な

受け皿整備を平成 30年度末（2018年度末）に前倒して実現するための方策

を検討する。なお、処遇改善に当たっては、予算措置が執行面で適切に賃金

に反映されるようにする。 

 

（２）すべての子供が希望する教育を受けられる環境の整備 

すべての子供が夢に向かって頑張ることができる社会をつくらなければ

ならない。未来を担う子供たちへの投資を拡大し、格差が固定化せず、誰に

もチャンスがある一億総活躍社会を創っていく。 

 

（ひとり親家庭や多子世帯等への支援） 

28 年度（2016 年度）予算に盛り込まれている、幼児教育の無償化拡大に

よって所得の低い世帯では第二子は半額、第三子以降は無償とする。ひとり

親家庭への支援については、児童扶養手当の機能を充実し、第二子は 36 年

ぶり、第三子以降は 22 年ぶりに加算額を最大で倍増した。さらに、放課後

児童クラブ等が終わった後の地方自治体による子供の居場所づくりを支援

する。この際、子供の生活習慣の習得・学習支援、食事の提供等を行う。児
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童養護施設や里親の下で育った子供の進学支援のため、毎月家賃相当額に加

え生活費を貸し付け、就業継続等の条件により返還を免除する制度を本年度

から創設したところ、今後も必要な対応を検討していく。また、いわゆる団

塊ジュニア世代の人口構造上の重要性も踏まえつつ、多子世帯への支援を推

進する。 

児童虐待の問題に社会全体で対応し、児童の最善の利益が優先して考慮さ

れるよう、児童相談所の専門性強化等による発生時の迅速・的確な対応に加

え、予防から児童の自立支援（家庭養護の推進等）に至るまでの総合的な対

策を進める。これを踏まえ、児童保護手続における裁判所の関与の在り方や、

特別養子縁組制度の利用促進の在り方について検討し、必要な措置を講ずる。 

 

（課題を抱えた子供たちへの学びの機会の提供） 

いじめや発達障害など様々な事情で不登校となっている子供が、自信を持

って学んでいけるよう、フリースクール等の学校外で学ぶ子供への支援を行

い、夜間中学の設置促進等を図る。 

経済的な理由や家庭の事情により学習が遅れがちな子供を支援するため、

大学生や元教員等の地域住民の協力及び ICT の活用等による原則無料の学

習支援を行う地域未来塾を、平成 31年度（2019年度）までに全中学校区の

約半分に当たる 5000ヶ所に拡充し、高校生への支援も実施する。 

 

（奨学金制度の拡充） 

現在の奨学金制度は、家庭の経済事情、本人の能力などに応じて様々な支

援措置が講じられているが、依然として無利子奨学金を受けられない学生が

いる、あるいは、社会に出た後の返還負担に不安を覚え奨学金を受けること

を躊躇
ちゅうちょ

する学生がいることが指摘されている。このため、家庭の経済事情に

関係なく、希望すれば誰もが大学や専修学校等に進学できるよう、安定財源

を確保しつつ、以下のように奨学金制度の拡充を図る。 

無利子奨学金については、残存適格者を解消するとともに、低所得世帯の

子供に係る成績基準を大幅に緩和することにより、必要とするすべての子供

たちが受給できるようにする。 

有利子奨学金については、現在の低金利の恩恵がしっかりと行き渡るよう、

金利見直し方式を選択した場合、現在の金利水準に照らせばほぼ無利子とな

るような仕組みを検討する。 

給付型奨学金については、世代内の公平性や財源などの課題を踏まえ検討

を進め、本当に厳しい状況にある子供たちへの給付型支援の拡充を図る。 

奨学金の返還については、卒業後の年収が 300 万円以下の場合には 10 年
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間の返還猶予が適用され、更に、申込時の家計支持者の世帯年収が 300万円

以下で卒業後の本人の年収が 300 万円以下の場合には無期限返還猶予が適

用される。こうした制度の周知徹底を図るとともに、社会に出た後の所得に

応じて返還額を変化させる新たな所得連動返還型奨学金制度を平成 29 年度

（2017 年度）の進学者から速やかに導入することで、大幅な負担軽減を図

る。 

 

（３）女性活躍 

女性の活躍は、一億総活躍の中核である。ポテンシャルを秘めている女性

が我が国には数多くおり、一人ひとりの女性が自らの希望に応じて活躍でき

る社会づくりを加速することが重要である。 

子育て等で一度退職した正社員が復職する道が一層開かれるよう、企業へ

の働きかけを行う。また、大学・専修学校等における実践的な学び直し機会

の提供を図るとともに、マザーズハローワーク事業について、拠点数の拡充

及びニーズを踏まえた機能強化を図る。さらに、本年４月から全面施行され

た女性活躍推進法に基づき、企業における女性活躍のための行動計画の策

定・情報公表などを推進する。総合評価落札方式等による国の調達において、

契約の内容に応じて、ワーク・ライフ・バランスを加点項目に設定する。 

多様な正社員、テレワークの普及など女性が働きやすい環境整備、いわゆ

るセクハラ・マタハラの防止に向けた取組等を推進する。また、男性の家事・

育児・介護等への主体的参画を促進する。ひとり親が就職に有利な看護師等

の資格を取得できるよう、貸付・給付金事業を推進する。さらに、住民基本

台帳法施行令等の改正を行い、マイナンバーカードに旧姓の併記を可能とす

る。 

女性リーダー育成モデルプログラムの全国への普及を行うとともに、女性

が継続就業でき、リーダー層に登用される人材として成長できるよう、役員

候補段階の女性を対象にしたリーダー育成研修等の先進的な取組を推進す

る。また、女性起業家に対する支援を強化する。 

 

（４）結婚支援の充実 

少子高齢化が深刻化する中、若者の希望する結婚が、それぞれ希望する年

齢で叶えられるような環境を整備する。このため、結婚の段階における支援

を充実する。 

また、若者世帯・子育て世帯が、必要な質や広さを備えた住宅に低廉な家

賃で入居が容易になるよう、空き家や民間賃貸住宅を活用した新たな仕組み

を構築する。 
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（５）若者・子育て世帯への支援 

子育て中の保護者の約４割が悩みや不安を抱えており、妊娠期から子育て

期にわたる切れ目ない支援を実施する子育て世代包括支援センターについ

て、児童福祉法等改正により市町村での設置の努力義務等を法定化し、平成

32年度（2020年度）末までの全国展開を目指す。 

結婚年齢等の上昇と医療技術の進歩に伴い、不妊に悩む方が増加しており、

不妊専門相談センターを平成 31年度（2019年度）までに全都道府県・指定

都市・中核市に配置して相談機能を強化し、不妊治療支援の充実を継続する

とともに、不妊治療をしながら働いている方の実態調査を行い、必要な支援

を検討する。 

地域において分娩を扱う施設の確保など、小児・周産期医療体制の充実を

図る。子どもの医療制度の在り方等に関する検討会での取りまとめを踏まえ、

国民健康保険の減額調整措置の在り方について、年末までに結論を得る。 

 

（６）子育てを家族で支える三世代同居・近居しやすい環境づくり 

子育て中の親の孤立感や負担感が大きいことが、妊娠、出産、子育ての制

約になっていることがある。大家族で、世代間で支え合うライフスタイルを

選択肢として広げるため、三世代同居・近居をしやすい環境づくりを推進す

る。三世代同居に対応した優良な住宅の整備やリフォームを支援するととも

に、子育て世帯とそれを支援する親族世帯との近居を支援する。 

 

（７）社会生活を円滑に営む上での困難を有する子供・若者等の活躍支援 

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子供・若者（発達障害など）等

に対して、個々人の特性に応じて将来の目指すべき姿を描きながら、医療、

福祉、教育、進路選択、中退からの再チャレンジ、就労などについて、専門

機関が連携して伴走型の支援に取り組む。さらに、若年無業者等についても、

ハローワーク、地域若者サポートステーション、自治体、NPO等の関係機関

が連携して、就労・自立に向けた支援に取り組む。 

 

 

４．「介護離職ゼロ」に向けた取組の方向 

（１）介護の環境整備 

（介護人材確保のための総合的な対策） 

「介護離職ゼロ」の実現に向けて、昨年末の緊急対策において、介護の受

け皿を 38 万人分以上から 50 万人分以上へ拡大することなどを盛り込んだ。 
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介護人材の処遇については、競合他産業との賃金差がなくなるよう、平成

29 年度（2017 年度）からキャリアアップの仕組みを構築し、月額平均１万

円相当の改善を行う。この際、介護保険制度の下で対応することを基本に、

予算編成過程で検討する。なお、障害福祉人材の処遇についても、介護人材

と同様の考え方に立って予算編成過程で検討する。 

多様な介護人材の確保・育成に向けて、介護福祉士を目指す学生に返済を

免除する月５万円の修学資金貸付制度や、いったん仕事を離れた人が再び仕

事に就く場合の 20 万円の再就職準備金貸付制度の更なる充実、高齢人材の

活用等を図る。また、介護ロボットの活用促進や ICT等を活用した生産性向

上の推進、行政が求める帳票等の文書量の半減などに取り組む。さらに、改

正介護休業制度の着実な実施や、介護休業の取得促進に関する周知・啓発の

強化を行うなど、仕事と介護の両立が可能な働き方の普及を促進する。 

このように、介護の受け皿整備に加え、介護の仕事の魅力を向上し、介護

人材の処遇改善、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じた労働負担

の軽減を柱として 25万人の介護人材の確保に総合的に取り組む。 

なお、経済連携協定(EPA)に基づく専門的介護人材の活用を着実に進める

とともに、出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律案の成立後、こ

れらの仕組みに基づく外国人材の受入れについて、それぞれの制度趣旨に沿

って積極的に進めていく。 

 

（２）健康寿命の延伸と介護負担の軽減 

健康寿命が延伸すれば、介護する負担を減らすことができ、高齢者本人も

健康に暮らすことができるようになる。このため、健康寿命の延伸は一億総

活躍社会の実現にとっても重要であり、自治体や医療保険者、雇用する事業

主等が、意識づけを含め、個人が努力しやすい環境を整える。また、老後に

なってからの予防・健康増進の取組だけでなく、現役時代からの取組も重要

であり必要な対応を行う。 

 

（３）障害者、難病患者、がん患者等の活躍支援 

一億総活躍社会を実現するためには、障害者、難病患者、がん患者等が、

希望や能力、障害や疾病の特性等に応じて最大限活躍できる環境を整備する

ことが必要である。このため、就職支援及び職場定着支援、治療と職業生活

の両立支援、障害者の身体面・精神面にもプラスの効果がある農福連携の推

進、ICTの活用等、就労のための支援に取り組むとともに、グループホーム

や就労支援事業等を推進する。 

また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に、ユニ
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バーサルデザインの社会づくり（心のバリアフリー、街づくり）を推進する

とともに、障害者のスポーツ、文化芸術活動の振興を図る。 

障害のある子供も、障害のない子供と可能な限り共に学べるようにし、自

立や社会参加を果たせるように環境を整備する。特に、小中学校における通

級指導を推進するとともに、高等学校においても通級指導を平成 30 年度

（2018年度）から新たに制度化し、小中高等学校あわせて指導内容や指導体

制等の環境整備を進める。 

 

（４）地域共生社会の実現 

子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創

り、高め合うことができる「地域共生社会」を実現する。このため、支え手

側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支

え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福祉など

の地域の公的サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる仕組

みを構築する。また、寄附文化を醸成し、NPOとの連携や民間資金の活用を

図る。 

 

 

５．「戦後最大の名目 GDP600 兆円」に向けた取組の方向 

強い経済なくして、明日への｢希望｣を生み出すことはできない。アベノミクス

第１ステージでは、農業、医療、エネルギーといった分野における岩盤規制改革、

法人税改革、コーポレートガバナンスの強化、TPP（環太平洋パートナーシップ

協定）の署名に大胆かつスピード感をもって取り組み、ビジネス環境を抜本的に

変革してきた。いわゆる｢六重苦｣も解消されつつあり、企業は過去最高の収益を

上げている。世界に目を向ければ、「第４次産業革命」が世界を席巻しており、

各国は｢待ったなし｣の対応が迫られている。デフレから完全に脱却し、力強い成

長軌道に乗せることができるかは、このタイミングを捕らえ、未来に向けた投資

や、更なる賃上げ・可処分所得の増加を実現し、消費を拡大できるかにかかって

いる。新たな産業やサービスの創出を通じて社会的課題を解決し、グローバル市

場で付加価値を獲得できるのか、それともジリ貧の道をたどるのか、日本は歴史

的な分岐点に立っている。今こそ、｢本格的な成長志向の戦略｣を描き、官民一体

となって、戦後最大の経済、名目 GDP600兆円という目標に向かって、積極果敢

に挑戦すべき時である。 

 

（１）第４次産業革命 

インターネットを介して全てのモノが繋がり、収集・蓄積されたビックデ
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ータを人工知能が解析することで、人間だけでは思いつきもしなかった新し

い価値、商品、サービスが生まれる。未知の領域に力強く踏み出し、世界に

先駆けて第４次産業革命を実現するため、産学官の叡智を結集し、製造現場

など我が国の強みを活かした戦略を官民で共有する。 

ビジネスの世界の新潮流である IoT・ビックデータ・人工知能とロボット

や情報端末等も活用し、自動走行や製造現場等での産業応用化を促していく。

また、サイバーセキュリティーに十分配慮しつつ、企業や組織の垣根を超え

たデータ利活用を推進する。第４次産業革命を我が国全体に普及させる鍵は、

中堅・中小企業である。中堅・中小企業のニーズに寄り添い、現場目線で IT

やロボットの導入が進められるよう支援する。 

 

（２）世界最先端の健康立国へ 

健康・予防サービスは、高齢化の進展を背景に、需要の増大が見込まれる。

また、若者も含め、個人の意識が高まるとともに、ニーズが多様化しており、

今後の成長余力が大きい分野と考えられる。従来からの医療、介護サービス

についても、IoT 等の活用により、その質を飛躍的に高めることができる。 

健康・予防に向けた様々なサービスが提供できるよう、公的保険外サービ

スの活用を促進し、新たな市場を創出する。また、企業・保険者が有するレ

セプト・健診・健康データの集約・分析・活用や、医療機関等が有する治療

や検査データの活用基盤の構築を通じて、公費負担医療を含む医療・介護費

の適正化を図りつつ、テーラーメイドでの医療・健康サービスを実現する。

介護の現場においては、ロボットやセンサーの活用を通じて介護の質や生産

性を向上させ、それにより現場の負担を軽減する。 

 

（３）環境・エネルギー制約の克服と投資拡大 

資源に乏しい日本にとって、環境・エネルギー制約の克服は、経済の好循

環を実現するための前提ともいえる。徹底した省エネルギーの推進、再生可

能エネルギーの最大限の導入等により、我が国のエネルギー需給構造を転換

することは、日本の競争力を強化するのみならず、ライフスタイルの変革を

も促す。 

世界共通の課題である環境・エネルギー制約を、我が国の最先端技術で解

決するとともに、経済成長に向けた投資を拡大していく。これまで製造業が

中心であった省エネルギー投資の推進を、流通・サービス業や中小企業にま

で拡大する。再生可能エネルギーについては、最大限の導入と国民負担を両

立させ、燃料電池自動車の本格的普及を起爆剤として水素社会を実現する。

また、IoT等を活用して、需要家自らが積極的にエネルギーマネージメント
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に取り組む動きを一層活発なものにするため、節電量（ネガワット）取引市

場を新たに創設する。資源価格の低迷下でも、安定的に資源開発投資を行い、

持続的な経済成長に繋げていく。 

 

（４）スポーツの成長産業化 

スポーツには、人を夢中にさせる魅力がある。老若男女問わず、自ら体を

動かして楽しむだけではなく、アスリートの競技に多くの人が熱狂する。健

康、観光、ファッションのみならず、IT等との融合による新たな市場の創出、

経済価値を生むポテンシャルが大きいといえる。 

スタジアム・アリーナ改革、スポーツを核とした街づくりや、スポーツ産

業の活性化による収益の拡大と、その収益をスポーツへ再投資することによ

る、アスリートの強化を含めたスポーツ環境の充実といった自律的好循環モ

デルの確立等を目指す。 

 

（５）2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた見える化プ

ロジェクト 

2020年には、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される。

我が国は世界中から注目を集め、多くの外国人が訪日する。2020年をゴール

と見立て、改革・イノベーションの成果をショーケース化して世界に発信す

るとともに、2020年以降に向けたレガシー（遺産）として後世代への承継を

図る。具体的には、自動走行、分散型エネルギー、先端ロボットの活用を実

現し、我が国の強みである技術力を世界に示していく。 

 

（６）既存住宅流通・リフォーム市場の活性化 

住宅の購入は、一生の中で最も高い買い物であるにもかかわらず、月日の

経過とともに資産価値が低下してしまう場合が多い。住宅市場の活性化のみ

ならず、老後不安の解消による消費の底上げを図るため、住宅が資産として

評価される既存住宅流通・リフォーム市場を形成・活性化する。 

 

 

（７）サービス産業の生産性向上 

サービス産業は我が国の GDPの約７割を占め、地域の雇用と経済も支えて

いる。中堅・中小企業も多いサービス産業の生産性の向上無くして、国民一

人一人が経済成長と地域社会の活力を実感はできない。トラック、旅館、ス

ーパー等７分野等の生産性をデータ・IT の利活用や中小企業支援機関等の

支援によって向上させる。 
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（８）中堅・中小企業・小規模事業者の革新 

中堅・中小企業・小規模事業者の活性化・生産性向上なしに、地域経済の

活性化はない。地域の中核企業となる中堅企業等の世界市場への挑戦を後押

しするとともに、中小企業等経営強化法に基づく事業分野別指針を活用して

経営力の強化を図りつつ、中小企業支援機関等とも協力しながら、IT利活用

や省力化のための投資の促進など、中小企業・小規模事業者の実態を踏まえ

た生産性の向上を支援する。また、下請事業者の取引条件の改善、中小企業・

小規模事業者の「稼ぐ力」の確立に向けた金融機能の強化と事業再生・事業

承継の円滑化等にも取り組んでいく。 

 

（９）攻めの農林水産業の展開と輸出促進 

地域で頑張る農業者の所得を増やし、若者が将来に夢や希望を持てる強く

て豊かな農業を実現しなければならない。TPPによって切り拓かれる８億人

の市場は、日本の美味しく、安全な農産物を待っている。農地の集約を進め、

生産資材のコスト低減や IT 技術の活用により、中山間地域を含めた地域の

収益力・生産基盤の強化を図り、我が国の農業の競争力を高める。「総合的

なＴＰＰ関連政策大綱」等に基づく施策を着実に実施するとともに、積極的

に海外市場に挑戦しようとする農業者に対しては、販路開拓を支援し、輸出

を促進する。 

 

（10）観光先進国の実現 

「明日の日本を支える観光ビジョン」等に基づき、訪日外国人旅行者数を

2020年 4,000万人・2030年 6,000万人、訪日外国人旅行消費額を 2020年８

兆円・2030年 15兆円とすること等の目標の達成に向かって、政府一丸、官

民を挙げて、観光先進国の実現に向けた取組を総合的・戦略的に実施する。

これにより、裾野が広い観光を「一億総活躍の場」とすることが可能である。 

具体的には、観光資源の魅力を極め、地方創生の礎にするため、魅力ある

公的施設の開放、国立公園や農山漁村など景観の優れた観光資源や文化資源

の保全・活用等を行う。  

また、観光産業を革新し、国際競争力を高め、我が国の基幹産業にするた

め、観光関係の規制・制度の見直し、観光経営人材等の育成、世界水準の DMO

の形成・育成、欧米豪や富裕層等へのプロモーションの強化、ビザの戦略的

緩和等を実施する。 

さらに、企業における労使一体での年次有給休暇の取得向上や休暇取得の

分散化等の休暇改革の推進、最先端技術を活用した出入国審査等の促進、通
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信・交通利用環境の向上、各地の観光地や交通機関におけるユニバーサルデ

ザイン化の推進等により、すべての旅行者がストレスなく快適に観光を満喫

できる環境の整備を進める。 

 

（11）地方創生 

地方は少子高齢化や過疎化の最前線であり、地方創生は、一億総活躍社会

を実現する上で最も緊急度の高い取組の一つである。 

そのため、「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂版）」及び「まち・

ひと・しごと創生基本方針 2016」に基づき、ローカルアベノミクスの推進、

潜在的希望者の地方移住・定着の実現、地域の実情に応じた働き方改革、連

携中枢都市圏の形成等を通じ、東京一極集中の是正、若い世代の就労・結婚・

子育ての希望実現、地域特性に即した課題解決を進め、人口減少と地域経済

の縮小を克服する。 

 

（12）国土強靱化、ストック効果の高い社会資本整備 

社会資本整備については、社会資本整備重点計画等に基づき、既存施設の

最大限の活用を図りつつ、成長力を強化する分野に重点化し、ストック効果

が最大限発揮されるよう、長寿命化の観点及び中長期的な建設業の担い手の

確保の観点も踏まえ、戦略的な取組を安定的・持続的に進める。 

国土強靱化については、PDCAを徹底しつつ、国土強靱化アクションプラン

に定められた取組を着実に進める。特に、地域計画の策定・実施を促進する

とともに、民間の主体的取組を促進する。大規模地震や多様な自然災害に対

し、防災・減災の取組を推進する。 

持続可能な都市構造を実現する観点から、都市のコンパクト化の取組を促

進するとともに、その多様な効用を明らかにしつつ、公共施設の集約・統廃

合等や未利用資産の有効活用を推進する。 

PPP/PFI推進アクションプランで定められた事業規模目標達成のため、重

点分野におけるコンセッション事業を推進するとともに、PPP/PFIを優先的

に検討する枠組みの実効ある運用や地域プラットフォームの形成を推進す

る。 

 

（13）消費・投資喚起策 

戦後最大となる GDP600 兆円を確実に実現するためには、底堅い消費を実

現するとともに、民間投資を促進する必要がある。 

賃金の継続的な引き上げ、下請け等中小企業の取引条件の改善、社会保険

料の増加の抑制等を通じて、賃金・可処分所得の引上げを実現する。単なる
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需要の先食いではなく、国内の需給ギャップを解消する消費の底上げや、従

来の消費行動・購買行動に変革をもたらし、新たな消費の創出に繋がる消費

マインドの喚起を官民連携して実施する。 

また、現下の低金利環境を活かし必要な投資を進める道筋を検討する。 

 

（14）生産性革命を実現する規制・制度改革 

人口減少下における供給制約を克服するためには、生産性を抜本的に向上

させるしかない。このため、生産性革命を実現する規制・制度改革のあり方

を見直し、コーポレートガバナンスの強化など未来投資を促す制度改革に果

断に取り組む。 

 

（新たな規制・制度改革メカニズムの導入） 

第４次産業革命は、技術革新の予見が難しい上に、スピードが求められる。

先が読めない時代だからこそ、官民で産業革新の将来像を共有し、中期目標

からバックキャストしてロードマップを描き、必要となる規制・制度改革を

実施していく。また、事業者目線で事業コストを徹底的に削減し、生産性を

向上させるため、規制改革、行政手続きの簡素化、IT化を一体的に進める。 

 

（国家戦略特区の活用） 

   「国家戦略特区」について、平成 29年度末（2017年度末）までの２年間

を「集中改革強化期間」とし、残された「岩盤規制」の突破口を開くなどの

取組を行う。これにより、民間の能力が十分に発揮できる世界で一番ビジネ

スのしやすい環境を整備し、経済成長につなげることを、「新たな目標」と

して設定する。 

 

（未来投資に向けた規制改革） 

コーポレートガバナンスの強化は、改革リストのトップアジェンダである。

コーポレートガバナンスコードの適用、独立社外取締役を選任する企業の増

加、機関投資家のスチュワードシップ・コードの受け入れなど、旧来型の内

向きの経営マインドの一掃に取り組んできた。形式だけではなく、実効的に

ガバナンスを機能させなければ、企業が｢攻めの経営｣に転じていくことは難

しい。企業の情報開示の実効性・効率性を国際水準に照らしても高いものに

する等、更なる改革に着手し、企業と投資家の建設的な対話を促進する。 

公的サービス・資産の民間開放は、民間の創意工夫を活かした質の高いサ

ービスの効率的な提供につながり、新たな民間投資を生み出す起爆剤ともな

り得る構造改革である。そのため、公共施設等運営権方式を含む PPP/PFI等
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を大胆に推進していく。 

 

（15）イノベーション創出・チャレンジ精神に溢
あふ

れる人材の創出 

中長期的な経済成長を支えるのは、イノベーションと人材である。データ

を巡る熾烈な競争が繰り広げられつつある第４次産業革命においては、斬新

なビジネスモデルの登場により付加価値の源泉が瞬時に移り変わるなど、陳

腐化も早いが、斬新なアイデアや技術を武器にした思い切った挑戦による急

激な成長も可能であり、まさに、「イノベーションの時代」である。第４次産

業革命を勝ち抜くもう一つの鍵が人材であり、データの利活用に日常から接

し、新たな付加価値を生み出していくことが求められる。 

 

（イノベーション、ベンチャー創出力の強化） 

世界に先駆けて第４次産業革命を実現できるかは、オープンイノベーショ

ンを実践し、企業の内外のリソースを効率的かつ柔軟に活用できるかにかか

っている。産学連携の体制を強化し、企業から大学・研究開発法人への投資

を、今後 10 年間で３倍に増やすことを目指す。また、国内外からトップ人

材や投資を呼び込む産学官の戦略研究拠点を、来年度中に少なくとも５箇所

創出する。人工知能は第４次産業革命における勝敗の鍵を握っていることか

ら、産学官の叡智を集め、縦割りを排した「人工知能技術戦略会議」を本年

４月に設置した。研究開発目標と産業化のロードマップを、本年度中に策定

する。機動的な意思決定の下、迅速かつ大胆な挑戦ができるベンチャー企業

は、オープンイノベーションの相手先として極めて有望である。地域のベン

チャーと世界市場をつなげるため、民間主導の中核組織を本年度中に創設し、

各省の施策を一体的に動員する。 

 

（多面的アプローチによる人材の育成・確保） 

人工知能等の活用によって、仕事の内容や働き方は劇的に変化していくと

考えられるが、データを活用して付加価値を生み出すのは｢人材｣である。第

４次産業革命を支える人材の確保・育成に向けて、初等中等教育におけるプ

ログラミング教育の必修化をはじめとする IT を活用した教育の全国展開、

高等教育における大学院・大学での数理教育の強化、特定国立研究開発法人

等における世界レベルの研究者を糾合した研究と人材育成の一体的推進な

どに着手する。あわせて、獲得競争が激しい高度外国人材を我が国に惹きつ

けるため、世界最速級の「日本版高度外国人材グリーンカード」を導入し、

高度外国人材への永住権付与を迅速化する。 
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（16）海外の成長市場の取り込み 

本年２月に署名された TPP（環太平洋パートナーシップ協定）は、世界の

GDPの約４割を占めるアジア・太平洋の巨大市場の成長を取り込む大きなチ

ャンスをもたらす。これを契機とし、我が国中堅・中小企業を含む海外展開

を加速化する。また、対内直接投資の一層の拡大や経済連携交渉、投資協定・

租税条約の締結・改正を推進する。合わせて、リスクマネー供給拡大に資す

る関係機関の体制・機能を強化し、インフラシステム輸出の拡大やクールジ

ャパンの推進にも取り組んでいく。 

 

 

６．10年先の未来を見据えたロードマップ 

「戦後最大の名目 GDP600 兆円」、「希望出生率 1.8」、「介護離職ゼロ」とい

う３つの大きな目標の達成に向けて、具体的にどのような施策をいつ実行する

のかを、それぞれの項目ごとに具体的に期限を区切って定め、評価を行って見

直しつつ、施策を進めていくことが重要である。 

 

（目標に応じた対応策の提示） 

このため、第一に、「戦後最大の名目 GDP600兆円」、「希望出生率 1.8」、「介

護離職ゼロ」という３つの目標それぞれについて、①国民生活における課題、

②検討すべき方向性、③対応策からなる「樹形図（ツリー図）」を作成し、政

策を整理して示した。 

「戦後最大の名目 GDP600兆円」については、その実現に向けた課題を、「成

長戦略の加速等」及び「個人消費の喚起」に分解して整理した。成長戦略の加

速等については、「人口減少局面における成長力の強化」に向けた「生産性革

命に向けた取組の加速」及び「新たな有望成長市場の創出・拡大」、「拡大する

海外経済の活用」に向けた「TPP等に対応した海外の成長市場との連携強化」、

並びに「人口減少と地域経済縮小の克服」に向けた「地方創生、中小企業・小

規模事業者支援」及び「防災・国土強靱化、成長力を強化する公的投資への重

点化」に取り組む必要がある。消費の喚起については、「賃金・可処分所得の

引上げ等」、「潜在的な消費需要の実現」及び「ストックを活用した消費・投資

喚起」に取り組む必要がある。これらに対する 22 項目の対応策により、名目

GDP600兆円の実現を目指す。 

「希望出生率 1.8」については、その実現に向けた国民生活における課題を、

「結婚」、「妊娠・出産・子育て」及び「ひとり親家庭」に分解して整理した。

結婚については、将来、生涯未婚率が約２割に上昇することが推計される中で、

若者の約９割が持つ「結婚したいという希望を実現」できるよう、「若者の雇
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用安定化・所得向上」及び「出会いの場の提供」に向けた対応策が必要である。

妊娠・出産・子育てについては、夫婦完結出生数が将来約 1.7人に減少すると

推計される中で、平均約２人という「希望どおりの人数の出産・子育てを実現」

できるよう、「保育・育児不安の改善」、「待機児童の解消」及び「仕事と育児

が両立できる環境整備」に向けた対応策が必要である。あわせて、ひとり親家

庭については、現状では子供の高校卒業後の進学率が全世帯平均約７割に比し

て約４割と低い中、「生活環境の改善・子供の学習意欲向上」に向けて、「教育

費負担感の軽減、相談体制の充実」及び「ひとり親家庭の所得の向上」に向け

対応策が必要である。これらに対する 12項目の対応策により、希望出生率 1.8

の実現を目指す。 

「介護離職ゼロ」については、その実現に向けた国民生活における課題を、

「介護サービスの提供側」、「介護に取り組む家族」及び「高齢者等」に分解し

て整理した。介護サービスの提供側については、現状、離職の理由として約２

割の方が介護の受け皿を利用できないことを挙げており、「希望する介護サー

ビスの利用」ができるよう、「介護基盤の供給」及び「介護人材の確保・育成」

に向けた対応策が必要である。介護に取り組む家族については、介護離職者の

約５割強の方が、離職前の介護制度等に関する理解不足を挙げるなど、具体的

な不安を感じており、「介護に不安なく取り組む」ことができるよう、「家族を

支える環境づくり」が必要である。また、約６割の介護離職者の方が介護と仕

事の両立が困難だったとしており、「介護と仕事を両立」できるよう、「介護休

業・休暇の利用率向上」、「長時間労働の是正」及び「柔軟な就労形態の利用率

向上」に向けた対応策が必要である。高齢者等については、「健康を長い間維

持するなどして安心して生活できる」よう、「高齢者に対するフレイル（虚弱）

予防・対策」、「障害や難病のある方等が自立し、社会参加しやすい環境づくり」

及び「地域課題の解決力強化と医療・福祉人材の活用」に向けた対応策が必要

である。これらに対する９項目の対応策により、介護離職ゼロの実現を目指す。 

 

（時間軸と指標を持った対応策の提示） 

第二に、合計で 43 項目からなる対応策について、項目ごとに、①国民生活

における課題、②今後の対応の方向性、③具体的な施策を記載する。④ロード

マップの年次は、「戦後最大の名目 GDP600兆円」に向けた施策については平成

28 年度（2016 年度）から平成 33 年度（2021 年度）の６年間、「希望出生率

1.8」、「介護離職ゼロ」に向けた施策については平成 28 年度（2016 年度）か

ら平成 37 年度（2025 年度）の 10 年間とし、各年度において施策をどのよう

に展開していくかを可能な限り指標を掲げつつ示した。 
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（他の政府計画との連携） 

本ロードマップを効果的に実施していくため、「経済・財政再生計画」の枠

組みの下、日本再興戦略その他の政府計画と連携して取り組んでいく。 
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ー
ト
タ
イ
ム

の
賃

金
水

準
5
6
.6
％

・
週

労
働

時
間

4
9
時

間
以

上
2
1
.3
％

・
非

労
働

力
人

口
の
女

性
の
う
ち
就

労
を
希

望
す

る
者

3
0
1
万

人
・
セ
ク
ハ
ラ
防

止
に
取

組
企

業
5
9
.2
%

⑤ 子
育

て
を

家
族

で
支

え
る

三
世

代
同

居
・

近
居

し
や

す
い

環
境

づ
く
り

⑧ 働
き

方
改

革
の

推
進

（
※
「
介
護
離
職
ゼ
ロ
の
実
現
」
⑤
と
共
通
）

対
応

策

② サ
ー

ビ
ス

産
業

の
生

産
性

向
上

（
※
「
名
目
G
D
P
6
0
0
兆
円
の
実
現
」
⑮
と
共
通
）

⑦ 保
育

サ
ー

ビ
ス

を
支

え
る

多
様

な
人

材
の

確
保

、
生

産
性

の
向

上

⑨ 女
性

活
躍

の
推

進

④ 妊
娠

・
出

産
・
育

児
に

関
す

る
不

安
の

解
消

待
機

児
童

の
解

消
・
保

育
所

待
機

児
童

数
2
3
,1
6
7
人

・
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
待
機

児
童
数

1
6
,9
4
1
人

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

若
年

層
（

2
5
-
3
4

歳
）

の
不

本
意

非
正

規
雇

用
労

働
者

の
割

合
：

2
8
.
4
％

→
20
20
年

半
減

5年
以

上
有

期
契

約
を

繰

り
返

す
者
：

40
0万

人
→

希
望
者
は
す
べ
て
正
規
化

希
望

ど
お

り
の

結
婚

（
若

年
の

雇
用

安
定

化
・

所
得

向
上

）

①
若

者
の

雇
用
安
定
・
待
遇
改
善
（
そ
の
１

）
希

望
出

生
率

１
．

８
の

実
現

非
正

規
雇

用
労

働
者
の

正
社

員
転

換
の

推
進

年
度

施
策

【
国
民
生

活
に
お

け
る
課

題
】

若
者

の
雇

用
は

不
安
定

化
し
、
子
育
て
世
代
の

所
得

分
布

は
低

所
得
層

に
シ
フ
ト
。

•1
5
～

3
4
歳

（
在

学
中

を
除

く
）

の
非

正
規

割
合

：
2
0
0
5年

26
.
6％

→
2
01

0年
2
6.

9％
→

2
0
15

年
2
7
.7

％

•2
0代

（
在

学
中
を

除
く
）

の
年
間

所
得

30
0万

円
未

満
の

者
の
割

合
：

2
0
02
年

6
5
.3
％

→
2
00
7年

6
7.
1％

→
2
0
12
年

6
8
.3
％

•3
0
代

前
半

（
在

学
中

を
除

く
）

の
年

間
所

得
3
0
0
万

円

未
満
の
者

の
割
合

：

2
0
02
年

3
9
.4
％

→
2
00
7年

4
4.
3％

→
2
0
12
年

4
9
.2
％

•不
本
意
非

正
規
の

割
合
（

20
14

年
平
均
）

：

全
体

1
8.
1％

、
2
5
-
34
歳

2
8
.4
％

(
最

大
)

希
望

ど
お

り
の

結
婚
を

実
現
す
る
に
は
、
雇
用

安
定

や
処

遇
改

善
に
よ

る
経
済
的
基
盤
の
強
化

が
必

要
。

•雇
用

形
態

別
の

有
配

偶
率

(
3
0
-
3
4
歳

男
性
)
：

正
社

員
57

.
8％

、
非

典
型

雇
用

23
.
3％

、
無

業
1
0.

2
%

•結
婚
に
際

し
て
の

障
害
：

「
結
婚

資
金
」

男
41
％

女

3
8
%
(最

大
)

【
今

後
の

対
応

の
方

向
性

】
非

正
規

雇
用
労

働
者

の
正
社

員
転

換
、
待

遇
改

善
（
※

）
を

進
め
る

こ
と

に
よ
り

若
者

の
経
済

的
基

盤
の
強

化
を

図
る

と
と

も
に
、

社
会

生
活
を

円
滑

に
営
む

上
で

の
困
難

を
有

す
る
子

供
・

若
者
（

不
登

校
の
児

童
生

徒
、
高

校
中

退
者

、
若

年
無
業

者
、

ひ
き
こ

も
り

、
発
達

障
害

者
な
ど

）
へ

の
教
育

・
就

労
に
渡

る
切

れ
目
な

い
伴

走
型
支

援
の

提
供

、
在

学
中
に

お
け

る
相
談

支
援

・
指
導

体
制

の
充
実

等
に

よ
り
、

若
者

の
就
労

・
自

立
を
目

指
す

。

（
※

）
同
一
労

働
同

一
賃
金

の
実

現
な
ど

非
正

規
雇
用

労
働

者
の
待

遇
改

善
に
つ

い
て

は
⑧
参

照
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
非

正
規
雇

用
労

働
者
の

正
社

員
転
換

に
向

け
て
、

キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金
の
活
用
促
進
、
業
界
団
体
等
に
対
す
る
正
社

員
転

換
要

請
等

に
よ
り

企
業

の
取
組

を
後

押
し
す

る
。

•
労

働
契
約

法
に

基
づ
く

有
期

雇
用
契

約
の

無
期
転

換
が

2
0
1
8年

度
か
ら
本
格
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
、
無
期
転

換
ル

ー
ル

が
本

格
的
に

機
能

す
る
直

前
の

時
期
に

集
中

的
な
周
知
を
行
う
と
と
も
に
、
こ
れ
を
契
機
と
し
た
多
様
な
正
社

員
制

度
の

導
入

な
ど
人

事
制

度
の
見

直
し

を
促
進

す
る

た
め
の
支
援
を
強
化
す
る
。

•
若

者
雇
用

促
進

法
を
着

実
に

施
行
す

る
と

と
も
に

、
20
2
0
年
度
を
目
途
に
同
法
の
見
直
し
を
検
討
し
、
企
業
情
報
の
公
開

な
ど

、
更

な
る

取
組
の

強
化

を
図
る

。
ま

た
、
就

職
・

採
用
活
動
に
つ
い
て
、
新
卒
一
括
採
用
に
限
る
こ
と
な
く
、
多
様

な
選

考
・

採
用

の
機
会

の
提

供
を
促

進
す

る
。

•
若

者
の
能

力
開

発
、
キ

ャ
リ

ア
形
成

を
進

め
る
た

め
、

ジ
ョ
ブ
・
カ
ー
ド
の
活
用
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
も
の
づ
く
り

分
野

を
担

う
人

材
の
育

成
を

支
援
す

る
た

め
、
若

者
の

技
能
検
定
の
受
検
料
減
免
措
置
等
を
検
討
す
る
。
ま
た
、
キ
ャ
リ

ア
形

成
促

進
助

成
金
の

活
用

等
に
よ

り
、

教
育
訓

練
休

暇
制
度
の
導
入
促
進
、
能
力
開
発
の
取
組
促
進
を
図
る
。

「
正
社
員
転
換
・
待
遇
改
善
実
現
プ

ラ
ン

」
を
踏

ま
え

た
正
社

員
転

換
の
推

進

無
期
転
換
ル
ー

ル
の
周
知
、
モ
デ

ル
就

業
規

則
の

作
成

等
多

様
な

正
社

員
の

導
入

な
ど
の
促
進

労
働
契
約

法
に
基

づ
く
有

期
雇

用
契

約
の

無
期

転
換

の
本

格
的

な
実

施

「
正

社
員

転
換

・
待

遇
改

善
実
現

プ
ラ
ン

」
の
目

標
の
達

成
状
況

等
を

踏
ま

え
た

取
組

の
更

な
る
強

化

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
助
成
金
の
活
用

促
進

、
業

界
団

体
等

に
対

す
る

正
社

員
転

換
の

要
請

等 平
成
24
年
改
正
労
働
契
約
法
の

附
則
に
基
づ
く
検
討

若
者

の
雇

用
促

進
・

能
力

開
発

若
者
雇
用
促
進
法
の
着
実
な
施
行
、

多
様
な
選
考
・
採
用
の
機
会
の
提
供

を
促

進
若

者
雇

用
促

進
法

の
見

直
し

を
検

討
、
企

業
情
報

の
公
開

な
ど
更

な
る
取

組
の
強

化

若
者
の
能
力
開
発
・
キ
ャ
リ
ア

形
成

の
推

進
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

若
年

層
（

2
5
-
3
4

歳
）

の
不

本
意

非
正

規
雇

用
労

働
者

の
割

合
：

2
8
.
4
％

→
20
20
年

半
減

５
年

以
上

有
期

契
約

を
繰

り
返

す
者
：

40
0万

人
→

希
望
者
は
す
べ
て
正
規
化

希
望

ど
お

り
の

結
婚

（
若

年
の

雇
用

安
定

化
・

所
得

向
上

）

①
若

者
の

雇
用
安
定
・
待
遇
改
善
（
そ
の
２

）
希

望
出

生
率

１
．

８
の

実
現

年
度

施
策

【
国

民
生
活
に
お
け

る
課

題
】

社
会
生
活
を
円
滑
に
営
む
上
で
の
困
難

を
有
す
る
子
供
・
若
者
の
割
合
は
増
加

傾
向
に
あ
り
、
希
望
ど
お
り
の
就
業
等

に
向
け
た
支
援
が
必
要
。

・
特

別
支

援
学

校
在
籍

者
数
：

20
05
年

約
10
.2
万
人

→
20
15

年
約
13

.8
万
人

（
＋

36
％

）

・
特

別
支

援
学

級
在
籍

者
数
：

20
05
年

約
9.
7万

人
→
20

15
年
約
20
.1

万
人

（
＋

10
8%
）

う
ち
自

閉
症

・
情
緒

障
害
：

20
05
年

約
2.
9万

人
→
20

15
年
約
9.
0万

人

（
＋

21
2％

）

•通
級

に
よ

る
指

導
を
受
け
て
い
る
児
童
生
徒

数
：

20
05

年
約

3.
9万

人
→
20

15
年
約
9.
0万

人

（
＋

13
3％

）

•若
年

(1
5-
34
歳

）
無
業
者
：
20

15
年
56
万
人

【
具
体
的
な
施
策
】

•
社

会
生
活

を
円

滑
に
営

む
上

で
の
困

難
を

有
す
る

子
供

・
若
者
等
の
就
労
・
自
立
の
実
現
に
向
け
、
個
々
人
に
応
じ
て
切

れ
目

な
い

支
援

を
各
地

で
提

供
す
る

た
め

、
内
閣

府
・

厚
生
労
働
省
・
文
部
科
学
省
の
３
府
省
が
連
携
し
、
寄
り
添
い
型
、

伴
走

型
の

支
援

の
全
国

展
開

を
地
域

の
実

情
を
踏

ま
え

つ
つ
進
め
る
（
地
域
に
お
け
る
子
供
・
若
者
伴
走
型
支
援
パ
ッ

ケ
ー

ジ
の

推
進

）
。

①
社

会
生

活
を
円

滑
に

営
む
上

で
の

困
難
を

有
す

る
子
供
・
若
者
に
つ
い
て
、
ア
セ
ス
メ
ン
ト
等
に
よ
っ
て
把
握
し
た

特
性
等

を
踏
ま

え
、

将
来
の

目
指

す
べ
き

姿
を

描
き
な
が
ら
、
個
々
人
に
適
し
た
医
療
、
福
祉
、
教
育
、
進
路
選
択
、

中
退
な

ど
か
ら

の
再

チ
ャ
レ

ン
ジ

、
就
労

な
ど

に
つ
い
て
、
各
地
域
に
お
い
て
切
れ
目
な
く
伴
走
型
で
、
行
政
、
専

門
機
関

、
Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

が
連
携

し
て

支
援
す

る
体

制
を
整
備
（
子
ど
も
・
若
者
育
成
支
援
推
進
法
に
基
づ
く
子
ど
も
・

若
者
支

援
地
域

協
議

会
、
指

定
支

援
機
関

や
子

ど
も
・
若
者
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー
の
活
用
等
）
。

②
こ

う
し

た
子
供

・
若

者
へ
の

支
援

に
従
事

す
る

各
専
門
職
の
連
携
を
強
化
す
る
た
め
、
分
野
横
断
的
に
知
識
・
ノ
ウ

ハ
ウ
を

整
理
し

、
共

有
す
る

た
め

の
養
成

研
修

等
を
実
施
。

③
高
校
・
高
等
専
修
学
校
と
サ
ポ
ス
テ
等
の
連
携
に
よ
る
中
退
者
・
若
年
無
業
者
・
ひ
き
こ
も
り
の
若
者
等
へ
の
ア
ウ
ト

リ
ー
チ
型
等
の
就
労
支
援
や
高
卒
資
格
の
取
得
に
向
け
た
学
び
の
支
援
を
実
施
。

④
ス

ク
ー

ル
カ
ウ

ン
セ

ラ
ー
、

ス
ク

ー
ル
ソ

ー
シ

ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置
拡
充
に
よ
る
教
育
相
談
や
家
庭
教
育
支
援
の

体
制
の

整
備
。

教
員

の
進
路

に
関

す
る
指

導
力

の
向
上
や
進
路
指
導
体
制
の
充
実
、
学
外
人
材
の
活
用
、
職
場
体
験

活
動
な

ど
キ
ャ

リ
ア

教
育
や

職
業

教
育
の

推
進

及
び
個
々
の
ラ
イ
フ
デ
ザ
イ
ン
に
基
づ
く
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
の
構
築

の
促
進

。

⑤
学

校
向

け
の
学

習
プ

ロ
グ
ラ

ム
の

作
成
・

提
供

や
都
道
府
県
労
働
局
及
び
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
か
ら
の
講
師
派
遣
等
に
よ

り
在
学

中
に
労

働
関

係
法
令

知
識

を
学
ぶ

機
会

を
提
供
。
学
生
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
の
労
働
条
件
確
保
。

⑥
教
育
効
果
の
高
い
多
様
な
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
推
進
、
大
学
・
専
門
学
校
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
連
携
に
よ
る
自
律
的

な
就
職
活
動
が
困
難
な
学
生
等
へ
の
就
職
支
援
の
実
施
。

⑦
フ
リ
ー
タ
ー
等
の
支
援
対
象
者
の
早
期
把
握
、
職
業
訓
練
の
斡
旋
強
化
等
に
よ
る
正
社
員
化
の
更
な
る
支
援
及
び
「
団

塊
ジ
ュ
ニ
ア
世
代
」
等

の
不
安
定

就
労
者

に
対

す
る
集
中
的
な
支
援
を
実
施
。

子
供
・
若
者

へ
の
切
れ
目

な
い
支
援

若
者
支
援
に
関
す
る
分
野
横
断
的
な
知
識
等
の

整
理
・
養
成
研
修
等
の
実
施

子
ど

も
・

若
者

育
成
支
援
推
進
法
に
基
づ
く
「
子
供
・
若
者
育
成

支
援

推
進

大
綱

」
等
を
踏
ま
え
た
子
供
・
若
者
へ
の
切
れ
目
な
い

支
援

の
推

進

キ
ャ

リ
ア

教
育

・
就

職
支

援
・

学
び
直
し
等
の
一
貫
支
援
（
関
係
機
関

の
連

携
、

ア
ウ

ト
リ

ー
チ

型
支

援
等
）
の
検
討
・
実
施

【
地
域
に
お
け

る
子
供
・
若
者
伴

走
型

支
援

パ
ッ

ケ
ー

ジ
】

地
域

に
お

け
る

子
ど
も
若
者
法
に
基
づ
く
協
議
会
の

設
置

・
活

用
等

に
よ
る
一
元
的
伴
走
支
援
体
制
の
構
築

子
供

・
若

者
支

援
の

強
化

策
を

検
討

フ
リ

ー
タ
ー

等
の
支

援
対

象
者

の
早

期
把
握

、
職

業
訓

練
の

斡
旋
強

化
等

「
団

塊
ジ

ュ
ニ
ア
世
代
」
等
に
対
す
る

集
中

的
な

支
援
の
実
施

フ
リ

ー
タ

ー
等
の
正
社
員
化
の
更
な
る
推
進

サ
ポ

ス
テ

と
高

校
の

連
携

強
化

子 供 ・ 若 者 育 成 支 援 推 進 大 綱

の 見 直 し
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
2
02
0年

ま
で
に

、
全
国

１
万

社
で
生
産

性
伸
び

率
10
％

を
達

成
す
る

・
サ
ー
ビ

ス
の
質

を
見
え

る
化

す
る
お
も

て
な
し

規
格
を

作
り
、

3
0
万

社
に

よ
る

認
証

の
取

得
を

目
指
す

・
サ
ー
ビ

ス
産
業

の
労
働

生
産

性
の
伸
び

率
が
、

2
0
2
0
年

ま
で

に
2
.0

％
（

20
1
3年

：
0
.
8%

）
と

な
る
こ
と

を
目
指

す

年
度

施
策

【
国
民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

我
が
国
の

Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
約
７
割
は
サ
ー
ビ
ス
産

業
で
占
め

ら
れ

て
お
り
、
我
が
国
経
済
成
長

に
は
サ
ー

ビ
ス

産
業
の
活
性
化
・
生
産
性
の

向
上
が
不

可
欠

。

特
に
、
小

売
業

、
飲
食
業
（
外
食
・
中
食
）
、

宿
泊
業
、

介
護

、
道
路
貨
物
運
送
業
等
に
お

い
て
は
、

生
産

性
の
低
さ
、
低
賃
金
、
長
時

間
労
働
と

い
っ

た
問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い

る
。

ま
た
、
サ

ー
ビ

ス
産
業
で
は
、
同
一
業
種
内

で
も
企
業

間
の

生
産
性
の
格
差
が
大
き
く
、

生
産
性
が

低
い

企
業
の
重
点
的
な
底
上
げ
に

よ
る
産
業

全
体

の
生
産
性
向
上
の
余
地
が
大

き
い
。

サ
ー
ビ
ス

産
業

は
、

①
業
種
ご

と
に

事
業
内
容
や
事
業
形
態
が
異

な
り
、

②
全
国
各

地
で

地
域
に
根
差
し
て
事
業
展
開

し
て
い
る

中
小

企
業
の
方
が
多
い
。

こ
の
た
め

、
業

種
別
・
地
域
単
位
で
の
き
め

細
か
い
取

組
が

必
要
。

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

サ
ー

ビ
ス

産
業

の
労
働

生
産

性
の
伸

び
率

が
20
20
年
ま

で
に
２
％
と
な
る
こ
と
を
目
指
し
、
意
欲
あ
る
個
々
の
事
業
者
に
よ
る

生
産

性
向

上
に

向
け
た

挑
戦

を
、
国

、
事

業
者
団

体
、

地
域
の
中
小
企
業
団
体
・
地
域
金
融
機
関
等
の
支
援
機
関
に
よ
り
後
押

し
し

て
い

く
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
日
本
サ
ー
ビ
ス
大
賞
に
よ
る
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
普
及
、
中
小
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
へ
の
Ｉ
Ｔ
投
資
促
進
、
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
「
見
え

る
化
」
す
る
新
た
な
認
証
制
度
で
あ
る
「
お
も
て
な
し
規
格
」
の
策
定
・
普
及
等
を
実
施
す
る
。

•
事
業
分
野
別
の
生
産
性
向
上
に
向
け
て
、
以
下
の
取
組
み
を
進
め
る
。

①
官
民
合
同
で
設
立
さ
れ
た
サ
ー
ビ
ス
業
の
生
産
性
向
上
協
議
会
に
お
い
て
、
次
の
活
動
を
展
開
す
る
。

-
モ
デ
ル
創
出
、
ノ
ウ
ハ
ウ
の
標
準
化
：
小
売
業
、
飲
食
業
、
宿
泊
業
、
介
護
、
道
路
貨
物
輸
送
業
の
５
分
野
に
お
い
て
、
事
業
形
態
・

規
模
等
に
よ
っ
て
事
業
者
を
類
型
化
し
、
モ
デ
ル
的
に
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
し
、
優
良
モ
デ
ル
事
例
を
創
出
。
生
産
性
向
上
に

向
け
た
ノ
ウ
ハ
ウ
を
標
準
化
す
る
。

-
横
展
開
：
モ
デ
ル
事
例
か
ら
得
ら
れ
た
ノ
ウ
ハ
ウ
を
横
展
開
し
、
各
分
野
の
生
産
性
向
上
に
向
け
た
取
組
を
推
進
す
る
。

②
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
基
づ
き
、
サ
ー
ビ
ス
産
業
チ
ャ
レ
ン
ジ
プ
ロ
グ
ラ
ム
対
象
の
７
分
野
等
で
事
業
者
団
体
と
も
連
携
し
な
が

ら
事
業
分
野
別
指
針
を
策
定
し
、
成
功
事
例
を
全
国
に
浸
透
さ
せ
る
。

•
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
基
づ
く
事
業
分
野
別
指
針
や
各
種
優
良
事
例
、
ロ
ー
カ
ル
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
も
活
用
し
な
が
ら
、
金
融
機
関
や

中
小
企
業
支
援
機
関
が
事
業
者
と
対
話
を
深
め
る
こ
と
を
促
す
。
こ
の
取
組
を
通
じ
て
、
担
保
や
個
人
保
証
に
頼
ら
ず
生
産
性
向
上
に
努

め
る
事
業
者
に
対
し
て
成
長
資
金
が
供
給
さ
れ
る
こ
と
を
促
進
す
る
。

表
彰 認
証
制
度
実
証

施
行
準
備

、
施

策
の

着
実

な
実

行

制
度

の
運

用

分
野

別
指

針
の

策
定 分
野
別
指
針
・

ロ
ー

カ
ル

ベ
ン

チ
マ

ー
ク

等
を

活
用

し
た

成
長

資
金

の
供

給
の

促
進

サ
ー

ビ
ス

生
産

性
革

命
に

向
け

た
国

民
運

動
の
展

開

ノ
ウ
ハ
ウ
横
展
開

モ
デ
ル
創
出
・

ノ
ウ
ハ
ウ
の
標

準
化

サ
ー
ビ
ス

産
業

チ
ャ
レ

ン
ジ
プ

ロ
グ
ラ

ム

成
長
企

業
の
創

出

事
業

分
野
別
の

生
産

性
向
上

中
小
企

業
団
体

・
地
域
金
融

機
関

等
の

活
用

サ
ー

ビ
ス

産
業

チ
ャ

レ
ン

ジ
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
2
01
5年

４
月
）
に
基

づ
き
、

事
業

分
野

別
（

宿
泊

業
、

運
送

業
、

外
食

・
中

食
業
、
医
療
分
野

、
介
護
分
野
、
保

育
分
野
、
卸
・
小

売
業
等
）
の
取
組

を
着
実
な
遂
行

お
も
て
な
し

規
格
の
検
討

日
本

サ
ー

ビ
ス

大
賞

の
創

設
（

20
15
年

４
月
）

革
新
的
サ
ー
ビ

ス
開
発
を
行
う
中

小
企
業
等

に
対

す
る

Ｉ
Ｔ

投
資

の
促

進

中
小
企
業
等
経
営

強
化
法
の
検
討
・

第
19
0回

国
会
提

出５
分
野

協
議
会

設
立

希
望

ど
お

り
の

結
婚

（
若

年
の

雇
用

安
定

化
・

所
得

向
上

）

②
サ

ー
ビ
ス
産
業
の
生
産
性
向
上

（
※

「
名

目
Ｇ

Ｄ
Ｐ

6
0
0
兆

円
の

実
現

」
⑮

再
掲

）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
2
0
年

・
結

婚
希

望
実

現
指

標
(
※

)
8
0
％

(
2
0
1
0
年

6
8
％

）
(※

)(
A)
[調

査
時
点
よ
り
５

年
前
の
18
～
34
歳
の
人
口

に
占
め
る
有
配
偶
者
の
割

合
と
5年

以
内
の
結
婚
を

希
望
す
る
者
の
割
合
の
合

計
]と

(B
)[
調
査
時
点
に

お
け
る
23
～
39
歳
の
人
口

に
占
め
る
有
配
偶
者
の
割

合
]の

比
率
＝
(B
)/
(A
)

2
0
2
0
年

・
妊
娠

･出
産
に
関
す

る
医
学
的

・
科
学
的

に
正
し
い

知
識
の
理

解
の
割
合

：
70
％

(2
00
9年

34
％

)

2
0
25
年

・
子
育
て

世
帯
の
誘
導

居
住
面
積

水
準
達
成

率
（
全
国
）

50
％

(2
01

3年
42
％
）

希
望

ど
お

り
の

結
婚

（
出

会
い

の
場

の
提

供
）

③
結

婚
支

援
の
充
実

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

企
業
等
に

よ
る

結
婚
支
援

の
取

組
支
援

年
度

施
策

【
国
民

生
活

に
お

け
る

課
題
】

結
婚
へ

の
不

安
が

あ
る

た
め
、
結
婚
に
踏
み
切

れ
な
い

。
・
結
婚
意

思
率
(
1
8～

34
歳
独

身
者

)
(2

01
0年

)
男
性
86
.3

％
、
女
性
89
.
4％

・
35
～
39
歳
未

婚
率
（
20
10
年
）

男
性
35
.6

％
、
女
性
23
.
1％

希
望
ど

お
り

の
年

齢
で

結
婚
で
き
な
い
。

・
希
望
結

婚
年

齢
(1
8～

34
歳

独
身

者
)(

20
10

年
)

男
性
30
.4

歳
、
女
性
28
.
4歳

・
平
均
初
婚
年

齢
(2
01
4年

)
男
性
31
.1

歳
、
女
性
29
.
4歳

若
者
の

出
会

い
の

場
が

乏
し
い
。

・
今
ま
で

結
婚

し
て
い
な
い
理
由

（
2
0代

・
30
代
）

「
適
当
な
相

手
に
巡
り
合
わ
な

い
」

男
性
53
.
5
％
、
女
性
5
5.

1
％

(2
01

4年
)

若
者
の

結
婚

・
出

産
を

阻
む
経
済
的
制
約
あ
り
。

・
「
恋
人

あ
り

」
の
男
性
の
結
婚

し
な
い
理
由

（
20
代

・
30
代

）

「
結
婚
後
の

生
活
資
金
が
足
り

な
い
と
思
う
か
ら

」
36
.5

％
（
20
14
年
）

・
理
想
の

子
供

を
持
た
な
い
理
由

（
2
0代

・
30
代
）

「
住
居
が
狭

い
」

16
.7
％
（
2
0
14

年
)

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

少
子
高

齢
化

が
深

刻
化

す
る

中
、

若
者

の
希

望
す

る
結

婚
が

、
そ

れ
ぞ

れ
希

望
す

る
年

齢
で

叶
え

ら
れ

る
よ

う
な

環
境

を
整

備
す

る
。

こ
の

た
め
、
結

婚
の

段
階

に
お

け
る

支
援

を
充

実
す

る
。

ま
た

、
結

婚
・

出
産

を
希

望
す

る
若

者
世

帯
・

子
育

て
世

帯
が

望
む

住
生

活
の

実
現

を
図

る
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
結
婚
に
向
け
た
活
動
支
援
や
結
婚
に
伴
う
新
生
活
支
援
な
ど
の
先
進
的
取
組
の
展
開
を
進
め
る
。
さ
ら
に
、
地
域
の
結
婚
支
援
を
強
化
す
る
た

め
、
地
方
自
治
体
の
取
組
に
加
え
、
経
済
団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
専
門
家
等
と
連
携
し
た
地
域
の
総
合
的
な
結
婚
支
援
の
先
進
的
モ
デ
ル
を
創
出
す

る
。
ま
ず
は
未
婚
率
が
高
い
地
域
等
に
お
い
て
重
点
的
に
進
め
た
後
、
全
国
に
展
開
。

•
こ

れ
ま

で
十

分
で

な
か

っ
た

企
業

・
団

体
等

に
よ

る
結

婚
支

援
の

取
組

の
モ

デ
ル

を
創

出
す

る
。

優
良

事
例

の
収

集
・

分
析

、
発

信
、

経
済

団
体

等
を

通
じ

た
取

組
の

働
き

か
け

、
優

良
企

業
・

団
体

の
表

彰
、

取
組

の
機

運
醸

成
を

通
じ

、
取

組
を

拡
大

展
開

す
る

。

•
す

べ
て

の
高

校
生

に
対

し
て

、
自

分
の

職
業

や
家

庭
、

将
来

に
つ

い
て

実
践

的
に

考
え

る
機

会
を

提
供

す
る

た
め

、
外

部
協

力
者

の
参

画
を

得
つ

つ
既

存
の

教
科

を
有

機
的

に
連

携
さ

せ
て

、
ワ

ー
ク

シ
ー

ト
入

り
の

実
践

的
教

材
を

用
い

た
学

習
の

実
施

、
乳

幼
児

触
れ

合
い

体
験

、
多

様
な

職
業

人
材

・
専

門
家

と
の

対
話

等
の

体
験

・
交

流
活

動
を

強
化

す
る

。
こ

の
た

め
、

教
材

の
作

成
・

配
布

、
都

道
府

県
単

位
の

実
行

体
制

の
構

築
、

教
育

課
程

の
改

善
・

充
実

と
そ

の
徹

底
、

大
学

・
社

会
人

教
育

へ
の

横
展

開
な

ど
を

推
進

す
る

。

•
若

年
・

子
育

て
世

帯
向

け
の

Ｕ
Ｒ

賃
貸

住
宅

等
の

家
賃

低
廉

化
、

子
育

て
世

帯
向

け
の

公
営

住
宅

へ
の

優
先

入
居

を
推

進
す

る
。

•
若

者
・

子
育

て
世

帯
が

、
必

要
な

質
や

広
さ

を
備

え
た

住
宅

に
低

廉
な

家
賃

で
入

居
が

容
易

に
な

る
よ

う
、

空
き

家
や

民
間

賃
貸

住
宅

を
活

用
し

た
新

た
な

仕
組

み
を

構
築

す
る

。

地
域
の
特

性
に
応

じ
た
自
治

体
の
取

組
支
援

企
業
・
団
体
等

に
よ
る
結
婚
支
援

の
モ
デ

ル
創

出
、

優
良

事
例

の
収

集
・

分
析

、
経
済
団
体
等
を

通
じ
た
働
き
か
け

、
企
業

・
団

体
等

表
彰

、
取

組
の

機
運

醸
成

を
通
じ
、
取
組
を

拡
大
展
開

ラ
イ
フ
プ

ラ
ン

ニ
ン
グ
、

キ
ャ
リ
ア

形
成

の
た
め

の
教
育
の

強
化

未
婚
率
の
高
い

地
域
等
に
お
い
て

、
総

合
的

な
結

婚
支

援
の

モ
デ

ル
創

出
。

個
別

の
結
婚
支
援
策

の
先
進
的
取
組
と

と
も

に
、

全
国

に
拡

大
。

中
央

教
育

審
議

会
審

議
・

答
申

啓
発

・
周

知
、

事
業

の
見

直
し

を
検

討
、

措
置

（
手

法
、

内
容

更
新

、
対

象
範

囲
な

ど
の

改
訂

）

若
者
向
け

住
宅
支
援

教
育

課
程

の
改

善
・

充
実

告
示

周
知

若
者
・
子
育
て

世
帯
の
住
居
費
等

の
負

担
軽

減

先
行
実
施

新
た

な
仕

組
み

の
普

及
促

進

実
行

体
制

の
検

討
・

構
築

民
間

賃
貸

住
宅

の
活

用

UR
賃

貸
住

宅
・

公
営

住
宅

等
支

援

ラ
イ

フ
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
・

キ
ャ

リ
ア

形
成

の
た

め
の

教
材

の
検

討
・

作
成

※
 有

識
者

会
議

に
お

い
て

作
成

教
材
の
配

布

各
企

業
・

団
体

等
の

成
功

事
例

を
踏

ま
え

た
見

直
し

を
検

討
し

た
上

で
措

置
（

事
業

の
枠

組
、

事
業

内
容

、
事

業
規

模
な

ど
）

各
地

方
自

治
体

の
成

功
事

例
を

踏
ま

え
た

見
直

し
を

検
討

し
た

上
で

措
置

（
事

業
の

枠
組

、
事

業
内

容
、

事
業

規
模

な
ど

）

政
策

評
価

や
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

等
を

踏
ま

え
て

必
要

な
対

応
を

実
施

空
き

家
や

民
間

賃
貸

住
宅

を
活

用
し

た
新

た
な

仕
組

み
の

構
築
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
2
0年

・
安
心
し

て
結

婚
・
妊
娠

・
出

産
・
子
育

て
で
き

る
社
会
が

実
現
し

て
い
る
と

考
え
る

人
の
割
合

4
0
％
以

上
（

2
0
13
年

度
：

1
9
.
4％

）

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

保
育

・
育

児
不

安
の

改
善

）

④
妊

娠
・

出
産
・
育
児
に
関
す
る
不
安
の
解

消
希

望
出

生
率

１
．

８
の

実
現

年
度

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

安
心
し
て

結
婚

・
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
で

き
な
い
と

感
じ

る
人
々
が
い
る
。

•
安
心

し
て
結
婚
・
妊
娠
・

出
産
・
子
育
て
で
き
る
社
会
が

実
現

し
て
い
る
と
考
え
る

人
の
割
合
：
19
.4
％
（
20
13
年

度
）

約
４
割
の

保
護

者
が
子
育
て
に
悩
み
や
不
安

を
抱
え
て

い
る

。
一
方
、
子
育
て
の
相
談
を

し
た
く
て

も
相

談
で
き
る
場
が
な
い
。

・
保
護

者
が
子
育
て
に
つ
い
て
、
地
域
の
支
え
が
重
要
だ
と

思
っ

て
い
る
割
合
：
９
割
（
20
13
年
）

・
子
育

て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
：

13
8市

町
村
に
設
置
（
20
15
年
度
）

・
地
域

子
育
て
支
援
拠
点
：

6,
53
8か

所
（
20
14
年
度
）

・
利
用

者
支
援
事
業
：
32
3か

所
（
20
14
年
度
）

・
フ
ァ

ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
：

76
9市

町
村
（
20
14
年
度
）

結
婚
年
齢

や
妊

娠
・
出
産
年
齢
の
上
昇
と
医

療
技
術
の

進
歩

に
伴
い
、
不
妊
に
悩
む
方
が

増
加
。

•平
均

初
婚
年
齢
：
男
30
.0
歳
、
女
28
.2
歳
(2
00
7年

)⇒
男

30
.8

歳
、
女
29
.2
歳
(2
01
2年

)

•第
1子

出
産
時
の
母
の
平
均
年
齢
：
28
.0
歳
（
20
00
年
）

⇒
30

.4
歳
（
20
13
年
）

•子
供

を
持
つ
こ
と
を
希
望
し
な
が
ら
不
妊
に
つ
い
て
心
配

す
る

夫
婦
の
割
合
：
26
.1
％
(2
00
2年

)⇒
31
.1
％
(2
01
0

年
)

•不
妊

治
療
の
う
ち
体
外
受
精
の
の
べ
実
施
件
数
：
約
8万

件
(2

00
2年

)⇒
約
24
万
件
(2
01
0年

)

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

地
域

の
実

情
に

応
じ
、

妊
娠

期
か
ら

子
育

て
期
ま

で
切

れ
目
な
い
子
育
て
支
援
体
制
の
拡
充
を
進
め
る
と
と
も
に
、
不
妊
治

療
に

必
要

な
支

援
等
を

推
進

す
る
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
緊

急
対
策

を
踏

ま
え
、

妊
娠

期
か
ら

子
育

て
期
に

わ
た

る
切
れ
目
な
い
支
援
を
実
施
す
る
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー

に
つ

い
て

、
市
町

村
で

の
設
置

の
努

力
義
務

等
の

法
定
化
を
盛
り
込
ん
だ
児
童
福
祉
法
等
改
正
法
案
を
国
会
に
提
出
。

20
17
年
4月

か
ら

の
円
滑

な
施

行
の
た

め
周

知
等
を

図
る
と
と
も
に
、
精
神
的
不
安
や
経
済
的
心
配
を
受
け
止
め
て
連
絡
調

整
や

必
要

な
支

援
を
行

う
こ

と
と
し

、
20
20
年
度

末
ま
で
に
全
国
展
開
を
目
指
す
。

•
不

妊
治
療

の
ニ

ー
ズ
に

対
応

す
る
た

め
、

初
回
治

療
の

助
成
額
1
5万

円
を
カ
バ
ー
率
1
00
％
相
当
で
あ
る
最
大
3
0
万
円
に
拡

充
す

る
と

と
も

に
、
男

性
不

妊
治
療

を
実

施
し
た

場
合

に
治
療
費
の
5
0
%相

当
で
あ
る
最
大
1
5万

円
を
上
乗
せ
助
成
す
る
措

置
を

継
続

。
あ

わ
せ
て

、
不

妊
に
関

わ
る

相
談
機

能
を

強
化
す
る
た
め
、
2
0
1
9年

度
ま
で
に
不
妊
専
門
相
談
セ
ン
タ
ー
を

全
都

道
府

県
・

指
定
都

市
・

中
核
市

に
配

置
し
、

20
20
年
度
以
降
も
必
要
に
応
じ
て
体
制
の
維
持
・
充
実
を
図
る
。

•
安

心
し
て

子
ど

も
を
産

み
育

て
る
こ

と
が

で
き
る

よ
う

、
地
域
に
お
い
て
分
娩
を
扱
う
施
設
の
確
保
な
ど
、
小
児
・
周
産

期
医

療
体

制
の

充
実
を

図
る

。

•
国

民
健
康

保
険

に
お
け

る
公

費
負
担

の
減

額
調
整

措
置

の
在
り
方
に
つ
い
て
、
子
ど
も
の
医
療
制
度
の
在
り
方
等
に
関
す

る
検

討
会

で
の

取
り
ま

と
め

に
お
い

て
、

少
子
化

対
策

を
推
進
す
る
中
で
自
治
体
の
取
組
を
支
援
す
る
観
点
か
ら
早
急
に

見
直

す
べ

き
と

の
意
見

が
大

勢
を
占

め
た

。
そ
の

際
、

医
療
保
険
制
度
の
規
律
や
負
担
の
公
平
性
、
過
度
な
給
付
拡
大
競

争
の

抑
制

等
の

観
点
を

踏
ま

え
検
討

を
行

う
べ
き

と
さ

れ
た
こ
と
も
踏
ま
え
、
年
末
ま
で
に
結
論
を
得
る
。

•
地

域
の
中

で
子

育
て
中

の
親

子
が
集

い
、

情
報
交

換
や

相
談
が
で
き
る
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
に
つ
い
て
、
子
ど
も
・
子

育
て

支
援

新
制

度
の
下

で
着

実
に
整

備
を

進
め
、

充
実

を
図
り
つ
つ
、
2
01
9
年
度
末
ま
で
に
8,
0
0
0
か
所
を
目
指
す
。

•
併

せ
て
、

子
育

て
支
援

サ
ー

ビ
ス
の

利
用

に
関
す

る
相

談
支
援
や
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
を
担
う
利
用
者
支
援
事
業

に
つ

い
て

も
、

着
実
に

整
備

、
充
実

を
図

り
つ
つ

、
20
1
9
年
度
末
ま
で
に
1
,8
0
0
か
所
を
目
指
す
。

•
地

域
に
お

け
る

育
児
の

相
互

援
助
活

動
に

関
す
る

連
絡

・
調
整
を
行
う
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
に
つ

い
て

も
、

子
ど

も
を
預

か
る

会
員
の

確
保

策
の
強

化
な

ど
、
よ
り
一
層
の
利
活
用
の
促
進
を
図
り
つ
つ
、
20
1
9
年
度
末
ま

で
に

95
0市

町
村

で
の
実

施
を

目
指
す

。

•
不

妊
治
療

を
し

な
が
ら

働
い

て
い
る

方
の

現
状
を

把
握

す
る
た
め
の
実
態
調
査
を
行
い
、
必
要
な
支
援
を
検
討
す
る
。

不
妊
治
療
・

相
談
機
能
等
の

充
実

不
妊

治
療

支
援

の
充

実
（
初
回
治
療
の
助
成
カ
バ
ー
率
を
10
0％

相
当
に
。
男
性
不
妊
治
療

の
50
%相

当
を
上
乗
せ
助
成
。
）

不
妊

専
門

相
談

セ
ン

タ
ー

の
体

制
整

備
必
要
に
応

じ
て
不
妊
治
療
支

援
を
充
実
、
不
妊

相
談
体
制
を
整
備

。

重
点

的
に

設
置

す
べ

き
地

域
に

設
置

拡
大

子
育
て
世
代
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー

の
整

備
全
国
の
市
町
村

が
設
置

不
妊
治
療
を

し
な
が
ら

働
い
て
い
る

方
の

実
態
調
査
を

実
施

地
域
子
育
て
支
援

拠
点
、
利
用
者
支
援

事
業
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
・

サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー

事
業
の
整
備

子
ど
も
・
子
育

て
支
援
新
制
度
に

よ
る
市
町
村

事
業

計
画

を
踏

ま
え

、
地
域
子
育
て
支

援
拠
点
は
8,

00
0か

所
、
利
用

者
支

援
事

業
は

1,
80

0か
所
、
フ
ァ
ミ
リ

ー
・
サ
ポ
ー
ト
・

セ
ン
タ
ー
事

業
は

9
5
0
市

町
村

で
の

実
施
体
制
整
備

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
新

制
度

に
よ

る
第
２

期
の

市
町

村
事

業
計

画
を

踏
ま

え
、

地
域

に
お

け
る

実
施

体
制

を
整

備
・

充
実
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
2
5年

度
・

子
育
て

世
帯
の

誘
導
居
住

面
積

水
準
達
成

率
(※

)

⇒
50

％
（

現
状
）

全
国

4
2
％

大
都

市
37
％

(※
)世

帯
人
数
に
応

じ
豊
か
な

住
生
活
の

実
現
の
前

提
で
あ
る

多
様
な
ラ

イ
フ
ス
タ

イ
ル
に
対

応
す
る
の

に
必
要
な

住
宅
面
積
。

一
般
型
で

２
人
以
上

世
帯
は

25
m
2 ×

世
帯

人
数
＋

25
m
2

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

保
育

・
育

児
不

安
の

改
善

）

⑤
子

育
て

を
家
族
で
支
え
る
三
世
代
同
居
・

近
居
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

子
育
て
中
の
親
の
孤
立
感
・
負
担
感
が

大
き
い
こ
と
が
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て

の
制
約
に
な
っ
て
い
る
可
能
性
。

・
三
世
代

同
居

世
帯
数

20
03
年

40
1万

戸
⇒
20

13
年
27

4万
戸

(全
世
帯
の
8.
5％

) 
(全

世
帯
の
5.
2％

）

・
家
族
の

住
ま

い
方
と
し
て
、
52
.4

％
が
祖

父
母

と
の

近
居

・
同
居
を
理
想
と
回
答

(う
ち
近

居
31
.8
％

、
同

居
20
.6
％

)(
20
13
年
)

・
子
供
が

小
学

校
に
入
学
す
る
ま
で
の
間
、

祖
父

母
が

育
児

や
家
事
の
手
助
け
を
す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
と
の
回
答
は
78
.7

％
（
20
13
年
）

・
親
と
の

居
住

距
離
が
近
い
夫
婦
ほ
ど
出
生

す
る

子
供

数
が

多
く
な
る
傾
向
。

(完
結
出
生
児
数
)(
20
10
年
)

同
居
2.
09
人
、
近
居
1.
99
人
、
別
居
1.
84
人

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

家
族
に
お
い
て
世
代
間
で
助
け
合
い
な
が
ら
子
や
孫
を
育
て
る
こ
と
が
で
き
、
子
育
て
の
し
や
す
い
環
境
づ

く
り
と
し
て
、
三
世
代
の
同
居
・
近
居
を
推
進
す
る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

・
緊

急
対

策
に

基
づ

き
、

Ｕ
Ｒ

賃
貸

住
宅

に
新

た
に

入
居

す
る

子
育

て
世

帯
等

と
、

子
育

て
を

支
援

す
る

親
族
世
帯
と
が
近
居
す
る
場
合
の
家
賃
を
減
額
す
る
措
置
を
拡
充

（
５
年
間
：
５
％
⇒
2
0％

）
。

・
三

世
代

同
居

に
対

応
し

た
優

良
な

住
宅

の
整

備
又

は
リ

フ
ォ

ー
ム

へ
の

支
援

を
実

施
（
台
所
、
浴
室
、
ト
イ
レ

、

玄
関

の
い

ず
れ

か
２

つ
以

上
が

複
数

か
所

と
な

る
工

事
の

場
合

、
新

築
：

3
0
万

円
/
戸

、
リ

フ
ォ

ー
ム

：
5
0
万

円
/
戸

を
限

度
に

補
助

加
算

）
。

・
三

世
代

同
居

に
対

応
し

た
住

宅
リ

フ
ォ

ー
ム

に
係

る
所

得
税

の
特

例
措

置
（

税
額

控
除

）
を

実
施

（
台

所
、

浴
室

、
ト

イ
レ

、
玄

関
の

い
ず

れ
か

２
つ

以
上

が
複

数
か

所
と

な
る

工
事

の
場

合
、

標
準

工
事

費
の

1
0
％

を
所

得
税

額
か

ら
控

除
又

は
ロ

ー
ン
残

高
の

最
大
２

％
を

所
得
税

額
か
ら
５
年
間
控
除
）
。

・
公

的
賃

貸
住

宅
団

地
の

建
替

え
等

を
機

に
子

育
て

支
援

施
設

や
福

祉
施

設
等

を
誘

致
す

る
地

域
居

住
機

能

再
生
推
進
事
業
等
を
実
施
。

子
育
て
世

帯
等
の

支
援

に
資
す
る

施
設
の

整
備

の
推
進

周
知
・
活
用

三
世
代
近

居
の
推

進

Ｕ
Ｒ

賃
貸

住
宅

へ
の

近
居

に
係

る
家

賃
減

額
の

拡
充

政
策

評
価

や
社

会
経

済
情
勢

の
変

化
等

を
踏

ま
え

て
必

要
な

対
応

を
実

施

三
世
代

同
居

の
推
進

制
度

を
検

証
の

上
、

必
要

な
対

応
を

実
施

公
的
賃
貸
住
宅

団
地
の
建
替
え
等

を
機
に
子
育
て
支

援
施
設
等
を
整
備

制
度
を
検
証

の
上

、
必

要
な

対
応

を
実

施

制
度
を
検
証
の

上
、

必
要

な
対

応
を

実
施

補
助
の
実
施

制
度
を

検
証

の
上

、
必

要
な

対
応

を
実

施
三

世
代

同
居

対
応

住
宅

の
整

備
又

は
リ

フ
ォ

ー
ム

補
助

三
世

代
同

居
に

対
応

し
た

リ
フ

ォ
ー

ム
に

係
る

所
得

税
の

特
例

措
置

政
策

評
価

や
社

会
経

済
情
勢

の
変

化
等

を
踏

ま
え

て
必

要
な

対
応

を
実

施

政
策

評
価

や
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

等
を

踏
ま

え
て

必
要

な
対

応
を

実
施

政
策

評
価

や
社

会
経

済
情
勢

の
変

化
等

を
踏

ま
え

て
必

要
な

対
応

を
実

施
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

保
育
の
受

け
皿
拡

大
量
：

2
0
17
年
度

5
0万

人
（

20
15
年

4月
：

2
1
.9
万
人

）

保
育

の
待

機
児

童
数

：
20
17
年

度
末

の
解

消
（

20
15
年

4
月

：
23
,1
67

人
）

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

待
機

児
童

の
解

消
）

⑥
多

様
な

保
育
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
（
そ
の
１

）
希

望
出

生
率

１
．

８
の

実
現

年
度

施
策【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

出
産
後
・

子
育

て
中
に
就
業
し
た
く
て
も
、

子
供
を
保

育
す

る
場
が
見
つ
か
ら
な
い
。

•
待
機
児
童
数
：
2
3
,1
67
人

（
2
01

5年
4月

）

•
現
在
就
労
し
て

い
な
い
既

婚
女
性

の
就
労
し
て
い
な

い
理
由
「
子
供
の

預
け
先
が

な
い
」

と
す
る
回
答
：

22
.4
％

（
2
01

1年
11

月
）

子
供
の
体

調
不

良
等
の
急
な
対
応
の
た
め
仕

事
を
休
ま

ざ
る

を
得
ず
、
両
立
が
難
し
い
。

•「
多
様
な
保
育

サ
ー
ビ
ス
の
充
実

」
を
施
策
と
し
て

求
め
る
割
合
：
41
.
4
％

(
子

供
が

未
就

学
の

親
)
(
2
0
1
1
年

1
1

月
)

放
課
後
児

童
ク

ラ
ブ
の
利
用
を
希
望
し
て
も
、

利
用
で
き

る
場

が
な
い
。

•放
課
後
児
童
ク

ラ
ブ
の
利
用
者
：
1
0
2.

5万
人

（
2
0
15
年

5
月

、
対

前
年

度
比

+
8
.
8
万

人
）

•放
課
後
児
童
ク

ラ
ブ
の
待
機
児
童

数
：
16

,9
41

人
（

20
15
年

5月
、
前
年
度
比

+6
,9
96
人
）

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

出
産

後
・

子
育

て
中
の

就
業

や
子
供

の
体

調
不
良

へ
の

対
応
な
ど
様
々
な
保
育
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
、
多
様
な
保
育
の
受
け
皿
や

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ
を

整
備

す
る
と

と
も

に
、
放

課
後

に
お
け
る
学
習
・
体
験
活
動
の
充
実
を
図
る
。

保
育

人
材

の
確

保
策
と

合
わ

せ
た
総

合
的

取
組
に

よ
り

、
保
育
の
待
機
児
童
は
20
1
7
年
度
末
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
待
機
児

童
は

20
19
年
度

末
の
解

消
を

目
指
し

、
以

降
も
維

持
継

続
す
る
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
2
0
1
7年

度
末

ま
で

の
待

機
児

童
解

消
を

目
指

し
、

保
育

の
受

け
皿

の
整

備
拡

大
量

を
4
0万

人
か

ら
5
0万

人
に

拡
大

。
待

機
児

童
解

消
ま

で
の

緊
急

的
な

取
組

と
し

て
、

保
育

コ
ン

シ
ェ
ル
ジ

ュ
の
設

置
促
進

、
地
方

単
独
施

設
へ
の

運
営
費

の
一
部

支
援
な

ど
自

治
体

独
自

保
育

サ
ー

ビ
ス

へ
の

支
援

、
緊

急
的

な
一

時
預

か
り

事
業
の
活

用
、
広

域
的
保

育
所
等

利
用
事

業
の
促

進
、
施

設
整
備

費
支
援

の
拡

充
、

改
修

費
支

援
等

の
拡

充
等

を
実

施
。

今
後

に
つ

い
て

は
、

自
治
体
の

実
施
状

況
や
意

見
を
踏

ま
え
な

が
ら
柔

軟
か
つ

速
や
か

に
検
討

す
る
。

•
多

様
な

主
体

に
よ

る
多

様
な

サ
ー

ビ
ス

（
病

児
保

育
、

延
長

保
育

、
一
時

預
か
り

、
障
害

児
支
援

等
を
含

む
）
の

受
け
皿

拡
大
を

図
る
と

と
も

に
、

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
柔

軟
な

利
用

方
法

を
検

討
す

る
。

•
小

規
模

保
育

事
業

等
の

卒
園

児
の

円
滑

な
移

行
の

推
進

を
図

る
。

•
空

き
教

室
な

ど
の

地
域

の
イ

ン
フ

ラ
や

国
有

地
の

更
な

る
活

用
に

よ
り
受

け
皿
の

拡
大
を

促
進
す

る
。

•
特

に
就

業
・

子
育

て
の

実
情

に
応

じ
た

多
様

な
保

育
ニ

ー
ズ

に
対

応
す
る

た
め
、

2
0
1
6
年

度
か
ら

新
た
に

、
企
業

主
導
型

保
育
の

整
備
・

運
営

の
支

援
を

行
う

と
と

も
に

、
企

業
主

導
型

ベ
ビ

ー
シ

ッ
タ

ー
利

用
者
支
援

、
病
児

保
育
の

普
及
促

進
を
図

る
。
そ

の
財
源

と
し
て

事
業
主

拠
出

金
率

の
上

限
を

引
き

上
げ

（
0.
15
％

→
0
.2
5％

）
、

拠
出

金
率

を
段

階
的
に

2
01

6年
度

0
.
20

％
、

20
1
7年

度
0
.
23

％
と

し
、

20
1
8年

度
以
降
は

実
施

状
況

を
踏

ま
え

協
議

の
上

で
決

定
し

て
い

く
。

•
2
0
1
8年

度
以

降
も

、
女

性
の

就
業

の
更

な
る

増
加

や
働

き
方

改
革

の
進

展
、

保
育

と
の

切
れ

目
な

い
支

援
と

な
る

育
児

休
業

の
取

得
促

進
等

の
取

組
を

踏
ま

え
つ

つ
、

保
育

の
受

け
皿

確
保

に
取

り
組

む
。

※
  
 例

え
ば

女
性

（
2
5
～

4
4
歳

）
の

就
業

率
が

8
0
%
程

度
ま

で
上

昇
し

た
場

合
に

、
近

年
の

保
育

利
用

率
の

状
況

を
機

械
的

に
延

伸
す

る
と

保
育

の
１

、
２

歳
児

の
利

用
率

は
約

6
0
%
（
参

考
試

算
）

女
性

の
就

業
の

更
な

る
増

加
や

働
き

方
改

革
の

進
展

等
を

踏
ま

え
つ

つ
保

育
の

受
け

皿
を

確
保

少
子

化
社

会
対

策
大

綱
等

を
踏

ま
え

た
財

源
確

保
へ

の
適

切
な

対
応

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
法

附
則

第
２

条
に

基
づ

く
検

討

拠
出
金
率
：
協
議
の
上
決
定

保
育

の
受

け
皿

整
備

拡
大

量
を

40
万

人
分

か
ら

50
万

人
分

に
拡

大

ベ
ビ

ー
シ

ッ
タ

ー
利

用
者

支
援

・
病

児
保

育
普

及
促

進 拠
出

金
率

0.
23
%

法 案 提 出

多
様
な
保

育
サ
ー

ビ
ス
の
受

け
皿
の

整
備

企
業
主
導
型

保
育
の
推
進

（
事
業

主
拠
出

金
制
度
の
拡
充
）

緊
急

対
策

の
実

施
（

保
育

コ
ン

シ
ェ

ル
ジ
ュ

設
置

促
進

、
地

方
単

独
施

設
へ

の
運

営
費

の
一

部
支

援
な

ど
自

治
体

独
自

保
育

サ
ー

ビ
ス

支
援

、
緊

急
的

な
一

時
預

か
り

事
業

活
用

、
広

域
的

保
育

所
等

利
用

事
業

促
進

、
施

設
整

備
費

支
援

の
拡

充
、

改
修

費
支

援
の

拡
充

等
）

（
実

施
状

況
を

踏
ま

え
対

応
を

検
討

）

企
業

主
導

型
保

育
事

業
に

よ
る

受
け
皿
拡
大
（
⇒
約
5万

人
分
）

多
様

な
主

体
に

よ
る

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
の

受
け

皿
拡

大

拠
出

金
率

0.
20
%

33



2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

の
受

け
皿

拡
大

量
：

20
19
年

度
30
万

人
（

20
15
年

５
月

8.
8万

人
）

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

と
放

課
後

子
供

教
室

の
一

体
的

又
は

連
携

し
て

実
施

す
る

箇
所

数
：

20
19
年

度
約

２
万

か
所

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

と
放

課
後

子
供

教
室

の
一

体
的

実
施

数
：

20
19
年

度
約

１
万

か
所

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

の
待

機
児

童
：

20
19
年

度
末

の
解

消
（

20
15
年

５
月

：
16
,9
41

人
）

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

待
機

児
童

の
解

消
）

⑥
多

様
な

保
育
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
（
そ
の
２

）
希

望
出

生
率

１
．

８
の

実
現

年
度

施
策

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

出
産
後
・

子
育

て
中
に
就
業
し
た
く
て
も
、

子
供
を
保

育
す

る
場
が
見
つ
か
ら
な
い
。

•
待
機
児
童
数
：
2
3
,1
67
人

（
2
01

5年
4月

）

•
現
在
就
労
し
て

い
な
い
既

婚
女
性

の
就
労
し
て
い
な

い
理
由
「
子
供
の

預
け
先
が

な
い
」

と
す
る
回
答
：

22
.4
％

（
2
01

1年
11

月
）

子
供
の
体

調
不

良
等
の
急
な
対
応
の
た
め
仕

事
を
休
ま

ざ
る

を
得
ず
、
両
立
が
難
し
い
。

•「
多
様
な
保
育

サ
ー
ビ
ス
の
充
実

」
を
施
策
と
し
て

求
め
る
割
合
：
41
.
4
％

(
子

供
が

未
就

学
の

親
)
(
2
0
1
1
年

1
1

月
)

放
課
後
児

童
ク

ラ
ブ
の
利
用
を
希
望
し
て
も
、

利
用
で
き

る
場

が
な
い
。

•放
課
後
児
童
ク

ラ
ブ
の
利
用
者
：
1
0
2.

5万
人

（
2
0
15
年

5
月

、
対

前
年

度
比

+
8
.
8
万

人
）

•放
課
後
児
童
ク

ラ
ブ
の
待
機
児
童

数
：
16

,9
41

人
（

20
15
年

5月
、
前
年
度
比

+6
,9
96
人
）

【
具

体
的

な
施

策
】

・
共

働
き

家
庭

等
の
小

１
の

壁
を
打

破
す

る
と
と

も
に

次
代
を
担
う
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
2
0
1
9年

度
末
ま
で
に
放
課
後

児
童

ク
ラ

ブ
を

約
12
2万

人
分

整
備
（

20
14
年

度
以

降
追
加
的
に
3
0
万
人
分
を
整
備
）
。
全
小
学
校
区
（
約
２
万
か
所
）
で

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ
と

放
課

後
子
供

教
室

を
一
体

的
に

又
は
連
携
し
て
実
施
し
、
う
ち
１
万
か
所
以
上
を
一
体
的
に
実
施

す
る

。
ま

た
、

取
組
の

加
速

化
を
図

る
た

め
、
引

き
続

き
学
校
施
設
の
活
用
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
追
加
的
な
受
け
皿

整
備

を
20
1
8年

度
末
に

前
倒

し
て
実

現
す

る
た
め

の
方

策
を
検
討
す
る
。

•
放

課
後
児

童
ク

ラ
ブ
に

つ
い

て
、
経

験
等

に
応
じ

た
職

員
の
処
遇
改
善
や
業
務
負
担
軽
減
対
策
を
進
め
る
。
な
お
、
処
遇

改
善

に
当

た
っ

て
は
、

予
算

措
置
が

執
行

面
で
適

切
に

賃
金
に
反
映
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
。

小
１
の
壁

の
打
破

放
課
後
子
ど
も

総
合
プ
ラ
ン
に
基

づ
き
、
放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

（
追
加
的
に
30

万
人
分
）
及
び
放

課
後
子
供

教
室

の
整

備
を

支
援
、
両
者
の
一

体
的
な
実
施
を
推

進
。

20
18

年
度
末
に

前
倒
し
し
て
実
施

す
る
た
め

の
方

策
を

検
討

。

女
性

の
就

業
の

更
な

る
増

加
に

応
じ

た
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
の

体
制

確
保

や
、

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

・
放

課
後

子
供

教
室

の
一

体
的

実
施

を
継

続
。
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

保
育

士
と

し
て

の
技

能
・

経
験

を
積

ん
だ

職
員

に
つ

い
て

、
全

産
業

の
女

性
労

働
者

と
の

賃
金

格
差

：
解

消 保
育

人
材

の
数

：
20

1
7
年

度
末

48
.
3
万

人
（

20
1
3
年

度
37

.8
万

人
）

保
育

の
待

機
児

童
数

：
2
0
1
7
年

度
末

の
解

消
（

2
0
1
5
年

４
月

：
2
3
,
1
6
7

人
）

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

の
待

機
児

童
：

2
0
1
9
年

度
末

の
解

消
（

2
0
1
5
年

５
月

：
1
6
,
9
4
1

人
）

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

待
機

児
童

の
解

消
）

⑦
保

育
サ

ー
ビ
ス
を
支
え
る
多
様
な
人
材
の
確

保
、
生
産
性
の
向
上
（
そ
の
１
）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策

【
国
民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

求
め
ら
れ

る
保

育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
た
め
の

保
育

士
が
不
足
し
て
い
る
。

•有
効

求
人

倍
率

：
2.
21

倍
（
東
京
：

5.
45
倍
）

•全
産

業
の

有
効

求
人
倍
率
：
1.

23
倍

（
20
16
年

3月
、

原
数

値
）

人
材
確
保

が
困

難
な
理
由
と
し
て
、
保

育
士
の
賃

金
が

低
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ

て
い
る
。

•
保
育

士
：

32
2万

円

•
全
産

業
：

37
3万

円
（
保
育
士
の
95
%
が
女

性
で
あ
る

こ
と
に
鑑
み

女
性
の
み
。
年

収
ベ
ー
ス
）

保
育
士
は

、
キ

ャ
リ
ア
パ
ス
の
展
望
が

見
え
に
く

い
た

め
に
、
勤
続
年
数
が
短

い
傾
向
が

あ
る

と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

•
保
育

士
：

勤
続

年
数
7.

7年

•
全
産

業
：

勤
続

年
数
9.

4年
（
保

育
士
の
95
%
が
女
性
で
あ
る

こ
と
に
鑑
み
女

性
の

み
）

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

求
め
ら
れ
る
保
育
サ
ー
ビ
ス
を
支
え
る
た
め
に
必
要
な
保
育
士
を
確
保
（
20
17
年
度
末
ま
で
に
20
13
年
度
比
で
＋

９
万
人
。
以
降
も
必
要
に
応
じ
て
確
保
）
す
る
た
め
、
安
定
財
源
を
確
保
し
つ
つ
、
保
育
士
の
処
遇
改
善
、
多
様

な
人
材
の
確
保
と
人
材
育
成
、
生
産
性
向
上
を
通
じ
た
労
働
負
担
の
軽
減
、
さ
ら
に
は
安
心
・
快
適
に
働
け
る
環

境
の
整
備
を
推
進
す
る
な
ど
総
合
的
に
取
り
組
む
。

【
具
体
的
な
施
策
】

（
保

育
士

の
処

遇
改
善

）

•
保

育
士
の

処
遇

（
１

）
に

つ
い

て
は
、

平
成

27
年
度

に
お

い
て
人
事
院
勧
告
に
従
っ
た
２
％
に
加
え
、
消
費
税
財
源
を
活
用
し
た

３
％

相
当

、
平

成
27
年

度
補

正
予
算

で
は

1.
9％

相
当
の

処
遇
改
善
を
行
っ
た
。
さ
ら
に
、
新
た
に
「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の

基
本

方
針

20
15
」

等
に

記
載
さ

れ
て
い

る
更

な
る
「

質
の

向
上
」
の
一
環
と
し
て
の
２
％
相
当
の
処
遇
改
善
を
行
う
と
と
と
も
に
、

予
算

措
置

が
執

行
面
で

適
切

に
賃
金

に
反

映
さ
れ

る
よ

う
に
し
つ
つ
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
仕
組
み
を
構
築
し
、
保
育
士
と
し
て

の
技

能
・

経
験

を
積
ん

だ
職

員
に
つ

い
て

、
現
在

４
万

円
程
度

（
２

）
あ
る
全
産
業
の
女
性
労
働
者
と
の
賃
金
差
が
な
く
な
る
よ
う
、

追
加

的
な

処
遇

改
善
を

行
う

。
児
童

養
護

施
設
等

に
お

い
て
も
、
そ
の
業
務
に
相
応
の
処
遇
改
善
を
行
う
。

•
適

切
な
公

定
価

格
の
設

定
等

に
資
す

る
よ

う
、
保

育
所

等
に
対
す
る
経
営
実
態
調
査
を
行
う
。

保
育

士
の

処
遇

改
善

保
育

士
の

処
遇

に
つ

い
て

は
、

平
成

27
年

度
に

お
い

て
人

事
院

勧
告

に

従
っ

た
２

％
に

加
え

、
消

費
税

財
源

を
活
用
し
た
３
％
相
当
、
平
成
27
年

度
補
正
予
算
で
は
1.
9％

相
当
の
処

遇
改

善
を

行
っ

た
。

必
要
に
応
じ
て
処
遇
を
改
善

（
１
）
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
下
で
の
認
定
こ
ど
も
園
及
び
幼
稚
園
等
の
職

員
に
係

る
も

の
を

含
む
。

（
２
）
賃
金
は
平
成
27

年
６
月
分
、
賞
与
・
期
末
手
当
等
特
別
給
与
額
は
平
成
26

年
の

１
年
間

に
つ

い
て

の
数
値

（
平

成
27
年

賃
金

構
造

基
本

統
計
調

査
）

。
具

体
的
に

は
、

全
産
業
の
女
性
労
働
者
の
賃
金
動
向
や
、
保
育
士
の
賃
金
動
向
（
平
成
27

年
度

及
び
28

年
度

予
算

措
置
分

の
反

映
を

含
む
）

を
踏

ま
え

、
予
算

編
成

過
程

で
検
討

。

新
た

に
「

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

20
15
」

等
に

記
載

さ
れ

て
い

る
更

な
る

「
質

の
向

上
」

の
一

環
と

し
て

の
２

％
相

当
の

処
遇

改
善

を
行

う
と

と
も

に
、

予
算

措
置

が
執

行
面

で
適

切
に

賃
金

に
反

映
さ

れ
る

よ
う

に
し

つ
つ

、
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

の
仕

組
み

を
構

築
し

、
保

育
士

と
し

て
の

技
能

・
経

験
を

積
ん

だ
職

員
に

つ
い

て
、

現
在

４
万

円
程

度
（
２
）
あ

る
全

産
業

の
女

性
労

働
者

と
の

賃
金

差
が

な
く

な
る

よ
う

、
追

加
的

な
処

遇
改

善
を

行
う

。
児

童
養

護
施

設
等

に
お

い
て

も
、

そ
の

業
務

に
相

応
の

処
遇

改
善

を
行

う
。
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

保
育
士
と

し
て

の
技
能
・

経
験

を
積
ん
だ

職
員

に
つ
い
て

、
全

産
業
の
女

性
労

働
者
と
の

賃
金

格
差
：
解

消

保
育
人
材

の
数
：

20
17

年
度

末
48

.3
万

人
（

20
13
年

度
3
7
.8
万
人

）

保
育

の
待

機
児

童
数

：
2
0
1
7
年

度
末

の
解

消
（

2
0
1
5
年

４
月

：
2
3
,
1
6
7

人
）

放
課

後
児

童
ク

ラ
ブ

の
待

機
児

童
：

2
0
1
9
年

度
末

の
解

消
（

2
0
1
5
年

５
月

：
1
6
,
9
4
1

人
）

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

待
機

児
童

の
解

消
）

⑦
保

育
サ

ー
ビ
ス
を
支
え
る
多
様
な
人
材
の
確

保
、
生
産
性
の
向
上
（
そ
の
２
）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策

【
国
民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

求
め
ら
れ

る
保

育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
た
め
の

保
育

士
が
不
足
し
て
い
る
。

•有
効

求
人

倍
率

：
2.
21

倍
（
東
京
：

5.
45
倍
）

•全
産

業
の

有
効

求
人
倍
率
：
1.

23
倍

（
20
16
年

3月
、

原
数

値
）

人
材
確
保

が
困

難
な
理
由
と
し
て
、
保

育
士
の
賃

金
が

低
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ

て
い
る
。

•
保
育

士
：

32
2万

円

•
全
産

業
：

37
3万

円
（
保
育
士
の
95
%
が
女

性
で
あ
る

こ
と
に
鑑
み

女
性
の
み
。
年

収
ベ
ー
ス
）

保
育
士
は

、
キ

ャ
リ
ア
パ
ス
の
展
望
が

見
え
に
く

い
た

め
に
、
勤
続
年
数
が
短

い
傾
向
が

あ
る

と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

•
保
育

士
：

勤
続

年
数
7.

7年

•
全
産

業
：

勤
続

年
数
9.

4年
（
保

育
士
の
95
%
が
女
性
で
あ
る

こ
と
に
鑑
み
女

性
の

み
）

【
具

体
的
な
施

策
】

（
多

様
な
人
材

の
確

保
と
人

材
育

成
）

•
保

育
士

を
目
指

す
学

生
へ
の

返
還

免
除
型

奨
学

金
制
度
や

、
い
っ
た

ん
離

職
し
た

者
が

再
就
職

す
る

場
合
の

準
備

金
の

充
実

を
図
る
。

•
保

育
士

試
験
の

年
２

回
実
施

（
実

施
都
道

府
県

を
拡
大
）

、
研
修
の

推
進

、
保
育

所
等

に
お
け

る
保

育
士
配

置
の

弾
力

化
な

ど
制
度
運

用
の

見
直
し

を
実

施
し
、

多
様

な
人
材
の

活
用
を
推

進
す

る
。

•
保

育
士

・
保
育

所
支

援
セ
ン

タ
ー

に
よ
る

マ
ッ

チ
ン
グ
支

援
を
推
進

す
る

。
•
保

育
所

に
お
け

る
子

育
て
中

の
女

性
や
高

齢
者

な
ど
の
多

様
な
働
き

方
の

選
択
を

広
げ

る
た
め

、
未

就
学
児

を
持

つ
保

育
士

の
子
供
の

優
先

入
園
の

徹
底

、
短
時

間
正

社
員
制
度

の
推
進
、

短
時

間
勤
務

保
育

士
を
雇

用
し

た
柔
軟

な
勤

務
体

制
の

構
築
な
ど

に
取

り
組
み

や
す

い
環
境

整
備

を
推
進
す

る
。

•
保

育
士

の
子
供

の
預

か
り
支

援
を

推
進
す

る
と

と
も
に
、

保
育
補
助

的
業

務
の
担

い
手

を
拡
大

す
る

。
•
労

働
局

、
ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク
及

び
地

方
自
治

体
が

連
携
し
、

地
域
の
実

情
に

応
じ
た

集
中

的
な
保

育
人

材
確
保

対
策

を
実

施
す

る
。

•
ハ

ロ
ー

ワ
ー
ク

の
福

祉
人
材

コ
ー

ナ
ー
を

拡
充

す
る
と
と

も
に
、
関

係
機

関
と
の

連
携

強
化
を

図
る

な
ど
、

保
育

分
野

に
お

け
る
就
職

支
援

の
取
組

を
強

化
す
る

。
•
有

資
格

者
向
け

訓
練

の
設
定

等
、

保
育
分

野
向

け
の
職
業

訓
練
コ
ー

ス
を

拡
充
す

る
と

と
も
に

、
ハ

ロ
ー
ワ

ー
ク

等
に

お
け

る
、
保
育

士
等

の
職
業

訓
練

へ
の
誘

導
を

強
化
す
る

。
•
保

育
等

の
就
業

機
会

の
提
供

に
、

積
極
的

に
取

り
組
む
シ

ル
バ
ー
人

材
セ

ン
タ
ー

に
重

点
的
に

財
政

支
援
を

行
い

、
保

育
分

野
等
で
の

高
齢

者
の
就

業
を

推
進
す

る
。

•
保

育
関

係
事
業

所
に

係
る
雇

用
管

理
の
課

題
及

び
改
善
の

好
事
例
を

収
集

の
上
、

ハ
ロ

ー
ワ
ー

ク
等

に
お
け

る
雇

用
管

理
指

導
に
活
用

で
き

る
ツ
ー

ル
を

作
成
し

、
共

有
化
を
促

進
す
る
。

•
キ

ャ
リ

ア
パ
ス

の
整

備
等
に

よ
り

保
育
士

の
キ

ャ
リ
ア
の

向
上
を
支

援
す

る
事
業

主
へ

の
支
援

を
強

化
す
る

。
（

生
産

性
向
上

）
•
保
育
補
助
者
等
職
員
配
置
や
IC
Tの

活
用
に
よ
る
保
育
士
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
就
業
環
境
整
備
支
援
に
取
り
組
む
。

•
ま

た
、

保
育
記

録
や

運
営
費

申
請

等
の
書

類
の

簡
素
化
・

自
治
体
間

の
バ

ラ
ツ
キ

を
解

消
す
る

。
•
複

数
の

施
設
の

保
有

、
総
務

・
経

理
・
人

事
な

ど
の
複
数

の
部
門
の

集
約

化
な
ど

事
業

所
の
グ

ル
ー

プ
化
を

推
進

す
る
。

施
策

返
済
免
除
型
奨

学
金

を
拡
充
、
再
就

職
準

備
金
制
度
を

創
設

多
様

な
人

材
の

確
保
と

人
材
育
成

（
待
機
児
童
が

解
消
す
る
ま
で
）

・
保
育
士
試
験

の
年
２
回
実
施
（

実
施

都
道

府
県

を
拡

大
）

、
研

修
の

推
進

・
保
育
所
等
に

お
け
る
保
育
士
配

置
の

弾
力

化

返
済
免
除
型
奨

学
金

、
再

就
職

準
備

金
制

度
を

充
実

地
域
限
定
保
育

士
試
験
の
実
施 保

育
補
助
者
等

職
員
配
置
や
IC

Tの
活

用
に

よ
る

保
育

士
の

負
担

が
軽

減
さ

れ
る

就
業

環
境

整
備

支
援

保
育
記
録
や
運

営
費
申
請
等
の
書

類
の

簡
素

化
・

自
治

体
間

の
バ

ラ
ツ

キ
を

解
消

事
業
所
の
グ
ル

ー
プ
化
を
推
進

生
産

性
向

上

保
育
士
・
保
育

所
支
援
セ
ン

タ
ー

に
よ

る
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

の
推

進
、

未
就

学
児

を
持

つ
保

育
士

の
子

ど
も

の
優

先
入

園
の

徹
底

、
短

時
間

正
社

員
制
度
の
推
進
、

短
時
間
勤
務

保
育

士
を

雇
用

し
た

柔
軟

な
勤

務
体

制
の

構
築

の
推

進

保
育
士
の
子
ど

も
の

預
か

り
支

援
の

推
進

・
保

育
補

助
的

業
務

の
担

い
手

拡
大
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

フ
ル

タ
イ

ム
に

対
す

る
パ

ー
ト

タ
イ

ム
の

賃
金

割
合

：

2
0
1
4
年

5
6
.
6
％

⇒
欧

州
諸

国
に

遜
色

の
な

い
水

準
を

目
指

す 不
本

意
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

割
合

：

2
0
1
4
年

1
8
.
1
%

⇒
2
0
2
0
年

1
0
%
以

下

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

仕
事

と
育

児
が

両
立

で
き

る
環

境
整

備
）

⑧
働

き
方

改
革
の
推
進
（
そ
の
１
）

（
※

「
介

護
離

職
ゼ
ロ
の

実
現
」

⑤
再
掲

）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策【

国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

＜
非
正
規
雇
用
＞

非
正
規
雇
用
は
、
増
加
傾
向
が
続
い
て

い
る
。

•1
98
4年

60
4万

人
⇒

20
05

年
16

34
万
人
⇒

2
01

5年

19
80

万
人

例
え
ば
女
性
で
は
、
三
十
代
半
ば
以
降
、

自
ら
非
正
規
雇
用
を
選
択
し
て
い
る
方

が
多
い
な
ど
、
子
育
て
や
介
護
を
し
な

が
ら
、
多
様
な
働
き
方
を
選
択
し
た
い

方
が
多
い
。

•
不
本
意
非
正
規

の
割
合

(2
01
4年

平
均
)

男
女
計

25
-3
4
歳
28
.4

%、
3
5-

4
4
歳
18

.7
%、

45
-5
4
歳
18
.3

%、
5
5-

6
4
歳
16

.9
%

う
ち

女
性

25
-
3
4歳

21
.
2%

、
35

-
4
4歳

12
.9

%、
45
-
5
4歳

13
.
2%

、
55

-
6
4歳

11
.4

%

欧
州
各
国
に
比
し
て
、
正
規
労
働
者
と

非
正
規
労
働
者
の
賃
金
格
差
が
大
き
い
。

•フ
ル

タ
イ

ム
に

対
す
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の

賃
金

水
準

：
日

56
.6
%

米
30
.3
%

英
71
.4

%
独

79
.3
%

仏
89
.1
%

伊
70

.8
%

蘭
78
.8

%
丁

70
.0
%

典
83
.1
%

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

働
き
方
改
革
を
、
こ
の
３
年
間
の
最
大
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
と
位
置
付
け
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
実
現
な
ど
非

正
規
雇
用
労
働
者
の
待
遇
改
善
、
総
労
働
時
間
抑
制
等
の
長
時
間
労
働
是
正
、
65
歳
以
降
の
継
続
雇
用
・
65

歳
ま
で
の
定
年
延
長
企
業
の
奨
励
等
の
高
齢
者
就
労
促
進
に
取
り
組
み
、
多
様
な
働
き
方
の
選
択
肢
を
広
げ

る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

（
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
待
遇
改
善
）

•
女
性
や
若
者
な
ど
の
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
の
選
択
を
広
げ
る
べ
く
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
待
遇
改
善

を
更
に
徹
底
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
を
実
現
す
る
た
め
、

①
労
働
契
約
法
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
、
労
働
者
派
遣
法
の
的
確
な
運
用
を
図
る
た
め
、
ど
の
よ
う
な

待
遇
差
が
合
理
的
で
あ
る
か
又
は
不
合
理
で
あ
る
か
を
事
例
等
で
示
す
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
し
、
普
及

啓
発
を
行
う
。

②
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
等
を
通
じ
、
不
合
理
な
待
遇
差
と
し
て
是
正
す
べ
き
も
の
を
明
ら
か
に
す
る
。

そ
の
是
正
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
欧
州
の
制
度
も
参
考
に
し
つ
つ
、
不
合
理
な
待
遇
差
に
関
す
る
司

法
判
断
の
根
拠
規
定
の
整
備
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
と
正
規
労
働
者
と
の
待
遇
差
に
関
す
る
事
業
者
の
説

明
義
務
の
整
備
な
ど
を
含
め
、
労
働
契
約
法
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
及
び
労
働
者
派
遣
法
の
一
括
改
正

等
を
検
討
し
、
関
連
法
案
を
国
会
に
提
出
す
る
。

•
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、
年
率
３
％
程
度
を
目
途
と
し
て
、
名
目
GD
P成

長
率
に
も
配
慮
し
つ
つ
引
き
上
げ

て
い
く
。
こ
れ
に
よ
り
、
全
国
加
重
平
均
が
10
00
円
と
な
る
こ
と
を
目
指
す
。
こ
の
よ
う
な
最
低
賃
金
の

引
上
げ
に
向
け
て
、
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
生
産
性
向
上
等
の
た
め
の
支
援
や
取
引
条
件
の
改
善

を
図

る
。

同
一

労
働

同
一

賃
金

の
実

現
な

ど
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

待
遇

改
善

キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ

助
成
金

の
活
用

促
進

、
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

能
力

開
発

機
会

の
充
実
、

業
界
団

体
等
に

対
す
る

待
遇

改
善

の
要

請
、

無
期

転
換

ル
ー

ル
の

周
知

等
に
よ
る

非
正
規

雇
用
労

働
者
の

正
社

員
転

換
・

待
遇

改
善

の
推

進

「
正

社
員

転
換

・
待

遇
改

善
実
現

プ
ラ
ン

」
の
目

標
の
達

成
状
況

等
を

踏
ま

え
た

取
組

の
更

な
る

強
化

制
度
の
検

討
、
法

案
提
出

ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の

策
定
・

運
用

平
成

24
年

改
正

労
働

契
約

法
の

附
則

に
基

づ
く

検
討

新
制

度
の

施
行

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
運

用
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

週
労
働
時

間
49
時

間
以
上
の

労
働
者

の
割

合
：

2
01

4年

2
1
.
3％

⇒
欧

州
諸

国
に
遜
色

の
な
い

水
準
を
目

指
す

6
5
歳

以
上

の
就

業

率
：

2
1
.7

％

⇒
希
望
す

る
高
齢

者
が
就
業

可
能
と

す
る

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

仕
事

と
育

児
が

両
立

で
き

る
環

境
整

備
）

⑧
働

き
方

改
革
の
推
進
（
そ
の
２
）

（
※

「
介

護
離

職
ゼ
ロ
の

実
現
」

⑤
再
掲

）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策

【
国
民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

＜
長
時
間

労
働

＞

長
時
間
労

働
者

の
割
合
が
欧
米
各
国
に
比
し

て
多
く
、

仕
事

と
家
庭
の
両
立
が
困
難
。

•週
労
働
時

間
49
時

間
以
上
の
労
働
者
の
割

合
：

日
21
.3
%

米
16
.6

%
英
12
.5

%
仏

10
.4
%

独
10
.1
%

＜
高
齢
者

就
業

＞

高
齢
者
の

7割
近

い
方
が
65
歳
を
超
え
て
も

働
き
た
い

と
い

う
希
望
を
持
っ
て
い
る
が
、

高
齢
者
雇

用
の

仕
組
み
が
不
十
分
。

•6
5歳

を
超

え
て

も
働
き
た
い
高
齢
者
：

65
.9
%

•6
5歳

以
上

の
就

業
率
：

日
20
.8
%

米
17
%

英
9.

5%
仏
2.
2%

独
2.
2%

伊
3.
4%

•6
5歳

以
上

の
就

業
率
：
21

.7
%（

20
15

年
）

（
2
01

3年
：

米
17

.
7
%
英

9
.
5%

仏
2
.2

%
独

5.
4
%、

伊
3
.4
%）

【
具

体
的

な
施

策
】

（
長

時
間

労
働

の
是
正

）

•
総

労
働
時

間
を

抑
制
す

る
た

め
、
ま

ず
、

法
規
制

の
執

行
を
早
急
に
強
化
す
る
。
具
体
的
に
は
、

①
時
間

外
労

働
を
労

使
で

合
意
す

る
、

い
わ
ゆ

る
３

６
協
定
に
お
い
て
、
健
康
確
保
に
望
ま
し
く
な
い
長
い
労
働
時
間

（
月

80
時

間
超

）
を
設

定
し

た
事
業

者
な

ど
に
対

し
て

指
導
を
強
化
す
る
な
ど
、
長
時
間
労
働
是
正
に
向
け
た
更
な
る
取

組
を

行
う

。

②
関
係

省
庁

が
連
携

し
て

下
請
け

な
ど

の
取
引

条
件

に
も
踏
み
込
ん
で
長
時
間
労
働
を
是
正
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
。

例
え

ば
、

・
長
時

間
労

働
の
背

景
に

下
請
法

や
独

占
禁
止

法
（

物
流
特
殊
指
定
）
の
違
反
が
疑
わ
れ
る
場
合
に
、
そ
の
取
締
を
通
じ

て
長

時
間

労
働

を
是
正

す
る

仕
組
み

を
、

厚
生
労

働
省
、
中
小
企
業
庁
及
び
公
正
取
引
委
員
会
で
構
築
す
る
。

・
IT
業

界
・

ト
ラ
ッ

ク
業

界
に
お

い
て

、
発
注

者
や

荷
主
と
事
業
者
の
協
働
に
よ
り
、
「
急
な
仕
様
変
更
」
、
｢
長
い
手
待

ち
時

間
｣な

ど
、

取
引
の

在
り

方
の
改

善
と

長
時
間

労
働
の
削
減
を
進
め
る
と
と
も
に
、
医
療
分
野
に
お
け
る
勤
務
環
境

改
善

に
取

り
組

む
。

③
長
時

間
労

働
是
正

や
勤

務
間
イ

ン
タ

ー
バ
ル

の
自

発
的
導
入
を
促
進
す
る
た
め
、
専
門
的
な
知
識
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用

し
た

助
言

・
指

導
、
こ

う
し

た
制
度

を
積

極
的
に

導
入
し
よ
う
と
す
る
企
業
に
対
す
る
新
た
な
支
援
策
を
展
開
す
る
。

•
労

働
基
準

法
に

つ
い
て

は
、

い
わ
ゆ

る
３

６
協
定

に
お
け
る
時
間
外
労
働
規
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
再
検
討
。

•
若

者
の
長

時
間

労
働
の

是
正

を
目
指

し
、

女
性
活

躍
推
進
法
、
次
世
代
育
成
支
援
推
進
法
等
の
見
直
し
を
進
め
る
。

（
高

齢
者

就
業

の
促
進

）

•
将

来
的
に

継
続

雇
用
年

齢
や

定
年
年

齢
の

引
上
げ

を
進
め
て
い
く
た
め
、

2
0
1
6年

度
か
ら
2
0
20
年
度
の
５
年
間
を
集
中
取

組
期

間
と

位
置

づ
け
、

65
歳

以
降
の

継
続

雇
用
・

65
歳
ま
で
の
定
年
延
長
を
行
う
企
業
へ
の
支
援
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、

継
続

雇
用

延
長

・
定
年

引
上

げ
を
実

現
す

る
た
め

の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
策
定
し
、
企
業
等
へ
働
き
か
け
る
。

•
20
20
年
度

に
高

齢
者
就

業
の

イ
ン
セ

ン
テ

ィ
ブ
効

果
と
実
態
を
検
証
し
、
継
続
雇
用
延
長
・
定
年
引
上
げ
に
係
る
制
度
の

在
り

方
を

再
検

討
す
る

。

総
労

働
時

間
抑

制
等
の

長
時

間
労
働

是
正

月
1
00

時
間
超

の
時

間
外

労
働

を
把

握
し

た
事

業
者

な
ど

に
指

導
強

化

高
齢

者
就

労
促

進
（
「
介
護

離
職

ゼ
ロ
の
実
現
」

⑧
に
詳
細
別

掲
）

65
歳
以
降
の
継
続
雇
用

・
65
歳

ま
で

の
定
年

延
長
を
行
う
企
業

の
支

援
、

実
現
マ

ニ
ュ

ア
ル
の
策
定
・
働
き

か
け

検
討
を
踏
ま
え
た
施
策
の
実
施

高
齢
者
就
業
の
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
効
果
と

実
態
を
検
証
し
、
継

続
雇
用
延
長
・
定
年

引
上
げ
に
係
る
制
度

の
在
り
方
を
再
検
討

３
６
協
定
に
お
い

て
月

80
時

間
超
の

時
間

外
労
働

を
設

定
し
た

事
業

者
な
ど

に
対
し
て
指
導
強
化

関
係
省
庁
が
連
携

し
て

下
請

け
な
ど

の
取

引
条
件

に
も

踏
み
込

ん
で

長
時
間

労
働
を
是
正
す
る
仕
組
み
を
構
築
、
運
用

労
働
基
準
法
に
つ
い
て

、
３

６
協
定

に
お

け
る
時

間
外

労
働
規

制
の

在
り
方

に
つ
い
て
再
検
討
。
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2
0
1
5

年
度

2
0
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6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

女
性
新
法

行
動
計
画
策

定
率
：

大
企
業
（

30
1人

以
上
）

10
0％

（
早
期
に

）
中
小
企
業

（
10
1人

以
上
）

10
0％

（
20

26
年

）

女
性
管
理

職
比
率
：
民

間
15
％

政
府

7%
都
道
府
県

15
%

市
町
村

20
％

（
20

20
年
）

短
時
間
（

勤
務
時
間
限

定
）
正
社

員
制
度
を
導

入
し
て
い

る
事
業
所
割

合
：

29
％

（
2
02

0度
）

ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
防
止
に

取
り
組
ん

で
い
る
企

業
：

59
.2

%⇒
10

0％

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

仕
事

と
育

児
が

両
立

で
き

る
環

境
整

備
）

⑨
女

性
活
躍
の
推
進

（
そ
の
１
）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策

【
国

民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

結
婚

・
出

産
期

に
当
た
る
年
代
に
一
旦
低
下

し
，

育
児

が
落

ち
着
い
た
時
期
に
再
び
上
昇

す
る

、
い

わ
ゆ

る
Ｍ
字
カ
ー
ブ
と
な
っ
て
い

る
。

•
非

労
働
力

人
口
の

女
性

の
う
ち
、

就
労
を

希
望
す

る
者

：
30

1万
人

•
そ

の
う

ち
2
5
～

44
歳

の
年

齢
階

級
：

1
5
2
万

人
（

5
0.

5
%）

指
導

的
立

場
に

い
る
女
性
の
割
合
が
低
い
。

•
民

間
企
業

に
お
け

る
課

長
相
当
職

に
占
め

る
女
性

の
割

合
：

9
.8
%

•
本

省
課
室

長
相
当

職
に

占
め
る
女

性
の
割

合
：

3
.
5
%

•
都

道
府
県

（
市
町

村
）

の
本
庁
課

長
相
当

職
に
占

め
る

女
性

の
割

合
：

8
.
5%
（

1
4
.5
%
）

い
わ

ゆ
る

セ
ク

ハ
ラ
・
マ
タ
ハ
ラ
の
防
止
に

向
け

た
取

組
は

、
不
十
分
。

•
セ

ク
ハ
ラ

防
止
に

取
り

組
ん
で
い

る
企
業

：
5
9
.
2%

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

子
育

て
等

で
一

度
退
職

し
た

正
社
員

等
の

復
職
や

キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
へ
の
道
が
一
層
開
か
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
企
業
へ

の
働

き
か

け
、

大
学
・

専
修

学
校
等

に
お

け
る
実

践
的

な
学
び
直
し
機
会
の
提
供
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
リ
ー
ダ
ー
層
に
登

用
さ

れ
る

人
材

の
育
成

に
向

け
た
取

組
を

推
進
す

る
。

あ
わ
せ
て
、
企
業
に
お
け
る
女
性
活
躍
の
た
め
の
行
動
計
画
の
策

定
・

情
報

公
表

や
多
様

な
正

社
員
な

ど
の

女
性
が

働
き

や
す
い
働
き
方
の
環
境
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
い
わ
ゆ
る
セ

ク
ハ

ラ
・

マ
タ

ハ
ラ
の

防
止

に
向
け

た
取

組
を
推

進
す

る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
子

育
て
等

で
一

度
退
職

し
た

正
社
員

が
復

職
す
る

道
が

一
層
開
か
れ
る
よ
う
、
企
業
へ
の
働
き
か
け
や
先
進
的
事
例
の
普

及
啓

発
を

図
る

と
と
も

に
、

復
職
支

援
の

取
組
内

容
を

女
性
活
躍
推
進
法
の
情
報
公
表
項
目
に
盛
り
込
む
こ
と
を
検
討
す

る
。

ま
た

、
復

職
や
キ

ャ
リ

ア
ア
ッ

プ
を

目
指
す

女
性

等
に
対
す
る
大
学
・
専
修
学
校
等
に
お
け
る
実
践
的
な
学
び
直
し

機
会

の
提

供
を

推
進
す

る
と

と
も
に

、
マ

ザ
ー
ズ

ハ
ロ

ー
ワ
ー
ク
事
業
に
つ
い
て
、
拠
点
数
の
拡
充
及
び
ニ
ー
ズ
を
踏
ま

え
た

機
能

強
化

を
図
る

。

•
女

性
リ
ー

ダ
ー

育
成
モ

デ
ル

プ
ロ
グ

ラ
ム

の
全
国

へ
の

普
及
を
行
う
と
と
も
に
、
女
性
が
継
続
就
業
で
き
、
リ
ー
ダ
ー
層

に
登

用
さ

れ
る

人
材
と

し
て

成
長
で

き
る

よ
う
、

役
員

候
補
段
階
の
女
性
を
対
象
に
し
た
リ
ー
ダ
ー
育
成
研
修
等
の
先
進

的
な

取
組

を
推

進
す
る

。

•
女

性
の
新

し
い

キ
ャ
リ

ア
・

ス
テ
ー

ジ
の

形
で
あ

る
女

性
起
業
家
に
対
す
る
支
援
を
強
化
す
る
。

•
い

わ
ゆ
る

セ
ク

ハ
ラ
・

マ
タ

ハ
ラ
が

起
こ

ら
な
い

よ
う

、
改
正
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
等
の
着
実
な
施
行
及
び
都
道
府
県

労
働

局
の

体
制

整
備
等

に
よ

り
、
人

事
の

担
当
者

だ
け

で
は
な
く
、
一
般
の
労
働
者
や
現
場
の
管
理
職
に
対
す
る
周
知
・

啓
発

を
実

施
す

る
。

•
ワ

ン
ス
ト

ッ
プ

支
援
セ

ン
タ

ー
の
設

置
促

進
な
ど

の
性

犯
罪
対
策
を
充
実
す
る
。

再
就
職
促
進
、

学
び
直
し
機
会

の
提
供
に
向
け
た

環
境
整
備

子
育
て
等
で
一

度
退
職
し
た
正
社

員
が

復
職

す
る

道
が

一
層

開
か

れ
る

よ
う

、
企

業
へ

働
き

か
け

、
先

進
的

事
例

を
普

及
啓

発

子
育
て
等
で
一

度
退
職
し
た
女
性

等
に
対

す
る

実
践

的
な

教
育

職
業

訓
練

・
学

び
直

し
機

会
の

拡
大

、
大

学
と

マ
ザ

ー
ズ

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

等
の

連
携

な
ど

に
よ

る
再

就
職

支
援

女
性
リ
ー
ダ
ー

育
成
モ

デ
ル

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

全
国

へ
の

普
及

、
役

員
候

補
段

階
の

女
性

を
対

象
に

し
た

リ
ー

ダ
ー

育
成

研
修

等
の

先
進

的
な

取
組

を
推

進
女
性
起
業
家
に

対
す
る

支
援

の
強

化

女
性
リ
ー
ダ
ー

の
人
材
育
成
、

女
性
起
業
家
支

援

【
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
等
を
踏

ま
え

た
取

組
の

推
進
】

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

、
暴
力
対

策
の
推

進

男
女

雇
用

機
会

均
等

法
等

の
改

正

都
道

府
県

労
働

局
の

体
制

整
備

改
正
男
女
雇
用

機
会
均
等
法

等
に

基
づ

く
マ

タ
ハ

ラ
防

止
策

の
着

実
な

施
行

、
職
場
上
司
や
同

僚
従
業
員
へ

の
普

及
啓

発

ワ
ン

ス
ト
ッ
プ

支
援
セ
ン
タ
ー
の

設
置
促
進

な
ど

の
性

犯
罪

対
策

の
充

実

法
施

行
後

の
取

組
状

況
を

踏
ま

え
た

取
組

の
強

化
等
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0
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9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
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1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

女
性
新
法

行
動
計
画
策

定
率
：

大
企
業
（

30
1人

以
上
）

10
0％

（
早
期
に

）
中
小
企
業

（
10
1人

以
上
）

10
0％

（
20

26
年

）

女
性
管
理

職
比
率
：
民

間
15
％

政
府

7%
都
道
府
県

15
%

市
町
村

20
％

（
20

20
年
）

短
時
間
（

勤
務
時
間
限

定
）
正
社

員
制
度
を
導

入
し
て
い

る
事
業
所
割

合
：

29
％

（
20
20
年
度
）

ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
防
止
に

取
り
組
ん

で
い
る
企

業
：

59
.2

%⇒
10

0％

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

仕
事

と
育

児
が

両
立

で
き

る
環

境
整

備
）

⑨
女

性
活
躍
の
推
進

（
そ
の
２
）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策

【
国

民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

結
婚

・
出

産
期

に
当
た
る
年
代
に
一
旦
低
下

し
，

育
児

が
落

ち
着
い
た
時
期
に
再
び
上
昇

す
る

、
い

わ
ゆ

る
Ｍ
字
カ
ー
ブ
が
大
き
い
。

•
非

労
働
力

人
口
の

女
性

の
う
ち
、

就
労
を

希
望
す

る
者

：
30

1万
人

•
そ

の
う

ち
2
5
～

44
歳

の
年

齢
階

級
：

1
5
2
万

人
（

5
0.

5
%）

指
導

的
立

場
に

い
る
女
性
の
割
合
が
低
い
。

•
民

間
企
業

に
お
け

る
課

長
相
当
職

に
占
め

る
女
性

の
割

合
：

9
.8
%

•
本

省
課
室

長
相
当

職
に

占
め
る
女

性
の
割

合
：

3
.
5
%

•
都

道
府
県

（
市
町

村
）

の
本
庁
課

長
相
当

職
に
占

め
る

女
性

の
割

合
：

8
.
5%
（

1
4
.5
%
）

い
わ

ゆ
る

セ
ク

ハ
ラ
・
マ
タ
ハ
ラ
の
防
止
に

向
け

た
取

組
は

、
不
十
分
。

•
セ

ク
ハ
ラ

防
止
に

取
り

組
ん
で
い

る
企
業

5
9
.
2%

【
具

体
的
な
施

策
】

•
女

性
活

躍
推

進
法

に
基

づ
き

、
女

性
の

活
躍

に
向

け
た

行
動

計
画

の
策

定
、

そ
の

活
躍

状
況

の
情

報
公

表
等

を
推

進
し

、
大

企
業

の
実

施
率
を
10
0%
と
す
る
。
そ
の
際
、
す
べ
て
の
公
表
情
報
を
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と
し
て
集
約
す
る
こ
と
を
促
進
し
、
企
業
間
の
比
較
を
容
易

に
で
き

る
よ

う
に

す
る

。

あ
わ
せ

て
、

中
小

企
業

に
よ

る
自

主
的

な
行

動
計

画
の

策
定

や
、

認
定

取
得

へ
の

支
援

策
等

に
取

り
組

む
。

ま
た

、
地

域
の

実
情

に

応
じ

た
地

方
公

共
団

体
の

女
性

活
躍

推
進

方
策

の
支

援
を

進
め

る
。

施
行
後

３
年

後
の

見
直

し
時

に
、

企
業

等
の

取
組

実
態

を
踏

ま
え

、
情

報
公

表
項

目
の

一
部

必
須

項
目

化
や

行
動

計
画

策
定

義
務

の

範
囲

拡
大

な
ど

取
組

強
化

の
在

り
方

に
つ

い
て

、
女

性
の

活
躍

を
よ

り
一

層
推

進
す

る
観

点
か

ら
、

男
女

雇
用

機
会

均
等

法
の

改
正

も

含
め

て
検

討
を

行
う

。

•
総
合
評
価
落
札
方
式
等
に
よ
る
国
の
調
達
に
お
い
て
、
契
約
の
内
容
に
応
じ
て
、
20
16
年
度
よ
り
女
性
活
躍
の
前
提
と
な
る
ワ
ー
ク
・

ラ
イ
フ

・
バ

ラ
ン

ス
を

加
点

項
目

に
設

定
す

る
と

と
も

に
、

各
府

省
が

所
管

す
る

独
立

行
政

法
人

等
、

地
方

公
共

団
体

や
民

間
企

業
等

の
調
達

に
お

け
る

同
様

の
取

組
を

促
進

す
る

。

•
仕

事
と

家
庭

生
活

と
の

両
立

を
図

る
た

め
、

希
望

に
応

じ
た

多
様

な
働

き
方

を
選

択
で

き
る

よ
う

、
長

時
間

労
働

是
正

や
同

一
労

働
同

一
賃
金

の
実

現
と

い
っ

た
働

き
方

改
革

を
進

め
る

と
同

時
に

、
勤

務
時

間
限

定
正

社
員

や
勤

務
地

限
定

正
社

員
、

テ
レ

ワ
ー

ク
、

フ
レ

ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制
な

ど
、

企
業

へ
の

制
度

導
入

に
向

け
た

支
援

を
行

う
体

制
を

整
備

す
る

。

•
仕

事
と

育
児

が
両

立
で

き
る

環
境

を
整

備
す

る
た

め
、

育
児

休
業

取
得

率
の

低
い

非
正

規
雇

用
労

働
者

の
育

児
休

業
の

取
得

促
進

、
妊

娠
・
出

産
・

育
児

休
業

等
を

理
由

と
す

る
不

利
益

取
扱

い
等

の
防

止
に

取
り

組
む

。

•
男

性
の

家
事

・
育

児
・

介
護

等
へ

の
主

体
的

参
画

を
促

進
す

る
た

め
、

男
性

の
育

児
休

業
等

を
促

進
す

る
企

業
へ

の
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

の
提
供

、
国

民
的

気
運

の
醸

成
、

更
な

る
促

進
策

に
つ

い
て

の
総

合
的

な
検

討
を

行
う

。

•
住

民
基

本
台

帳
法

施
行

令
等

の
改

正
を

行
い

、
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

に
旧

姓
の

併
記

を
可

能
と

す
る

。

女
性
活
躍
推
進

法
等
に
基
づ
く

企
業
の
自
主
的

取
組
の
推
進
、

多
様
な
働
き
方

の
整
備

大
企
業
に
よ
る

行
動
計
画
の

策
定
、
情
報
公

表
の
義
務
の

着
実
な
施
行
、

認
定
取
得
支

援
法

制
度

の
見

直
し

の
検

討
（

男
女

雇
用

機
会

均
等

法
の

検
討

も
含

む
）

企
業

の
取

組
実

態
を

踏
ま

え
た

法
制

度
の

見
直

し
に

基
づ

く
取
組

の
強

化
中
小
企
業
に
よ

る
行
動
計

画
の
策
定
・
認
定

取
得
支
援

多
様
な
正
社
員

な
ど

多
様

な
働

き
方

の
普

及
、

及
び

そ
の

た
め

の
相

談
体

制
の

整
備

等
男
性
の
育
児
休

業
等

を
促

進
す

る
企

業
へ

の
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

の
提

供
、

更
な

る
促

進
策

に
つ

い
て

の
総

合
的

な
検

討
強
化
策

の
検
討

総
合

評
価

落
札

方
式

等
に

よ
る
国
の
調
達
に
お

け
る
契
約
の
内
容

に
応
じ
た
女
性
活

躍
の
前
提
と
な
る

ワ
ー
ク
・
ラ

イ
フ

・
バ
ラ
ン
ス
の
加

点
項
目
設
定
及
び

独
法

等
に

お
け

る
同

様
の

取
組
の
促
進

地
域
の
実
情
に

応
じ
た
地
方
公

共
団

体
の

女
性

活
躍

推
進

方
策

の
支

援

【
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
等
を
踏
ま
え

た
取

組
の

推
進
】

改
正

育
児

・
介

護
休

業
法

の
施

行
、
非
正
規
雇

用
労
働
者
の
育
休

取
得
促
進
等
の
取

組
育

児
・

介
護

休
業

法
改

正
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
02
0年

・
安
心
し
て
結
婚
・
妊
娠
・

出
産
・
子
育
て
で
き
る
社
会

が
実
現
し
て
い
る
と
考
え
る

人
の
割
合
40
％
（

20
13
年

度
：
1
9.

4％
）

・
週
労
働
時
間
60
時
間
以
上

の
雇
用
者
の
割
合
5％

（
20
15
年
：
8.
2％

）

・
年
次
有
給
休
暇
取
得
率

7
0％

（
2
01

4年
：
47

.6
％
）

・
男
性
の
育
児
休
業
取
得
率

1
3％

（
20
14
年
：
2.
3％

）

2
02
2年

・
全
小
中
学
校
区
を
カ
バ
ー

し
て
地
域
学
校
協
働
本
部
を

設
置

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
（

仕
事

と
育

児
が

両
立

で
き

る
環

境
整

備
）

⑩
地

域
の

実
情
に
即
し
た
支
援

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

地
域
に
よ
っ
て
出
生
率
に
差
が

あ
る
。

・
合
計
特

殊
出

生
率
：

東
京
都

1.
15
⇔

沖
縄
県
1.

86
（

20
14
年

）
大

阪
府

豊
能
町

0.
82
⇔
鹿
児
島
県

伊
仙

町
2.
81
（

20
08
～
20

12
年
）

安
心
し
て
結
婚
・
妊
娠
・
出
産

・
子
育
て
で
き
な
い
と
感
じ
る
人

々
が
い
る
。

•安
心

し
て

結
婚

・
妊
娠
・
出
産
・

子
育

て
で

き
る

社
会
が
実
現
し
て

い
る

と
考

え
る

人
の
割
合
：

19
.4
％
（

20
13
年

度
）

ま
た
、
労
働
者
に
加
え
、
自
ら

が
働
く
一
人
親
方
や
中
小
零
細
事

業
主
に
つ
い
て
も
福
祉
の
向
上
を

図
る
こ
と
が
必
要
。

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

地
域

の
特

性
に

応
じ
た

少
子

化
対
策

・
働

き
方
改

革
を

進
め
る

。

【
具

体
的

な
施

策
】

・
地

方
公

共
団

体
、
労

使
団

体
等
の

地
域

の
関
係

者
か

ら
な
る

地
方
版
政
労
使
会
議
に
知
事
等
の
団
体
の
ト
ッ
プ
が
参
画
し
、
対
応

策
を

推
進

す
る

よ
う
促

す
と

と
も
に

、
地

域
の
金

融
機

関
の
参
画
を
通
じ
て
生
産
性
向
上
等
に
向
け
た
議
論
を
深
化
さ
せ
、
地
域

経
済

の
一

層
の

好
循
環

を
図

る
。
さ

ら
に

、
こ
れ

ら
各

地
域
の
地
方
版
政
労
使
会
議
を
地
域
働
き
方
改
革
会
議
と
位
置
付
け
て
、

同
会

議
に

お
い

て
地
域

の
特

性
や
課

題
を

分
析
し

、
対

応
策
を
推
進
す
る
た
め
、
地
域
働
き
方
改
革
支
援
チ
ー
ム
を
通
じ
て
、
関

係
府

省
一

体
で

支
援
す

る
。

・
モ

デ
ル

事
業

等
を
通

じ
て

、
働
き

方
に

関
す
る

包
括

的
支
援

を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
行
う
拠
点
の
整
備
や
、
個
別
企
業
の
求
め
に
応

じ
た

経
営

者
や

従
業
員

に
対

す
る
相

談
支

援
、
若

年
無

業
者
や
シ
ン
グ
ル
ペ
ア
レ
ン
ト
の
地
方
定
着
支
援
、
地
域
ぐ
る
み
の
休

暇
・

育
児

休
業

の
取
得

促
進

等
の
取

組
と

い
っ
た

、
働

き
方
改
革
に
関
す
る
先
進
的
取
組
の
普
及
を
進
め
る
。

・
東

京
圏

在
住

の
地
方

出
身

学
生
と

地
元

学
生
が

、
地

方
企
業

で
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
地
方
へ
の
人
材
環
流
、

地
元

定
着

の
促

進
を
図

る
。

・
地

方
の

仕
事

や
暮
ら

し
の

魅
力
を

積
極

的
に
発

信
す

る
と
と

も
に
、
新
卒
応
援
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
に
よ
る
新
卒
者
の
地
方
へ
の
就

職
支

援
を

強
化

。
あ
わ

せ
て

、
都
市

部
の

非
正
規

雇
用

労
働
者
等
の
地
方
へ
の
正
社
員
で
の
就
職
支
援
を
強
化
。
さ
ら
に
、
ユ
ー

ス
エ

ー
ル

認
定

制
度
や

ポ
ー

タ
ル
サ

イ
ト

を
活
用

し
、

地
方
の
中
小
企
業
と
若
者
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
促
進
。

・
地
域
と
学
校
と
の
連
携
・
協
働
の
下
、
高
齢
者
等
を
は
じ
め
と
す
る
地
域
住
民
の
参
画
に
よ
り
、
社
会
全
体
と
し
て
子
供
た
ち
の
学

び
や
成
長
を
支
え
る
活
動
を
、
全
国
的
に
推
進
す
る
。
そ
の
際
、
地
域
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
、
土
曜
日
や
放
課
後
の
教
育
活
動
、

読
書
活
動
、
文
化
芸
術
・
自
然
体
験
活
動
、
家
庭
教
育
支
援
等
の
個
別
活
動
の
充
実
や
、
各
機
関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
を
図
る
仕

組
み
に
つ
い
て
、
20
17
年
度
ま
で
に
全
小
・
中
学
校
区
へ
の
整
備
に
着
手
し
、
見
直
し
を
行
い
な
が
ら
充
実
さ
せ
る
。

・
地

域
に

お
い

て
、
関

係
労

使
、
地

方
公

共
団
体

等
が

協
議
会

を
設
置
し
、
地
域
の
イ
ベ
ン
ト
等
に
合
わ
せ
た
計
画
的
な
年
次
有
給

休
暇

の
取

得
等

を
企
業

、
住

民
等
に

働
き

か
け
、

地
域

の
休
暇
取
得
促
進
の
気
運
を
醸
成
。

・
自

ら
が

働
く

一
人
親

方
や

中
小
零

細
事

業
主
が

安
心

し
て
就

業
で
き
る
環
境
の
整
備
を
進
め
る
。

地
域
全
体
で

子
供
た
ち
の

学
び
や
成
長
を

支
え
る
活
動
の

推
進

施
行

後
の

状
況

の
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

社
会

教
育

法
等

の
関

係
法

令
の

改
正

案
の

提
出

実
施

方
針

の
策

定

ガ
イ

ド
ラ
イ

ン
や
事

例
集

の
検

討
・

策
定

制
度

等
説

明
会

の
実

施
、

設
置

体
制

面
・
財

政
面
へ

の
支

援
の

充
実
（

コ
ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
配

置
・
促

進
・

活
動

内
容
の

充
実
等

）

ガ
イ
ド
ラ

イ
ン

や
事

例
集

の
普

及
・

定
着

※
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
：
地
方
自
治
体
等
の
関
係
者
向
け

の
地

域
学

校
協

働
本

部
の

整
備

の
参

考
手

引
き

進
捗
状
況
等

を
踏

ま
え

、
更

な
る

体
制

面
・

財
政

面
へ

の
支

援
や

普
及

促
進

の
充

実
の

検
討

・
実

施

地
域
働
き
方

改
革
会
議
の

取
組
支
援

働
き
方
改
革
に

関
す
る
先

進
的

な
取
組
の
普
及
・

都
市
部
か
ら
地

方
へ
の

人
材
還
流

関
係
省
庁

一
体
で
支
援

支
援

チ
ー

ム
の

設
置

地
域

の
特

性
や

課
題

を
分

析

全
都

道
府

県
に

会
議

体
を

設
置

地
域
ぐ
る

み
で
働
き
方
改
革

を
推
進
し
、
順
次

見
直
し

地
方

版
総

合
戦

略
に

反
映

モ
デ

ル
事

業
の

検
討

都
道

府
県

・
市

町
村
を
対
象

と
し
た

モ
デ

ル
事

業
等
の
実
施

地
域
働
き

方
改
革
会
議
の
検

討
等
を
踏
ま
え
、

順
次
見
直

し

都
道

府
県

・
市

町
村
を
対
象

と
し
た

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

を
活

用
し

た
地
域
定
着
の

促
進
策
の
実
施

地
域
働
き

方
改
革
会

議
の
検

討
等
を
踏
ま
え
、

順
次
見
直
し

新
卒

応
援

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

等
に

よ
る

地
方

へ
の

就
職

支
援

体
制

の
整

備
学
生
や
非

正
規
雇
用
労
働
者

等
の
地
方
へ
の
更

な
る
正
社
員
就
職

促
進

事
業
検
証
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
20
年

・
理
想
の

子
供
数
を

持
て
な
い

理
由
と
し

て
「
子
育

て
や
教
育

に
お
金
が

か
り
す
ぎ

る
か
ら
」

と
挙
げ
る

人
の
割
合

（
60
.4
％

）
の
低
下

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
、

ひ
と

り
親

家
庭

の
生

活
環

境
改

善
（

教
育

費
負

担
感

の
軽

減
、

相
談

体
制

の
充

実
）

⑪
希

望
す

る
教
育
を
受
け
る
こ
と
を
阻
む
制
約
の
克
服

（
そ
の
１
）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

安
心

し
て

子
供

を
産
み

育
て

ら
れ
る

た
め

の
教
育

環
境

は
重
要
。
教
育
機
会
の
不
平
等
に
よ
る
貧
困
の
固
定
化
を
回
避
し
、
家

庭
の

経
済

事
情

等
に
か

か
わ

ら
ず
す

べ
て

の
子
供

た
ち

が
夢
に
向
か
っ
て
希
望
す
る
教
育
を
受
け
ら
れ
る
教
育
環
境
の
整
備
に

取
り

組
む

。

【
具

体
的

な
施

策
】

・
す

べ
て

の
子

供
に
質

の
高

い
幼
児

教
育

を
受
け

る
機

会
を
保
障
す
る
た
め
、
安
定
財
源
を
確
保
し
つ
つ
、
幼
児
教
育
の
段
階

的
無

償
化

を
進

め
る
。

・
家

庭
の

経
済

状
況
に

左
右

さ
れ
る

こ
と

な
く
、

国
公

私
立
を
通
じ
て
、
子
供
た
ち
の
意
欲
や
能
力
に
応
じ
た
学
校
選
択
が
可

能
と

な
る

よ
う

、
義
務

教
育

段
階
の

就
学

支
援
に

取
り
組
む
。
ま
た
、
す
べ
て
の
意
志
あ
る
生
徒
が
安
心
し
て
教
育
を
受
け

ら
れ

る
よ

う
、

高
校
生

等
奨

学
給
付

金
を

給
付
し

、
低
所
得
世
帯
の
授
業
料
以
外
の
教
育
費
負
担
の
軽
減
を
図
る
。

・
家

庭
の

経
済

事
情
に

関
係

な
く
、

希
望

す
れ
ば

誰
も

が
大
学
や
専
修
学
校
等
に
進
学
で
き
る
よ
う
、
大
学
等
の
授
業
料
減
免

の
充

実
を

図
る

と
と
も

に
、

以
下
の

よ
う

に
奨
学

金
制
度
の
拡
充
を
図
る
。

①
無
利

子
奨

学
金
に

つ
い

て
は
、

残
存

適
格
者

を
解
消
す
る
と
と
も
に
、
低
所
得
世
帯
の
子
供
に
係
る
成
績
基
準
を
大
幅

に
緩

和
す

る
こ

と
に
よ

り
、

必
要
と

す
る

す
べ
て

の
子
供
た
ち
が
受
給
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

②
有
利

子
奨

学
金
に

つ
い

て
は
、

現
在

の
低
金

利
の
恩
恵
が
し
っ
か
り
と
行
き
渡
る
よ
う
、
金
利
見
直
し
方
式
を
選
択
し

た
場

合
、

現
在

の
金
利

水
準

に
照
ら

せ
ば

ほ
ぼ
無

利
子
と
な
る
よ
う
な
仕
組
み
を
検
討
す
る
。

③
給
付

型
奨

学
金
に

つ
い

て
は
、

世
代

内
の
公

平
性
や
財
源
な
ど
の
課
題
を
踏
ま
え
検
討
を
進
め
、
本
当
に
厳
し
い
状
況

に
あ

る
子

供
た

ち
へ
の

給
付

型
支
援

の
拡

充
を
図

る
。

④
奨
学

金
の

返
還
に

つ
い

て
は
、

卒
業

後
の
年

収
が
3
0
0万

円
以
下
の
場
合
に
は
1
0
年
間
の
返
還
猶
予
が
適
用
さ
れ
、
さ
ら

に
、

申
込

時
の

家
計
支

持
者

の
世
帯

年
収

が
30
0万

円
以
下
で
卒
業
後
の
本
人
の
年
収
が
3
0
0
万
円
以
下
の
場
合
に
は
無

期
限

返
還

猶
予

が
適
用

さ
れ

る
。
こ

う
し

た
制
度

の
周
知
徹
底
を
図
る
と
と
も
に
、
社
会
に
出
た
後
の
所
得
に
応
じ
て

返
還

額
を

変
化

さ
せ
る

新
た

な
所
得

連
動

返
還
型

奨
学
金
制
度
を
20
1
7
年
度
の
進
学
者
か
ら
速
や
か
に
導
入
す
る
こ
と

で
、

大
幅

な
負

担
軽
減

を
図

る
。

教
育
費

負
担
軽
減

状
況
に
応

じ
て
更
な
る
負
担

の
軽
減
方
策
を
検

討
、
措
置

財
源

の
確

保
と
合
せ
た
無
償

化
の
拡
大

所
得
連
動
返

還
型
奨
学
金
制
度
適
用
開
始

幼
児

教
育

無
償

化 所
得

連
動

返
還

型
奨

学
金

シ
ス

テ
ム

開
発

等予
約

採
用

４
年
制
大
学
卒
業
者
の

返
還
開

始

制
度
の
運
用

・
返
還

状
況

等
を

検
証
し

、
改

善
・

拡
大
を

検
討

、
措

置

【
国
民
生

活
に

お
け

る
課

題
】

家
庭
の
経
済
事
情
に
か
か
わ
ら
ず
、
希
望

ど
お
り
の
人
数
を
出
産
・
子
育
て
し
た
い
。

・
理
想
の

子
供
数

を
持
た

な
い
最

大
の
理

由
は
「

子
育

て
や
教
育

に
お
金

が
か
か

り
す
ぎ

る
か
ら

」
（

6
0.
4％

）
(
2
01
0
年

）
※
若
い

世
代
ほ

ど
割
合

が
高
く

な
る
傾

向
※
第
３

子
を
生

ま
な
い

理
由
と

し
て
の

回
答
割

合
は

7
1
.
1%

・
子
育
て

に
か
か

る
経
済

的
な
負

担
と
し

て
大
き

い
と

思
わ
れ
る

も
の
（

20
12
年

）

①
学
校

教
育
費

（
大
学

・
短
大

・
専
門

学
校
な

ど
）

5
5
.
6%

②
学

習
塾

な
ど

学
校

以
外

の
教

育
費

4
7
.
0
%

③
保
育

所
・
幼

稚
園
・

認
定
こ

ど
も
園

に
か
か

る
費

用
3
9
.1
%

・
高
校
生

の
４
年

生
大
学

へ
の
進

学
率
（

20
12

年
）

世
帯

収
入

1,
0
5
0万

円
以

上
6
2.
9
%

4
00
万

円
以

下
2
7.
8
%

無
利

子
奨

学
金

拡
充

無
利

子
奨

学
金

の
貸

与
人

員
の

拡
充

低
所
得
の
多
子
世
帯
、

ひ
と
り
親
世
帯
等
の
保

育
料
負
担
軽
減

基
本

制
度

設
計
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
20
年

・
不
登
校

の
小
中
学

生
の
う
ち

、
学
校
内

外
で
相
談

等
を
受
け

た
者
の
割

合
を
希
望

す
る
す
べ

て
の
者
が

相
談
を
受

け
た
と
考

え
ら
れ
る

水
準

（
20
14
年

度
調
査
に

基
づ
く
試

算
で
は
約

80
.0
％
）

ま
で
高
め

る
（

20
14
年
度
：

7
1
.8
％
）

希
望

ど
お

り
の

人
数

の
出

産
・

子
育

て
、

ひ
と

り
親

家
庭

の
生

活
環

境
改

善
（

教
育

費
負

担
感

の
軽

減
、

相
談

体
制

の
充

実
）

⑪
希

望
す

る
教
育
を
受
け
る
こ
と
を
阻
む
制
約
の
克
服

（
そ
の
２
）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

施
策

【
具

体
的

な
施

策
】

・
貧

困
に

よ
る

教
育
格

差
や

い
じ
め

・
不

登
校
、

障
害

の
あ
る
子
供
、
日
本
語
が
通
じ
な
い
子
供
な
ど
、
特
別
な
配
慮
を
必
要

と
す

る
児

童
生

徒
に
き

め
細

か
く
対

応
し

た
指
導

を
行

う
た
め
、
担
当
教
員
の
配
置
充
実
等
の
学
校
指
導
体
制
の
確
保
に
取

り
組

む
。

・
不

登
校

や
中

退
を
未

然
に

防
止
す

る
と

と
も
に

、
学

校
復
帰
を
図
る
た
め
に
、
学
校
等
に
お
け
る
教
育
相
談
機
能
を
強
化
す

る
。

具
体

的
に

は
、
平

成
31
年

度
ま

で
に
、

原
則
と

し
て
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
S
C
）
を
全
公
立
小
中
学
校
に
配
置

す
る

と
と

も
に

、
ス
ク

ー
ル

ソ
ー
シ

ャ
ル

ワ
ー
カ

ー
（

S
S
W）

を
全
中
学
校
区
に
配
置
す
る
。
ま
た
、
現
在
約
６
割
の
自
治
体

が
設

置
す

る
教

育
支
援

セ
ン

タ
ー
の

全
国

展
開
及

び
教

育
相
談
機
能
の
強
化
に
取
り
組
む
。

・
義

務
教

育
を

十
分
に

受
け

ら
れ
て

い
な

い
者
に

対
し

て
教
育
の
機
会
を
確
保
す
る
た
め
、
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
等
の
学
校
外
で

学
ぶ

子
供

た
ち

へ
の
支

援
の

推
進
、

夜
間

中
学
の

設
置

促
進
等
を
実
施
す
る
。

・
安

心
し

て
子

育
て
が

で
き

、
高
齢

者
や

障
害
者

等
も

集
え
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
拠
点
と
も
な
る
学
校
施
設
の
整
備
を
推

進
す

る
。

特
に

、
学
校

施
設

の
耐
震

化
・

老
朽
化

対
策

等
、
安
全
・
快
適
な
教
育
環
境
の
整
備
を
進
め
る
。

不
登
校
・

中
退
等

対
策

教
育

支
援

セ
ン

タ
ー

の
設

置
促

進
の

た
め

の
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
配

置
に

関
す

る
モ

デ
ル

事
業

ス
ク

ー
ル

カ
ウ

ン
セ

ラ
ー

（
Ｓ

Ｃ
）
：
小

中
2
4
,0

0
0
校

（
2
0
1
5
年

度
）
→

2
7
,5

0
0
校

（
2
0
1
9
年

度
）

ス
ク

ー
ル

ソ
ー

シ
ャ

ル
ワ

ー
カ

ー
（
Ｓ

Ｓ
Ｗ

）
：
2
,2

4
7
人

（
2
0
1
5
年

度
）
→

1
0
,0

0
0
人 （
2
0
1
9
年

度
）

配
置
時
間
の
充
実
等
、
学
校
に
お
け
る
専
門

職
と

し
て
ふ

さ
わ

し
い

配
置
条

件
の

実
現

（
S
C、

S
S
W
）

フ
リ

ー
ス

ク
ー

ル
等

で
学

ぶ
不

登
校

児
童

生
徒

へ
の

支
援

に
関

す
る

モ
デ

ル
事

業

フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
等
の
学
校
外
で
学
ぶ
子
供
た
ち
へ
の
支
援
方
策
の
検
討
、
推
進

教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
全
国
展
開
及
び
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
SC

の
配
置
促
進

教
育

相
談

機
能

の
強

化

フ
リ

ー
ス

ク
ー

ル
等

【
国
民
生

活
に

お
け

る
課

題
】

不
登
校
や
中
退
等
・
進
学
断
念
に
よ
る
格

差
発
生
を
防
止
し
た
い
。

・
高
校
中

退
者

の
職
業
（
20
12

年
）

高
校
中

退
者

の
41
.6
%が

フ
リ
ー

タ
ー
層
。
正
社

員
層
は

7.
7%

・
不
登
校

で
あ

っ
た
者
は
そ
の
後

の
就
学
・
就
業
で

も
困
難

を
抱
え
る
傾
向

中
３

で
不

登
校
で
あ
っ
た
者

の
高
校
進
学
率
は
8
5
.1

%
（
一
般
98
.5
%）

、
高
校
中

退
率
1
4
.0

%（
一
般
1.

5%
）
、

大
学
進
学
率
22
.
8
%（

一
般

54
.6

%
）

、
非
就
学
・
非

就
業

率
18
.1
%（

一
般

7
.3
%）

・
家
庭
状

況
別

大
学
進
学
率

全
体

73
.2
%

ひ
と
り

親
家

庭
41
.6
%

生
活
保

護
世

帯
32
.9
%

児
童
養

護
施

設
23
.3
％

・
学
歴
別

生
涯

賃
金
（
男
性
、
引

退
ま
で
、
退
職
金

を
含

む
）
（
20
13
年

）
大
学
・

大
学

院
卒

3億
12

70
万

円
中
学
校

卒
2億

23
00

万
円
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2
0
15

年
度

2
0
16

年
度

2
0
17

年
度

2
0
18

年
度

2
0
19

年
度

2
0
20

年
度

2
0
21

年
度

2
0
22

年
度

2
0
23

年
度

2
0
24

年
度

2
0
25

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
1
9年

度
ひ

と
り
親

の
子
供

や
児
童
養

護
施
設

の
子
供
の

大
学
等

へ
の
進
学

率
を
全

世
帯
平
均

に
近
づ

け
る
。

(
現

状
)

全
世
帯

平
均

7
3.

2
%（

20
15
年
）

ひ
と

り
親
家

庭
4
1.

6％
(2
01
1年

)

児
童

養
護
施

設
2
3.

3％
(2
01
4年

)

2
0
1
9年

度
里

親
委
託

率
を

2
2
％

に
引

上
げ

る
。

(
現

状
)

1
6
.
5％

(2
01
4年

度
末
)

希
望

ど
お

り
の

出
産

・
子

育
て

（
保

育
・

育
児

不
安

の
改

善
）

⑫
子
育
て
が
困
難
な
状
況
に
あ
る
家
族
・
子
供

等
へ
の
配
慮
・
対
策
等
の
強
化
（
そ
の
１
）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

年
度

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

家
庭
の
様
々
な
事
情
に
よ
り
、
子
育
て

が
困
難
な
家
庭
が
あ
る
。
子
供
た
ち
の

希
望
が
叶
え
ら
れ
な
い
状
況
が
あ
る
。

・
最
近
25
年
間

(1
98
8～

20
11
年
)で

母
子
世
帯
は

1.
5倍

(8
4.
9万

世
帯
⇒
12
3.
8万

世
帯
)、

父
子
世

帯
は

1.
3倍

(1
7.
3万

世
帯
⇒
22
.3
万
世
帯
)に

増
加

・
母
子
世

帯
の

80
.6
％
が
就
業
、
た
だ
し

47
.4
％
は

パ
ー

ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等

（
20
1
3

年
）

・
母
子
世

帯
の

平
均
年
間
就
労
収
入
(母

自
身

の
就
労

収
入

)は
18
1万

円
、
収
入
合
計

で
は

22
3万

円
（
20

13
年
）

・
児
童
相

談
所

に
お
け
る
児
童
虐
待
相
談
対

応
件

数
は

15
年

間
で
7.

6倍
(1
99
9年

11
,6
31

件
⇒
20
14
年
88
,9
31
件

)
に
増
加

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

世
代

を
超

え
た

貧
困
の

連
鎖

を
な
く

す
た

め
の
取

組
を

進
め
、
格
差
が
固
定
化
さ
れ
ず
、
社
会
的
流
動
性
の
あ
る
環
境
を
整
備

す
る

。

【
具

体
的

な
施

策
】

・
ひ

と
り

親
等

の
生
活

を
支

援
す
る

た
め

、
平
成

28
年

度
予
算
に
お
い
て
児
童
扶
養
手
当
の
機
能
の
充
実
、
保
育
所
等
利
用
の

負
担

軽
減

を
措

置
。
引

き
続

き
必
要

な
対

応
を
検

討
す

る
。
ま
た
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
等
が
終
わ
っ
た
後
の
子
供
の
生
活

習
慣

の
習

得
・

学
習
支

援
、

食
事
の

提
供

等
を
行

う
地

方
自
治
体
に
よ
る
子
供
の
居
場
所
づ
く
り
の
取
組
を
支
援
す
る
。

・
生

活
困

窮
世

帯
等
の

子
供

に
対
し

、
学

習
支
援

や
親

の
養
育
支
援
等
を
含
め
た
包
括
的
な
支
援
を
提
供
す
る
た
め
、
高
校
中

退
防

止
や

家
庭

訪
問
の

取
組

強
化
を

含
め

、
学
習

支
援

事
業
を
充
実
・
強
化
す
る
（
2
01
9
年
度
ま
で
に
３
万
人
(実

人
数
)
に

提
供

）
。

・
経

済
的

な
理

由
や
家

庭
の

事
情
に

よ
り

学
習
が

遅
れ

が
ち
な
子
供
を
支
援
す
る
観
点
か
ら
、
大
学
生
や
元
教
員
等
の
地
域
住

民
の

協
力

及
び

IC
Tの

活
用
等

に
よ
っ

て
、

原
則
無

料
の

学
習
支
援
(地

域
未
来
塾
)を

拡
充
す
る
（
2
0
1
9年

度
ま
で
に
5
,
0
0
0

中
学

校
区

(全
体

の
約
半

分
)。

さ
ら
に

高
校

生
へ
の

支
援
を
全
国
展
開
）
。

・
児

童
養

護
施

設
や
里

親
の

下
で
育

っ
た

子
供
の

進
学

支
援
の
た
め
、
毎
月
家
賃
相
当
額
に
加
え
生
活
費
を
貸
付
、
就
業
継
続

等
の

条
件

に
よ

り
返
還

を
免

除
す
る

制
度

を
創
設

。
今

後
も
必
要
な
対
応
を
検
討
し
て
い
く
。

・
生

活
保

護
世

帯
の
子

供
の

将
来
の

自
立

に
向
け

た
努

力
を
支
援
す
る
た
め
、
施
設
入
所
中
の
児
童
手
当
積
立
金
や
奨
学
金
等

の
収

入
認

定
の

取
扱
い

を
見

直
し
、

保
護

受
給
中

か
ら

の
大
学
進
学
費
用
等
の
準
備
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
2
0
1
7年

度
の
生

活
保

護
制

度
及

び
生
活

扶
助

基
準
に

係
る

検
討
の

中
で

も
更
な
る
自
立
支
援
の
在
り
方
を
検
討
す
る
。

子
供
の
居

場
所
づ

く
り

年
間

延
べ

50
万

人
分

の
生

活
・

学
習

支
援

制
度

の
検

証
を

踏
ま

え
た

見
直

し
を

行
い

措
置

（
人

数
、

対
象

な
ど

）
※

可
能

な
限

り
早

期
に

実
現

（
現

行
「
母

子
家

庭
等

対
策

総
合

支
援

事
業

」
で

実
施

）

子
供
の
学

習
支
援

地
域
住
民

の
協
力
に
よ
り

IC
T等

を
用
い
た
学
習

支
援
(地

域
未
来
塾

)
効

果
を

検
証

し
見

直
し

た
上

で
措

置
（

対
象

、
手

法
な

ど
）

児
童

養
護

施
設

や
里

親
で

育
っ
た
子
供
の
進
学

支
援
を
継
続

※
毎

月
家

賃
相

当
額

と
生

活
費

5
万

円
の

貸
付

。
5
年

就
業

継
続

で
返

還
免

除

※
毎

年
計

画
的

に
増

加
⇒

5
,0

0
0中

学
校

区
へ

拡
充

す
る

と
と

も
に

高
校

生
へ

の
支

援
を

全
国

展
開

生
活

困
窮

世
帯

等
の

子
供

の
学

習
支

援
（

生
活

困
窮
者
自
立
支
援

法
に

基
づ

く
子

供
の

学
習

支
援

事
業

）
※

2
0
1
9
年

度
ま

で
に

３
万

人
(実

人
数

)に
提

供

生
活
保
護

制
度
に

お
け
る

子
供
の
自

立
支
援

取
組

の
効

果
を

踏
ま

え
改

善
方

法
を

検
討

し
措

置

子 供 の 貧 困 対 策 に 関 す る 大 綱 の 見 直 し

施
策

収
入
認
定
の

取
扱
い
を
見

直
し

生
活
保
護
世
帯
の
子
供
の
自
立

支
援
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討

し
措
置
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2
0
15

年
度

2
0
16

年
度

2
0
17

年
度

2
0
18

年
度

2
0
19

年
度

2
0
20

年
度

2
0
21

年
度

2
0
22

年
度

2
0
23

年
度

2
0
24

年
度

2
0
25

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
1
9
年

度
ひ

と
り

親
の

子
供

や
児

童
養

護
施

設
の

子
供

の
大

学
等

へ
の

進
学

率
を

全
世

帯
平

均
に

近
づ

け
る

。
(
現

状
)

全
世

帯
平

均
7
3
.
2
%
（

2
0
1
5
年

）

ひ
と

り
親

家
庭

4
1
.
6
％

(
2
0
1
1
年

)

児
童

養
護

施
設

2
3
.
3
％

(
2
0
1
4
年

)

2
0
1
9
年

度
里

親
委

託
率

を
2
2
％

に
引

き
上

げ
る

。
(
現

状
)

1
6
.
5
％

(
2
0
1
4
年
度

末
)

希
望

ど
お

り
の

出
産

・
子

育
て

（
保

育
・

育
児

不
安

の
改

善
）

⑫
子
育
て
が
困
難
な
状
況
に
あ
る
家
族
・
子
供

等
へ
の
配
慮
・
対
策
等
の
強
化
（
そ
の
２
）

希
望

出
生

率
１

．
８

の
実

現

養
育
費
確

保
策

社
会
全
体

の
取
組

支
援

年
度

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

家
庭
の
様
々
な
事
情
に
よ
り
、
子
育
て

が
困
難
な
家
庭
が
あ
る
。
子
供
た
ち
の

希
望
が
叶
え
ら
れ
な
い
状
況
が
あ
る
。

・
最
近
25
年
間

(1
98
8～

20
11
年
)で

母
子
世
帯
は

1.
5倍

(8
4.
9万

世
帯
⇒
12
3.
8万

世
帯
)、

父
子
世

帯
は

1.
3倍

(1
7.
3万

世
帯
⇒
22
.3
万
世
帯
)に

増
加

・
母
子
世

帯
の

80
.6
％
が
就
業
、
た
だ
し

47
.4
％
は

パ
ー

ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
等

（
20
1
3

年
）

・
母
子
世

帯
の

平
均
年
間
就
労
収
入
(母

自
身

の
就
労

収
入

)は
18
1万

円
、
収
入
合
計

で
は

22
3万

円
（
20

13
年
）

・
児
童
相

談
所

に
お
け
る
児
童
虐
待
相
談
対

応
件

数
は

15
年

間
で
7.

6倍
(1
99
9年

11
,6
31

件
⇒
20
14
年
88
,9
31
件

)
に
増
加

【
具
体

的
な

施
策

】

・
ひ
と

り
親

の
就

業
を

通
じ

た
自

立
を

支
援

す
る

た
め

、
ひ

と
り

親
が

就
職

に
有

利
な

資
格

(看
護
師

等
)を

取
得
で

き
る

よ
う

貸
付

・
給

付
金
事

業
を

充
実

さ
せ

る
こ

と
に

よ
り

、
正

社
員

就
職

者
数
を
増

や
す

と
と

も
に

、
マ

ザ
ー

ズ
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
事

業
に

つ
い

て
、

ひ
と

り
親
に

対
す

る
就

職
支

援
の

強
化

を
図

る
ほ

か
、

ハ
ロ

ー
ワ
ー
ク

と
地

方
自

治
体

と
の

連
携

を
強

化
す

る
。

ま
た

、
ひ

と
り

親
を

含
む

生
活
困

窮
者

等
の

支
援

付
き

就
労

の
推

進
方

策
を

検
討

す
る
。

・
離
婚

後
の

ひ
と

り
親

の
生

活
安

定
の

た
め

に
養

育
費

の
確

保
が

重
要

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

養
育

費
の

取
決

め
に

関
す

る
合

意
書

の
ひ

な
型

や
養

育
費

の
支

払
が

な
さ

れ
な

い
場

合
に

取
り

得
る

法
的
手
段

等
を

周
知

す
る

と
と

も
に

、
養

育
費

に
関

す
る

弁
護

士
相

談
の

活
用

を
行
う

。

・
児
童

扶
養

手
当

の
支

払
方

法
、

よ
り

確
実

な
養

育
費

の
確

保
の

仕
組

み
な

ど
に

つ
い

て
、

関
係

省
庁

等
で

の
検

討
の

場
を

速
や

か
に

設
け

、
検

討
を

開
始

す
る

。

・
必
要

な
支

援
が

必
要

な
家

庭
に

確
実

に
つ

な
が

る
よ

う
地

方
自

治
体

の
相

談
窓

口
を

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

化
し

、
体

制
の

整
備

を
行

い
相

談
件

数
の

増
加

に
対

応
す

る
ほ

か
（

20
13

年
度

75
万

件
⇒

20
19

年
度

1
5
0万

件
）
、

子
供
の

未
来

応
援

基
金

の
周

知
・

活
用

を
通

じ
、

子
供

食
堂

や
学
習
支
援
な
ど
民
間
の
取
組
を
支
援
す
る
ほ
か
、
行
政
機
関
、
企
業
及
び
NP
O等

を
つ
な
ぐ
地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
を
一
層
促

進
す
る

こ
と

に
よ

り
、

官
民

の
力

を
結

集
し

た
子

供
の

貧
困
対
策

を
推

し
進

め
る

。
ま

た
、

公
益

信
託

制
度

の
改

革
等

に
よ

り
、

貧
困

状
況
に

あ
る

子
供

の
教

育
費

に
も

民
間

資
金

の
支

援
が

よ
り
届
く

よ
う

に
す

る
。

・
児
童

虐
待

の
問

題
に

社
会

全
体

で
対

応
し

、
児

童
の

最
善

の
利

益
が

優
先

し
て

考
慮

さ
れ

る
よ

う
、

児
童

相
談

所
の

専
門

性
強

化
等

に
よ

る
発

生
時

の
迅

速
・

的
確

な
対

応
に

加
え

、
予

防
か

ら
児
童
の

自
立

支
援

（
家

庭
養

護
の

推
進

等
）

に
至

る
ま

で
の

総
合

的
な

対
策

を
進
め

る
。

こ
れ

ら
の

対
策

を
踏

ま
え

て
、

児
童

を
適

切
に
保
護

す
る

た
め

の
措

置
に

係
る

手
続

に
お

け
る

裁
判

所
の

関
与

の
在

り
方

や
、
特

別
養

子
縁

組
制

度
の

利
用

促
進

の
在

り
方

に
つ

い
て
検
討

し
、

必
要

な
措

置
を

講
ず

る
。

・
生
活

保
護

受
給

者
等

の
就

労
を

支
援

す
る

た
め

、
生

活
保

護
受

給
者

等
を

雇
用

す
る

事
業

主
へ

の
効

果
的

な
支

援
を

強
化

す
る

と
と

も
に

、
就

職
後

の
定

着
を

支
援

す
る

。

相
談
窓
口
の
ワ

ン
ス
ト
ッ
プ
化

養
育

費
の

相
談

支
援

強
化

、
周

知
を

通
じ
た
離
婚
届
書
の
チ
ェ
ッ
ク
欄

（
養

育
費

の
分

担
に

つ
い

て
「

取
決

め
を
し
て
い
る
」
と
の
欄
）
に

チ
ェ

ッ
ク

す
る

も
の

の
割

合
の

向
上

6
2
％

⇒
7
0
％

親
の
就
労

支
援

成
果

を
踏

ま
え

て
制

度
の

充
実

を
検

討
し

措
置

（
支

援
の

対
象

な
ど

）

養
育

費
の

相
談

体
制

の
改

善
（

規
模

、
専
門

家
の

職
種

の
多

様
化

な
ど

）

相
談
水
準
の

向
上

（
研

修
等

）
母

子
・
父

子
自

立
支

援
員

の
相

談
件

数
：

7
0
万

(2
0
1
3
年

度
)⇒

1
5
0
万

件

国
民
運
動
の
展
開
、
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成

（各
自

治
体

に
お

け
る

実
態

把
握

、
計

画
策

定
、

体
制

整
備

、
事

業
実

施
）

児
童
虐
待

防
止
対
策

子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
全
国
展
開

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
を

重
点

的
に

設
置

す
べ

き
地

域
に

設
置

拡
大

、
乳

児
家

庭
全

戸
訪

問
事
業

等
の

見
直

し
（

職
員

の
質

の
向

上
な

ど
）

1
3
8
市

町
村

(2
0
1
5
年

度
)⇒

全
国

展
開

（
2
0
年

度
）

児
童

相
談

所
の

中
核
市
・
特
別
区
へ
の
設
置
拡
大

実
施
状
況
を
踏
ま
え
た
取
組
の
実
施

ひ
と

り
親

家
庭

の
親

へ
の

高
等

職
業

訓
練
促
進

給
付
金

(※
１

) 、
高

等
職

業
訓

練
促

進
資

金
貸

付
事

業
(※

2
) 等

に
よ
り
正
社
員
数

を
対
前
年
増
に

※
貸

付
額

・
給

付
額

、
利

用
の

し
や

す
さ

等
に

つ
い

て
見

直
し

具
体

的
な

成
果

を
踏

ま
え

改
善

方
法

を
検
討

し
措

置
（

規
模

、
手

法
な

ど
）

親
子
関
係
の

再
構
築
支
援
、
里
親
委
託
支
援
、
養
子
縁
組
推
進
等

発
生

予
防

発
生

時
対

応

自
立

支
援

支
援

の
在

り
方

の
見

直
し

(周
知

の
在

り
方

、
手

法
の

多
様

化
な

ど
)

児
童
相
談
所
の
体
制
強
化
等

（
専

門
職

の
配

置
・
増

員
、

一
時

保
護

所
の

環
境

改
善

等
）

子 供 の 貧 困 対 策 に 関 す る 大 綱 の 見 直 し

施
策

（
※

１
）
支

給
期

間
を

２
年

→
３

年
に

延
長

。
（
※

２
）
入

学
準

備
金

5
0
万

円
等

を
貸

付
。

５
年

継
続

し
て

就
業

し
た

場
合

は
返

済
免

除
。

地
方

自
治

体
に

よ
る

実
効

性
あ

る
相

談
の

在
り

方
に

つ
い

て
検

討
し

措
置

（
相

談
事

務
の

効
率

化
な

ど
）
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介
護

基
盤

の
供

給

・
在

宅
介

護
3
5
2
万

人
・
居

住
系

ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞｽ
3
8
万

人
・
介

護
施

設
9
5
万

人

介
護

人
材

の
確

保
・
育

成

・
介

護
分

野
の
有

効
求

人
倍

率
2
.7
3
倍

介
護

と
仕

事
を

両
立

し
た

い

※
現
状
：

・
4
0
-
5
0
代

の
介

護
離

職
理

由
「
仕
事
と
介
護
の
両

立
が
難

し
い

職
場
」

健
康

を
長

い
間

維
持

す
る

な
ど

、
安

心
し

て
生

活
し

た
い

※
現
状
：

・
平

均
寿

命
男

性
8
0
.2
1
歳

女
性

8
6
.6
1
歳

・
健

康
寿

命
男

性
7
1
.1
9
歳

女
性

7
4
.2
1
歳

・
6
5
歳

以
上

人
口

2
6
.8
%

・
7
5
歳

以
上

人
口

1
3
.0
%

高
齢

者
に

対
す

る
フ

レ
イ

ル
（
虚

弱
）
予

防
・
対

策

・
メ
タ
ボ
人

口
1
4
0
0
万

人
・
4
0
-
7
4
歳

健
康

診
断

受
診

率
6
6
.2
%

・
要

介
護

認
定

率
1
7
.8
%

介
護

休
業

・
介

護
休

暇
の

利
用

率
向

上

・
介

護
休

業
の
定

め
が
あ
る
事

業
所

6
7
%

・
介

護
休

暇
の
定

め
が
あ
る
事

業
所

6
2
%

長
時

間
労

働
の

是
正

、
柔

軟
な

就
労

形
態

の
利

用
率

向
上

・
フ
ル
タ
イ
ム
に
対
す
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム

の
賃

金
水

準
5
6
.6
％

・
週

労
働

時
間

4
9
時

間
以

上
2
1
.3
％

・
6
5
歳

以
上

の
就

業
率

2
0
.8
%

家
族

を
支

え
る

環
境

づ
く
り

・
4
0
-
5
0
代

の
介

護
離

職
理

由
「
自

分
の

心
身

健
康

が
悪

化
」

希
望

す
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

た
い

※
現
状
：

・
4
0
-
5
0
代

の
介

護
離

職
理

由
「
施

設
に
入

所
で
き
ず

負
担

が
増

え
た
」
「
在

宅
介

護
サ
ー

ビ
ス
を
利

用
で
き
ず
負
担
が
増
え
た
」

④ 介
護

に
取

り
組

む
家

族
が

介
護

休
業

・
介

護
休

暇
を

取
得

し
や

す
い

職
場

環
境

の
整

備② 求
め

ら
れ

る
介

護
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

た
め

の
多

様
な

人
材

の
確

保
、

生
産

性
の

向
上

① 高
齢

者
の

利
用

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

介
護

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
確

保

③ 介
護

す
る

家
族

の
不

安
や

悩
み

に
答

え
る

相
談

機
能

の
強

化
・
支

援
体

制
の

充
実

⑤ 働
き

方
改

革
の

推
進

（
※

「
希

望
出

生
率

1
.8
の
実

現
」
⑧

と
共
通

）

⑥ 元
気

で
豊

か
な

老
後

を
送

れ
る

健
康

寿
命

の
延

伸
に

向
け

た
取

組

⑦ 高
齢

者
へ

の
多

様
な

就
労

機
会

の
確

保

介 護 サ ー ビ ス の 提 供 側 介 護 に 取 り 組 む 家 族 高 齢 者 等

安 心 に つ な が る 社 会 保 障

介
護

に
不

安
な

く
取

り
組

み
た

い

※
現
状
：

・
要

介
護

認
定

者
6
0
8
万

人

障
害

や
難

病
の

あ
る

方
等

が
自

立
し

、
社

会
参

加
し

や
す

い
環

境
づ

く
り

⑧ 障
害

者
、

難
病

患
者

、
が

ん
患

者
等

の
活

躍
支

援

地
域

課
題

の
解

決
力

強
化

と
医

療
・
福

祉
人

材
の

活
用

⑨ 地
域

共
生

社
会

の
実

現

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現
国

民
生

活
に

お
け

る
課

題
検

討
す

べ
き

方
向

性
対

応
策
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
2
0
年

代
初

頭
ま

で
に

介
護

基
盤
の

整
備

拡
大

量
：

5
0
万

人
分
以

上 （
サ

ー
ビ
ス

付
き

高
齢
者

向
け

住
宅
約

２
万

人
分
を

含
む

）

2
0
2
0
年

代
初

頭
ま

で
に

介
護

施
設
・

サ
ー

ビ
ス
を

利
用

で
き
な

い
こ

と
を
理

由
と

す
る
介

護
離

職
を
な

く
す

要
介

護
３
以

上
の

特
養
自

宅
待

機
者

を

解
消

す
る

(現

在
約

15
万

人
)

希
望

す
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
（

介
護

基
盤

の
供

給
）

①
高

齢
者

の
利
用
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
介
護

サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
確
保

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

国
有
地
の

利
用
推

進
、

介
護
基
盤

整
備
の

強
力

な
推
進

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

重
度
の
要

介
護

者
数
の
増
加
。

•要
介
護
３

以
上
の

者
は

20
00

年
～

20
15

年
の
間
に

2
.
2倍

に
。

21
3万

人
（

20
1
5年

度
）
→

42
1万

人
（

2
06
0年

）
と
な

る
見
通

し
。

要
介
護
の

度
合

い
等
に
応
じ
て
、
希
望
す
る

介
護
サ
ー

ビ
ス

を
利
用
し
た
い
。

•
介

護
離
職

者
は
年

間
約

10
万
人
（

20
12

年
就
業
構

造
基
本
調

査
）
。

介
護
離

職
の
理

由
と
し

て
、

「
介
護
サ

ー
ビ
ス

の
利
用

が
で
き

な
か
っ

た
こ

と
」
を
挙

げ
て
い

る
方
が

約
15
％

（
推
計

）

•
要

介
護
３

以
上
の

特
養
自

宅
待
機

者
が
約

15
万
人

（
2
01
3年

度
厚
労

省
老
健

局
調
べ

）
。

介
護
と
仕

事
を

両
立
し
に
く
い
。

・
家

族
の
介

護
・

看
護

を
理
由
と

し
た
離

職
・
転

職
者

：
10

.
1万

人
（

2
0
11
年

1
0月

～
2
0
12
年

9
月

）

【
今

後
の

対
応

の
方

向
性

】
介

護
サ

ー
ビ

ス
が

利
用

で
き

ず
や

む
を

得
ず

離
職

す
る

者
を

な
く

す
と
と

も
に
、

特
別
養

護
老
人

ホ
ー
ム

に
入
所

が
必
要

で
あ
る

に
も
か

か
わ
ら

ず
自

宅
で

待
機

し
て

い
る

高
齢

者
を

解
消

す
る

こ
と

を
目

指
し

、
介
護
ニ

ー
ズ
に

応
じ
た

機
動
的

な
介
護

サ
ー
ビ

ス
基
盤

を
整
備

し
、
地

域
包
括

ケ
ア

を
推

進
す

る
。

【
具

体
的

な
施

策
】

（
自

立
支

援
・

介
護

予
防

に
取

り
組

む
先

進
的

な
自

治
体

の
取

組
の
全
国

展
開
）

•
高

齢
者

の
自

立
支

援
・

介
護

予
防

に
取

り
組

む
好

事
例

の
横

展
開

を
進
め

る
。
こ

の
た
め

、
介
護

サ
ー
ビ

ス
の
状

況
や
認

定
率
（

要
介
護

度
別

）
の

見
え

る
化

シ
ス

テ
ム

を
活

用
し

て
、

地
域

分
析

を
進

め
、

市
町
村

ご
と
の

P
D
C
A
サ

イ
ク
ル

を
強
化

す
る
。

ま
た
、

取
組
状

況
に
応

じ
た

市
町

村
や

都
道

府
県

へ
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
付

け
等

に
つ

い
て

検
討
し

、
次
期

介
護
保

険
制
度

改
正
に

お
い
て

必
要
な

措
置
を

講
じ
る

。
（

自
立

支
援

と
介

護
の

重
度

化
防

止
の

推
進

）
•

自
立

支
援

と
介

護
の

重
度

化
防

止
を

推
進

す
る

た
め

、
介

護
記

録
の

I
C
T
化

を
通

じ
た

業
務

の
分

析
・

標
準

化
を

進
め

る
。

こ
れ

に
よ

り
、

適
切

な
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
手

法
の

普
及

を
図

る
と

と
も

に
、

要
介

護
度
の

維
持
・

改
善
の

効
果
を

上
げ
た

事
業
所

へ
の
介

護
報
酬

等
の
対

応
も

含
め

、
適

切
な

評
価

の
在

り
方

に
つ

い
て

検
討

す
る

。
（

介
護

基
盤

整
備

の
着

実
な

推
進

）
•

緊
急
対
策

に
基
づ

き
、
現

行
の
介

護
保
険

事
業
計

画
等
に

お
け
る

約
38
万

人
分
以

上
（

20
15
年
度

か
ら

20
20
年
度

ま
で
の

増
加
分

）
の
整

備
加

速
化

に
加

え
、

在
宅

・
施

設
サ

ー
ビ

ス
及

び
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者
向

け
住
宅

の
整
備

量
を
約

1
2
万
人

分
前
倒

し
・
上

乗
せ
す

る
こ
と

で
2
0
2
0年

代
初

頭
ま

で
に

約
5
0万

人
分

を
整

備
す

る
。

•
国

有
地

に
お

け
る

介
護

施
設

等
に

対
す

る
定

期
借

地
権

に
よ

る
貸

付
（

20
16

.1
月
か

ら
2
0
2
0年

度
末
ま

で
に

一
定

の
地
域

に
お

い
て

契
約
締

結
す

る
も

の
）
に

つ
い

て
、

貸
付

始
期

よ
り

10
年

間
貸

付
料

を
５

割
減

額
す

る
。
ま

た
、
国

有
地
以

外
の
公

共
的
な

用
地
に

つ
い
て

も
、
介

護
施
設

等
へ

の
活

用
を

促
進

す
る

。
•

介
護

す
る

家
族

の
就

労
継

続
を

効
果

的
に

支
援

す
る

介
護

サ
ー

ビ
ス
の
在

り
方
等

に
つ
い

て
、
介

護
離
職

に
関
す

る
地
域

の
実
情

を
踏
ま

え
つ

つ
自

治
体

が
的

確
に

調
査

で
き

る
よ

う
支

援
し

、
第

７
期

以
降

の
介
護

保
険
事

業
計
画

に
反
映

さ
せ
る

。
（

互
い

に
支

え
合

う
社

会
づ

く
り

）
•

介
護
保
険
被
保
険
者
に
係
る
住
所
地
特
例
等
の
仕
組
み
に
つ
い
て
、
本
人
等
の
意
向
を
踏
ま
え
た
も
の
に
し
つ
つ
、
更
な
る
拡
充
・
活
用
を
図
り
、

地
域
と
都
市
部
の
支
え
合
い
を
強
化
す
る
。

•
居
住
支
援
協
議
会
に
よ
る
紹
介
・
斡
旋
等
に
よ
り
、
空
き
家
等
を
活
用
し
た
安
心
で
低
廉
な
家
賃
の
民
間
賃
貸
住
宅
の
供
給
を
推
進
す
る
。

介
護
離
職

の
観
点

も
含

め
た
介

護
サ
ー

ビ
ス

の
把
握

方
法
等

に
関

す
る
調

査

第
６
期
介
護
保

険
事
業
計
画

第
７

期
介

護
保

険
事

業
計

画
第

８
期

介
護

保
険

事
業

計
画

第
９

期
介

護
保

険
事

業
計

画

調
査

研
究

事
業

の
実

施

調
査

手
法

改
善
・

自
治

体
に

よ
る

第
7期

に
向

け
た

調
査

調
査

手
法

の
改

善
及

び
自

治
体

に
よ

る
第

８
期

に
向

け
た

調
査

の
実

施

介
護
施
設
整
備
に
係
る
国
有
地
の
活
用

介
護

ニ
ー

ズ
等

に
応

じ
て

介
護

基
盤

整
備

の
在

り
方

を
検

討

年
度

施
策

介
護
施
設
整
備

に
つ
い
て
、
現
場

の
意

見
を

踏
ま

え
つ

つ
、

必
要

な
措

置
を

実
施

在
宅
・
施

設
サ

ー
ビ
ス

の
整
備

調
査

手
法

の
改

善
及

び
自

治
体

に
よ

る
調

査
の

実
施

反
映

反
映

反
映

調
査

手
法

の
改

善
及

び
自

治
体

に
よ

る
第

９
期

に
向

け
た

調
査
の

実
施

高
齢
者
の

自
立
支

援
や

介
護
予

防
に
取

り
組

む
保
険

者
等
の

好
事

例
の
全

国
展
開

新
た

な
仕

組
み

の
施

行
地

域
包

括
ケ

ア
「

見
え

る
化

」
シ

ス
テ

ム
の

随
時

改
良

自
治

体
向

け
研

修
会

の
開

催
や

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

派
遣

等

地
域

包
括

ケ
ア

「
見

え
る

化
」

シ
ス

テ
ム

の
設

計
、

開
発

、
運

用

PD
CA
サ

イ
ク

ル
の

強
化

、
国

や
都

道
府

県
に

よ
る
市
町
村
へ
の

横
展

開
の

支
援

、
取

組
状

況
に

応
じ

た
保

険
者
及
び
都
道
府
県
へ
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
付

け
等

に
つ

い
て

関
係

審
議
会
に
お
い
て
検
討
、

必
要

に
応

じ
て

制
度

改
正

国
・

都
道

府
県

に
よ

る
研

修
や

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

派
遣
の

全
国

展
開

に
向

け
た

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

や
カ

リ
キ

ュ
ラ
ム
の
策
定

緊
急

対
策

に
基

づ
く
、

整
備

量
の

前
倒

し
・
上

乗
せ

引
き

続
き

、
介

護
ニ

ー
ズ

の
的

確
な

把
握

、
介

護
基

盤
整

備
の

着
実

な
推

進

適
切
な
ケ
ア
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト

手
法
の
策
定

標
準

化
に

向
け

た
分

析
手

法
の

検
討

／
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

先
進

事
例

の
収

集

分
析

、
適

切
な

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

手
法

の
策

定

適
切
な
ケ

ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

手
法
の
検
証
・
見

直
し
、

適
切
な
ケ

ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

手
法
を
踏
ま
え
た

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
の
実
施
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
2
0
年

代
初

頭
ま

で
に

介
護

人
材

の
数

：
23
1万

人
（

20
14
年

度
17
6.
5万

人
）

介
護

人
材

と
競

合
他

産
業

と
の

賃
金

差
：

解
消

職
員

一
人

当
た

り
の

利
用

者
数

の
増

（
例

：
特

養
・

老
健

２
：

１
（

20
14

年
度

）
）

行
政

が
求

め
る

帳
票

等
を

含
め

文
書

量
：

半
減

2
0
2
0
年

代
初

頭
ま

で
に

介
護

施
設
・

サ
ー

ビ
ス
を

利
用

で
き
な

い
こ

と
を
理

由
と

す
る
介

護
離

職
を
な

く
す

要
介

護
３
以

上
の

特
養
自

宅
待

機
者
を

解
消

す
る

(現
在

約
15
万

人
)

希
望
す
る
介
護
サ
ー
ビ

ス
の

利
用
（

介
護

人
材
の

確
保

・
育
成

）

②
求

め
ら

れ
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
た

め
の

多
様

な
人
材
の
確
保
、
生
産
性
の
向
上
（
そ
の
１
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

年
度

施
策

【
国
民

生
活

に
お

け
る
課
題
】

求
め
ら

れ
る

介
護

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め

の
人
材

が
不

足
し

て
い
る
。

•
介

護
分
野

の
有
効

求
人
倍

率
：

2.
73

倍

•
全

産
業

の
有

効
求

人
倍

率
：

1
.
2
1
倍

（
20

1
6年

3月
、
原
数

値
）

人
材
確

保
が

困
難

な
理
由
の
一
つ
と
し
て
、
介

護
人
材

の
賃

金
が

他
の
対
人
サ
ー
ビ
ス
産
業
と

比
較
し

賃
金

が
低

い
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
ま

た
、
勤

続
年

数
も

短
く
な
っ
て
い
る
。

•
介

護
職

員
：

賃
金

2
6
2
.
3
千

円
（
賞
与
込
み
）
、

勤
続

年
数

6
.1
年

•
対

人
サ

ー
ビ

ス
産

業
：

賃
金

2
7
3
.
6
千

円
（
賞
与
込

み
）
、

勤
続

年
数

7
.
9
年

介
護
職

員
は

、
離

職
率
が
高
い
傾
向
が
あ
る
。

•
介

護
職

員
：

離
職

率
1
6
.
5
%
（

2
0
1
4
年

度
）

•
全

産
業

：
離

職
率

1
5.

5
%（

20
1
4年

度
）

【
今
後

の
対

応
の

方
向

性
】

求
め
ら
れ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
の
人
材
の
確
保
（
20
20
年
代
初
頭
ま
で
に
＋
25
万
人
。

以
降
も
必
要
に
応
じ
て
確
保
）

に
向
け

て
、

安
定

財
源

を
確

保
し

つ
つ

、
介

護
人

材
の

処
遇

改
善

、
多

様
な

人
材

の
活

用
と

人
材

育
成

、
生

産
性

向
上

を
通

じ
た

労
働

負
担
の

軽
減

、
さ

ら
に

は
安

心
・

快
適

に
働

け
る

環
境

の
整

備
を

推
進

す
る

な
ど

総
合

的
に

取
り

組
む

。

【
具
体

的
な

施
策

】

（
介
護

人
材

の
処

遇
改

善
）

•
介
護
人
材
の
処
遇
に
つ
い
て
は
、
競
合
他
産
業
と
の
賃
金
差
が
な
く
な
る
よ
う
、
20
17
年
か
ら
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
仕
組
み
を
構
築

し
、
月

額
平

均
１

万
円

相
当

の
改

善
を

行
う

。
こ

の
際

、
介

護
保

険
制

度
の

下
で

対
応

す
る

こ
と

を
基

本
に

、
予

算
編

成
過

程
で

検
討

す
る

。

•
障

害
福

祉
人

材
の

処
遇

に
つ

い
て

も
、

介
護

人
材

と
同

様
の

考
え

方
に

立
っ

て
予

算
編

成
過

程
で

検
討

す
る

。

（
多
様

な
人

材
の

確
保

）

•
介

護
福

祉
士

を
目

指
す

学
生

・
生

徒
が

、
一

定
期

間
就

労
し

た
場

合
に

返
還

を
免

除
す

る
修

学
資

金
貸

付
制

度
や

、
い

っ
た

ん
仕

事
を

離
れ

た
人

が
再

び
仕

事
に

就
く

場
合

の
再

就
職

準
備

金
貸

付
制

度
を

充
実

す
る

。
大

都
市

、
被

災
地

等
の

人
材

確
保

が
特

に
困

難
な

地
域

で
、

新
た

に
開

設
す

る
介

護
施

設
等

に
つ

い
て

は
、

人
材

確
保

が
施

設
整

備
の

妨
げ

と
な

ら
な

い
よ

う
、

再
就

職
準

備
金

貸
付

制
度

の
活

用
を

図
る

。

•
介

護
周

辺
業

務
や

軽
易

な
介

護
業

務
に

関
し

て
、

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

や
市

町
村

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
ポ

イ
ン

ト
制

度
等

を
通

じ
た

高
齢

人
材

の
活

用
や

、
中

間
的

就
労

と
し

て
従

事
す

る
人

材
の

活
用

を
進

め
る

。

•
介

護
の

仕
事

の
魅

力
・

意
義

に
対

す
る

理
解

を
深

め
る

た
め

、
特

に
若

い
う

ち
か

ら
介

護
を

知
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
学

生
、

保
護

者
、

地
域

社
会

へ
の

情
報

発
信

、
働

き
か

け
の

強
化

や
、

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

（
就

業
体

験
）

等
の

単
位

認
定

の
促

進
を

図
る

。

•
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
福

祉
人

材
コ

ー
ナ

ー
を

拡
充

す
る

と
と

も
に

、
関

係
機

関
と

の
連

携
強

化
を

図
る

な
ど

、
介

護
分

野
に

お
け

る
就

職
支

援
の

取
組

を
強

化
す

る
。

多
様
な
人
材

の
確
保
と

人
材
育
成

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
や
市
町
村
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
ポ
イ
ン
ト
制
度
等
を
通
じ
た
高
齢
人
材
の
活
用

中
間
的
就
労
と
し
て
従
事
す
る
人
材
の
活
用

介
護
人
材
の

処
遇
改
善

競
合
他
産
業
と
の
賃
金
差
が
な
く
な
る
よ
う
、
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
の
仕
組
み
を
構
築
し
、
月
額
平
均
１
万
円
相
当
の

改
善
を
行
う
。

月
額
平
均
1
.2

万
円

相
当
の
処
遇
改

善
加

算
の
拡
充
を

実
施

介
護
報
酬
等
の
改
定
に
合
わ
せ
て

、
必
要
に
応
じ
て
処
遇
を
改
善

介
護

報
酬
等

の
改
定

に
合

わ
せ

て
、

必
要

に
応
じ

て
処
遇

を
改

善

返
済
免
除
付

修
学

資
金

貸
付

制
度

、
再

就
職

準
備

金
貸

付
制

度
を

充
実

大
都
市
、
被

災
地

等
の

人
材

確
保

が
特

に
困

難
な

地
域

で
、

新
た

に
開

設
す

る
介

護
施

設
等

に
つ

い
て

は
、

人
材

確
保

が
施

設
整

備
の

妨
げ

と
な
ら
な
い
よ

う
、

再
就

職
準

備
金

貸
付

制
度

を
活

用

学
生
、
保
護
者
、
地
域
社
会
へ
の
情
報
発
信
、
働
き
か
け
の
強
化

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
就
業
体
験
）
等
の
単
位
認
定
の
促
進

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
お
け
る
介
護
分
野
の
就
職
支
援
の
取
組
を
推
進

返
済
免
除
付
修

学
資
金

貸
付
制
度
を
拡

充
、

再
就
職
準
備
金

貸
付
制
度
を
創

設
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
2
0
年

代
初

頭
ま

で
に

介
護

人
材
の

数
：

2
3
1
万

人 （
2
0
1
4
年
度

1
7
6
.
5
万

人
）

介
護

人
材
と

競
合

他
産
業

と
の

賃
金

差
：

解
消

職
員

一
人
当

た
り

の
利
用

者
数

の
増

（
例

：
特

養
・

老
健

２
：

１
（

2
0
1
4
年

度
）

）

行
政

が
求
め

る
帳

票
等
を

含
め

文
書

量
：

半
減

2
0
2
0
年

代
初

頭
ま

で
に

介
護

施
設
・

サ
ー

ビ
ス
を

利
用

で
き
な

い
こ

と
を
理

由
と

す
る
介

護
離

職
を
な

く
す

要
介

護
３
以

上
の

特
養
自

宅
待

機
者
を

解
消

す
る

(現
在

約
15
万 人
)

希
望
す
る
介
護
サ
ー
ビ

ス
の

利
用
（

介
護

人
材
の

確
保

・
育
成

）

②
求

め
ら

れ
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
た

め
の

多
様

な
人
材
の
確
保
、
生
産
性
の
向
上
（
そ
の
２
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

【
具
体

的
な

施
策

】
•事

業
所

の
業

務
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
強

化
の

観
点

か
ら

、
介
護
事

業
所

に
お

け
る

賃
金

テ
ー

ブ
ル

の
設

定
に

向
け

た
取

組
を

推
進

す
る

と
と
も

に
、

介
護

事
業

所
に

対
し

て
人

材
育

成
計

画
や

職
務
分
担

表
、

業
務

効
率

化
計

画
の

策
定

を
推

進
す

る
。

•介
護
サ

ー
ビ

ス
の

業
務

を
、

必
要

と
さ

れ
る

専
門

性
を

踏
ま
え
て

類
型

化
し

、
そ

れ
に

応
じ

て
、

介
護

福
祉

士
等

の
専

門
職

と
そ

れ
以

外
の
者

と
の

業
務

分
担

を
推

進
す

る
。

あ
わ

せ
て

、
介

護
人
材
の

中
核

的
な

役
割

を
担

う
介

護
福

祉
士

に
つ

い
て

、
専

門
性

の
高

度
化

に
よ
る

資
質

の
向

上
の

在
り

方
に

つ
い

て
も

、
検

討
を

進
め
る
。

•介
護
職

員
が

職
場

に
定

着
し

、
安

心
し

て
働

き
続

け
ら

れ
る
よ
う

、
雇

用
管

理
改

善
の

た
め

の
支

援
の

強
化

を
図

る
。

•経
済
連
携
協
定
（
EP
A）

に
基
づ
く
専
門
的
介
護

人
材
の
活
用
を
着
実
に
進
め
る

と
と
も
に
、
現
在
、
継
続
審
議

の
取
扱
い
で
あ
る
出
入

国
管
理

及
び

難
民

認
定

法
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
案

の
成

立
後

、
こ

れ
ら

の
仕

組
み

に
基

づ
く

外
国

人
材

の
受

入
れ

に
つ

い
て

、
そ

れ
ぞ
れ

の
制

度
趣

旨
に

沿
っ

て
積

極
的

に
進

め
て

い
く

。
（

生
産

性
向

上
）

•介
護
サ
ー
ビ
ス
や
介
護
保
険
事
務
処
理
に
つ
い
て
、
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
・
IC
T等

の
次
世
代
型
介
護
技
術

（
※
）
の

活
用

に
よ

り
、

介
護

サ
ー

ビ
ス
の

生
産

性
の

向
上

を
進

め
る

。
そ

れ
に

よ
り

、
介

護
の
質
を

低
下

さ
せ

ず
に

、
効

率
的

な
サ

ー
ビ

ス
提

供
に

資
す

る
基

準
の

緩
和

や
、
効

率
的

・
効

果
的

な
職

員
配

置
を

推
進

す
る

。

※
次

世
代

型
介

護
技

術
：
介

護
ロ

ボ
ッ

ト
、

IC
T
、

A
I、

セ
ン

サ
ー

、
イ

ン
カ

ム
、

Io
T
、

ノ
ー

リ
フ

テ
ィ

ン
グ

等


見
守
り
支
援
機
器
等
の
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
導
入
促
進
や
介
護
現
場
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
介
護
ロ
ボ
ッ
ト
の
開
発
支
援
を
加
速
化
す
る
。


次

世
代

型
介

護
技

術
に

よ
る

業
務

の
効

率
化

や
介

護
負

担
の

軽
減

に
つ

い
て

実
証

研
究

を
実

施
し

、
こ

れ
を

踏
ま

え
て

、
次

世
代

型
介

護
技

術
を

用
い

た
介

護
に

適
合

す
る

新
た

な
基

準
の

在
り

方
を

検
討

す
る

。


複
数
の

施
設

の
保

有
、

総
務

・
経

理
・

人
事

な
ど

の
複

数
の

部
門

の
集

約
化

な
ど

事
業

所
の

グ
ル

ー
プ

化
を

推
進

す
る

。

年
度

施
策

指
標

開
発

評
価

指
標

の
開

発
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
デ

ー
タ

の
収

集
を

継
続

的
に

行
い

、
評

価
を

「
見

え
る

化
」

す
る

。
デ

ー
タ

収
集

方
法

検
討

第
三

者
評

価
や

介
護

相
談

員
等

を
積

極
的

に
受

け
入

れ
る

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
の

検
討

第
三

者
評

価
や

介
護

相
談

員
等

を
積

極
的

に
受

入
れ

を
行

い
、

サ
ー

ビ
ス

の
質

を
向

上
す

る
。

介
護

ロ
ボ

ッ
ト

開
発

等
加

速
化

現
場

の
ニ

ー
ズ

に
則

し
た

介
護

ロ
ボ

ッ
ト

の
開

発
支

援

次
世

代
型

介
護

技
術

や
そ

れ
に

適
し

た
基

準
に

基
づ

く
業

務
効

率
化

を
推

進

IC
T活

用
に

よ
る

事
務

負
担

軽
減

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
策

定
IC

Tを
活

用
し

た
効

果
的

・
効

率
的

な
サ

ー
ビ

ス
提

供
モ

デ
ル

の
普

及
等

経
営

力
向

上
に

資
す

る
規

制
緩

和
等

を
検

討

検
討
結
果

を
踏
ま
え
た
、
必

要
な
対
応
を
実
施

「
保
険
外

サ
ー
ビ
ス
活
用
ガ

イ
ド
ブ
ッ
ク
」
の

活
用
等
に
よ
る
、

保
険
外
サ
ー
ビ
ス

の
参
入
促
進
を
実

施

介
護

ロ
ボ

ッ
ト

等
の
次
世
代
型
介
護
技
術
を

用
い

て
介

護
に

適
し
た
基
準
を
検
討

介
護

ロ
ボ

ッ
ト

に
よ

る
業

務
の

効
率

化
等

の
実

証
研

究

Ｅ
Ｐ
Ａ
に
基
づ

く
専
門
的
介
護
人

材
の
活
用

法
案

審
議

新
た
に
創
設
さ

れ
る
在
留

資
格

「
介

護
」

を
活

用
し

た
専

門
的

介
護

人
材

の
活

用

多
様
な
人
材

の
確
保
と

人
材
育
成

生 産 性 向 上

介
護

ロ
ボ

ッ
ト

の
導

入
促

進
・

開
発

支
援

の
加

速
化

業
務
効

率
化

等
に

関
す

る
実
証

研
究

・
見

直
し

の
検
討

質
の
向

上
の

た
め

の
評

価
指
標

の
開

発
・

活
用

経
営

力
向

上
の

推
進

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
業
務
を
、
必
要
と
さ
れ
る
専
門
性
を
踏
ま
え
て
類
型
化
し
、
介
護
福
祉
士
等
の
専
門
職
と
そ
れ
以

外
の
者

と
の
業

務
分

担
を

推
進

介
護

事
業

所
に

お
け

る
賃

金
テ
ー
ブ
ル
の
設
定

に
向
け
た
取
組
を

推
進
、
介
護
事
業

所
に
対
し
て
人
材

育
成
計
画
や
職

務
分
担
表
、
業
務
効

率
化
計
画
の
策
定

を
推
進

【
国
民

生
活

に
お

け
る
課
題
】

求
め
ら

れ
る

介
護

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め

の
人
材

が
不

足
し

て
い
る
。

•
介

護
分
野

の
有
効

求
人
倍

率
：

2.
73

倍

•
全

産
業

の
有

効
求

人
倍

率
：

1
.
2
1
倍

（
20

1
6年

3月
、
原
数

値
）

人
材
確

保
が

困
難

な
理
由
の
一
つ
と
し
て
、
介

護
人
材

の
賃

金
が

他
の
対
人
サ
ー
ビ
ス
産
業
と

比
較
し

賃
金

が
低

い
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
ま

た
勤
続

年
数

も
短

く
な
っ
て
い
る
。

•
介

護
職

員
：

賃
金

2
6
2
.
3
千

円
（

賞
与

込
み

）
、

勤
続

年
数

6
.1
年

•
対

人
サ

ー
ビ

ス
産

業
：

賃
金

2
7
3
.
6
千

円
（
賞
与
込

み
）
、

勤
続

年
数

7
.
9
年

介
護
職

員
は

、
離

職
率
が
高
い
傾
向
が
あ
る
。

•
介

護
職

員
：

離
職

率
1
6
.
5
%
（

2
0
1
4
年

度
）

•
全

産
業

：
離

職
率

1
5.

5
%（

20
1
4年

度
）

事
業
所
の
グ
ル
ー
プ
化
を
推
進

事
業

所
の

グ
ル

ー
プ

化
推

進
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

○
認
知
症

サ
ポ
ー

タ
ー

の
人
数

→
2
01

7年
度
末

8
00
万

人

○
認
知
症

初
期
集

中
支
援
チ

ー
ム

→
2
01

8年
度

す
べ
て

の
市
町
村

に
設
置

介
護

に
不

安
な

く
取

り
組

む
（

家
族

を
支

え
る

環
境

づ
く

り
）

③
介

護
す
る
家
族
の
不
安
や
悩
み
に
答
え
る
相

談
機
能
の
強
化

・
支
援
体
制
の
充
実

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

年
度

施
策

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

要
介
護
者
数
が
増
加
。

•要
介

護
（

要
支

援
）
認
定
者
：
60
8万

人
(
2
0
15
年

4

月
)
(介

護
保
険
事

業
報
告

)
。
こ
の
15
年
間
で
約
2.
8倍

。

•2
01

2年
の

認
知

症
者
数
46

2万
人
、
20

25
年
の
認
知

症
者
数
は

約
70
0万

人
（
65
歳
以
上
人
口
の
約
20
%）

と
い
う
推

計
あ

り
。

（
平
成

26
年

度
厚

生
労

働
科

学
研

究
費

補
助

金
特

別
研

究
事

業
日

本
に

お
け

る
認

知
症

の
高

齢
者

人
口

の
将

来
推

計
に

関
す

る
研

究
）

介
護
す
る
家
族
は
健
康
が
悪
化
し
離
職
。

•
介
護

離
職

理
由

：
自
分
の
心
身
の
健
康
状
態
が
悪

化
男
性

:2
5.
3%

女
性
:3
2.

8%
（

2
0
1
2
年

度
厚

生
労

働
省

委
託

調
査

、
複

数
回

答
）

サ
ー
ビ
ス
や
制
度
に
関
す
る
情
報
が
不
足
。

・
介
護
し

て
い

る
人
が
手
助
・
介
護
に
つ
い
て
相
談

し
た

人
（

離
職

者
）

家
族
・

親
族

：
54
.7

％
、
い
な
い
：
17
.1

％
（

2
0
1
2
年

度
厚

生
労

働
省

委
託

調
査

、
複

数
回

答
）

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

家
族

が
介

護
を

必
要
と

す
る

状
況
に

な
っ

た
と
き
に
、
職
場
や
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
等
、
様
々
な
場
所
で
介
護

の
情

報
を

入
手

し
、
相

談
で

き
る
体

制
を

構
築
す
る
。
ま
た
、
認
知
症
施
策
推
進
総
合
戦
略
（
新
オ
レ
ン
ジ
プ
ラ

ン
）

（
20
15
年

１
月
）

の
実

現
な
ど

に
よ

り
、
認
知
症
の
介
護
を
行
う
家
族
等
へ
の
支
援
を
行
う
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
介

護
に
関

す
る

総
合
的

な
相

談
の
機

関
と

し
て
、
2
0
06
年
に
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
制
度
化
。
2
01
5
年
度

現
在

、
全

国
で

4,
68
5か

所
設

置
さ
れ

て
い
る
が
、
家
族
が
介
護
を
必
要
と
す
る
よ
う
に
な
っ
た
と
き
の
身
近
な

相
談

先
で

あ
る

こ
と
を

広
く

周
知
し

つ
つ

、
同
セ
ン
タ
ー
の
土
・
日
・
祝
日
の
開
所
を
促
進
す
る
。
ま
た
、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
等

と
の
連

携
に

よ
り
、

介
護

離
職
の
防
止
に
向
け
た
取
組
み
を
強
化
す
る
。

•
20
16
年
度

よ
り

、
ケ
ア

マ
ネ

ジ
ャ
ー

の
研

修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
家
族
に
対
す
る
支
援
を
追
加
す
る
。

•
20
05
年
か

ら
、

認
知
症

の
特

色
や
対

応
の

仕
方
を
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座
が
開
始

さ
れ

、
こ

れ
ま

で
累
計

75
0万

人
が
受

講
し

て
い
る
が
、
市
町
村
や
企
業
に
よ
る
開
催
を
更
に
推
進
す
る
。
あ
わ

せ
て

、
修

了
者

の
把
握

と
活

用
、
地

域
・

職
域
の
先
進
的
な
事
例
の
展
開
、
サ
ポ
ー
タ
ー
同
士
の
発
表
・
討
議

の
機

会
の

提
供

な
ど
の

取
組

を
進
め

る
。

•
認

知
症
の

人
が

集
ま
る

場
や

認
知
症

カ
フ

ェ
な
ど
、
認
知
症
の
人
や
そ
の
家
族
が
集
う
取
組
を
2
0
2
0年

度
ま
で

に
全

市
町

村
に

普
及
さ

せ
、

こ
う
し

た
活

動
の
情
報
を
市
町
村
や
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
か
ら
住
民
に
発
信

す
る

。

•
認

知
症
の

人
の

見
守
り

模
擬

訓
練
な

ど
、

認
知
症
高
齢
者
等
に
よ
る
事
故
等
を
未
然
に
防
ぐ
取
組
み
を
進
め
る

と
と

も
に

、
民

間
保
険

等
の

活
用
を

含
め

、
事
故
等
が
起
こ
っ
た
場
合
の
備
え
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

•
成

年
後
見

制
度

の
利
用

の
促

進
に
関

す
る

法
律
に
基
づ
き
、
認
知
症
、
知
的
障
害
そ
の
他
の
精
神
上
の
障
害
が

あ
る

こ
と

に
よ

り
財
産

管
理

・
日
常

生
活

に
支
障
が
あ
る
方
を
、
そ
の
自
己
決
定
権
を
尊
重
し
な
が
ら
社
会
で

支
え

る
成

年
後

見
制
度

の
利

用
を
促

進
す

る
。

セ
ン

タ
ー
の
周
知
、
開
所
日
増
、

関
係

機
関
と
の
連
携
強
化

認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー
の
養
成
と
更

な
る

取
組
の
推
進

※
20

17
年
度
末

ま
で
に
80

0万
人
目

標

認
知
症

サ
ポ
ー

タ
ー
の

養
成

地
域
包

括
支
援

セ
ン
タ

ー
強
化

※
認

知
症

地
域

支
援

推
進

員
20
18
年

度
す

べ
て
の
市
町
村
に
配

置

認
知
症
初
期
集

中
支
援
チ
ー
ム
設

置

家
族
支
援
の
普

及
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ

ー
の
改
訂
版

研
修

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
活

用
全
国
の
労
働
局

か
ら
介
護
休
業

を
周

知
利
用
状
況
を
踏
ま
え
、
見

直
し

た
上
で

更
な

る
追

加
措
置

サ
ポ
ー
タ
ー
数
の
状
況
、
活
用
状
況
を
踏
ま
え
た
新
た
な
取
組
の
実
施

チ
ー
ム
の
活
動
状
況
を
見
な
が
ら
、
見
直
し
、
措
置

セ
ン
タ
ー
の
活
用
状
況
を
見
な
が
ら
見
直
し
、
措
置

適
切
な
治
療
や

ケ
ア
に
つ
な
げ
自

立
生
活
を
サ

ポ
ー

ト

※
20

18
年
度
に

す
べ
て
の
市
町
村

に
設
置

成
年
後

見
制
度

の
利
用

促
進

基
本
計
画
を
踏
ま
え
、
制
度
の
更
な
る
利
用
促
進

施
行
、
周
知
、

基
本
計
画
の
策
定
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

2
0
2
0年

代
初

頭
ま

で
に

介
護
離
職

を
な
く

す

介
護

と
仕

事
の

両
立

（
介

護
休

業
・

介
護

休
暇

の
利

用
率

向
上

）

④
介
護
に
取
り
組
む
家
族
が
介
護
休
業
・

介
護
休
暇
を
取
得
し
や
す
い
職
場
環
境
の
整
備

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

年
度

施
策

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

介
護
休
業
の
利
用
率
は
低
い
。

介
護
を

し
て

い
る
雇
用
者
（
23
9万

9千
人

）
に
つ

い
て

、
介
護
休
業
等
制
度
の
利

用
あ

り
の

者
は

15
.7
％

（
2
01
2年

業
構
造

基
本
調

査
）

介
護
休
業
制
度
の
規
定
が
十
分
に
整
備

さ
れ
て
い
る
と
は
い
え
な
い
。

就
業
規

則
等

に
介
護
休
業
の
定
め
が
あ
る

事
業

所
(5
人
以

上
)は

66
.7
％
、

就
業
規

則
等

に
介
護
休
暇
の
定
め
が
あ
る

事
業

所
(5
人
以

上
)は

62
.2
％
。

（
2
01
4年

度
雇
用

均
等
基

本
調
査

）

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

介
護
休
業
制
度
の
拡
充
を
図
る
た
め
の
制
度
的
な
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
誰
も
が
介
護
休
業
の
取
得
を

た
め
ら
う
こ
と
の
な
い
社
会
を
目
指
し
、
介
護
休
業
制
度
の
周
知
や
各
企
業
へ
の
働
き
か
け
、
介
護
と
仕
事

の
両
立
が
可
能
な
働
き
方
の
普
及
を
推
進
す
る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

・
緊
急
対
策
に
基
づ
き
、
介
護
休
業
給
付
の
給
付
率
の
引
上
げ
〔
賃
金
の
40
％
→
67
％
〕
や
介
護
休
業
の
分

割
取
得
を
可
能
と
す
る
こ
と
等
を
内
容
と
す
る
、
雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
つ
い
て
、

着
実
な
施
行
を
図
る
。
ま
た
、
施
行
後
５
年
を
経
過
し
た
場
合
に
、
施
行
状
況
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、

所
要
の
措
置
を
行
う
。

・
介
護
に
直
面
し
た
労
働
者
へ
の
休
業
か
ら
の
復
帰
支
援
な
ど
、
仕
事
と
介
護
の
両
立
に
資
す
る
雇
用
環
境

の
整
備
を
行
っ
た
事
業
主
に
対
す
る
支
援
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
事
業
主
へ
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を

提
供
す
る
。

・
介
護
保
険
の
被
保
険
者
と
な
る
労
働
者
（
40
歳
に
達
し
た
労
働
者
）
に
対
す
る
介
護
休
業
制
度
や
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス
の
周
知
・
啓
発
を
実
施
す
る
。

・
介
護
と
仕
事
の
両
立
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
モ
デ
ル
就
業
規
則
の
整
備
等
に
よ
り
、
多
様
な
正
社
員
の
普

及
を
図
る
。

・
公
務
員
に
お
い
て
、
介
護
と
両
立
し
て
活
躍
で
き
る
職
場
環
境
整
備
を
推
進
す
る
。

介
護

休
業
制
度

の
改
正

着
実
な
施
行
（

周
知

等
）

※
介
護
休
業
給

付
の

給
付

率
の

引
上

げ
：

20
16

年
8月

1
日

施
行

介
護
休
業
の

分
割
取

得
：

20
17

年
1月

1
日

施
行

法
案

審
議

施
行

準
備

施
行

状
況

を
踏

ま
え

た
見
直

し
の

要
否

を
検

討
の

上
、

所
要

の
措

置
を

実
施

介
護
休
業
の

取
得
促
進
に
関

す
る

周
知
・
啓
発
の

強
化

仕
事
と
介
護
の

両
立
に
関
す
る
助

成
金

の
更

な
る

活
用

の
推

進
介
護
保
険
の
被

保
険
者
と
な
る
労

働
者

に
対

す
る

周
知

・
啓

発
「
多
様
な
正
社

員
」
の
普
及
の
推

進

公
務
員
に
お
い

て
、
介
護
と
両
立

し
て

活
躍

で
き

る
職

場
環

境
を

整
備
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

フ
ル

タ
イ

ム
に

対
す

る
パ

ー
ト

タ
イ

ム
の

賃
金

割
合

：

2
0
1
4
年

5
6
.
6
％

⇒
欧

州
諸

国
に

遜
色

の
な

い
水

準
を

目
指

す 不
本

意
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

割
合

：

2
0
1
4
年

1
8
.
1
%

⇒
2
0
2
0
年

1
0
%
以

下

年
度

施
策【

国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

＜
非
正
規
雇
用
＞

非
正
規
雇
用
は
、
増
加
傾
向
が
続
い
て

い
る
。

•1
98
4年

60
4万

人
⇒

20
05

年
16

34
万
人
⇒

2
01

5年

19
80

万
人

例
え
ば
女
性
で
は
、
三
十
代
半
ば
以
降
、

自
ら
非
正
規
雇
用
を
選
択
し
て
い
る
方

が
多
い
な
ど
、
子
育
て
や
介
護
を
し
な

が
ら
、
多
様
な
働
き
方
を
選
択
し
た
い

方
が
多
い
。

•
不
本
意
非
正
規

の
割
合

(2
01
4年

平
均
)

男
女
計

25
-3
4
歳
28
.4

%、
3
5-

4
4
歳
18

.7
%、

45
-5
4
歳
18
.3

%、
5
5-

6
4
歳
16

.9
%

う
ち

女
性

25
-
3
4歳

21
.
2%

、
35

-
4
4歳

12
.9

%、
45
-
5
4歳

13
.
2%

、
55

-
6
4歳

11
.4

%

欧
州
各
国
に
比
し
て
、
正
規
労
働
者
と

非
正
規
労
働
者
の
賃
金
格
差
が
大
き
い
。

•フ
ル

タ
イ

ム
に

対
す
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
の

賃
金

水
準

：
日

56
.6
%

米
30
.3
%

英
71
.4

%
独

79
.3
%

仏
89
.1
%

伊
70

.8
%

蘭
78
.8

%
丁

70
.0
%

典
83
.1
%

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

働
き
方
改
革
を
、
こ
の
３
年
間
の
最
大
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
と
位
置
付
け
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
実
現
な
ど
非

正
規
雇
用
労
働
者
の
待
遇
改
善
、
総
労
働
時
間
抑
制
等
の
長
時
間
労
働
是
正
、
65
歳
以
降
の
継
続
雇
用
・
65

歳
ま
で
の
定
年
延
長
企
業
の
奨
励
等
の
高
齢
者
就
労
促
進
に
取
り
組
み
、
多
様
な
働
き
方
の
選
択
肢
を
広
げ

る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

（
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
待
遇
改
善
）

•
女
性
や
若
者
な
ど
の
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
の
選
択
を
広
げ
る
べ
く
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
待
遇
改
善

を
更
に
徹
底
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
を
実
現
す
る
た
め
、

①
労
働
契
約
法
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
、
労
働
者
派
遣
法
の
的
確
な
運
用
を
図
る
た
め
、
ど
の
よ
う
な

待
遇
差
が
合
理
的
で
あ
る
か
又
は
不
合
理
で
あ
る
か
を
事
例
等
で
示
す
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
し
、
普
及

啓
発
を
行
う
。

②
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定
等
を
通
じ
、
不
合
理
な
待
遇
差
と
し
て
是
正
す
べ
き
も
の
を
明
ら
か
に
す
る
。

そ
の
是
正
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
欧
州
の
制
度
も
参
考
に
し
つ
つ
、
不
合
理
な
待
遇
差
に
関
す
る
司

法
判
断
の
根
拠
規
定
の
整
備
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
と
正
規
労
働
者
と
の
待
遇
差
に
関
す
る
事
業
者
の
説

明
義
務
の
整
備
な
ど
を
含
め
、
労
働
契
約
法
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
及
び
労
働
者
派
遣
法
の
一
括
改
正

等
を
検
討
し
、
関
連
法
案
を
国
会
に
提
出
す
る
。

•
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、
年
率
３
％
程
度
を
目
途
と
し
て
、
名
目
GD
P成

長
率
に
も
配
慮
し
つ
つ
引
き
上
げ

て
い
く
。
こ
れ
に
よ
り
、
全
国
加
重
平
均
が
10
00
円
と
な
る
こ
と
を
目
指
す
。
こ
の
よ
う
な
最
低
賃
金
の

引
上
げ
に
向
け
て
、
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
生
産
性
向
上
等
の
た
め
の
支
援
や
取
引
条
件
の
改
善

を
図

る
。

同
一

労
働

同
一

賃
金

の
実

現
な

ど
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

待
遇

改
善

キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ

助
成
金

の
活
用

促
進

、
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

能
力

開
発

機
会

の
充
実
、

業
界
団

体
等
に

対
す
る

待
遇

改
善

の
要

請
、

無
期

転
換

ル
ー

ル
の

周
知

等
に
よ
る

非
正
規

雇
用
労

働
者
の

正
社

員
転

換
・

待
遇

改
善

の
推

進

「
正

社
員

転
換

・
待

遇
改

善
実
現

プ
ラ
ン

」
の
目

標
の
達

成
状
況

等
を

踏
ま

え
た

取
組

の
更

な
る

強
化

制
度
の
検

討
、
法

案
提
出

ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の

策
定
・

運
用

平
成

24
年

改
正

労
働

契
約

法
の

附
則

に
基

づ
く

検
討

新
制

度
の

施
行

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
運

用

介
護

と
仕

事
の

両
立

（
長

時
間

労
働

の
是

正
、

柔
軟

な
就

労
形

態
の

利
用

率
向

上
）

⑤
働

き
方

改
革
の
推
進
（
そ
の
１
）

（
※

「
希

望
出

生
率
１
．

８
の
実

現
」
⑧

再
掲
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

週
労
働
時

間
49
時

間
以
上
の

労
働
者

の
割

合
：

2
01

4年

2
1
.
3％

⇒
欧

州
諸

国
に
遜
色

の
な
い

水
準
を
目

指
す

6
5
歳

以
上

の
就

業

率
：

2
1
.7

％

⇒
希
望
す

る
高
齢

者
が
就
業

可
能
と

す
る

年
度

施
策

【
国
民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

＜
長
時
間

労
働

＞

長
時
間
労

働
者

の
割
合
が
欧
米
各
国
に
比
し

て
多
く
、

仕
事

と
家
庭
の
両
立
が
困
難
。

•週
労
働
時

間
49
時

間
以
上
の
労
働
者
の
割

合
：

日
21
.3
%

米
16
.6

%
英
12
.5

%
仏

10
.4
%

独
10
.1
%

＜
高
齢
者

就
業

＞

高
齢
者
の

7割
近

い
方
が
65
歳
を
超
え
て
も

働
き
た
い

と
い

う
希
望
を
持
っ
て
い
る
が
、

高
齢
者
雇

用
の

仕
組
み
が
不
十
分
。

•6
5歳

を
超

え
て

も
働
き
た
い
高
齢
者
：

65
.9
%

•6
5歳

以
上

の
就

業
率
：

日
20
.8
%

米
17
%

英
9.

5%
仏
2.
2%

独
2.
2%

伊
3.
4%

•6
5歳

以
上

の
就

業
率
：
21

.7
%（

20
15

年
）

（
2
01

3年
：

米
17

.
7
%
英

9
.
5%

仏
2
.2

%
独

5.
4
%、

伊
3
.4
%）

【
具

体
的

な
施

策
】

（
長

時
間

労
働

の
是
正

）

•
総

労
働
時

間
を

抑
制
す

る
た

め
、
ま

ず
、

法
規
制

の
執

行
を
早
急
に
強
化
す
る
。
具
体
的
に
は
、

①
時
間

外
労

働
を
労

使
で

合
意
す

る
、

い
わ
ゆ

る
３

６
協
定
に
お
い
て
、
健
康
確
保
に
望
ま
し
く
な
い
長
い
労
働
時
間

（
月

80
時

間
超

）
を
設

定
し

た
事
業

者
な

ど
に
対

し
て

指
導
を
強
化
す
る
な
ど
、
長
時
間
労
働
是
正
に
向
け
た
更
な
る
取

組
を

行
う

。

②
関
係

省
庁

が
連
携

し
て

下
請
け

な
ど

の
取
引

条
件

に
も
踏
み
込
ん
で
長
時
間
労
働
を
是
正
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
。

例
え

ば
、

・
長
時

間
労

働
の
背

景
に

下
請
法

や
独

占
禁
止

法
（

物
流
特
殊
指
定
）
の
違
反
が
疑
わ
れ
る
場
合
に
、
そ
の
取
締
を
通
じ

て
長

時
間

労
働

を
是
正

す
る

仕
組
み

を
、

厚
生
労

働
省
、
中
小
企
業
庁
及
び
公
正
取
引
委
員
会
で
構
築
す
る
。

・
IT
業

界
・

ト
ラ
ッ

ク
業

界
に
お

い
て

、
発
注

者
や

荷
主
と
事
業
者
の
協
働
に
よ
り
、
「
急
な
仕
様
変
更
」
、
｢
長
い
手
待

ち
時

間
｣な

ど
、

取
引
の

在
り

方
の
改

善
と

長
時
間

労
働
の
削
減
を
進
め
る
と
と
も
に
、
医
療
分
野
に
お
け
る
勤
務
環
境

改
善

に
取

り
組

む
。

③
長
時

間
労

働
是
正

や
勤

務
間
イ

ン
タ

ー
バ
ル

の
自

発
的
導
入
を
促
進
す
る
た
め
、
専
門
的
な
知
識
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用

し
た

助
言

・
指

導
、
こ

う
し

た
制
度

を
積

極
的
に

導
入
し
よ
う
と
す
る
企
業
に
対
す
る
新
た
な
支
援
策
を
展
開
す
る
。

•
労

働
基
準

法
に

つ
い
て

は
、

い
わ
ゆ

る
３

６
協
定

に
お
け
る
時
間
外
労
働
規
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
再
検
討
。

•
若

者
の
長

時
間

労
働
の

是
正

を
目
指

し
、

女
性
活

躍
推
進
法
、
次
世
代
育
成
支
援
推
進
法
等
の
見
直
し
を
進
め
る
。

（
高

齢
者

就
業

の
促
進

）

•
将

来
的
に

継
続

雇
用
年

齢
や

定
年
年

齢
の

引
上
げ

を
進
め
て
い
く
た
め
、

2
0
1
6年

度
か
ら
2
0
20
年
度
の
５
年
間
を
集
中
取

組
期

間
と

位
置

づ
け
、

65
歳

以
降
の

継
続

雇
用
・

65
歳
ま
で
の
定
年
延
長
を
行
う
企
業
へ
の
支
援
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、

継
続

雇
用

延
長

・
定
年

引
上

げ
を
実

現
す

る
た
め

の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
策
定
し
、
企
業
等
へ
働
き
か
け
る
。

•
20
20
年
度

に
高

齢
者
就

業
の

イ
ン
セ

ン
テ

ィ
ブ
効

果
と
実
態
を
検
証
し
、
継
続
雇
用
延
長
・
定
年
引
上
げ
に
係
る
制
度
の

在
り

方
を

再
検

討
す
る

。

総
労

働
時

間
抑

制
等
の

長
時

間
労
働

是
正

月
1
00

時
間
超

の
時

間
外

労
働

を
把

握
し

た
事

業
者

な
ど

に
指

導
強

化

高
齢

者
就

労
促

進
（
「
介
護

離
職

ゼ
ロ
の
実
現
」

⑧
に
詳
細
別

掲
）

65
歳
以
降
の
継
続
雇
用

・
65
歳

ま
で

の
定
年

延
長
を
行
う
企
業

の
支

援
、

実
現
マ

ニ
ュ

ア
ル
の
策
定
・
働
き

か
け

検
討
を
踏
ま
え
た
施
策
の
実
施

高
齢
者
就
業
の
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
効
果
と

実
態
を
検
証
し
、
継

続
雇
用
延
長
・
定
年

引
上
げ
に
係
る
制
度

の
在
り
方
を
再
検
討

３
６
協
定
に
お
い

て
月

80
時

間
超
の

時
間

外
労
働

を
設

定
し
た

事
業

者
な
ど

に
対
し
て
指
導
強
化

関
係
省
庁
が
連
携

し
て

下
請

け
な
ど

の
取

引
条
件

に
も

踏
み
込

ん
で

長
時
間

労
働
を
是
正
す
る
仕
組
み
を
構
築
、
運
用

労
働
基
準
法
に
つ
い
て

、
３

６
協
定

に
お

け
る
時

間
外

労
働
規

制
の

在
り
方

に
つ
い
て
再
検
討
。

介
護

と
仕

事
の

両
立

（
長

時
間

労
働

の
是

正
、

柔
軟

な
就

労
形

態
の

利
用

率
向

上
）

⑤
働

き
方

改
革
の
推
進
（
そ
の
２
）

（
※

「
希

望
出

生
率
１
．

８
の
実

現
」
⑧

再
掲
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

•生
涯
を
通
じ
た
予
防
に
よ

り
、
平
均
寿
命
を
上
回
る
健

康
寿
命
の
延
伸
加
速
を
実
現

し
、
2
0
2
5
年
ま
で
に
健
康
寿

命
を
２
歳
以
上
延
伸

(
20
10
年

)
男
性

70
.
42
歳

女
性

73
.
62
歳

(
20
13
年

)
男
性

71
.
19
歳

女
性

74
.
21
歳

•
20
20
年
ま
で
に

メ
タ
ボ
人
口
（
特
定
保
健

指
導
の
対
象
者
を
い
う
）

を 2
00
8年

度
比

25
％
減

(
20
08
年

度
)

1
40
0万

人

•
20
20
年
ま
で
に

健
診
受
診
率
（
40
～

74
歳
）
を
80
％

（
特
定
健
診
含
む
）

(
20
13
年

)
6
6.
2％

安
心

し
た

生
活

（
高

齢
者

に
対

す
る

フ
レ

イ
ル

（
虚

弱
）

予
防

・
対

策
）

⑥
元

気
で

豊
か
な
老
後
を
送
れ
る
健
康
寿
命

の
延
伸
に
向
け
た
取
組
（
そ
の
１
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

年
度

施
策

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

現
役
時
代
か
ら
の
予
防
・
健
康

づ
く
り
の
取
組
や
、
高
齢
者
の

フ
レ
イ
ル
（
虚
弱
）
状
態
へ
の

ケ
ア
が
こ
れ
ま
で
必
ず
し
も
十

分
で
は
な
く
、
健
康
寿
命
と
平

均
寿
命
に
乖
離
が
大
き
い
。

•健
康

寿
命

男
性

71
.1
9歳

、
女
性

74
.2
1歳

（
20
13
年
）

•メ
タ

ボ
人

口
1,
40
0万

人
（

20
08
年

度
）

•健
診

受
診

率
（

40
～
74

歳
、
特
定

健
診

含
む

）
66
.2
％
（
20
13

年
）

•要
介

護
認

定
率

17
.8

％
（
20

13
年

度
）

【
今
後
の

対
応

の
方
向

性
】

健
康
寿
命

の
延

伸
は
、

個
人

の
努
力

を
基

本
と
し

つ
つ

、
自
治

体
や
医
療
保
険
者
、
雇
用
す
る
事
業
主
等
が
、
意
識
付
け
を
含
め
、
個

人
が
努
力

し
や

す
い
環

境
を

整
え
る

。
ま

た
、
老

後
に

な
っ
て

か
ら
の
予
防
・
健
康
増
進
の
取
組
だ
け
で
な
く
、
現
役
時
代
か
ら
の
取

組
も
重
要

で
あ

り
必
要

な
対

応
を
行

う
。

【
具
体
的

な
施

策
】

•自
治
体
や

企
業

、
保
険

者
に

お
け
る

先
進

的
な
取

組
を

横
展
開

す
る
た
め
、
健
康
な
ま
ち
・
職
場
づ
く
り
宣
言
2
02
0
（
20
1
5
年
7月

1
0

日
日
本
健

康
会

議
）
の

20
20
年

度
末

ま
で
の

達
成
に

向
け

、
政
府

と
し
て
も
協
力
す
る
。

•か
か
り
つ
け
医
等
と
連
携
し
た
糖
尿
病
性
腎
症
の
重
症
化
予
防
に
つ

い
て
、

日
本

医
師
会

、
日

本
糖
尿

病
対

策
推
進

会
議

、
厚
生
労
働

省
に
よ
る

プ
ロ

グ
ラ
ム

（
20
16
年

4月
20
日

）
を
活

用
し

な
が
ら

進
め
る
。

•デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
に
つ
い
て
、
好
事
例
を
横
展
開
す
る
と
と
も
に
、
20
16
年
度
よ
り
、
各
保
険
者
に
お
け
る
生
活
習
慣
病
予
防
や
重
症
化

予
防
、
加

入
者

へ
の
健

康
情

報
の
提

供
な

ど
の
取

組
状

況
を
毎

年
度
把
握
し
、
専
用
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
設
け
常
時
開
示
す
る
。

•2
01
8年

度
よ
り
拡
充
さ
れ
る
保
険
者
の
予
防
・
健
康
づ
く
り
に
関
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
つ
い
て
、
評
価
さ
れ
る
事
項
を
20
16
年
度

中
に
明
ら

か
に

し
、
保

険
者

が
前
倒

し
で

取
り
組

む
こ

と
が
で

き
る
よ
う
に
す
る
。

•個
人
の
予
防
・
健
康
増
進
活
動
を
促
す
た
め
の
保
険
者
や
自
治
体
に

よ
る
健

康
ポ

イ
ン
ト

の
付

与
等
に

つ
い

て
、
商

店
街

・
企
業
と
の

連
携
や
、

IC
Tの

活
用
な

ど
創

意
工
夫

さ
れ

た
例
を

参
考

に
横
展

開
す
る
。
ま
た
、
健
康
づ
く
り
を
開
始
・
実
践
す
る
個
人
の
意
欲
を

喚
起
し
、
共
に
支
え
合
い
な
が
ら
健
康
長
寿
の
取
組
を
推
進
す
る
人

材
の
育

成
に

つ
い
て

、
モ

デ
ル
事

業
を

実
施
し

、
20
1
8
年
度
以
降

の
全
国
展

開
を

図
る
。

•健
康
経
営
銘
柄
の
選
定
等
に
よ
り
健
康
経
営
の
考
え
方
を
広
げ
て
い

く
。
ま

た
、

医
療
保

険
者

、
企
業

、
医

療
関
係

者
が

連
携
し
て
、

個
人
の
同
意
の
も
と
、
レ
セ
プ
ト
デ
ー
タ
・
健
診
デ
ー
タ
・
健
康
関

連
デ
ー

タ
を

活
用
し

て
、

個
人
へ

の
健

康
ア
ド

バ
イ

ス
を
行
う
仕

組
み
を
モ

デ
ル

的
に
開

始
し

、
成
果

を
見

な
が
ら

広
げ

て
い
く

。

•健
康
寿
命

の
延

伸
に
つ

な
が

る
生
活

習
慣

等
の
在

り
方

や
疾
病

の
地
域
差
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
進
め
る
。

民
間

事
業

者
の

更
な

る
活

用

中
小

企
業

も
含

め
た

企
業

に
よ

る
健

康
経

営
の

取
組

と
の

更
な

る
連

携

「
健

康
な

ま
ち

・
職

場
づ

く
り

宣
言

2
0
2
0
」

の
達

成
に

向
け

た
取

組
数

値
目

標
の

達
成

状
況
に

応
じ
て

、
追
加

対
応
を

実
施

好
事
例
の

全
国
展

開

か
か

り
つ

け
医

等
と

連
携

し
た

健
康

増
進

、
重

症
化

予
防

を
含

め
た

疾
病

予
防

、
重

複
・
頻

回
受

診
対

策
、

後
発

医
薬

品
の

使
用

促
進

等
に

係
る

好
事

例
を

強
力

に
全

国
に

横
展

開
す

る
。

健
康

経
営
銘

柄
の
選

定
や
中

小
企

業
に

お
け

る
健

康
経

営
の

推
進

等

自
治
体
・
企
業
・
保
険
者
の

先
進
的
取
組
の
横
展
開

デ
ー
タ
ヘ

ル
ス

（
レ
セ
プ

ト
等
を

活
用
し
た

保
健
事

業
）
の
推

進

市
町
村
国

保
等
に

お
い
て

順
次

デ
ー
タ
ヘ

ル
ス
計

画
の
作

成
・
公

表
デ

ー
タ

ヘ
ル

ス
計

画
の

更
な

る
推

進
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

•生
涯
を
通
じ
た
予
防
に
よ

り
、
平
均
寿
命
を
上
回
る
健

康
寿
命
の
延
伸
加
速
を
実
現

し
、
2
0
2
5
年
ま
で
に
健
康
寿

命
を
２
歳
以
上
延
伸

(
20
10
年

)
男
性

70
.
42
歳

女
性

73
.
62
歳

(
20
13
年

)
男
性

71
.
19
歳

女
性

74
.
21
歳

•
20
20
年
ま
で
に

メ
タ
ボ
人
口
（
特
定
保
健

指
導
の
対
象
者
を
い
う
）

を 2
00
8年

度
比

25
％
減

(
20
08
年

度
)

1
40
0万

人

•
20
20
年
ま
で
に

健
診
受
診
率
（
40
～

74
歳
）
を
80
％

（
特
定
健
診
含
む
）

(
20
13
年

)
6
6.
2％

安
心

し
た

生
活

（
高

齢
者

に
対

す
る

フ
レ

イ
ル

（
虚

弱
）

予
防

・
対

策
）

⑥
元

気
で

豊
か
な
老
後
を
送
れ
る
健
康
寿
命

の
延
伸
に
向
け
た
取
組
（
そ
の
２
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

現
役
時
代
か
ら
の
予
防
・
健
康

づ
く
り
の
取
組
や
、
高
齢
者
の

フ
レ
イ
ル
（
虚
弱
）
状
態
へ
の

ケ
ア
が
こ
れ
ま
で
必
ず
し
も
十

分
で
は
な
く
、
健
康
寿
命
と
平

均
寿
命
に
乖
離
が
大
き
い
。

•健
康

寿
命

男
性

71
.1
9歳

、
女
性

74
.2
1歳

（
20
13
年
）

•メ
タ

ボ
人

口
1,
40
0万

人
（

20
08
年

度
）

•健
診

受
診

率
（

40
～
74

歳
、
特
定

健
診

含
む

）
66
.2
％
（
20
13

年
）

•要
介

護
認

定
率

17
.8

％
（
20

13
年

度
）

【
具
体
的

な
施

策
】

•高
齢
者
の
フ
レ
イ
ル
（
虚
弱
）
段
階
で
の
進
行
防
止
（
フ
レ
イ
ル
対

策
）
の

た
め

、
地
域

に
お

け
る
介

護
予

防
の
取

組
を

推
進
す
る
と

と
も
に
、
専
門
職
に
よ
る
栄
養
、
口
腔
、
服
薬
な
ど
の
支
援
を
実
施
す
る
（
20
16
年
度
よ
り
）
。
ま
た
、
フ
レ
イ
ル
の
前
段
階
（
プ
レ

フ
レ
イ
ル
）
か
ら
の
予
防
対
策
と
し
て
、
虚
弱
な
高
齢
者
で
も
容
易

に
参
加

で
き

る
、
身

近
な

場
で
の

住
民

主
体
に

よ
る

運
動
活
動
や

会
食
そ
の
他
の
多
様
な
社
会
参
加
の
機
会
を
拡
大
す
る
。
あ
わ
せ
て

、
後
期

高
齢

者
医
療

に
お

け
る
保

健
事

業
の
在

り
方

を
検
討
し
、

事
業
の
効

果
検

証
を
行

っ
た

上
で
ガ

イ
ド

ラ
イ
ン

を
作

成
し
、

20
18
年
度
か
ら
フ
レ
イ
ル
対
策
の
全
国
展
開
を
図
る
。

•新
し
い
運
動
・
ス
ポ
ー
ツ
の
開
発
・
普
及
等
や
職
域
に
お
け
る
身
近

な
運
動

を
推

奨
す
る

こ
と

で
、
取

り
組

み
や
す

い
健

康
増
進
活
動

を
普
及
す
る
と
と
も
に
、
介
護
予
防
の
現
場
な
ど
で
高
齢
者
の
自
立

へ
の
動

機
付

け
を
高

め
る

こ
と
の

で
き

る
、
運

動
・

ス
ポ
ー
ツ
を

取
り
入
れ

た
介

護
予
防

の
プ

ロ
グ
ラ

ム
の

充
実
に

取
り

組
む
。

あ
わ
せ
て
、
老
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明
等
を
進
め
る
。

•自
ら
の
介
護
予
防
活
動
に
取
り
組
む
高
齢
者
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

を
付
与

す
る

仕
組
み

を
設

け
る
等

、
高

齢
者
の

介
護

予
防
活
動
を

さ
ら
に
推

進
す

る
。

•2
02
0年

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
及
び
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
20
19
に
向
け
、
競
技
会
場
及
び
公
共
の

場
に
お
け
る
受
動
喫
煙
防
止
対
策
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
高
齢
者

が
外
出

し
活

躍
し
や

す
い

ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
デ
ザ

イ
ン

の
社
会
づ
く

り
を
推
進

す
る

。

•配
食
を
利
用
す
る
高
齢
者
等
が
適
切
な
栄
養
管
理
を
行
え
る
よ
う
、
事
業
者
向
け
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
し
、
20
17
年
度
か
ら
そ
れ

に
即
し
た

配
食

の
普
及

を
図

る
。

•生
涯
活
躍
の
ま
ち
に
つ
い
て
、
事
業
の
具
体
化
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア

ル
等
を

作
成

す
る
ほ

か
自

治
体
に

お
け

る
取
組

を
支

援
し
、
地
域

の
特
色
を

活
か

し
た
展

開
を

図
る
。

市
町

村
の

効
果

的
な

介
護

予
防

等
の

取
組

の
横

展
開

「
介
護
予
防
活

動
普
及
展
開
事
業

」
の
着
実
な
推

進

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

案
の

作
成

・
配

布
・
研

修
会

必
要

に
応

じ
、

繰
り

返
し

好
事

例
を

取
捨

選
択

し
、

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

や
研

修
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

見
直

し
、

全
国

展
開

20
19

年
度

時
点

で
基

本
目

標
や

そ
の

他
の

Ｋ
Ｐ

Ｉ
の

達
成

状
況

を
検

証
し

、
20

20
年

度
以

降
進

め
る

べ
き

政
策

パ
ッ

ケ
ー

ジ
を

新
た

な
総

合
戦

略
に

ま
と

め
、

そ
れ

に
基

づ
い

て
施

策
を

展
開

・
地

域
再
生
法

改
正
法

に
よ
る
制
度

化
・
事

業
の
具
体

化
に
向
け
た

マ
ニ
ュ
ア
ル

の
作

成
等

「
生
涯
活
躍

の
ま

ち
」

構
想

に
関

す
る

取
組

の
普
及
・
横
展

開

地
方
公
共
団

体
に
よ

る
計

画
作

成
と

事
業

の
展

開

生
涯

活
躍

の
ま

ち
の
推

進

・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
案

等
の

改
訂

・
全

国
配

布
・
モ

デ
ル

都
道

府
県

に
お

け
る

成
功

事
例

の
創

出

フ
レ
イ
ル
対
策

全
国

展
開

（
効

果
の

検
証

等
を

行
い

、
必

要
に

応
じ

て
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

を
見

直
し

、
全

国
展

開
）

・
モ
デ
ル
事
業

の
実
施

・
効
果
的
な
事

業
の
検
証
・
検

討
・
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
策
定
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度

2
0
2
3

年
度

2
0
2
4

年
度

2
0
2
5

年
度

2
0
2
6

年
度

以
降

指
標

6
5
歳

以
上

の
就

業
率

：
2
1
.
7
%

⇒
希

望
す

る
高

齢
者

が
就

業
可

能
と

す
る

安
心

し
た

生
活

（
高

齢
者

に
対

す
る

フ
レ

イ
ル

（
虚

弱
）

予
防

・
対

策
）

⑦
高

齢
者

へ
の
多
様
な
就
労
機
会
の
確
保

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

継
続

雇
用

延
長

・
定

年
引

上
げ

の
支

援
策年
度

施
策

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

高
齢
者
の
7割

近
い
方
が
65
歳
を
超
え

て
も
働
き
た
い
と
い
う
希
望
を
持
っ
て

い
る
が
、
高
齢
者
雇
用
の
仕
組
み
が
不

十
分
。

•6
5歳

を
超

え
て

も
働
き
た
い
高
齢
者
：

65
.9
%（

20
13
年

）

•6
5歳

以
上

も
希

望
者
全
員
が
働
け
る
企
業

割
合
：
72
.5
%（

20
15
年
）

中
小
企

業
74
.8
%
（

※
従

業
員

3
1-
3
00
人

）

大
企
業

52
.7
%（

※
従

業
員

3
0
1
人

以
上

）

•定
年
廃
止

又
は

定
年
65

歳
以
上
の
企
業
割

合
：
18
.1
%（

20
15
年
）

中
小
企

業
19
.4
%

大
企
業

7.
9%

•6
5歳

以
上

の
就

業
率
：
21

.7
%（

20
15

年
）

（
20
13
年
：
米
17

.7
%
英
9.
5
%
仏
2.
2
%
独

5.
4%
、
伊
3.
4%
）

【
今
後

の
対

応
の

方
向

性
】

将
来
的
に
継
続
雇
用
年
齢
や
定
年
年
齢
の
引
上
げ
を
進
め
て
い
く
た
め
、
65
歳
以
降
の
継
続
雇
用
延
長
・
65
歳
ま
で
の
定
年
引
上
げ
を

行
う
企

業
等

の
奨

励
、

雇
用

保
険

の
適

用
な

ど
高

齢
者

雇
用

を
支

え
る

法
制

度
の

整
備

、
企

業
に

お
け

る
再

就
職

受
入

支
援

や
高

齢
者

の
就
労

マ
ッ

チ
ン

グ
支

援
の

強
化

に
よ

り
、

高
齢

者
の

希
望

に
応

じ
た

多
様

な
就

業
機

会
の

確
保

を
図

る
。

【
具
体

的
な

施
策

】
•

65
歳
以
降
の
継
続
雇
用
延
長
・
65
歳
ま
で
の
定
年
引
上
げ
に
係
る
支
援
を
拡
充
す
る
。

•
20

16
年
度
～
20
20
年
度
を
、
企
業
等
に
よ
る
65
歳
以
降
の
継
続
雇

用
延
長
・
65
歳
ま
で
の
定
年
引
上
げ

促
進
の
集
中
支
援
期
間
と
位

置
付
け

、
継

続
雇

用
延

長
・

定
年

引
上

げ
の

実
施

企
業

に
お

け
る

賃
金

制
度

・
能

力
評

価
制

度
等

の
雇

用
管

理
の

在
り

方
の

検
討

を
行
い
、
継
続
雇
用
延
長
・
定
年
引
上
げ
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
本
年
度
中
に
策
定
し
、
20
17
年
度
か
ら
企
業
等
に
継
続
雇
用
延

長
・
定

年
引

上
げ

を
働

き
か

け
る

。
•

改
正
雇
用
保
険
法
を
施
行
し
、
65
歳
以
上
の
新
規
雇
用
高
齢
者
を
雇
用
保
険
の
適
用
対
象
と
す
る
。

•
改

正
高

年
齢

者
雇

用
安

定
法

を
施

行
し

、
シ

ル
バ

ー
人

材
セ

ン
タ

ー
の

業
務

範
囲

の
拡

張
、

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
高

年
齢

者
の

多
様

な
就

業
機

会
を

確
保

す
る

た
め

の
協

議
会

の
設

置
を

促
進

す
る

。
あ

わ
せ

て
、

高
齢

者
に

必
要

な
能

力
を

習
得

さ
せ

る
た

め
の

技
能

講
習

や
、

生
涯

現
役

支
援

窓
口

に
お

け
る

再
就

職
支

援
の

強
化

に
加

え
、

公
益

財
団

法
人

産
業

雇
用

安
定

セ
ン

タ
ー

に
よ

る
高

年
齢

者
の

マ
ッ

チ
ン

グ
機

能
強

化
と

と
も

に
、

自
治

体
や

地
域

の
関

係
者

、
企

業
Ｏ

Ｂ
等

の
団

体
が

主
導

し
て

行
う

生
涯

現
役

社
会

に
向
け
た
取
組
を
拡
大
す
る
。
ま
た
、
テ
レ
ワ
ー
ク
な
ど
IC
Tの

利
活
用
に
よ
り
高
齢
者
の
就
労
機
会
の
拡
大
を
図
る
。

•
20
20
年

度
に

高
齢

者
就

業
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
効

果
と

実
態

を
検

証
し

、
継

続
雇

用
延

長
・

定
年

引
上

げ
に

係
る

制
度

の
在

り
方

を
再

検
討

す
る

。
•

高
齢
期

に
お

け
る

多
様

な
就

業
と

引
退

へ
の

移
行

に
弾

力
的

に
対

応
で

き
る

よ
う

、
在

職
老

齢
年

金
も

含
め

た
年

金
受

給
の

在
り

方
に

つ
い

て
、

年
金

財
政

に
与

え
る

影
響

に
も

留
意

し
つ

つ
、

検
討

を
進

め
る

。
•

公
務
員

に
お

い
て

も
、

高
齢

職
員

の
能

力
や

経
験

を
よ

り
一

層
活

用
し

て
い

く
こ

と
が

重
要

で
あ

り
、

公
務

の
運

営
状

況
や

民
間

の
状

況
な

ど
を

踏
ま

え
、

必
要

な
措

置
を

検
討

す
る

。

高
齢

者
の

就
労

支
援

高
年

齢
者

雇
用

安
定

法
改

正
法

案
審

議

公
益

財
団

法
人

産
業

雇
用

安
定

セ
ン
タ
ー
に
よ
る
マ
ッ
チ
ン
グ
機
能
強
化

高
齢

者
起

業
の

支
援

制
度

創
設

等

再
検
討
を
踏
ま
え
た
取

組
の
実

施

継
続

雇
用

延
長
・
定
年
引
上
げ
実
現
支
援
の
拡
充
等

継
続

雇
用

延
長

・
定

年
引

上
げ

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

策
定

上
記

助
成

金
及
び
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
活
用
し
た
企

業
へ

の
働

き
か
け

≪
継

続
雇

用
延

長
・

定
年

引
上

げ
促

進
の
集
中
支
援
期
間
≫

高
年

齢
者

雇
用

安
定

法
に

基
づ

く
65
歳

ま
で

の
定
年
延
長
又
は
継
続
雇
用
も
し
く
は
定
年
廃
止
（
※
男
性
の
老
齢
厚
生
年
金
（
報
酬
比
例
部
分
）

の
引

上
げ

も
同

じ
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

実
施

（
女

性
は

5年
遅

れ
）

）

62
歳

ま
で

の
定

年
延

長
又

は
継

続
雇
用

63
歳
ま
で
の
定
年
延
長
又
は
継
続
雇
用

64
歳
ま
で
の
定

年
延

長
又

は
継

続
雇

用

※
「

希
望

出
生

率
1.

8の
実

現
」

⑧
（

「
介

護
離

職
ゼ

ロ
の

実
現

」
⑤

）
か

ら
高

齢
者

就
労

に
係

る
部

分
を

別
掲

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

の
業

務
範
囲
の
拡
張

地
域

の
実

情
に

応
じ

た
高

年
齢

者
の
多
様
な
就
業
機
会
を
確
保
す

る
た

め
の

協
議

会
を

設
置

6
1歳

ま
で

（
参

考
）

高
年

齢
者

の
雇

用
確

保
措

置
と

厚
生

年
金

支
給

年
齢

自
治

体
や

地
域

の
関

係
者

が
主

導
し
て
行
う
生
涯
現
役
社
会
に
向
け
た

取
組

を
拡

大
す

る

高
齢

者
雇

用
を

支
え

る
法

制
度

整
備

65
歳

以
上

の
新

規
雇

用
高

齢
者
を
雇
用
保
険
の
適
用
対
象
と
す
る

雇
用

保
険

法
改

正
法

案
審

議

企
業

Ｏ
Ｂ

等
に

就
業

機
会

を
提

供
す
る
団
体
の
育
成

生
涯

現
役

支
援

窓
口

に
お

け
る

再
就
職
支
援
の
強
化

高
齢
者
就
業

の
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
効
果

と
実
態
を
検

証
し
、
継
続

雇
用
延
長
・

定
年
引
上
げ

に
係
る
制
度

の
在
り
方
を

再
検
討
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安
心

し
た

生
活

（
障
害
者
、
難
病
患
者
、
が
ん
患
者

等
が

自
立

し
、

社
会

参
加

し
や

す
い

環
境

づ
く

り
）

⑧
障
害
者
、
難
病
患
者
、
が
ん
患
者
等
の
活
躍
支
援
（
そ
の
１
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

【
国

民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

障
害

者
、

難
病

患
者
、
が
ん
患

者
等

が
、

希
望

や
能
力
、
障
害

や
疾

病
の

特
性

等
に
応
じ
て
活

躍
で

き
る

環
境

を
整
備
す
る
必

要
が

あ
る

。

・
企
業
等

で
の
雇

用
者
数

:
4
1万

7千
人

（
50
人

以
上
規

模
に
お
け
る
実
人

員
。

20
15
年

６
月
１

現
在
）

・
民
間
企

業
に
お

け
る
実

雇
用
率

：
1
.8
8％

（
20
15

年
６
月

１
日
現
在
）

・
就
労
移

行
支
援

又
は
就

労
継
続

支
援

の
利
用

か
ら
一

般
就
労

へ
移
行

す
る
障
害

者
の
割

合
：

4.
7％

※
就
労

移
行
支

援
か
ら

の
移
行

率
は

2
5
.8
％

（
20
14

年
度
現

在
）

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

障
害
者
、
難
病
患
者
、
が
ん
患
者
等
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
希
望
や
能
力
、

障
害
や
疾
病
の
特
性
等
に
応
じ
て
最
大
限
活
躍
で
き
る

社
会
を
目
指
し
、
就
労
支
援
及
び
職
場
定
着
支
援
、
治
療
と
職
業
生
活
の
両
立
支
援
等
を
進
め
、
社
会
参
加
や
自
立
を
促
進
し
て

い
く
。
あ
わ
せ
て
、
こ
う
し
た
支
援
を
担
う
専
門
人
材
の
養
成
を
進
め
る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

・
法
定
雇
用
率
の
見
直
し
（
20
18
年
度
、
20
23
年
度
）
を
行
う
と
と
も
に
、
精
神
障
害
者
等
の
職
場
定
着
の
支
援
の
た
め
、

障
害
者
就
業
・
生
活
支
援
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
支
援
の
強
化
や
精
神
科
医
療
機
関
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
の
連
携
強
化
、
ジ
ョ

ブ
コ
ー
チ
の
養
成
・
研
修
の
推
進
、
職
場
に
お
け
る
精
神
・
発
達
障
害
者
を
支
援
す
る
環
境
づ
く
り
等
に
取
り
組
む
。
ま

た
、
障
害
特
性
を
踏
ま
え
た
雇
用
管
理
・
雇
用
形
態
の
見
直
し
や
柔
軟
な
働
き
方
の
工
夫
等
の
措
置
を
講
じ
る
中
小
企
業

を
は
じ
め
と
す
る
事
業
主
へ
の
支
援
の
充
実
や
、
テ
レ
ワ
ー
ク
に
よ
る
在
宅
雇
用
の
推
進
な
ど
IC
Tを

活
用
し
た
雇
用
支
援

等
を
進
め
る
。

・
障
害
者
総
合
支
援
法
に
お
い
て
、
就
業
に
伴
う
生
活
面
の
課
題
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
事
業
所
・
家
族
と
の
連
絡
調
整
等

の
支
援
を
行
う
サ
ー
ビ
ス
を
新
設
（
就
労
定
着
支
援
）
し
、
就
労
定
着
の
充
実
を
図
る
。

・
就
労
移
行
支
援
や
就
労
継
続
支
援
に
つ
い
て
、
一
般
就
労
に
向
け
た
支
援
や
工
賃
等
を
踏
ま
え
た
評
価
（
報
酬
改
定
）
を

実
施
す
る
等
、
障
害
者
や
難
病
患
者
の
工
賃
・
賃
金
向
上
や
一
般
就
労
へ
の
移
行
の
促
進
を
図
る
。

・
精
神
障
害
者
等
の
職
業
訓
練
を
支
援
す
る
た
め
、
職
業
訓
練
校
に
精
神
保
健
福
祉
士
を
配
置
し
て
そ
の
サ
ポ
ー
ト
を
受
け

な
が
ら
職
業
訓
練
を
受
講
で
き
る
よ
う
に
す
る
な
ど
受
入
体
制
を
強
化
す
る
。

2
0
15

年
度

2
0
16

年
度

2
0
17

年
度

2
0
18

年
度

2
0
19

年
度

2
0
20

年
度

2
0
21

年
度

2
0
22

年
度

2
0
23

年
度

2
0
24

年
度

2
0
25

年
度

2
0
26

年
度
以

降
指
標

障
害
者
の

実
雇
用
率

2
.
0％

（
2
0
20
年

）
を

達
成

障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の

利
用
者
の

一
般
就
労
へ

の
移
行
者

数
：
20
17
年

度
末
ま
で

に
20
12
年
度

実
績
の

2倍
以
上

高
校
で
通

級
指
導
が

望
ま
れ
る

者
の
実
現
割

合
：

10
0％

（
20
20
年

度
）

障
害
者
の

就
労
支
援

等
の

推
進

各
都
道
府

県
で

農
福
連
携

を
推
進

農
福

連
携

の
更

な
る
推
進

障
害
福
祉

計
画
に

沿
っ
た

取
組
の
推

進
障

害
福

祉
計

画
の

見
直

し
・

更
な

る
取

組
の

推
進

障
害

者
総

合
支

援
法

の
改

正
や

報
酬

改
定

（
３

年
ご

と
）

を
通

じ
、

一
般

就
労
へ

の
移
行

や
就
労

定
着
を

促
進

す
る

と
と

も
に

、
地

域
生

活
を

支
援

す
る

た
め

の
取

組
を

推
進

報
酬

改
定

報
酬

改
定

報
酬
改
定

新
た

な
法

定
雇

用
率

（
経

過
措

置
期

間
）

新
た
な
法

定
雇
用

率
新

た
な
法

定
雇

用
率
の

検
討

障
害

福
祉

計
画

の
見

直
し

・
更

な
る

取
組

の
推

進
障

害
福
祉

計
画
の

見
直
し

・
更

な
る
取

組
の
推

進

オ
リ

パ
ラ

と
あ

わ
せ

て
マ

ル
シ

ェ
開

催

障 害 者 基 本 計 画 の 見 直 し

57



安
心

し
た

生
活

（
障
害
者
、
難
病
患
者
、
が
ん
患
者

等
が

自
立

し
、

社
会

参
加

し
や

す
い

環
境

づ
く

り
）

⑧
障
害
者
、
難
病
患
者
、
が
ん
患
者
等
の
活
躍
支
援
（
そ
の
２
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

【
具

体
的
な
施

策
】

・
農

業
分
野
で

の
障

害
者
の

就
労

を
支
援

し
、

障
害
者

に
と

っ
て
の
職

域
や
収
入

拡
大

を
図
る

と
と

も
に
、

農
業

に
と
っ

て
の

担
い

手
不

足
解
消
に

つ
な

が
る
農

福
連

携
を
推

進
す

る
等
、

障
害

者
や
難

病
患

者
が
地

域
の

担
い
手

と
し

て
活
躍

す
る

取
組
を

推
進

す
る
。

・
障

害
者
や
難

病
患

者
が
安

心
し

て
生
活

で
き

る
環
境

を
整

備
す
る
た

め
、
グ
ル

ー
プ

ホ
ー
ム

や
就

労
支
援

事
業

所
等
の

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
整
備
を

推
進

す
る
。

・
精

神
障
害
者

が
地

域
で
自

立
し

て
活
躍

で
き

る
よ
う

、
居

住
の
場
の

確
保
を
含

め
、

保
健
医

療
福

祉
の
一

体
的

な
取
組

を
強

化
す

る
こ

と
に
よ
り

、
入

院
か
ら

地
域

生
活
へ

の
移

行
を
推

進
す

る
。

・
ア

ル
コ
ー
ル

・
薬

物
等
に

よ
る

依
存
症

に
つ

い
て
、

依
存

症
者
が
地

域
に
お
い

て
必

要
な
治

療
・

回
復
プ

ロ
グ

ラ
ム
や

相
談

支
援

を
受

け
ら
れ
る

環
境

の
整
備

を
推

進
す
る

。
・
受

刑
者
等
に

対
す

る
教
育

・
職

業
訓
練

の
充

実
と
こ

れ
を

支
え
る
矯

正
施
設
の

環
境

整
備
、

刑
務

所
等
出

所
後

の
受
け

皿
と

な
る

保
護

観
察
所
、

更
生

保
護
施

設
の

充
実
や

障
害

福
祉
サ

ー
ビ

ス
等
の

活
用

を
通
じ

て
、

刑
務
所

出
所

者
等
に

対
す

る
生
活

の
支

援
や
就

労
・
自
立

の
促

進
を
図

る
。

・
性
的
指
向
、
性
自
認
に
関
す
る
正
し
い
理
解
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
社
会
全
体
が
多
様
性
を
受
け
入
れ
る
環
境
づ
く
り
を
進
め
る
。

・
難

病
患
者
や

が
ん

患
者
等

の
希

望
や
治

療
状

況
、
疾

病
の

特
性
等
を

踏
ま
え
た

就
労

支
援
を

実
施

す
る
た

め
、

が
ん
診

療
連

携
拠

点
病

院
、
難
病

相
談

支
援
セ

ン
タ

ー
、
産

業
保

健
総
合

支
援

セ
ン
タ

ー
、

ハ
ロ
ー

ワ
ー

ク
等
が

連
携

を
強
化

す
る

。
・
難

病
患
者
や

が
ん

患
者
等

が
治

療
と
職

業
生

活
を
両

立
で

き
る
環
境

を
整
備
す

る
た

め
、
両

立
支

援
ガ
イ

ド
ラ

イ
ン
な

ど
を

作
成

・
周

知
す
る

と
と

も
に
、

難
病

患
者
や

が
ん

患
者
等

の
両

立
支
援

に
取

り
組
む

企
業

に
対
す

る
研

修
等
の

支
援

を
行
う

。
ま

た
、

難
病

患
者
の
雇

用
管

理
に
資

す
る

マ
ニ
ュ

ア
ル

を
改
訂

し
、

こ
れ
を

活
用

す
る
こ

と
や

、
企
業

に
お

い
て
実

際
に

行
わ
れ

て
い

る
雇

用
管

理
上
の

配
慮

事
例
な

ど
を

全
国
か

ら
収

集
し
、

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
を

通
じ
て

周
知

す
る
こ

と
な

ど
に
よ

り
、

難
病
患

者
の

雇
用

に
つ

い
て
企

業
等

へ
の
支

援
を

推
進
す

る
。

・
ハ

ロ
ー
ワ
ー

ク
の

専
門
相

談
員

が
、
が

ん
診

療
連
携

拠
点

病
院
と
連

携
し
て
実

施
す

る
が
ん

患
者

等
に
対

す
る

就
労
支

援
に

つ
い

て
、

治
療
と
両

立
で

き
る
求

人
の

確
保
等

を
推

進
す
る

と
と

も
に
、

拠
点

数
の
拡

充
を

図
る
。

・
慢

性
疼
痛
の

調
査

・
研
究

を
充

実
す
る

等
、

慢
性
疼

痛
対

策
に
取
り

組
む
。

2
0
15

年
度

2
0
16

年
度

2
0
17

年
度

2
0
18

年
度

2
0
19

年
度

2
0
20

年
度

2
0
21

年
度

2
0
22

年
度

2
0
23

年
度

2
0
24

年
度

2
0
25

年
度

2
0
26

年
度
以

降
指
標

障
害
者
の

実
雇
用
率

2
.
0％

（
2
0
20
年

）
を

達
成

障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の

利
用
者
の

一
般
就
労
へ

の
移
行
者

数
：
20
17
年

度
末
ま
で

に
20
12
年
度

実
績
の
２

倍
以
上

高
校
で
通

級
指
導
が

望
ま
れ
る

者
の
実
現
割

合
：

10
0％

（
20
20
年

度
）

両
立

支
援

ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

・
雇

用
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
作

成
及

び
改

訂
・

雇
用

事
例

の
収

集
・

周
知

・
活
用

に
よ
る

企
業
に

お
け
る

取
組
の

促
進

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

・
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
活

用
し

て
、

難
病

医
療

の
中

心
と
な
る

医
療
機

関
、
難

病
相
談

支
援
セ

ン
タ
ー

、
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
及

び
産

業
保

健
総

合
支

援
セ

ン
タ

ー
の

連
携

に
よ

り
、
難
病

患
者
の

就
労
を

促
進
し

、
治
療

と
の
両

立
支
援

を
強
化

難
病

患
者

の
就

労
支
援

等
都

道
府
県

に
お
い

て
難

病
医
療

の
中
心

と
な
る

医
療
機
関

を
整
備

が
ん
患
者

の
就

労
支
援

等

が
ん
対
策
加
速

化
プ
ラ
ン
等
に
基

づ
く
支

援
の

実
施

（
①

就
労

継
続

を
重

視
し

た
、

が
ん

診
療

連
携

拠
点

病
院

で
の

相
談
支

援
、

②
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
と
拠
点
病
院
が

連
携
し

た
就

職
支

援
の

全
国

展
開

、
③

事
業

場
に

お
け

る
治

療
と

職
業

生
活

の
両

立
支
援

の
た

め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
作

成
・

周
知

及
び

活
用

、
④
仕
事
と
治
療

を
無
理
な
く
両
立

で
き
る

よ
う

、
支

持
療

法
（

治
療

に
伴

う
副

作
用

等
に

対
す

る
予

防
と

ケ
ア

）
の

開
発
・

普
及

）

第
３

期
が

ん
対

策
推

進
基

本
計

画
（

2
0
1
7
年

６
月

に
策

定
予

定
）

を
踏

ま
え

、
就

労
支
援

を
含

め
た

が
ん

対
策

を
総

合
的

か
つ

計
画

的
に

推
進

障 害 者 基 本 計 画 の

見 直 し

【
国

民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

障
害

者
、

難
病

患
者
、
が
ん
患

者
等

が
、

希
望

や
能
力
、
障
害

や
疾

病
の

特
性

等
に
応
じ
て
活

躍
で

き
る

環
境

を
整
備
す
る
必

要
が

あ
る

。

・
企
業
等

で
の
雇

用
者
数

:
4
1万

7千
人

（
50
人

以
上
規

模
に
お
け
る
実
人

員
。

20
15
年

６
月
１

現
在
）

・
民
間
企

業
に
お

け
る
実

雇
用
率

：
1
.8
8％

（
20
15

年
６
月

１
日
現
在
）

・
就
労
移

行
支
援

又
は
就

労
継
続

支
援

の
利
用

か
ら
一

般
就
労

へ
移
行

す
る
障
害

者
の
割

合
：

4.
7％

※
就
労

移
行
支

援
か
ら

の
移
行

率
は

2
5
.8
％

（
20
14

年
度
現

在
）
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安
心

し
た

生
活

（
障
害
者
、
難
病
患
者
、
が
ん
患
者

等
が

自
立

し
、

社
会

参
加

し
や

す
い

環
境

づ
く

り
）

⑧
障
害
者
、
難
病
患
者
、
が
ん
患
者
等
の
活
躍
支
援
（
そ
の
３
）

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

【
国
民
生
活
に
お
け
る
課
題
】

障
害
者
、
難
病
患
者
、
が
ん
患
者
等
が
、

希
望
や
能
力
、
障
害
や
疾
病
の
特
性
等

に
応
じ
て
活
躍
で
き
る
環
境
を
整
備
す

る
必
要
が
あ
る
。

障
害
の
あ
る
子
供
も
、
障
害
の
な
い
子

供
と
可
能
な
限
り
共
に
学
べ
る
よ
う
に

し
、
自
立
や
社
会
参
加
を
果
た
せ
る
よ

う
に
し
た
い
。

・
通

級
指

導
を

受
け

て
い

る
児

童
生

徒
数

は
こ

の
1
0

年
間

で
2.

3倍
に

増
加

し
、

2
01

5年
5月

現
在
約

9
0
,
00
0人

。
高

等
学

校
に

は
通

級
制

度
は

な
い

・
通
級
指

導
に
つ

い
て
、

小
中
学

校
の
校

長
等
、

コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ

ー
、

通
級
担
当

者
、
学

級
担
任

の
９
割
以

上
が
効

果
が

あ
る
と
回

答
（

20
13

年
）

【
具
体
的
な
施
策
】

・
20
20
年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
を
契
機
に
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
の
社
会
づ

く
り
（
心
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
、
街
づ
く
り
）
を
推
進
す
る
。
文
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
be
yo
nd
 2
02
0プ

ロ
グ
ラ
ム
）

の
一
環
と
し
て
、
障
害
者
の
文
化
芸
術
活
動
を
推
進
す
る
こ
と
等
を
通
じ
、
障
害
者
の
自
立
・
社
会
参
加
の
た

め
の
支
援
や
障
害
者
に
対
す
る
理
解
を
促
進
す
る
。

・
特
別
な
支
援
を
要
す
る
子
供
が
社
会
で
自
立
し
活
躍
す
る
力
を
育
む
た
め
に
必
要
な
教
育
を
受
け
ら
れ
る
よ
う

に
IC
Tの

活
用
を
含
め
た
環
境
整
備
を
進
め
る
。

・
小
中
学
校
に
お
け
る
通
級
指
導
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
高
等
学
校
に
お
い
て
も
通
級
指
導
を
平
成
30
年
度
か

ら
新
た
に
制
度
化
し
、
小
中
高
等
学
校
あ
わ
せ
て
指
導
内
容
や
指
導
体
制
等
の
環
境
整
備
を
進
め
る
。

・
特
別
支
援
学
校
教
員
の
特
別
支
援
学
校
教
諭
免
許
状
保
有
率
に
つ
い
て
は
、
現
在
約
７
割
に
と
ど
ま
っ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
20
20
年
度
ま
で
に
お
お
む
ね
10
0％

に
引
き
上
げ
る
。

・
20
20
年
東
京
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
を
契
機
に
、
特
別
支
援
学
校
等
に
お
い
て
、
障
害
者
が
身
近
で
安

心
・
安
全
に
ス
ポ
ー
ツ
が
で
き
る
拠
点
づ
く
り
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
多
様
性
が
認
め
ら
れ
る
社
会
づ
く
り

の
一
環
と
し
て
、
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
教
育
を
推
進
す
る
。

・
障
害
者
差
別
解
消
法
に
基
づ
き
、
障
害
者
差
別
解
消
支
援
地
域
協
議
会
の
設
置
促
進
等
を
進
め
る
。

2
0
15

年
度

2
0
16

年
度

2
0
17

年
度

2
0
18

年
度

2
0
19

年
度

2
0
20

年
度

2
0
21

年
度

2
0
22

年
度

2
0
23

年
度

2
0
24

年
度

2
0
25

年
度

2
0
26

年
度
以

降
指
標

障
害
者
の

実
雇
用
率

2
.
0％

（
2
0
20
年

）
を

達
成

障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の

利
用
者
の

一
般
就
労
へ

の
移
行
者

数
：
20
17
年

度
末
ま
で

に
20
12
年
度

実
績
の
２

倍
以
上

高
校
で
通

級
指
導
が

望
ま
れ
る

者
の
実
現
割

合
：

10
0％

（
20
20
年

度
）

特
別
支
援

教
育

高
等

学
校

で
の

通
級

指
導

開
始

、
指

導
内

容
や

指
導

体
制

等
の
環
境

整
備
推

進

教
員

免
許

通
級

指
導

状
況

に
応

じ
て

更
な

る
質

の
向
上

方
策
を

検
討

省
令

改
正

（
2
0
16
年

度
）

学
習
指
導

要
領
改

訂
、

指
導
内
容

の
普
及

等

20
20

年
東
京
オ

リ
ン
ピ

ッ
ク
・

パ
ラ

リ
ン

ピ
ッ

ク
競

技
大

会
の

文
化

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

b
e
y
o
n
d

2
0
2
0
プ

ロ
グ

ラ
ム

）
と

連
携

し
た

障
害
者

の
文
化

芸
術
活

動
の

推
進

2
0
2
0年

東
京

オ
リ

ン
ピ

ッ
ク

・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

競
技

大
会

の

レ
ガ

シ
ー

と
し

て
、

障
害

者
の
文

化
芸
術

活
動
の

よ
り

一
層

の
発

展

障
害
者
の

文
化
芸
術

活
動
の

振
興
等

「
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
デ

ザ
イ

ン
20
20
」

の

実
行

（
と

り
ま

と
め

と
並

行
し

て

実
行

開
始

）

東
京
大
会

を
契
機

と
し

た
、
心

の
バ

リ
ア
フ

リ
ー
、

ユ
ニ
バ
ー

サ
ル

デ
ザ
イ
ン

の
街

づ
く
り

の
推
進

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル

デ
ザ
イ
ン

20
20

関
係
府
省

等
連
絡
会
議
に

お
い
て
、
「
ユ

ニ
バ
ー
サ
ル

デ
ザ
イ
ン
20

20
」

を
と
り
ま
と
め

障
害
者
の

差
別
解
消

障
害
者
差
別
解
消
法
の

着
実

な
施
行

障 害 者 基 本 計 画 の

見 直 し

３
年

経
過

後
見

直
し

検
討

特
別
支
援

学
校
教

員
の
特

別
支
援

学
校

教
諭

免
許

状
保

有
率

の

引
上

げ
（

20
1
4年

度
:
7
3％

→
20
2
0年

度
:

お
お

む
ね

1
0
0％

）
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安
心

し
た

生
活

（
地

域
課

題
の

解
決

力
強

化
と

医
療

・
福

祉
人

材
の

活
用

）

⑨
地
域
共
生
社
会
の
実
現

介
護

離
職

ゼ
ロ

の
実

現

【
国

民
生

活
に

お
け
る
課
題
】

高
齢

、
障

害
、

児
童
等
の
対
象
者
ご
と
に
充

実
さ

せ
て

き
た

福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
、

複
合

化
す

る
ニ

ー
ズ
へ
の
対
応
を
強
化
す
る

こ
と

が
必

要
。

医
療

・
福

祉
人

材
の
確
保
に
向
け
て
、
新
た

な
資

格
者

の
養

成
の
み
な
ら
ず
、
潜
在
有
資

格
者

の
人

材
活

用
が
必
要
。
ま
た
、
こ
れ
に

よ
り

、
他

の
高

付
加
価
値
産
業
に
お
け
る
人

材
確

保
を

同
時

に
達
成
す
る
こ
と
が
必
要
。

・
有
資
格

者
の
う

ち
資
格

に
係
る

専
門
分

野
で
就

業
し

て
い
な

い
者
の

割
合

：
保

育
士

約
６
割

（
2
0
1
5
年

度
・

推
計

）
介

護
福

祉
士

約
４
割

（
20

13
年

度
・
推

計
）

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

支
え
手
側
と
受
け
手
側
が
常
に
固
定
し
て
い
る
の
で
は
な
く
、
皆
が
役
割
を
持
ち
、
支
え
合
い
な
が
ら
、
自
分
ら
し
く
活
躍
で
き
る
地
域
社
会

の
実
現
を
目
指
す
。
あ
わ
せ
て
、
寄
附
文
化
を
醸
成
し
、
NP
Oと

の
連
携
や
民
間
資
金
の
活
用
を
図
る
。
ま
た
、
支
援
の
対
象
者
ご
と
に
縦
割
り

と
な
っ
て
い
る
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
相
互
利
用
等
を
進
め
る
と
と
も
に
、
一
人
の
人
材
が
複
数
の
専
門
資
格
を
取
得
し
や
す
い
よ
う
に
す
る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

・
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
、
社
会
福
祉
協
議
会
、
地
域
に
根
ざ
し
た
活
動
を
行
う

NP
Oな

ど
が
中
心
と
な
っ
て
、
小
中
学
校
区
等
の
住

民
に
身
近
な
圏
域
で
、
住
民
が
主
体
的
に
地
域
課
題
を
把
握
し
て
解
決
を
試
み
る
体
制
づ
く
り
を
支
援
し
、

20
20
年
～

20
25
年
を
目

途
に
全
国
展
開
を
図
る
。
そ
の
際
、
社
会
福
祉
法
人
の
地
域
に
お
け
る
公
益
的
な
活
動
と
の
連
携
も
図
る
。

・
多
様
な
活
躍
、
就
労
の
場
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
、
公
共
的
な
地
域
活
動
や
ソ
ー
シ
ャ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
な
ど
の
環
境
整
備
を
進
め
る
。

・
共
助
の
活
動
へ
の
多
様
な
担
い
手
の
参
画
と
活
動
の
活
発
化
の
た
め
に
、
寄
附
文
化
の
醸
成
に
向
け
た
取
組
を
推
進
す
る
。

・
高
齢
者
、
障
害
者
、
児
童
等
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
、
設
置
基
準
、
人
員
配
置
基
準
の
見
直
し
や
報
酬
体
系
の
見
直
し
を
検
討

し
、
高
齢
者
、
障
害
者
、
児
童
等
が
相
互
に
又
は
一
体
的
に
利
用
し
や
す
く
な
る
よ
う
に
す
る
。

・
育
児
、
介
護
、
障
害
、
貧
困
、
さ
ら
に
は
育
児
と
介
護
に
同
時
に
直
面
す
る
家
庭
な
ど
、
世
帯
全
体
の
複
合
化
・
複
雑
化
し
た
課
題

を
受
け
止
め
る
、
市
町
村
に
お
け
る
総
合
的
な
相
談
支
援
体
制
作
り
を
進
め
、

20
20
年
～
20
25
年
を
目
途
に
全
国
展
開
を
図
る
。

・
医
療
、
介
護
、
福
祉
の
専
門
資
格
に
つ
い
て
、
複
数
資
格
に
共
通
の
基
礎
課
程
を
設
け
、
一
人
の
人
材
が
複
数
の
資
格
を
取
得
し
や

す
い
よ
う
に
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
。

・
医
療
、
福
祉
の
業
務
独
占
資
格
の
業
務
範
囲
に
つ
い
て
、
現
場
で
効
率
的
、
効
果
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
が
進
む
よ
う
、
見
直
し
を
行

う
。

2
0
15

年
度

2
0
16

年
度

2
0
17

年
度

2
0
18

年
度

2
0
19

年
度

2
0
20

年
度

2
0
21

年
度

2
0
22

年
度

2
0
23

年
度

2
0
24

年
度

2
0
25

年
度

2
0
26

年
度
以

降
指
標

2
0
2
0年

～
2
02

5年
を

目
途
に

：
地

域
課
題

の
解
決

力
を
強
化

す
る
体

制
全
国

展
開

総
合
的
な

相
談
支

援
体
制

全
国
展

開 2
0
2
1年

度
：

新
た
な
共

通
の
基

礎
課
程
の

実
施

設
備
・
人
員
基

準
や

報
酬
体
系
の

見
直
し
を
検
討

各
地

域
に

お
け

る
体

制
の

確
立

・
充

実

検
討

結
果

を
踏

ま
え

た
対

応
を

実
施

福
祉

サ
ー
ビ

ス
の

一
体

的
な
提

供
に

つ
い

て
運

用
上

の
対

応
が

可
能

な
事
項

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を
整

備

地
域

課
題
の

解
決
力
の
強
化

／
福
祉
サ
ー
ビ
ス

の
一
体
的

提
供
／

総
合

的
な

相
談
支
援

体
制

づ
く
り

各
資
格
の

履
修
内
容
に

関
す
る
研
究

医
療
、
介
護
、

福
祉
の

専
門
資
格
に
お

け
る

共
通
の
基
礎
課

程
の

検
討
・

業
務
独
占
資
格

の
対
象
範
囲
の
見

直
し

資
格
所

持
に

よ
る

履
修

期
間

短
縮

に
つ

い
て

、
資

格
ご

と
に

検
討

・
結

論
。

可
能

な
資

格
か

ら
履

修
期

間
短

縮
を

実
施

介
護

福
祉

士
と

准
看

護
師

相
互

の
単

位
認

定
に

つ
い

て
検
討

福
祉

系
国

家
資

格
を

有
す

る
者

に
対

す
る

保
育

士
養

成
課

程
・

保
育

士
試

験
科

目
の

一
部

免
除

に
つ

い
て

検
討

単
位
認
定

拡
大

に
つ

い
て

、
資

格
ご

と
に

検
討

・
結

論
。

可
能

な
資

格
か

ら
単

位
認

定
を

実
施

可
能
な

資
格

か
ら

履
修

期
間

短
縮

を
実

施
※
共

通
の

基
礎

課
程

創
設

後
も

、
既

取
得

者
に

適
用

業
務
独
占
資
格
の
業
務
範
囲
の
見
直
し
を
継
続
的
に
検
討
・

実
施

相
談
支
援
体
制

づ
く
り
と
地
域

課
題

の
解

決
力

強
化

に
つ

い
て

、
モ
デ
ル
事
業
等

を
数
年
間
実

施
す

る
中

で
制

度
化

を
検

討

誰 も が 支 え 合 う 地 域 の 構 築 に 向 け た 福 祉 サ ー ビ ス の 実 現

― 新 た な 時 代 に 対 応 し た 福 祉 の 提 供 ビ ジ ョ ン―

（ 平 成 2
7 年 9 月 1
7 日 ・ 厚 生 労 働 省 ）

新
た
な
共
通

の
基

礎
課

程
の

具
体

案
に

つ
い

て
検

討
・

結
論

新
た

な
共

通
の

基
礎

課
程

の
実

施
※
共
通

の
基

礎
課

程
が

一
部

資
格

に
と

ど
ま

る
場

合
に

は
、

資
格

の
範

囲
の

拡
大

に
つ

い
て

継
続

検
討

・
順

次
実

施

60



消
費

の
喚

起

新
た

な
有

望
成

長
市

場
の

創
出

・
拡

大

潜
在

的
な

消
費

需
要

の
実

現

⑤
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

、
ベ

ン
チ

ャ
ー

創
出

力
の

強
化

（
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
・
ナ
シ
ョ
ナ
ル
シ
ス
テ
ム
の
構

築
）

希 望 を 生 み 出 す 強 い 経 済

成 長 戦 略 の 加 速 等

生
産

性
革

命
に

向
け

た
取

組
の

加
速

成
長

と
分

配
を

つ
な

ぐ
経

済
財

政
シ

ス
テ

ム
の

構
築

経
済

成
長

に
向

け
た

課
題

検
討

す
べ

き
方

向
性

対
応

策

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

②
生

産
性

革
命

（
第
４
次
産
業
革
命
の
推
進
）

⑦
成

長
を

担
う

人
材

創
出

（
人

材
育

成
・
教

育
改

革
）

⑨
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
（
世

界
最

先
端

の
健

康
立

国
へ

）

分 配

⑮
サ

ー
ビ

ス
産

業
の

生
産

性
向

上

⑭
海

外
の

成
長

市
場

の
取

り
込

み

人
口

減
少

と
地

域
経

済
縮

小
の

克
服

行
政

手
続

き
の

簡
素

化
・
効

率
化

・
オ

ン
ラ

イ
ン

化

T
P

P
等

に
対

応
し

た
海

外
の

成
長

市
場

と
の

連
携

強
化

地
方

創
生

、
中

小
企

業
・
小

規
模

事
業

者
支

援

拡
大

す
る

海
外

経
済

の
活

用

歳
出

効
率

化
の

成
果

等
を

現
役

世
代

や
地

域
に

還
元

す
る

仕
組

み
の

構
築

資
源

配
分

の
効

率
化

⑯
攻

め
の

農
林

水
産

業
の

展
開

と
輸

出
促

進

⑰
観

光
先

進
国

の
実

現

⑱
公

的
サ

ー
ビ

ス
・
資

産
の

民
間

開
放

賃
金

・
可

処
分

所
得

の
引

上
げ

等

㉒
可

処
分

所
得

の
増

加
（
賃

金
・
最

低
賃

金
の
引

上
げ
）

㉑
国

土
強

靭
化

、
ス

ト
ッ

ク
効

果
の

高
い

社
会

資
本

整
備

⑳
地

方
創

生
の

推
進

個 人 消 費 の 喚 起

①
多

様
な

人
材

力
の

発
揮

（
社

会
的

損
失

の
解

消
、
就

労
支
援

、
教

育
等

）

⑲
中

堅
・
中

小
企

業
・
小

規
模

事
業

者
の

革
新

防
災

・
国

土
強

靭
化

、
成

長
力

を
強

化
す

る
公

的
投

資
へ

の
重

点
化

ス
ト

ッ
ク

を
活

用
し

た
消

費
・
投

資
喚

起

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

③
生

産
性

革
命

（
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確

保
と
ＩＴ

利
活

用
の
徹

底
）

④
生

産
性

革
命

（
規

制
・
制

度
改

革
と
「
攻

め
の
経

営
」
の
促

進
）

⑥
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

、
ベ

ン
チ

ャ
ー

創
出

力
の

強
化

（
ベ

ン
チ
ャ
ー

エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
構

築
）

⑧
成

長
を

担
う

人
材

創
出

（
外

国
人

材
の
活

用
）

⑪
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
（
ス
ポ
ー

ツ
・
文

化
の
成

長
産

業
化

）

⑩
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
（
環

境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

制
約

の
克

服
と
投

資
拡

大
）

⑫
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
（
既

存
住

宅
流

通
・
リ
フ
ォ
ー

ム
市

場
の
活

性
化

）

⑬
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
（
ロ
ボ
ッ
ト
革

命
の
実

現
）
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

25
歳

か
ら

44
歳

ま
で

の
女

性
の

就
業

率
：

20
14
年

70
.8
％

⇒
20
20
年

77
％

女
性

活
躍

推
進

法
に

基
づ

く
推

進
計

画
の

策
定

率
：

都
道

府
県

・
市

区
：

10
0％

、
町

村
：

70
％

（
20
20
年

度
）

「
第
５
次

男
女
共
同
参
画
基

本
計
画
」

「
第
４
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
」

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

①
多

様
な
人
材
力
の
発
揮
（
社
会
的
損
失
の
解
消
、
就
労
支
援
、
教
育
等
）
(
そ
の
１
)

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

年
度

【
経
済
成

長
に
向

け
た

課
題
】

少
子
高
齢

化
に
よ

る
構

造
的
な
労

働
力
人

口
の
減

少

•
出
生
率
：

1.
3～

1.
4程

度
で
推
移
（

20
05
年
～
）

•
高

齢
化

率
：

2
6
.
0
％

（
20
1
4
年

）

就
業
調

整
等

に
つ

な
が
る
可
能
性
の
あ
る
税

制
・
社

会
保

障
制

度
等
の
存
在

•
い
わ
ゆ
る

10
3万

円
の
壁
、

13
0万

円
の
壁

等

•
就
業
希
望

者
92
0万

人

企
業
の

教
育

訓
練

費
、
自
己
啓
発
に
取
り
組
む

労
働
者

の
割

合
は

減
少
傾
向
。
将
来
を
担
う
人

材
の
人

的
資

本
の

質
の
低
下

・
ニ
ー
ト

56
万
人
、
フ
リ
ー

タ
ー
16
7万

人
（

20
15
年
）

・
不

本
意

に
非

正
規

雇
用

で
就

労
す

る
割

合
（

20
14
年

平
均

）

が
若
者

で
高

い

全
体

18
.1
％
、
25
-3
4歳

28
.4
％
（
最
大
）

・
企
業
の

支
出
す
る
教
育
訓

練
費
(労

働
費
用
に

占
め
る
割
合

)

0.
36
％

（
19
91
年
）
→

0.
25
％
（
20
11
年
）

・
自

己
啓

発
を

行
っ

た
労

働
者

の
割

合

正
社

員
：

43
.
3％

、
正

社
員

以
外

：
16
.4
％

（
20
14
年
度
）

【
今
後

の
対

応
の

方
向

性
】

若
者
・

高
齢

者
、

女
性

・
男

性
、

障
害

者
な

ど
多

様
な

人
材

が
活

躍
で

き
る

よ
う

、
女

性
が

働
き

や
す

い
税

制
・

社
会

保
障

制
度

等
の

見
直
し

を
含

め
た

就
労

環
境

の
整

備
、

成
長

を
担

う
人

材
創

出
に

向
け

た
教

育
改

革
等

を
行

う
。

【
具
体

的
な

施
策

】

•
「

男
女

共
同

参
画

基
本

計
画

」
、

「
女

性
活

躍
加

速
の

た
め

の
重

点
方

針
」

、
女

性
活

躍
推

進
法

に
基

づ
き

、
全

て
の

女
性

が
輝

く
社
会

の
実

現
に

向
け

た
取

組
を

推
進

。

•
女

性
が

働
き

や
す

い
税

制
・

社
会

保
障

制
度

・
配

偶
者

手
当

等
へ

の
見

直
し

に
つ

い
て

は
、

働
き

た
い

人
が

働
き

や
す

い
環

境
整

備
の
実
現
に
向
け
た
具
体
的
検
討
を
進
め
る
。
税
制
に
つ
い
て
は
、
20
15
年
11
月
に
政
府
税
制
調

査
会
に
お
い
て
取
り
ま
と
め
ら

れ
た
「

論
点

整
理

」
等

を
踏

ま
え

、
幅

広
く

丁
寧

な
国

民
的

議
論

を
進

め
る

。
社

会
保

障
制

度
に

つ
い

て
は

、
年

金
機

能
強

化
法

に
よ
る
20
16
年
10
月
か
ら
の
大
企
業
に
お
け
る
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
に
加
え
、
中
小
企
業
に
も
適
用
拡
大
の
途
を
開
く
た
め

の
制
度

的
措

置
を

講
ず

る
と

と
も

に
、

施
行

状
況

、
就

労
実

態
や

企
業

へ
の

影
響

等
を

勘
案

し
て

、
更

な
る

適
用

拡
大

に
向

け
た

検
討
を

着
実

に
進

め
る

。
そ

の
際

、
就

業
調

整
を

防
ぎ

、
被

用
者

保
険

の
適

用
拡

大
を

円
滑

に
進

め
る

観
点

か
ら

、
短

時
間

労
働

者
の
賃

金
引

上
げ

や
本

人
の

希
望

を
踏

ま
え

て
働

く
時

間
を

延
ば

す
こ

と
を

通
じ

て
、

人
材

確
保

を
図

る
事

業
主

を
支

援
す

る
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

助
成

金
が

十
分

に
活

用
さ

れ
る

よ
う

周
知

徹
底

す
る

と
と

も
に

、
人

手
不

足
の

状
況

な
ど

を
注

視
し

、
必

要
に

応
じ
て

充
実

・
強

化
す

る
。

国
家

公
務

員
の

配
偶

者
に

係
る

扶
養

手
当

に
つ

い
て

は
、

人
事

院
に

対
し

検
討

を
要

請
し

て
お

り
、

そ
の
検

討
結

果
を

踏
ま

え
、

速
や

か
に

対
処

す
る

。
民

間
企

業
に

お
け

る
配

偶
者

手
当

に
つ

い
て

も
、

厚
生

労
働

省
に

お
い

て
と

り
ま
と

め
た

「
配

偶
者

手
当

の
在

り
方

の
検

討
に

関
し

考
慮

す
べ

き
事

項
」

に
つ

い
て

広
く

周
知

を
図

り
、

労
使

に
対

し
そ

の
在

り
方
の

検
討

を
促

し
て

い
く

。

•
若

者
雇

用
促

進
法

に
基

づ
き

、
若

年
者

の
円

滑
な

就
職

支
援

や
職

業
能

力
の

開
発

・
向

上
を

図
る

。
高

齢
者

に
つ

い
て

は
、

希
望

に
応
じ

た
多

様
な

就
業

機
会

の
確

保
及

び
就

労
環

境
の

整
備

、
障

害
者

の
活

躍
に

向
け

て
は

、
障

害
者

雇
用

促
進

法
に

基
づ

き
、

就
労
等

の
促

進
を

図
る

。

社
会

的
損

失
の

解
消

働
き
た
い
女
性
が
働
き
や
す
い
税
制
・
社
会
保
障
制
度
・
配
偶
者
手
当
等
へ
の
検
討
・
環
境
整
備

若
者
雇
用
促
進
法
な
ど
の
関
連
法
令
の
円
滑
な
施
行

雇
用

保
険

の
適

用
拡

大

女
性
の

活
躍
推

進 就
労
支
援

施
策

被
用

者
保

険
の
適
用
拡
大
（
大
企
業
：
20

16
年
10

月
施
行
、
中
小
企
業
：
法
案
提
出
済
）
、

更
な

る
適

用
拡
大
に
向
け
た
検
討
、
検
討
結
果
に
基
づ
い
た
必
要
な
措
置

人
事

院
に

お
い
て

「
扶

養
手

当
の

在
り

方
に

関
す

る
勉

強
会

」
を

開
催

人
事

院
の

検
討
結

果
を

踏
ま

え
、

国
家

公
務
員

の
配

偶
者

に
係

る
扶

養
手
当

に
つ

い
て

速
や

か
に

対
処

左
記
と
り
ま
と
め

を
踏
ま
え
、
幅
広
く
丁
寧
な

国
民
的
議
論

「
配

偶
者

手
当
の

在
り

方
の

検
討

に
関

し
考

慮
す

べ
き

事
項

」
に

つ
い

て
広

く
周

知
を

図
り

、
労

使
に

対
し

そ
の

在
り

方
の

検
討

を
促

す

政
府

税
制

調
査
会

に
お

い
て

「
経

済
社

会
の

構
造

変
化

を
踏

ま
え

た
税

制
の

あ
り

方
に

関
す

る
論

点
整

理
」

（
20
15
年

11
月

）
を

と
り

ま
と

め

厚
生

労
働

省
に
お

い
て

「
女

性
の

活
躍

促
進
に

向
け

た
配

偶
者

手
当

の
在
り

方
に

関
す

る
検

討
会

」
の
報

告
書

を
と

り
ま

と
め

「
女
性
活
躍
加
速
の
た
め
の
重
点
方
針
」
、
女
性
活
躍
推
進
法
の
着
実
な
施
行
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人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

①
多

様
な
人
材
力
の
発
揮
（
社
会
的
損
失
の
解
消
、
就
労
支
援
、
教
育
等
）
(
そ
の
２
)

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

【
経
済
成

長
に
向

け
た

課
題
】

少
子
高
齢

化
に
よ

る
構

造
的
な
労

働
力
人

口
の
減

少

•
出
生
率
：

1.
3～

1.
4程

度
で
推
移
（

20
05
年
～
）

•
高

齢
化

率
：

2
6
.
0
％

（
20
1
4
年

）

就
業
調

整
等

に
つ

な
が
る
可
能
性
の
あ
る
税

制
・
社

会
保

障
制

度
等
の
存
在

•
い
わ
ゆ
る

10
3万

円
の
壁
、

13
0万

円
の
壁

等

•
就
業
希
望

者
92
0万

人

企
業
の

教
育

訓
練

費
、
自
己
啓
発
に
取
り
組
む

労
働
者

の
割

合
は

減
少
傾
向
。
将
来
を
担
う
人

材
の
人

的
資

本
の

質
の
低
下

・
ニ
ー
ト

56
万
人
、
フ
リ
ー

タ
ー
16
7万

人
（

20
15
年
）

・
不

本
意

に
非

正
規

雇
用

で
就

労
す

る
割

合
（

20
14
年

平
均

）

が
若
者

で
高

い

全
体

18
.1
％
、
25
-3
4歳

28
.4
％
（
最
大
）

・
企
業
の

支
出
す
る
教
育
訓

練
費
(労

働
費
用
に

占
め
る
割
合

)

0.
36
％

（
19
91
年
）
→

0.
25
％
（
20
11
年
）

・
自

己
啓

発
を

行
っ

た
労

働
者

の
割

合

正
社

員
：

43
.
3％

、
正

社
員

以
外

：
16
.4
％

（
20
14
年
度
）

【
具
体
的
な
施
策
】

•
「
第
４
次
産
業
革
命

人
材
育
成
推
進
会
議
（
仮
称
）
」
を
設
置
し
、
産
業
界
で
求
め
ら
れ
る
人
材
層
や

人
材
ス
ペ
ッ
ク
等
を
関
係
省
庁
や
関
係
業
界
が
連
携
し
な
が
ら
適
切
に
描
き
出
す
と
と
も
に
、
必
要
に
応

じ
て
政
策
に
反
映
す
る
。
さ
ら
に
、
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
・
生
産
性
向
上
の
た
め
、
企
業
の
人
材
開
発
投

資
を
促
進
。

•
成
長
を
担
う
人
材
創
出
に
向
け
、
創
造
性
の
育
成
や
特
に
優
れ
た
能
力
の
伸
長
な
ど
多
様
な
個
性
が
活
か

さ
れ
る
教
育
、
教
育
の
情
報
化
、
実
践
的
な
職
業
教
育
を
行
う
新
た
な
高
等
教
育
機
関
の
制
度
化
の
検
討

や
社
会
人
の
学
び
直
し
、
海
外
留
学
・
外
国
人
留
学
生
受
入
れ
促
進
を
通
じ
た
大
学
の
国
際
化
な
ど
の
教

育
改
革
を
進
め
る
。

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

ジ
ョ

ブ
・

カ
ー

ド
を

活
用

し
た

雇
用

型
訓

練
の

正
社

員
就

職
率

：
直

近
82
.6
％

⇒
20
20
年

度
85
.0
％

以
上

大
学

等
の

社
会

人
受

講
者

数
：

20
13
年

12
万

人
⇒

20
18
年

24
万

人

海
外

留
学

生
：

20
13
年

6万
人

⇒
20
20
年

12
万

人
、

外
国

人
留

学
生

受
入

：
20
13
年

14
万

人
⇒

20
20
年

30
万

人

年
度

人
的
投
資

の
拡
充

「
第

３
期

教
育

振
興

基
本

計
画

」
「
第
２
期
教
育
振
興
基
本
計
画
」

創
造
性
や
多
様

な
個
性
が
活
か

さ
れ
る
教
育

教
育
の
情
報
化

実
践

的
な

職
業

教
育

大
学
の
国
際
化

実
践

的
な

職
業

教
育

を
行

う
新

た
な

高
等

教
育

機
関
に

つ
い

て
、

中
教

審
で

結
論

を
得

た
上

で
の

、
制

度
上
の

措
置

を
検

討
・

実
施

教
育

再
生

実
行

会
議

提
言

（
多

様
な

個
性

）

新
学
習

指
導
要
領
実
施
（

幼
18
年
度
～

,小
20
年
度
～
,中

21
年
度
～

,高
22
年
度
～
）

新
た
な
高

等
教
育
機
関
の
開

学
円
滑
な
開

学
に

向
け
た
準

備

情
報
活
用
能
力
の
育
成
指
導
モ
デ
ル
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
、
教
員
の
指
導
力
向
上
の
取
組
強
化

成
長
を

担
う
人

材
創
出

に
向
け

た
教
育

改
革

新
学
習
指
導
要
領
の
実
施
状
況
を
踏
ま
え
つ
つ
、
成
果
に
応
じ
て
追
加
的
措
置
を

検
討

成
果
に
応

じ
て

追
加
的
措
置

を
検
討

学
習
指
導
要
領
改
訂

中
長
期

分
野
別

第
11

次
職

業
能

力
開

発
基

本
計

画

特
に
優
れ

た
能
力
の
伸
長
を

促
す
取
組
強
化

中
教

審
答

申

施
策

外
国
人
留
学
生
受
け
入
れ
促
進
を
通
じ
た
大
学
の
国
際
化
の
取
組
強
化

第
1
0次

職
業

能
力

開
発

基
本

計
画

「
第
４
次
産
業
革
命

人
材
育
成
推
進
会
議
（
仮
称
）
」
の
立
ち
上
げ
、
産
業
界
で
求
め
ら
れ
る
人
材
の
把
握
、
政
策
へ
の
反
映

理
工
系
人
材
、
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
人
材
の
育
成
強
化
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名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

②
生

産
性
革
命
（
第
４
次
産
業
革
命
の
推
進
）

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

新
ビ
ジ
ネ
ス
の

創
出

促
進
等

年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

Io
T/
BD
/A
Iに

よ
る
第
４
次
産
業
革
命

の
中
で
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が
劇
的
に
変

化
し
て
い
る
。
我
が
国
が
グ
ロ
ー
バ
ル

競
争
を
勝
ち
抜
く
に
は
、
産
学
官
の
縦

割
り
を
打
破
し
、
技
術
戦
略
の
策
定
、

新
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
、
事
業
・
産
業
の

新
陳
代
謝
や
人
材
育
成
等
を
進
め
て
い

く
こ
と
が
必
要
。

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

産
学
官
を
糾
合
し
た
強
力
な
司
令
塔
機
能
の
下
で
、
研
究
開
発
・
産
業
化
戦
略
の
策
定
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

の
創
出
を
進
め
る
と
と
も
に
、
新
陳
代
謝
・
人
材
育
成
等
の
環
境
整
備
を
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
進
め
て
い

く
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
第
４
次
産
業
革
命
の
鍵
を
握
る
人
工
知
能
に
関
す
る
技
術
戦
略
の
産
学
官
の
司
令
塔
機
能
と
し
て
設
置
し

た
「
人
工
知
能
技
術
戦
略
会
議
」
に
お
い
て
、
産
学
官
で
取
り
組
む
べ
き
研
究
開
発
目
標
と
産
業
化
の

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
本
年
度
中
に
策
定
し
、
実
行
し
て
い
く
。

•
「
Io
T推

進
コ
ン
ソ
―
シ
ア
ム
」
、
「
ロ
ボ
ッ
ト
革
命
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
協
議
会
」
等
に
お
け
る
活
動
を

通
じ
て
、
新
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
及
び
必
要
な
環
境
整
備
等
を
促
進
す
る
。

•
ス
ピ
ー
ド
感
あ
る
事
業
再
編
等
を
加
速
す
る
た
め
の
施
策
に
つ
い
て
、
制
度
的
対
応
の
必
要
性
を
含
め
検

討
す

る
。

•
「
第
４
次
産
業
革
命

人
材
育
成
推
進
会
議
（
仮
称
）
」
を
設
置
し
、
産
業
界
で
求
め
ら
れ
る
人
材
層
や

人
材
ス
ペ
ッ
ク
等
を
関
係
省
庁
や
産
業
界
が
連
携
し
な
が
ら
適
切
に
描
き
出
す
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ

て
政
策
に
反
映
す
る
。

強
力
な
司
令
塔

機
能

の
下
で
の
研
究

開
発
・
産
業
化
戦

略
の

実
行
等

「
I
oT

推
進
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

」
、

「
ロ

ボ
ッ

ト
革

命
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

協
議

会
」

等
の

活
動
を
通

じ
た
新

ビ
ジ
ネ

ス
の
創

出
及

び
必
要

な
環
境

整
備

等
の

促
進

（
規
制
改

革
、
企

業
や

組
織

の
垣

根
を

越
え

た
デ

ー
タ

利
活

用
等

の
促

進
等

）

企
業
の
新
陳
代

謝
の

促
進

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
投
資
、

事
業
再
編
等
に
係
る
対
応

策
の
検
討
（
20
16
年
中
）

・
海

外
の

研
究

機
関

等
と

も
連

携
し

た
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
に

基
づ

く
人

工
知

能
に
関

す
る
技

術
開
発

・
産
業

化
の

実
行

・
競

争
力

の
あ

る
技

術
×

AI
等

に
係

る
研

究
開

発
拠

点
の

整
備

、
研

究
環

境
の
向

上
等
の

推
進

必
要

な
施

策
の

実
施

（
制

度
的

対
応

含
む

）

「
人
工
知
能

技
術
戦
略
会

議
」
の
設
置

（
20

16
年

４
月

）

研
究
開
発

目
標
と
産

業
化
の

ロ
ー
ド

マ
ッ
プ
等

の
策
定

「
Io
T推

進
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

」
設

置
（

20
15
年

1
0月

）

「
ロ

ボ
ッ

ト
革

命
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

協
議

会
」

設
置

（
2
01
5
年

５
月

）

第
４

次
産

業
革

命
の

時
代

に
求

め
ら

れ
る

人
材

像
や

資
質

等
の

検
討

、
政

策
へ

の
反

映
第
４
次

産
業
革

命
人
材
育
成

推
進

会
議

（
仮
称
）

立
ち
上
げ

第
４
次
産
業
革
命
の

付
加
価
値
創
出
額
：

3
0
兆
円
（
20
2
0
年
）
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人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

③
生

産
性
革
命
（
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
と
Ｉ
Ｔ
利
活
用
の
徹
底
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

年
度

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

日
本
が
国
際
競
争
力
を
高
め
て
い
く
に

は
、
世
界
に
先
駆
け
て
第
４
次
産
業
革

命
を
実
現
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、

そ
の
た
め
に
政
府
に
は
安
全
な
デ
ー
タ

流
通
を
可
能
と
す
る
基
盤
づ
く
り
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

第
４
次
産
業
革
命
に
対
応
す
る
た
め
の
取
組
を
進
め
、
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
に
資
す
る
措
置
、

デ
ー
タ
の
収
集
・
分
析
の
円
滑
化
に
資
す
る
ル
ー
ル
整
備
や
、
基
礎
的
な
イ
ン
フ
ラ
と
な
る
モ
バ
イ
ル
の
環
境

整
備
を
速
や
か
に
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
昨
年
の
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
戦
略
策
定
、
今
国
会
で
成
立
し
た
改
正
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
基
本
法

に
よ
る
NI
SC
の
機
能
強
化
を
通
じ
た
政
府
機
関
等
の
対
策
強
化
と
合
わ
せ
て
、
重
要
イ
ン
フ
ラ
防
護
の
た
め

の
取
組
や
人
材
育
成
等
を
強
化
し
、
官
民
一
体
と
な
っ
た
取
組
を
進
め
る
。

•
本
年
１
月
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
開
始
を
踏
ま
え
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
利
活
用

拡
大
に
向
け
た
検
討
を
進
め
る
。
ま
た
、
遊
休
資
産
等
の
活
用
に
よ
る
新
た
な
経
済
活
動
で
あ
る
シ
ェ
ア
リ

ン
グ
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
健
全
な
発
展
に
向
け
検
討
を
進
め
る
。

•
モ
バ
イ
ル
分
野
の
競
争
を
さ
ら
に
促
進
す
る
。
ま
た
、
増
加
す
る
デ
ー
タ
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
に
対
応
す
る
た
め
、

20
20
年
頃
ま
で
の
５
Ｇ
（
第
5世

代
移
動
通
信
シ
ス
テ
ム
）
の
実
現
に
向
け
て
、
大
容
量
化
・
超
高
速
化
等

の
研
究
開
発
、
周
波
数
の
確
保
、
国
際
標
準
化
、
社
会
実
装
に
向
け
た
総
合
実
証
を
進
め
る
。

モ
バ
イ
ル

分
野

の
環
境

整
備

・
大

容
量

化
、

超
高

速
化

、
低

遅
延

等
に

関
す

る
研

究
開

発
・

標
準

化
活

動
の

実
施

世
界
に
先

駆
け
た
５
Ｇ
サ
ー

ビ
ス
の
実
現

・
周
波
数
の
国
際
分
配

・
関
係
制
度
整
備

オ リ パ ラ
総
合
実
証

の
実
施

施
策

サ
イ
バ
ー

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ
の
確
保

戦
略

決
定

基
本

法
改

正

サ
イ
バ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ
ィ

人
材

育
成
総

合
強

化
方

針
取
り

ま
と

め

施
策

を
「

つ
な

ぐ
」

取
組
、

次
期

人
材

育
成

プ
ロ

グ
ラ
ム

取
り

ま
と
め

次
期
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
基
づ
く
取
組
実
施

NI
SC
の
機
能
強
化
（
不
正
な
通
信
の
監
視
対
象
の
独
法
・
特
殊
法
人
等
へ
の

拡
大
）

重
要

イ
ン
フ

ラ
行
動

計
画

の
見
直

し

・
2
02
0年

ま
で
に

「
情
報

処
理
安

全
確
保
支

援
士
」

の
取
得

者
を

3
万

人
以
上

と
す
る

デ
ー
タ
、

Ｉ
Ｔ

利
活
用
の
徹
底

（
戸

籍
事
務
で
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
利
用
）

研
究

会
に

お
い
て
検
討
・
法
制
審
に
お
け
る
議
論

（
旅

券
事
務
で
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
利
用
）

戸
籍

事
務
で
の
検
討
状
況
を
踏
ま
え
、
議
論

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
健
全
な
発
展

必
要
な
法
制
上

の
措
置

必
要
な
法
制
上

の
措
置

「
民

泊
サ
ー

ビ
ス
」

の
あ
り

方
に
関
す
る

検
討

会
に
お

け
る
検

討
結
果

を
踏
ま
え
、

必
要

な
法
整

備
を
行

う

・
第
４
次

産
業
革

命
の

付
加
価
値

創
出
額

：
3
0兆

円
（

2
0
20
年

）

シ
ェ
ア

リ
ン

グ
エ

コ
ノ
ミ

ー
に

関
す
る

官
民

に
よ

る
検
討

会
を

立
ち
上

げ
、

必
要

な
措
置

を
取
り
ま

と
め

順
次
検
討
を
実
施
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人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

④
生

産
性
革
命
（
規
制
・
制
度
改
革
と
「
攻
め
の
経
営
」
の
促
進
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

技
術
革
新
の
予
見
が
難
し
く
、
ス

ピ
ー
ド
が
重
視
さ
れ
る
中
で
、
規

制
・
制
度
改
革
の
加
速
化
が
必
要
。

ま
た
、
生
産
性
の
向
上
に
は
、
事
業

コ
ス
ト
の
引
下
げ
も
不
可
欠
。

第
４
次
産
業
革
命
に
向
け
た
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
投
資
の
促
進
に
向
け
た

「
攻
め
の
経
営
」
を
後
押
し
す
る

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化

が
必
要
。

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

第
４
次
産
業
革
命
時
代
に
対
応
し
た
新
た
な
規
制
改
革
方
式
を
導
入

す
る

と
と

も
に

、
事

業
者

目
線

で
規

制
・

行
政

手
続

コ
ス

ト
の

削
減

に
取

り
組
む
。
ま
た
、
自
動
走
行
、
小
型
無
人
機
、
新
た
な
金
融
サ
ー
ビ
ス

（
Fi
nT
ec
h）

な
ど

、
個

別
分

野
の

規
制

・
制

度
改

革
を

加
速

化
す

る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
「
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
方
式
」
を
導
入
し
、
産
業
革
新
の
将
来
像
か
ら
逆

算
し

て
具
体

的
な

規
制

・
制

度
改

革
を

設
計

す
る

。
•

我
が
国
を
「
世
界
で
一
番
企
業
が
活
動
し
や
す
い
国
」
と
す
る
こ
と

を
目

指
し
、

規
制

改
革

、
行

政
手

続
簡

素
化

、
Ｉ

Ｔ
化

を
一

体
的

に
進

め
る
こ
と
に
よ
り
、
事
業
者
目
線
で
規
制
・
行
政
手
続
コ
ス
ト
の
削

減
に

取
り
組

む
。

•
「
国
家
戦
略
特
区
」
に
つ
い
て
は
、
平
成
29

年
度
末
ま
で
の
２
年

間
を

「
集

中
改

革
強

化
期

間
」

と
し

て
、

残
さ

れ
た

「
岩

盤
規

制
」

の
改

革
や
、
事
業
実
現
の
た
め
の
「
窓
口
」
機
能
の
強
化
を
行
う
。

•
20

2
0
年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
で
の
無

人
自

動
走
行

に
よ

る
移

動
サ

ー
ビ

ス
や

高
速

道
路

で
の

自
動

運
転

が
可

能
と
な
る
よ
う
、
20

17
年
ま
で
に
必
要
な
実
証
を
可
能
と
す
る
こ
と

を
含

め
、
制

度
や

イ
ン

フ
ラ

を
整

備
す

る
。

•
早
け
れ
ば
３
年
以
内
に
ド
ロ
ー
ン
を
使
っ
た
荷
物
配
送
を
可
能
と
す

る
こ

と
等
を

目
指

し
、

更
な

る
安

全
確

保
等

の
た

め
の

制
度

や
利

活
用
・
技
術
開
発
に
関
す
る
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
検
討
を
進
め
、
そ
の
実

現
に

向
け
て

取
り

組
む

と
と

も
に

、
国

家
戦

略
特

区
や

ロ
ボ

ッ
ト

テ
ス

ト
フ
ィ
ー
ル
ド
等
も
活
用
し
つ
つ
、
新
た
な
利
活
用
の
実
証
等
を
推

進
し

、
ド
ロ

ー
ン

ビ
ジ

ネ
ス

を
世

界
に

先
駆

け
て

日
本

で
実

現
す

る
。

•
金
融
機
関
と
金
融
関
連
Ｉ
Ｔ
企
業
の
機
動
的
な
連
携
等
を
可
能
と
す

る
よ

う
制
度

整
備

（
銀

行
法

等
の

改
正

）
を

行
う

。
ま

た
、

金
融

界
中

心
に
産
業
界
と
も
連
携
し
つ
つ
生
産
性
向
上
に
資
す
る
金
融
ED
Iの

実
現

を
図
る

と
と

も
に

、
Fi
nT
ec
hベ

ン
チ

ャ
ー

の
創

出
等

を
促

進
す

る
観
点
か
ら
Fi

n
Te
ch

エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
進
め
る
。

•
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
実
効
性
の
向
上
や
、
企
業
の
情
報
開

示
の

実
効
性

・
効

率
性

の
向

上
等

と
株

主
総

会
プ

ロ
セ

ス
の

電
子

化
を

促
進
す
る
こ
と
で
、
企
業
と
投
資
家
の
対
話
を
促
進
す
る
。

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

年
度

施
策

国
家

戦
略

特
区

の
加

速
的

推
進

「
国
家
戦
略
特
区
」
に
つ
い
て
は
、
平
成
29
年
度
末
ま
で
の
２
年
間
を
「
集
中
改
革
強
化
期
間
」
と
し
て
、
残
さ
れ
た
「
岩
盤
規
制
」
の
改
革
や
、
事
業
実
現
の
た

め
の
「
窓
口
」
機
能
の
強
化
を
行
う

集
中
取
組
期

間
一
つ
一
つ
の
具

体
的

事
業

を
実

現
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

た
め

に
必

要
で

あ
れ

ば
、

新
た

な
区

域
を

指
定

し
て

い
く

第
４
次
産
業
革
命
の

付
加
価
値
創
出
額
：

3
0
兆
円
（
20
2
0
年
）

「
国
家
戦
略
特

別
区

域
方

針
」

に
則

り
、

改
革

の
成

果
を

厳
格

に
評

価
し

た
上

で
、

更
な

る
改

革
の

取
組

に
繋

げ
て

い
く

Ｉ
Ｔ
を
活

用
し

た
金
融

サ
ー
ビ
ス

の
高

度
化

生
産
性
向
上

に
資
す
る
金

融
ED

I
の

実
現

及
び

Fi
n
T
ec

hエ
コ

シ
ス

テ
ム

の
構

築

金
融
機
関
と
金

融
関
連
Ｉ

Ｔ
企

業
の

機
動

的
な

連
携

強
化

等
の

制
度

整
備

（
銀

行
法

等
の

改
正

）

小
型
無
人

機
の

産
業
利

用
の
拡
充

ド
ロ
ー
ン
を
使

っ
た
荷
物
配
送
の

実
現

安
全

確
保

等
の

た
め

の
制

度
の

詳
細

に
係

る
検

討
及

び
必

要
な

措
置

の
実

施
、

利
活

用
・

技
術

開
発

の
促

進
制

度
設

計
の

方
向

性
、

利
活

用
・

技
術

開
発

に
関

す
る

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

検
討

（
夏

ま
で

）

国
家
戦
略
特
区

や
ロ
ボ
ッ
ト

テ
ス

ト
フ

ィ
ー

ル
ド

等
に

お
け

る
実

証
実

験
等

官
民

協
議

会
の

設
立

「
攻
め
の
経
営

」
の
促
進

実
効

的
な

コ
ー

ポ
レ

ー
ト

ガ
バ

ナ
ン

ス
改

革
に
向
け
た
取
組
の
深
化

会
社
法
制
の
整

備
の
着
手

（
2
01

7
年
早
期

も
目
指
す
）

招
集

通
知

の
電

子
化

に
係

る
措

置
内

容
等

の
検

討

高
度
な
自
動
走

行
の

実
現

20
17

年
ま
で
に

、
必
要
な
実
証
を

可
能

と
す
る

20
20

年
オ
リ
パ
ラ
で
の
無
人
自
動
走
行
に
よ
る
移
動
サ
ー
ビ
ス
や

高
速
道
路
で
の
自
動
運
転
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
制
度
や
イ
ン
フ

ラ
を
整
備

20
25
年

を
目

途
に

自
動

走
行

車
・

サ
ー

ビ
ス

の
普

及
拡

大
を

図
り

、
日

本
が

自
動

走
行

に
関

す
る

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

中
心

地
に

な
る

こ
と

を
目

指
す

オ リ パ ラ

施
策

新
た

な
規

制
・

制
度

改
革

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

導
入

「
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
方

針
」

の
導

入
に

よ
る

規
制

・
制

度
改

革
の

推
進

規
制

改
革

、
行
政
手
続
簡
素

化
、
Ｉ
Ｔ
化
を
一

体
的
に
進
め
る
こ

と
に
よ
り
、
事
業

者
目
線
で
規
制
・

行
政
手
続
コ
ス
ト

の
削
減
に
取
り
組

む

一
体

的
な

開
示

に
向

け
た

検
討

国
際

的
に

見
て
最
も
効
果
的
か
つ
効
率
的
な
開
示
の
実
現
及
び
株
主
総
会
日
程
・
基
準

日
の

合
理

的
な
設
定
の
た
め
の
環
境
整
備
を
20

19
年
前
半
目
途
に
目
指
す
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【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

生
産
性
革
命
の
実
現
に
向
け
て
、
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
創
出
力
の

強
化
が
不
可
欠
。

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

大
学
改
革
、
研
究
開
発
法
人
の
機
能
強
化
等
を
推
進
し
、
世
界
で

最
も

イ
ノ

ベ
ー

テ
ィ

ブ
な

国
を

目
指

す
。

ま
た

、
世

界
レ

ベ
ル

の
産

学
連

携
の
実
現
等
を
推
進
す
る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
大
学
改
革
（
指
定
国
立
大
学
、
卓
越
大
学
院
（
仮
称
）
、
経
営
力

強
化

に
向

け
た

大
学

間
競

争
の

活
性

化
等

）
、

研
究

開
発

法
人

改
革

（
特
定
国
立
研
究
開
発
法
人
等
）
、
競
争
的
研
究
費
改
革
を
着
実

に
実

行
。

•
基
礎
研
究
や
学
術
研
究
等
を
強
化
、
世
界
か
ら
優
秀
で
多
様
な
人

材
が

集
う

世
界

ト
ッ

プ
レ

ベ
ル

研
究

拠
点

を
構

築
•

潜
在
的
に
高
い
研
究
力
を
有
す
る
地
域
の
大
学
を
中
心
と
し
た
２

０
程

度
の

拠
点

で
世

界
に

通
用

す
る

研
究

分
野

を
育

成
。

•
研
究
開
発
法
人
等
の
公
的
研
究
機
関
の
橋
渡
し
機
能
を
強
化
。
技

術
・

人
材

を
糾

合
す

る
共

創
の

場
を

形
成

・
強

化
。

•
国
内
外
の
科
学
・
産
業
技
術
動
向
を
調
査
・
分
析
し
、
戦
略
・
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
を

策
定

。
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

加
速

化
に

向
け

て
研

究
開
発
基
盤
を
高
度
化
。
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
確
実
に

社
会

実
装

に
繋

げ
る

仕
組

み
を

構
築

。
•

特
定
国
立
研
究
開
発
法
人
や
指
定
国
立
大
学
等
を
結
節
点
と
し
た

、
産

学
官

が
連

携
し

た
非

競
争

領
域

を
中

心
と

す
る

オ
ー

プ
ン

イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
を
推
進
。

•
ナ
ノ
テ
ク
・
材
料
分
野
、
地
球
環
境
分
野
な
ど
我
が
国
が
強
み
を

活
か

せ
る

分
野

で
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
等

の
戦

略
的

な
共

有
・

活
用

を
可

能
に
す
る
た
め
の
国
際
研
究
拠
点
を
形
成
し
、
人
的
・
研
究
ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
。

•
オ
ー
プ
ン
＆
ク
ロ
ー
ズ
戦
略
に
基
づ
く
重
層
的
な
知
的
財
産
を
強

化
し

、
新

た
な

知
財

シ
ス

テ
ム

を
構

築
。

国
際

標
準

化
を

推
進

。
•

卓
越
研
究
員
制
度
、
ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
醸
成
や
科
研

費
改

革
等

に
よ

る
優

秀
な

若
手

研
究

者
の

研
究

支
援

を
推

進
。

•
企
業
に
お
け
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
繋
が
る
中
長
期
・
革
新
的
な

研
究

開
発

へ
の

積
極

的
な

投
資

及
び

「
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

経
営

」
の

た
め
の
意
識
・
行
動
改
革
を
最
大
限
後
押
し
す
る
た
め
の
環
境
整

備
•

「
組
織
」
対
「
組
織
」
の
産
学
連
携
を
推
進
。

•
産
学
連
携
深
化
の
た
め
の
具
体
的
な
行
動
を
産
学
官
と
対
話
を
し

な
が

ら
実

行
・

実
現

し
て

い
く

場
を

創
設

。

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
官
民
合

わ
せ
た

研
究
開

発
投

資
を
対
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比

の
４
％

以
上

へ ・
「
世
界

大
学
ラ

ン
キ
ン

グ
ト

ッ
プ

10
0に

我
が

国
の
大

学
が

1
0
校

以
上

入
る

こ
と

を
目

指
す

。

・
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ

ン
（
技

術
力

）
世
界

ラ
ン
キ

ン
グ
を

、
５

年
以
内
（

2
0
1
7
年

度
末
ま

で
）

に
世
界
第

１
位
に

•2
0
2
5年

ま
で

に
企

業
か

ら
大

学
、

研
究
開
発

法
人
へ

の
投
資

を
３

倍
増
に
す

る
こ
と

を
目
指

す

大 学 改 革 等

年
度

施
策

オ
ー

プ
ン

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

推
進

等

特
定

国
立

研
究

開
発

法
人
や

指
定
国
立
大
学
等

を
結
節
点
と
し
た

、
産
学
官
が
連
携

し
た
非
競
争
領
域

を
中
心

と
す
る
オ

ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
推
進

制
度

等
の

検
討

特
定
研

発
制

度
に

関
す

る
検

討
研

究
開

発
法

人
改

革
等

経
営
力
強

化
に
向
け
た
大
学

間
競
争
の
活
性
化

卓
越

研
究

員
、

科
研

費
改

革
等

卓
越
研
究

員
の
選
任
（

15
0人

／
年
）
、
運
用

若
手
研
究

者
の
独
立
支
援
や

新
審
査
方
式
の
導

入
等

国
内

外
の

科
学

・
産

業
技

術
動

向
の

調
査

・
分

析
国

家
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

を
確

実
に

社
会

実
装
に
繋
げ
る
仕
組

み
の
構
築
、
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

加
速
化
に
向
け
た

研
究
開
発
基
盤
の

高
度
化

基
礎
研

究
や

学
術

研
究

等
を

強
化

、
世

界
か

ら
優
秀
で
多
様
な
人

材
が
集
う
世
界
ト

ッ
プ
レ
ベ
ル
研
究

拠
点
の
構
築

研
究
開

発
法

人
等

の
公

的
研

究
機

関
の

橋
渡

し
機
能
の
強
化
、
技

術
・
人
材
を
糾
合

す
る
共
創
の
場
の

形
成
・
強
化

本
格

的
な

産
学

官
連

携
の

推
進

「
組

織
」

対
「

組
織

」
の

産
学

連
携

の
推

進

間
接

経
費

の
適

切
な

措
置

、
使

い
勝

手
の

改
善

等

潜
在
的
に

高
い
研
究
力
を
有

す
る
地
域
の
大
学

を
中
心
と
し
た
２

０
程
度
の
拠
点
で

世
界
に
通
用
す
る

研
究
分
野
を
育
成

我
が
国

が
強
み
を
活
か
せ

る
分
野
で

ﾋﾞ
ｯｸ
ﾞﾃ
ﾞｰ
ﾀ等

の
戦
略
的
な

共
有
・
活
用
を
可

能
に
す
る
た
め
の

国
際
研
究
拠
点
を

形
成
し
、
人
的
・

研
究
ﾈｯ
ﾄﾜ

ｰｸ
を
構
築

産
学

連
携

深
化
の
た
め
の
具

体
的
な
行
動
を
産

学
官
と
対
話
を
し

な
が
ら
実
行
・
実

現

オ
ー

プ
ン

＆
ク

ロ
ー

ズ
戦

略
に
基
づ
く
重
層
的
な
知
的
財
産
戦
略
の
強
化
、
新
た
な
知
財
シ
ス
テ
ム
の
構
築
、
先
端
技
術

の
国

際
標

準
化

の
推

進

特
定

国
立

研
究
開
発
法
人
制

度
の
運
用

指
定

国
立

大
学

等
指
定
国
立

大
学
の
指
定
、
運

用
。
卓
越
大
学
院

（
仮
称
）
の
具
体

化
、
運
用
。

経
営
力

強
化

研
究
拠

点
の

構
築

競
争

的
研

究
費

改
革

特
定

国
立

研
究

開
発

法
人

研
発

法
人

の
機

能
強

化
等

制
度

等
の

検
討

事
業

の
実

施
、

新
た

な
制

度
等

の
検

討

対
話

の
場

の
創

設

第
３

期
中

期
目

標
第

４
期

中
期

目
標

戦
略
・
ロ

ー
ド
マ
ッ
プ
の
策

定

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

⑤
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
創
出
力
強
化
（
ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
･
ﾅ
ｼ
ｮ
ﾅ
ﾙ
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
の
構
築
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

企
業

に
お

け
る

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
に

繋
が
る
中
長
期
・
革
新
的
な
研
究
開
発
へ
の
積
極
的
な
投
資
等
を
最
大
限
後
押
し
す
る
た
め
の
環
境
整

備
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
2
01
6年

度
以
降

５
年
間

で
、

5
0
0
社

程
度

の
日

本
の

中
小

・
中

堅
・
ベ
ン

チ
ャ
ー

企
業
を

シ
リ

コ
ン
バ
レ

ー
へ
派

遣

・
ベ
ン
チ

ャ
ー
企

業
へ
の

V
C
投

資
額
の
対

名
目
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比

を
2
0
2
2年

ま
で

に
倍

増
（

現
状

：
0
.0

2
8％

（
2
0
12

-
14

年
の
３
か

年
平
均

）
）

地
域

と
世

界
を

直
結

す
る

一
気

通
貫

の
体

制
整

備

年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

日
本
で
も
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
成
功
事
例
は

生
ま
れ
て
い
る
が
、
世
界
市
場
に
大
き

な
イ
ン
パ
ク
ト
を
与
え
る
グ
ロ
ー
バ

ル
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
創
出
ま
で
に
は

至
っ
て
い
な
い
。
ま
た
、
大
学
や
大
企

業
等
の
潜
在
力
が
十
分
に
発
揮
さ
れ
て

お
ら
ず
、
民
間
に
お
い
て
ベ
ン
チ
ャ
ー

企
業
の
創
出
・
世
界
市
場
へ
の
進
出
が

自
律
的
・
連
続
的
に
行
わ
れ
る
仕
組
み

が
構
築
さ
れ
て
い
な
い
。

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

地
方
も
含
め
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
発
掘
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
政
府
の
関
係
機
関
が
一
体
的
に
支
援
し
、

世
界
市
場
へ
つ
な
げ
て
い
く
一
気
通
貫
の
体
制
を
構
築
す
る
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
地
方
へ
の
案
件
発
掘
キ
ャ
ラ
バ
ン
の
実
施
等
に
よ
り
「
待
ち
」
で
は
な
い
「
攻
め
」
の
案
件
発
掘
を
展
開

す
る

。

•
政
府
機
関
が
合
同
で
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
各
省
・
各
独
法
が
こ

れ
ま
で
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
し
て
き
た
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
人
材
（
VC
、
ア
ク
セ
ラ
レ
ー
タ
、
弁
護
士
、
会
計

士
な
ど
）
の
中
か
ら
政
府
全
体
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
に
係
る
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
を
設
置
し
、
ベ
ン

チ
ャ
ー
企
業
の
世
界
市
場
へ
の
挑
戦
支
援
や
国
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
策
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス
を
実
施
す

る
。

•
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
と
の
架
け
橋
事
業
の
質
を
高
め
、
ア
ジ
ア
、
イ
ス
ラ
エ
ル
、
欧
州
等
へ
拡
充
す
る
。

•
20
20
年
に
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
サ
ミ
ッ
ト
を
開
催
す
る
。

地
方

へ
の

案
件

発
掘

キ
ャ
ラ

バ
ン
の
実
施
等

地
域

と
世

界
の

架
け

橋
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

構
築

起
業

家
、

大
企

業
内

の
新

事
業
に
挑
戦
す
る
人
材
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
人
材
を
シ
リ
コ
ン
バ
レ
ー
に
派
遣
し
、
ベ
ン

チ
ャ

ー
ビ

ジ
ネ

ス
の

ス
キ

ル
向
上
や
提
携
先
発
掘
等
を
後
押
し

日
米

の
大

企
業

・
投

資
家

、
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
等
の
マ
ッ
チ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
を
通
じ
た
、

事
業

提
携

、
共

同
研

究
、

投
資
、
M
&A

等
の
連
携
促
進

グ
ロ
ー
バ
ル
ベ

ン
チ
ャ
ー
サ

ミ
ッ
ト
の
開
催

シ
リ

コ
ン

バ
レ

ー
と

日
本

の
架

け
橋

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ベ
ン
チ
ャ

ー
企
業
の
世
界
市

場
へ
の
挑
戦
を
支

援
す
る
と
と
も
に

、
国
の
ベ
ン
チ
ャ

ー
支
援
策
に
関
す

る
ア
ド
バ
イ
ス
を

実
施

政
府

全
体

の
ベ
ン

チ
ャ

ー
支

援
に
係

る
ア

ド
バ

イ
ザ

リ
ー
ボ

ー
ド

設
置

架
け

橋
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

質
を
高
め
、
ア
ジ
ア
、
イ
ス
ラ
エ
ル
、
欧
州
等
へ
の
拡
充
を
検
討
、
実
施

中
小

企
業

・
中

堅
企

業
・

ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
を
米
国
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
先
端
地
域
に
派
遣
し
、

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
拠

点
の

訪
問
、
現
地
企
業
と
の
交
流
等
を
実
施

各
種

派
遣

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

発
展
さ
せ
な
が
ら
、
複
数
の
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
企
画
と

の
提

携
関

係
を

構
築

グ
ロ

ー
バ

ル
な
ベ

ン
チ

ャ
ー

エ
コ
シ

ス
テ

ム
と

の
連
動

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

⑥
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
創
出
力
強
化
（
ﾍ
ﾞ
ﾝ
ﾁ
ｬ
ｰ
ｴ
ｺ
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
の
構
築
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現
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人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

⑦
成

長
を
担
う
人
材
創
出
（
人
材
育
成
・
教
育
改
革
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
無

線
LA
N
の

普
通

教
室

へ
の

整
備

を
20
2
0
年

度
ま

で
に

1
00

％
を
目
指
す

実
践

的
な

職
業

教
育

を
行

う
新

た
な

高
等

教
育

機
関

の
制

度
化

第
４

次
産

業
革

命
人

材
育

成
推

進
会

議
（

仮
称

）

年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

第
４
次
産
業
革
命
の
時
代
に
対
応
で
き

る
資
質
能
力
を
育
成
す
る
た
め
、
初
等

中
等
教
育
か
ら
高
等
教
育
、
研
究
機
関

の
取
組
を
進
め
る
こ
と
が
必
要

変
化
の
激
し
い
時
代
に
お
い
て
、
人
材

需
要
に
対
応
し
た
職
業
実
践
の
知
識
や

ス
キ
ル
を
提
供
す
る
た
め
、
新
た
な
高

等
教
育
機
関
が
必
要

【
今
後

の
対

応
の

方
向

性
】

第
４
次

産
業

革
命

の
時

代
に

対
応

で
き

る
人

材
を

育
成

す
る

た
め

に
、

初
等

中
等

教
育

に
お

け
る

Ｉ
Ｔ

を
活

用
し

た
教

育
の

全
国

展
開

、
高

等
教

育
に

お
け

る
大

学
院

・
大

学
で

の
数

理
・

情
報

教
育

の
強

化
、

ト
ッ

プ
レ

ベ
ル

の
情

報
人

材
の

育
成

な
ど

、
未

来
社

会
を

見
据

え
た
教

育
改

革
・

人
材

育
成

を
推

進
す

る
。

第
４
次

産
業

革
命

が
進

行
す

る
中

、
中

長
期

的
な

産
業

構
造

等
の

変
革

を
踏

ま
え

、
成

長
産

業
で

活
躍

で
き

る
人

材
を

戦
略

的
に

育
成

す
る
と

と
も

に
、

人
材

需
要

に
対

応
し

た
職

業
実

践
の

知
識

や
ス

キ
ル

を
提

供
で

き
る

体
制

を
整

備
す

る
。

【
具
体

的
な

施
策

】

•
初

等
中

等
教

育
に

お
い

て
、

教
員

の
授

業
力

の
向

上
と

Ｉ
Ｔ

活
用

の
ベ

ス
ト

ミ
ッ

ク
ス

を
図

り
な

が
ら

、
個

に
応

じ
た

教
育

や
対

話
的

・
主

体
的

で
深

い
学

び
の

視
点

に
よ

る
学

習
改

善
、

発
達

段
階

に
即

し
た

プ
ロ

グ
ラ

ミ
ン

グ
教

育
の

必
修

化
な

ど
情

報
活

用
能

力
を

育
成

す
る

教
育

を
は

じ
め

と
す

る
Ｉ

Ｔ
教

育
の

推
進

を
図

る
。

こ
の

よ
う

な
教

育
を

全
国

的
に

実
施

す
る

た
め

、
学

習
指

導
要

領
等

の
見

直
し

を
行

う
。

ま
た

、
Ｉ

Ｔ
教

材
・

コ
ン

テ
ン

ツ
等

の
開

発
普

及
な

ど
、

Ｉ
Ｔ

教
育

推
進

の
た

め
の

教
育

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
の

構
築

を
検

討
す

る
と

と
も

に
、

「
教

育
の

情
報

化
加

速
化

プ
ラ

ン
」

を
今

夏
ま

で
に

策
定

し
、

教
員

養
成

・
研

修
と

学
校

の
Ｉ

Ｔ
環

境
整

備
を

徹
底

す
る

。

•
高
等
教
育
に
お
い
て
、
Io
T・

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
・
人
工
知
能
な
ど
高
度
な
レ
ベ
ル
の
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
テ
ィ
ス
ト
等
を
育
成
す
る
学

部
・
大

学
院

の
整

備
を

促
進

す
る

と
と

も
に

、
数

学
教

育
の

標
準

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
開

発
な

ど
数

理
・

情
報

分
野

の
専

門
人

材
の

育
成

機
能

の
強

化
に

係
る

取
組

を
推

進
す

る
。

•
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
人
材
育
成
の
た
め
、
特
定
国
立
研
究
開
発
法
人
等
で
、
世
界
レ
ベ
ル
の
研
究
者
を
糾
合
し
て
I
o
T・

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
・
人

工
知
能
等
に
関
す
る
研
究
と
人
材
育
成
を
一
体
的
に
行
う
。
ま
た
、
ナ
ノ
テ
ク
・
材
料
分
野
、
地
球
環
境
分
野
な
ど
我
が
国
が
強
み
を
活

か
せ
る
分
野
で
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
等
の
戦
略
的
な
共
有
・
活
用
を
可
能
に
す
る
た
め
の
国
際
研
究
拠
点
を
形
成
し
、
専
門
人
材
を
育
成
す
る
。

•
「

実
践

的
な

職
業

教
育

を
行

う
新

た
な

高
等

教
育

機
関

」
を

制
度

化
し

、
開

学
に

向
け

た
準

備
等

を
進

め
る

。

•
「

第
４

次
産

業
革

命
人
材
育
成

推
進

会
議

（
仮

称
）

」
を
設
置

し
、

産
業

界
で

求
め

ら
れ

る
人

材
層

や
人

材
ス

ペ
ッ

ク
等

を
関

係
省

庁
や

関
係

業
界

が
連

携
し

な
が

ら
適

切
に

描
き

出
す

と
と

も
に

、
必

要
に

応
じ

て
政

策
に

反
映

す
る

。

第
４

次
産

業
革

命
に

対
応

し
た

初
等

中
等

教
育

改
革

第
４
次
産

業
革
命
の
時
代
に

求
め
ら
れ
る
人
材

像
や
資
質
等
の
検

討
、
政
策
へ
の
反

映

実
践

的
な

職
業

教
育

を
行

う
新

た
な

高
等

教
育

機
関

に
つ

い
て

、
中

教
審

の
結

論
を

得
た

上
で

の
制

度
上

の
措

置
を

検
討

・
実

施

改
訂
の
周

知
・
教
科
書
作
成

・
検
定
・
採
択
な

ど
学

習
指

導
要

領
等

の
改

訂

学
校
教
育

の
Ｉ
Ｔ
環
境
整
備

新
指
導
要

領
に
基
づ
く
教
育

課
程
の
実
施

円
滑

な
開

学
に

向
け

た
準

備
新

た
な

高
等

教
育

機
関

の
開

学

立
ち

上
げ

教
育

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
構

築
検

討
教
育
コ
ン

ソ
ー
シ
ア
ム
の
構

築
・
運
用

高
等

教
育

等
に

お
け

る
理

数
教

育
の

強
化

数
理

・
情

報
教

育
強

化
に

向
け

た
調

整
等

学
部
・
大

学
院
の
整
備
促
進

、
標
準
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
の
策
定
等

I
oT
・

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

・
人

工
知
能
等
の
研
究
と
人
材
育
成
を
一
体
的
に

行
う

体
制

を
整

備
し

、
実

施

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
の

共
有
・
活
用
を
可
能
に
し
、

人
材

育
成

等
を

行
う

国
際
研
究
拠
点
を
整
備

よ
り
発
展
的
な
研
究
と
人
材
育
成
を
実
施

国
際
研
究
拠
点
に
お
い
て
、
ハ
イ
レ
ベ
ル
な
専
門
人
材
を
育
成

I
o
T
/
B
D
/
A
I
等

を
牽

引
す

る
ハ

イ
レ

ベ
ル

人
材

の
育

成
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
2
01

7年
末

ま
で

に
5
,
00

0人
の

高
度
人
材

を
認
定

・
2
02
0年

に
は
、

情
報
通

信
業

に
従
事
す

る
外
国

人
Ｉ
Ｔ

人
材

を
３
万
人

か
ら
６

万
人
へ

倍
増

OD
Aに

よ
る

高
度

人
材

育
成

事
業

等
で

輩
出

さ
れ

た
外

国
人

材
の

受
入

促
進

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
生

産
性

革
命

に
向

け
た

取
組

の
加

速
）

⑧
成

長
を
担
う
人
材
創
出
（
外
国
人
材
の
活
用
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

外
国

人
留

学
生

、
海

外
学

生
の

就
職

支
援

強
化

グ
ロ

ー
バ

ル
展
開
す
る
本
邦
企
業
に

お
け

る
外

国
人
従
業
員
の
受
入
促
進

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

人
口
減
少
と
い
う
成
長
制
約
を
打
破
す

る
と
と
も
に
、
我
が
国
人
材
層
の
ダ
イ

バ
ー
シ
テ
ィ
を
高
め
て
経
済
社
会
の
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
力
を
強
化
す
る
た
め
、

多
様
な
働
き
手
の
参
画
を
促
す
こ
と
が

重
要
。

・
高
度
Ｉ

Ｔ
人

材
な
ど
、
日
本
経
済
の
成
長

へ
の
貢
献

が
期

待
さ
れ
る
高
度
な
技
術
、
知

識
を
持
っ

た
外

国
人
材
を
我
が
国
に
惹
き
つ

け
、
長
期

に
わ

た
り
活
躍
し
て
も
ら
う
た
め

に
は
、
外

国
人

の
生
活
環
境
整
備
等
に
加
え
、

在
留
資
格

制
度

の
更
な
る
柔
軟
化
も
必
要
。

・
外
国
人

留
学

生
の
う
ち
、
学
部
卒
の
学
生

７
割
が
日

本
で

の
就
職
を
希
望
し
な
が
ら
、

実
際
に
は

３
割

し
か
就
職
で
き
て
お
ら
ず
、

国
外
に
人

材
が

流
出
し
て
し
ま
っ
て
い
る
。

高
度

外
国

人
材

の
受

入
れ

促
進

OD
Aに

よ
る

高
度
人

材
育

成
事

業
等

で
輩

出
さ

れ
た

外
国

人
材

に
対
す

る
支

援
措
置

の
導

入

特
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
等

を
通

じ
、

留
学

生
の

日
本

へ
の

就
職

率
の

３
割

か
ら

５
割

へ
の

向
上

我
が

国
成

長
に

資
す

る
分

野
へ

の
制

度
拡

大

対
日

直
接

投
資

推
進

会
議

に
お
い

て
、

生
活

環
境

整
備

に
関
す

る
施

策
を

検
討

年
度

施
策

外
国

人
受
入
れ
の
た
め
の

生
活
環
境
整
備

高
度

人
材
ポ

イ
ン
ト

制
の
要

件
見
直

し
・

更
な

る
周
知

世
界

最
速

級
の
日

本
版

高
度
外

国
人

材
グ

リ
ー

ン
カ
ー

ド
の

創
設

製
造

業
外

国
従

業
員

受
入

事
業

の
仕

組
み
の

対
象

分
野

の
拡

大
の

検
討

外
国
人
受
入
れ
の
た
め
の
生
活
環
境
整
備
に
つ
い
て
、
担
当
す
る
省
庁
が
速
や
か
か
つ
着
実
に
実

施

高
度
外
国
人
材
の
受
入
れ
加
速
化

我
が

国
へ

の
貢
献

が
大

き
い
外

国
人

材
の

永
住

許
可

申
請

の
在

り
方
の

検
討

各
大

学
に
特

別
プ
ロ

グ
ラ
ム

を
設
置

す
る

た
め

の
推
進

方
策

の
策

定
、
プ

ロ
グ
ラ

ム
修
了

者
に
対

す
る

在
留

資
格
取

得
上

の
優

遇
措
置

の
導
入

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

優
秀
な

外
国
人

材
を
我

が
国

に
呼
び

込
む

た
め
、

魅
力

的
な
受
入
れ
の
仕
組
み
や
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ
り
、
政
府
と

し
て

開
か

れ
た

日
本
の

メ
ッ

セ
ー
ジ

を
発

信
す
る

。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
高

度
外

国
人

材
の

永
住

許
可

申
請

に
要

す
る

在
留

期
間

を
現

行
の

５
年
か

ら
大
幅

に
短
縮

す
る
世

界
最
速

級
の
日

本
版
高

度
外
国

人
材
グ

リ
ー

ン
カ

ー
ド

を
創

設
す

る
と

と
も

に
、

高
度

人
材

ポ
イ

ン
ト

制
を
よ
り

活
用
し

や
す
い

も
の
と

す
る
観

点
か
ら

の
要
件

の
見
直

し
及
び

更
な

る
周
知

を
促
進

す
る
。

ま
た
、

高
額
投

資
家
並

び
に

Io
T及

び
再

生
医
療

等
の
成

長
分
野

に
お
け

る
人
材

の
う
ち

、
我
が

国
へ
の

貢
献
が

大
き

い
外

国
人

材
の

永
住

許
可

申
請

の
在

り
方

に
つ

い
て

検
討

を
進

め
、
可

能
な
限

り
速
や

か
に
結

論
を
得

る
。

•
外

国
人
留

学
生
の

日
本
国

内
で
の

就
職
率

を
現
状

3割
か
ら

5割
に

向
上
さ

せ
る
こ

と
を
目

指
し
、

各
大
学

が
日
本

語
教
育

、
イ
ン

タ
ー
ン

シ
ッ

プ
、

キ
ャ

リ
ア

教
育

な
ど

を
含

め
た

特
別

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

策
定
す
る

こ
と
を

支
援
し

、
プ
ロ

グ
ラ
ム

所
管
省

庁
の
適

切
な
関

与
の
下

で
、

プ
ロ

グ
ラ

ム
修

了
者

に
対

す
る

在
留

資
格

取
得

上
の

優
遇

措
置

を
講
じ
る

。

•
O
D
A
に

よ
る

高
度

人
材

育
成

事
業

等
で

輩
出

さ
れ

た
外

国
人

材
に

対
し

、
日

本
へ

の
留

学
、

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

、
ジ

ョ
ブ

フ
ェ

ア
、

就
職

マ
ッ

チ
ン

グ
等

の
支

援
を

行
う

と
と

も
に

、
事

業
所

管
省

庁
の

適
切
な
関

与
の
下

で
、
在

留
資
格

取
得
上

の
優
遇

措
置
を

講
じ
る

。

•
我

が
国

企
業

の
強

み
を

活
か

し
た

グ
ロ

ー
バ

ル
展

開
を

促
進

す
る

た
め
、

製
造
業

外
国
従

業
員
受

入
事
業

の
仕
組

み
に
つ

い
て
、

製
造
業

以
外

の
我

が
国

成
長

に
資

す
る

分
野

へ
の

拡
大

を
検

討
、

結
論

を
得

る
。

•
外

国
人

雇
用

状
況

届
出

と
在

留
カ

ー
ド

の
記

載
方

法
を

統
一

す
る

等
に
よ

り
、
外

国
人
の

就
労
・

在
留
状

況
を
把

握
す
る

仕
組
み

を
来
年

末
ま

で
に

改
善

す
る

と
と

も
に

、
オ

ン
ラ

イ
ン

化
を

含
め

た
在

留
資

格
手
続

の
円
滑

化
・
迅

速
化
に

つ
い
て

、
平
成

3
0
年
度

よ
り
開

始
す
る

べ
く

、
所

要
の

準
備

を
進

め
る

。

•
外

国
人

の
子

供
の

教
育

環
境

の
充

実
、

日
本

人
児

童
生

徒
に

対
す

る
英
語

教
育
の

確
実
な

実
施
、

外
国
人

患
者
受

入
体
制

が
整
備

さ
れ
た

医
療

機
関

等
、

外
国

人
が

利
用

で
き

る
日

常
生

活
に

不
可

欠
な

施
設

等
の
増

加
及
び

そ
の
場

所
の
情

報
発
信

な
ど
、

生
活
環

境
整
備

を
進
め

る
。

在
留

管
理

基
盤

の
強

化
在
留
管
理
基

盤
強

化
と
在

留
資

格
手
続
の
円
滑

化
・

迅
速

化

外
国

人
の

就
労
状

況
を

把
握
す

る
仕

組
み

の
改

善

在
留

資
格

手
続

の
円

滑
化

・
迅

速
化

に
向

け
た

所
要
の
準
備

オ
ン

ラ
イ

ン
化

を
含

め
た

在
留

資
格

手
続

の
円

滑
化

・
迅

速
化
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

生
涯
を
通

じ
た
予

防
に
よ

り
、

平
均
寿
命

を
上
回

る
健
康

寿
命

の
延

伸
加

速
を

実
現

し
、

2
0
2
5

年
ま
で
に

健
康
寿

命
を
２

歳
以

上
延
伸

2
01

0年
：

男
性

7
0.

4
2歳

女
性

7
3
.6

2歳

2
01

3年
：

男
性

7
1.

1
9歳

女
性

7
4
.2

1歳

2
0
2
0年

に
市

場
規

模
を

26
兆

円
へ

年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

社
会
保
障
費
を
適
正
化
し
つ
つ
、
公
的

保
険
外
サ
ー
ビ
ス
の
市
場
拡
大
と
、
国

民
の
健
康
増
進
・
生
活
の
質
の
向
上
を

図
る
こ
と
が
必
要
。

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

多
様

な
公

的
保

険
外
サ

ー
ビ

ス
を
創

出
し

つ
つ
、

医
療

・
介
護
の
質
や
生
産
性
の
向
上
、
国
民
の
生
活
の
質
の
向
上
を
図
っ

て
い

く
。

ま
た

、
革
新

的
な

医
薬
品

・
医

療
機
器

等
の

開
発
等
に
よ
り
、
グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
を
獲
得
す
る
。
カ
ギ
は
デ
ー

タ
・

技
術

の
利

活
用
と

、
関

係
者
の

連
携

の
促
進

。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
個

人
の
予

防
・

健
康
づ

く
り

に
向
け

た
行

動
変
容

に
つ

な
が
る
サ
ー
ビ
ス
や
、
介
護
を
支
え
る
選
択
肢
を
充
実
さ
せ
る
多

様
な

サ
ー

ビ
ス

が
提
供

・
活

用
さ
れ

る
よ

う
、
民

間
事

業
者
や
医
療
介
護
関
係
者
等
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
連
携
し
て

効
果

的
な

サ
ー

ビ
ス
が

創
出

さ
れ
て

い
く

仕
組
み

を
構

築
す
る
。

•
ロ

ボ
ッ
ト

・
セ

ン
サ
ー

技
術

や
Ｉ
Ｃ

Ｔ
・

デ
ー
タ

の
活

用
に
よ
り
、
医
療
・
介
護
現
場
の
負
担
を
軽
減
し
な
が
ら
サ
ー
ビ

ス
の

質
・

生
産

性
を
最

大
限

向
上
さ

せ
る

。
•

医
療

・
健

康
等

の
情
報

が
バ

ラ
バ
ラ

に
保

管
さ
れ

て
い

る
現
状
か
ら
、
統
合
的
・
効
果
的
に
活
用
で
き
る
基
盤
を
構
築
す

る
。

具
体

的
に

は
、
医

療
等

ID
の
整

備
、

医
療
等

デ
ー
タ
の
徹
底
的
な
デ
ジ
タ
ル
化
等
を
進
め
る
と
と
も
に
、
治
療
や
検

査
の

デ
ー

タ
を

収
集
し

て
安

全
に
管

理
・

匿
名
化

す
る

機
関
に
係
る
制
度
や
、
多
様
な
情
報
の
予
防
・
健
康
づ
く
り
へ
の

活
用

モ
デ

ル
の

構
築
等

に
つ

い
て
検

討
を

進
め
る

。
•

先
制

医
療

や
個

別
化
医

療
、

再
生
医

療
を

活
用
し

た
効

果
的
な
医
療
の
実
現
を
支
え
る
革
新
的
な
医
薬
品
・
医
療
機
器
等

の
開

発
を

推
進

す
る
と

と
も

に
、
医

療
系

ベ
ン
チ

ャ
ー

支
援
や
現
場
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
製
品
開
発
の
た
め
の
関
係
者

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構
築

等
を

進
め
る

。
ま

た
、
医

療
の

国
際
展
開
や
、
感
染
症
対
策
を
は
じ
め
と
す
る
保
健
分
野
で
の
国

際
協

力
を

積
極

的
に
進

め
る

。
こ
れ

ら
を

通
じ
て

、
グ

ロ
ー
バ
ル
市
場
を
獲
得
し
て
い
く
。

•
地

域
医
療

連
携

推
進
法

人
の

活
用
等

に
よ

り
、
地

域
で

の
医
療
介
護
連
携
、
医
療
機
関
の
最
適
な
事
業
運
営
、
多
様
な
公

的
保

険
外

サ
ー

ビ
ス
と

の
連

携
を
進

め
る

。

公
的
保
険
外
の
民
間
事
業
者
や
医
療
介
護
関

係
者

の
連
携
体
制
構
築

ロ
ボ
ッ
ト
・
セ
ン
サ
ー
等
の
技
術
を
活
用
し
た
介
護
現
場
の

負
担
軽
減
・
生
産
性
向
上
に
向
け
た
制
度
的
対
応
に
つ
い
て

検
討
・
結
論

多
様
な
保
険
外
サ
ー
ビ
ス
を
活
用
し
な
が
ら
健
康
・

予
防

活
動

に
取

り
組
む

社
会

へ

ロ
ボ
ッ
ト
・
セ
ン
サ
ー
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
の
技
術
を
最

大
限
活

用
し

、
医

療
・
介

護
制

度
が

、
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
高
さ
・
生
産
性
も
評
価
さ
れ
る

シ
ス
テ

ム
と

な
る

よ
う
検

討
・

対
応

を
進
め

る

医
療
等
ID
の

在
り
方
検
討

シ
ス
テ
ム

構
築
準
備

シ
ス
テ
ム

開
発

段
階
的
な
運
用
開
始

本
格

運
用
開

始

地
域
医
療
情
報
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
支
援

全
国
普
及
し
た
地
域
医
療
情
報
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
を
活

用
し

た
医

療
等
の

実
現

Ｉ
Ｃ

Ｔ
利
活
用

医
療

・
健

康
等

の
Ｉ

Ｃ
Ｔ

基
盤

に
係

る
制

度
整

備
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
利
活
用
基
盤
や
、
各
種
の
個
人
情
報
の

統
合

的
な

活
用

基
盤

を
通

じ
、

質
の

高
い

医
療
・
健
康
等
関
連
サ
ー
ビ
ス
を
実
現
、
市
場
拡
大
に
も

寄
与

医
薬
品
・
医
療

機
器
等

先
制
医
療
や
個
別
化
医
療
、
再
生
医
療
等
を
活
用

し
た
効

果
的

な
医

療
を
実

現
し

つ
つ

、
グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
を
獲
得
へ

地
域
医
療

連
携

推
進
法
人

改
正
医
療
法
の
施
行
準
備
、

大
学
附
属
病
院
別
法
人
化

地
域
医
療
連
携
推
進
法
人
を
活
用
し
た
、
質
が
高
く

効
率

的
な

医
療
提
供
体
制
を
実
現
。
介
護
や
公
的
保
険
外
サ
ー

ビ
ス

と
も

連
携

必
要

に
応
じ

て
制

度
改

善

20
18

年
度

診
療
報
酬
・

介
護
報
酬
同

時
改
定
、

医
療
計
画
・

介
護
保
険
事

業
計
画
同
時

策
定

研
究
開
発
基
盤
の
整
備
、
関
係
者
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
構
築
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
、
医
療
の

国
際
展
開
、
国
際
保
健
へ
の
貢
献

等

公
的
保
険

外
サ

ー
ビ
ス
、

ロ
ボ
ッ
ト
等
活

用

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑨
新

た
な
有
望
成
長
市
場
の
創
出
（
世
界
最
先
端
の
健
康
立
国
へ
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現
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人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑩
新

た
な
有
望
成
長
市
場
の
創
出
（
環
境
・
ｴﾈ

ﾙ
ｷ
ﾞ
ｰ
制
約
の
克
服
と
投
資
拡
大
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

省
エ

ネ
・

再
エ

ネ
・
資

源
な

ど
エ
ネ

ル
ギ

ー
・
環

境
分

野
の
取
組
の
強
化
に
よ
り
、
経
済
成
長
と
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
抑

制
を

併
せ

て
実

現
す
る

。
ま

た
、
資

源
安

全
保
障

を
強

化
す
る
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
産

業
ト
ッ

プ
ラ

ン
ナ
ー

制
度

(ベ
ン

チ
マ
ー

ク
制
度

)の
流
通
・
サ
ー
ビ
ス
業
へ
の
拡
大
、
新
築
住
宅
・
建
築
物
の
省
エ
ネ

化
、

ネ
ッ

ト
・

ゼ
ロ
・

エ
ネ

ル
ギ
ー

・
ハ

ウ
ス
（

ZE
H）

/
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ
ル
（
Z
EB
）
の
普
及
、
省
エ

ネ
リ

フ
ォ

ー
ム

の
倍
増

、
次

世
代
自

動
車

の
普
及

、
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
整
備
、
国
民
運
動
の
展
開
を
促
進
す
る
。

•
固

定
価
格

買
取

制
度
及

び
関

連
制
度

の
一

体
改
革

、
系

統
制
約
の
解
消
、
再
エ
ネ
拡
大
に
向
け
た
研
究
開
発
や
規
制
制
度

改
革

を
進

め
る

。

•
ネ

ガ
ワ
ッ

ト
取

引
市
場

の
創

設
等
、

需
要

家
側
の

エ
ネ

ル
ギ
ー
リ
ソ
ー
ス
を
活
用
し
た
需
給
調
整
に
向
け
た
取
組
を
進
め

る
と

と
も

に
、

事
業
者

に
発

電
効
率

の
向

上
や
低

炭
素
化
を
政
策
面
か
ら
促
し
、
進
捗
状
況
を
評
価
す
る
。
ま
た
、
革
新

的
技

術
の

研
究

開
発
を

強
化

す
る
。

•
資

源
開
発

投
資

を
促
進

す
る

た
め
の

リ
ス

ク
マ
ネ

ー
の

供
給
等
の
支
援
策
を
積
極
的
に
展
開
、
海
洋
資
源
等
の
調
査
・
開

発
推

進
、

非
鉄

金
属
を

含
む

二
次
資

源
の

有
効
利

用
、
国
内
外
を
つ
な
ぐ
L
N
G
・
天
然
ガ
ス
取
引
環
境
の
整
備
、
安
全
性
の

確
認

さ
れ

た
原

発
の
再

稼
働

を
進
め

る
。

•
途

上
国
に

対
し

、
エ
ネ

ル
ギ

ー
政
策

体
系

の
構
築

・
具

体
化
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
の
た
め
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の

構
築

や
高

効
率

火
力
発

電
の

導
入
等

を
支

援
す
る

と
と
も
に
、
二
国
間
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
の
更
な
る
展
開
を
図
る
。
ま
た
、

ア
ジ

ア
・

太
平

洋
諸
国

に
対

し
、
廃

棄
物

の
収
集

シ
ス
テ
ム
や
処
理
施
設
の
導
入
等
に
つ
い
て
支
援
を
行
う
。

•
エ

ネ
ル
ギ

ー
シ

ス
テ
ム

改
革

を
着
実

に
実

行
す
る

。

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

再
生
エ
ネ
導
入
拡
大

ﾈｶ゙
ﾜｯ
ﾄ取

引
市
場
の
創
設
・
育
成

年
度

施
策

固
定

価
格

買
取

制
度

の
改

革

産
業

ト
ッ

プ
ラ

ン
ナ

ー
制

度
（
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
制
度
）
の
対
象
に
つ
い
て
、

全
産

業
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
量
の
7割

を
カ
バ
ー
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

窓
及

び
断

熱
材

等
に

よ
る
断

熱
改
修
を
支
援
し

、
20
20
年
ま
で
に

省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー

ム
を
倍
増

20
20
年
ま

で
に
ハ
ウ
ス
メ
ー

カ
ー
等
の
新
築
す

る
注
文
戸
建
住
宅

の
過
半
数
で

ZE
Hを

実
現

20
20
年
ま

で
に
新
築
公
共
建

築
物
等
で
の

ZE
Bの

実
現
を
目
指
す

燃
料

電
池

自
動

車
や

電
気
自

動
車
等
の
導
入
補

助

充
電

設
備

の
整

備
、

水
素
ス

テ
ー
シ
ョ
ン
の
整

備

20
30
年
ま

で
に
乗
用
車
の
新

車
販
売
に

占
め
る
次

世
代
自
動
車
の
割

合
を
5～

7
割
と
す
る

こ
と
を
目
指
す

E
V
・

PH
V
:
普

及
台

数
を

2
0
2
0
年

に
最

大
1
0
0
万

台
と

す
る

こ
と

を
目

指
す

FC
V：

普
及
台
数
を
20
20
年
ま

で
に
4万

台
程
度
、

20
30
年
ま
で
に

80
万
台
程
度

と
す
る
こ

と
を
目
指
す

建
築

物
省

エ
ネ

法
を

施
行

（
大
規
模
建
築
物
の
省
エ
ネ
基
準
適
合
義
務
化
）
、
新
築
住
宅
・
建
築
物
の
省
エ
ネ
基
準
へ

の
段

階
的

な
適

合
義

務
化

次
世

代
デ

バ
イ

ス
、

次
世

代
太
陽
光
、
次
世
代

地
熱
、
次
世
代
蓄

電
池
、
水
素
等
（

製
造
・
貯
蔵
・
輸

送
・
利

用
）
等
の

革
新
的
な
技
術
の

研
究

開
発

を
重

点
化

す
る

と
と

も
に
、
政
府
が
一

体
と
な
っ
た
研
究

開
発
体
制
を
強
化

産
業
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度

の
拡
充

住
宅
・
建
築
物
の

省
エ
ネ
化
等
の
推
進

次
世
代
自
動
車
の
普
及
促
進

コ
ン

ビ
ニ

を
対

象
に

追
加

規
制

制
度

改
革

及
び

研
究
開

発
の
推
進
等

革
新
的
技
術
の
研
究
開
発
強
化

エ
ネ

ル
ギ

ー
・

環
境

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
戦

略
の

策
定

ト
ッ

プ
ラ

ン
ナ

ー
制
度

に
断

熱
材

・
窓
を

追
加

取
引
市
場

の
創
設

(
2
01
7年

中
）

取
引

ル
ー

ル
の

策
定

通
信

規
格

の
整

備
等

50
MW
級
の

バ
ー
チ
ャ
ル
パ
ワ

ー
プ
ラ
ン
ト
構
築

に
向

け
た
実
証

を
行
う

20
30
年
の

新
築
住
宅
及
び
新

築
建
築
物

に
つ
い
て

平
均
で
ZE
H,
ZE
Bの

実
現
を
目

指
す

エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
改
革

の
着
実

な
実

行

電
力

小
売

全
面

自
由

化
（

4月
）

ガ
ス
小
売
全
面
自
由
化
(
4
月
）

ガ
ス
小
売
料
金
の
規
制
撤
廃

（
競
争
状
態
が
不
十
分
な
事
業
者
に
お
い
て
は
料
金
規
制
を
残
す
）

送
配
電
部
門
の
法
的
分

離
（

4月
）

ガ
ス

導
管

部
門

の
法

的
分

離
（

大
手

3
社

）
小
売

電
気

料
金

の
規

制
撤

廃
（
事

業
者

ご
と
に

競
争

状
態
を

見
極

め
解

除
）

電
力

広
域

的
運
営

推
進

機
関

設
立

（
4月

）
電

力
取

引
監

視
等

委
員

会
設

立
（

9月
）

20
30
年
に

国
産
を
含
む
石
油

・
天
然
ガ
ス

を
合
わ
せ

た
自
主
開
発
比
率

を
40
%以

上
と
す
る

ﾘｽ
ｸﾏ
ﾈｰ
の

供
給
体
制
の
強
化

国
内
外
を
つ
な
ぐ
LN
G・

天
然
ガ
ス

取
引

環
境

の
整

備

安
定

的
な

資
源

の
供

給
確

保
の

た
め

、
積

極
的

に
政
策
対
応
を
行

う
集
中
投
資
期
間

を
設
定
し
、
我
が

国
企
業
に
よ
る
国

内
外
の
継
続
的
な

上
流
開
発
投
資
の

支
援
を
行
う
。

20
20
年
代

前
半
ま
で
に
日
本

を
中
心
に

LN
G取

引
を
増
加
さ
せ
、
我

が
国
を
LN
G取

引
の

グ
ロ
ー
バ
ル
・
ハ

ブ
と
す
る
こ
と
を

目
指
す
。

商
用
水
素

ス
テ
ー
シ
ョ
ン
を

20
20
年
度

ま
で
に

16
0箇

所
程
度
、

20
25
年
度
ま

で
に

32
0箇

所
程
度
整
備
す
る

節
電
し
た

電
力
量
を
取
引
す

る
「
ネ
ガ

ワ
ッ
ト
取

引
市
場
」
を
、

20
17
年
中
に

創
設
す
る

【
経
済
成

長
に
向

け
た
課

題
】

環
境
・

エ
ネ

ル
ギ

ー
制

約
を
新
た
な
投
資
の

拡
大
に

つ
な
げ
、
経
済
成
長
と
温
室
効
果
ガ
ス
の
20
30
年
度

削
減
目

標
の

達
成

を
併

せ
て
実
現
す
る
こ
と
が
必
要
。

エ
ネ
ル

ギ
ー

シ
ス

テ
ム

改
革
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

市
場
の

業
種

ご
と

の
垣

根
が
な
く
な
っ
た
こ
と
、
情

報
技
術

の
進

展
に

よ
り

、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
一
括
管
理

が
可
能

と
な

っ
た

こ
と

等
に
よ
り
、
一
層
の
省
エ
ネ

や
ﾈｶ
ﾞﾜ

ｯﾄ
取
引
等
の
新
た
な

エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ネ
ス

の
展
開

が
可

能
と

な
る

。

野
心
的

な
エ

ネ
ル

ギ
ー

ミ
ッ
ク
ス
と
長
期
的
な
温
室

効
果
ガ

ス
の

大
幅

削
減

の
実
現
に
向
け
、
革
新
的
技

術
開
発

、
新

た
な

仕
組

み
の
構
築
が
進
み
、
将
来
的

に
大
き

な
価

値
の

創
出

が
期
待
さ
れ
る
。

資
源
価

格
の

長
期

低
迷

を
背
景
に
世
界
的
な
資
源
開

発
投
資

が
停

滞
す

る
中

、
委
縮
す
る
世
界
の
資
源
開

発
投
資

を
け

ん
引

す
る

こ
と
に
よ
り
、
世
界
経
済
の

持
続
的

な
成

長
を

支
え

る
と
と
も
に
、
将
来
の
資
源

価
格
高

騰
リ

ス
ク

を
回

避
す
る
措
置
を
講
じ
る
必
要

が
あ
る

。
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
ス
ポ
ー

ツ
市
場

規
模
：

20
2
5年

1
5
兆

円

・
成

人
の

週
1
回

以
上

の
ス

ポ
ー

ツ
実
施

率
：

20
2
1年

6
5％

・
文
化
Ｇ

Ｄ
Ｐ
：

20
2
5年

約
1
8兆

円

（
対
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比

３
％
程

度
）

文
化
財
の
「
稼

ぐ
」
力

の
強
化
・
積
極

的
活
用

年
度

施
策

【
経
済
成

長
に

向
け
た
課
題
】

欧
米
で
は

、
ス

ポ
ー
ツ
産
業
の
市
場
規
模
が

過
去
10
年

間
に

大
き
く
拡
大
す
る
一
方
、
日

本
は
逆
に

縮
小

。
我
が
国
ス
ポ
ー
ツ
の
「
稼

ぐ
力
」
を

強
化

し
、
市
場
を
拡
大
す
る
こ
と

が
必
要
。

先
進
各
国

に
お

い
て
、
文
化
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
国
内

総
生
産
に

占
め

る
割
合
は
３
～
４
％
で
あ
る

の
に
対
し

、
我

が
国
は
低
水
準
。
文
化
芸

術
・
文
化

資
源

の
更
な
る
利
活
用
や
、
幅
広

い
文
化
関

連
産

業
の
「
稼
ぐ
力
」
の
強
化
が

必
要
。

（
注
）

「
ス
ポ
ー
ツ
産
業
の
市
場
規
模
」
及
び
「
文
化
Ｇ
Ｄ

Ｐ
」

に
つ
い
て
は
、
世

界
各
国
共
通
の
明
確
な
定
義
は

な
い

。

ス
ポ
ー
ツ
の

成
長
産
業
化

文
化
芸
術

の
「

稼
ぐ
」
力

の
強
化

・
積
極

的
活
用

20
20

年
以

降
を

見
据

え
、

・
施

設
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

活
用

促
進

、
建

設
・

改
修

計
画

へ
の

反
映

・
競

技
団

体
等

、
コ

ン
テ

ン
ツ

ホ
ル

ダ
ー

の
経

営
力

・
ガ

バ
ナ

ン
ス

強
化

・
ス

ポ
ー

ツ
産

業
関

連
人

材
の

育
成

・
確

保
・
ス

ポ
ー

ツ
を

核
と

し
た

、
新

ス
ポ

ー
ツ

産
業

の
創

出

「
ス
ポ
ー

ツ
未
来
開

拓
会
議
」

に
お
け
る

議
論

ス ポ ー ツ 庁 発 足

ス
ポ

ー
ツ

基
本

計
画

改
定

・
地
域
の
文
化

財
の
戦
略
的
活
用

、
適

切
な

サ
イ

ク
ル

の
修

理
・

美
装

化
、

施
設

の
機

能
強

化
・
日
本
遺
産
を

は
じ
め
、
文
化
財

を
中

核
と

す
る

観
光

拠
点

整
備

・
文
化
財
解
説

の
多
言
語
化
等
を

通
じ

た
、

文
化

財
の

価
値

・
魅

力
の

効
果

的
発

信

・
芸
術
祭
や
く

ら
し
の
文
化
な
ど

、
文

化
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
仮

称
）

を
通

じ
た

地
域

の
文

化
芸

術
資

源
の

掘
り

起
こ

し
・
高
い
経
済
効

果
の
創
出
と
人
材

育
成

を
重

視
し

た
、

文
化

芸
術

の
創

造
支

援
と

海
外

発
信

・
多
様
性
を
包

容
す
る
文
化
の
力

を
活

用
し

、
障

害
者

・
外

国
人

等
あ

ら
ゆ

る
人

々
が

活
躍

す
る

場
を

創
出

し
、

文
化

芸
術

活
動

の
裾

野
を

拡
大

・
コ
ン
テ
ン
ツ

・
デ
ザ
イ
ン
等
を

軸
と

し
た

異
分

野
融

合
を

促
進

す
る

環
境

整
備

及
び

人
材

育
成

オ
リ

パ
ラ

【
今

後
の

対
応

の
方

向
性

】
①

ポ
ス

ト
20
20
年

を
見

据
え

た
、

ス
ポ

ー
ツ

で
収

益
を

上
げ

、
そ

の
収
益

を
ス
ポ

ー
ツ
へ

再
投
資

す
る
自

律
的
好

循
環
モ

デ
ル
の

形
成
（

負
担

（
コ

ス
ト

セ
ン

タ
ー

）
か

ら
収

益
（

プ
ロ

フ
ィ

ッ
ト

セ
ン

タ
ー

）
へ

）
、

②
新
た

な
ス
ポ

ー
ツ
市

場
の
創

出
（
ス

ポ
ー
ツ

を
コ
ア

と
し
た

周
辺
産

業
と

の
融

合
、

ス
ポ

ー
ツ

人
口

の
増

加
）

等
に

よ
り

、
ス

ポ
ー

ツ
産

業
を

成
長
さ

せ
る
。

文
化

行
政

の
コ

ン
セ

プ
ト

に
つ

い
て

「
保

存
継

承
」

の
み

で
は

な
く

「
活

用
」
や

「
ビ
ジ

ネ
ス
」

の
視
点

を
強
化

す
る
。

新
た
な

政
策
ニ

ー
ズ
へ

の
対

応
に

必
要

な
機

能
強

化
を

図
る

こ
と

や
、

各
分

野
、

各
地

域
・

国
内

外
に
お

い
て
民

間
活
力

・
技
術

を
積
極

的
に
取

り
入
れ

る
こ
と

な
ど
に

よ
り

、
国

家
戦

略
と

し
て

文
化

Ｇ
Ｄ

Ｐ
の

拡
大

を
目

指
す

。

【
具

体
的

な
施

策
】

＜
ス

ポ
ー

ツ
＞

•
施

設
の

立
地

・
ア

ク
セ

ス
、

規
模

、
付

帯
施

設
、

サ
ー

ビ
ス

等
、

整
備
や

運
用
に

関
す
る

ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

を
策
定

す
る
。

•
競

技
団

体
等

の
コ

ン
テ

ン
ツ

ホ
ル

ダ
ー

の
経

営
力

強
化

、
新

事
業

創
出
等

を
推
進

す
る
。

ま
た
、

ス
ポ
ー

ツ
経
営

人
材
育

成
・
確

保
を
推

進
す

る
。

•
施

設
、

用
品

、
サ

ー
ビ

ス
・

情
報

産
業

に
留

ま
ら

な
い

ス
ポ

ー
ツ

関
連
産

業
（
Ｉ

Ｔ
、
食

、
健
康

医
療
、

フ
ァ
ッ

シ
ョ
ン

、
観
光

、
コ
ン

テ
ン

ツ
、

ア
ミ

ュ
ー

ズ
メ

ン
ト

等
）

の
拡

大
を

図
る

。
•

参
加

し
や

す
い

新
し

い
ス

ポ
ー

ツ
の

開
発

・
普

及
等

や
、

職
域

に
お
け
る

身
近
な

運
動
の

推
奨
、

ラ
イ
フ

ス
テ
ー

ジ
に
応

じ
た
運

動
・
ス

ポ
ー

ツ
プ

ロ
グ

ラ
ム

等
の

充
実

、
障

害
者

ス
ポ

ー
ツ

の
環

境
整

備
等
の
方

策
に
つ

い
て
検

討
す
る

。

＜
文

化
＞

•
世

界
に

伍
す

る
文

化
産

業
（

文
化

Ｇ
Ｄ

Ｐ
拡

大
）

を
目

指
す

ロ
ー

ド
マ
ッ

プ
を
策

定
す
る

。
•

2
0
2
0年

東
京

オ
リ

ン
ピ

ッ
ク

・
パ

ラ
リ

ン
ピ

ッ
ク

競
技

大
会

を
契

機
と

す
る

文
化

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

b
ey
o
nd
 
20
2
0 
プ

ロ
グ

ラ
ム

）
等

に
よ

り
、

民
需

主
導

の
文

化
芸

術
振

興
モ

デ
ル

を
確

立
・

展
開

す
る

。
•

新
た

な
技

術
、

分
野

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
・

融
合

（
「

文
化

×
Ｉ

Ｔ
」
等
）

や
文
化

に
密
接

に
関
連

し
た
コ

ン
テ
ン

ツ
・
デ

ザ
イ
ン

等
へ
の

投
資

に
よ

り
、

新
た

な
サ

ー
ビ

ス
・

製
品

・
雇

用
を

創
出

す
る

。
•

文
化

を
支

え
る

ア
ー

テ
ィ

ス
ト

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
・

プ
ロ

デ
ュ

ー
サ
ー
の

支
援
及

び
人
材

育
成
を

進
め
る

。

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑪
新

た
な
有
望
成
長
市
場
の
創
出
（
ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
の
成
長
産
業
化
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

既
存
住
宅

流
通
の

市
場
規

模
４
兆
円

（
平
成

2
5
年
）

→
８
兆
円

（
平
成

3
7
年
）

リ
フ
ォ
ー

ム
の
市

場
規
模

７
兆
円

（
平
成

2
5
年
）

→
1
2兆

円
（
平
成

37
年
）

住
宅
が
資
産
と

し
て

評
価
さ
れ
る
既

存
住

宅
流
通
市
場
の

形
成

年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

住
宅
の
資
産
価
値
が
市
場
で
評

価
さ
れ
ず
、
適
正
な
価
格
で
売

却
す
る
こ
と
等
が
で
き
な
い
こ

と
が
、
老
後
に
備
え
た
貯
蓄
性

向
を
上
げ
て
い
る
（
消
費
性
向

が
上
が
ら
な
い
）
。

経
済
成
長
に
向
け
、
Io
T住

宅
、

健
康
住
宅
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
住

宅
化
等
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ

り
、
新
た
な
産
業
の
創
出
・
育

成
を
図
る
こ
と
が
有
効
。

若
年
・
子
育
て
世
帯
の
住
居
費

等
負
担
が
大
き
い
。

【
今

後
の
対
応

の
方

向
性
】

住
宅
が
資
産
と
し
て
評
価
さ
れ
る
既
存
住
宅
流
通
市
場
を
形
成
す
る
。
ま
た
、
次
世
代
住
宅
（
Io
T住

宅
、
健
康
住
宅
、
セ
キ
ュ

リ
テ

ィ
住
宅
等

）
の

普
及
を

促
進

す
る
。

更
に

、
既
存

住
宅

を
活
用

し
て

若
年
・

子
育

て
世
帯

の
住

居
費
等

の
負

担
を
軽

減
す

る
。

【
具

体
的
な
施

策
】

•
資

産
価

値
が
評

価
さ

れ
る
流

通
・

金
融
等

の
仕

組
み
の

構
築
、
既
存

住
宅

の
質
を

担
保

す
る
イ

ン
ス

ペ
ク
シ

ョ
ン

・
瑕
疵

保
険

の
普

及
促
進

、
品

質
と
商

品
と

し
て
の

魅
力

を
兼
ね

備
え
る
プ
レ

ミ
ア

ム
既
存

住
宅

（
仮
称

）
の

登
録
制

度
の

創
設
、

省
エ

ネ
・

長
期
優

良
住

宅
化
リ

フ
ォ

ー
ム
等

の
促

進
を
通

じ
て
、
既
存

住
宅

流
通
活

性
化

を
図
る

。
ま

た
、
空

き
家

の
多
い

マ
ン

シ
ョ

ン
の
建

替
え

等
の
促

進
に

向
け
た

合
意

形
成
ル

ー
ル
の
合
理

化
、

空
き
家

や
旧

耐
震
住

宅
の

除
却
・

建
替

え
等
の

促
進

、
空

き
家
等

の
所

有
者
の

把
握

を
容
易

に
し

、
そ
の

除
却
や
建
替

え
等

を
進
め

る
た

め
の
相

続
登

記
の
促

進
に

向
け
た

制
度

の
検

討
等
に

よ
り

、
不
良

資
産

の
解
消

と
新

規
投
資

を
促
進
す
る

。
•

Io
T技

術
な
ど
、
新
技
術
・
次
世
代
技
術
を
活
用
す
る
住
宅
の
普
及
を
促
進
す
る
。

•
既

存
住

宅
を
活

用
し

た
若
年

・
子

育
て
世

帯
の

住
居
費

等
の
負
担
の

軽
減

：
若
年

・
子

育
て
世

帯
が

、
必
要

な
質

や
広
さ

を
備

え
た

住
宅
に

低
廉

な
家
賃

で
入

居
が
容

易
に

な
る
よ

う
、
空
き
家

や
民

間
賃
貸

住
宅

を
活
用

し
た

新
た
な

仕
組

み
を
構

築
す

る
。

若
年
・

子
育

て
世
帯

の
既

存
住
宅

取
得

等
を
促

進
す
る
と
と

も
に

、
公
的

賃
貸

住
宅
団

地
の

建
替
え

等
を

契
機
と

し
た

子
育

て
支
援

施
設

等
の
誘

致
、

民
間
の

住
宅

団
地
等

に
お
け
る
子

育
て

支
援
施

設
等

の
整
備

を
進

め
る
。

プ
レ

ミ
ア

ム
既

存
住

宅
（

仮
称

）
登

録
制

度
創

設

次
世

代
住

宅
の

普
及

促
進

Io
T技

術
な
ど
、

新
技
術

・
次

世
代

技
術

を
活

用
す

る
住

宅
の

普
及

促
進

省
エ

ネ
、

長
期

優
良

住
宅

化
リ

フ
ォ

ー
ム

等
の

促
進

プ
レ
ミ
ア

ム
既
存
住
宅
（
仮

称
）
登
録
制
度
の

普
及
促
進イ

ン
ス
ペ
ク
シ
ョ

ン
、
瑕
疵

保
険
の

普
及
促
進

空
き

家
や

旧
耐

震
住

宅
の

除
却

・
建

替
え

の
促

進

資
産

価
値

が
評

価
さ

れ
る
流

通
・
金
融
等
の
仕

組
み
の
構
築
・
普

及
促
進

空
き

家
の

多
い

マ
ン

シ
ョ
ン

の
建
替
え
等
の
促

進
に
向
け
た
合
意

形
成
ル
ー
ル
の
合

理
化

既
存
住
宅
を
活

用
し

た
若
年
・
子
育

て
世

帯
の
住
居
費
等

の
負

担
の
軽
減

空
き

家
や

民
間

賃
貸

住
宅

を
活

用
し

た
新

た
な

仕
組

み
の

構
築

新
た
な
仕

組
み
の
普
及
促
進

若
年

・
子

育
て

世
帯

の
既

存
住

宅
の

取
得

等
の

促
進

公
的

賃
貸

住
宅

団
地

の
建

替
え

等
を

契
機

に
子

育
て
支
援
施
設
等

を
誘
致

民
間

の
住

宅
団

地
等

に
お

け
る

子
育

て
支

援
施

設
等
の
整
備
促
進

宅
建

業
法

の
改

正
・

施
行

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑫
新

た
な
有
望
成
長
市
場
の
創
出
（
既
存
住
宅
流
通
・
リ
フ
ォ
ー
ム
市
場
の
活
性
化
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

政
策
評
価

や
社
会
経
済
情
勢

の
変
化
等
を

踏
ま
え
て

必
要
な
対
応
を
実

施
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

2
0
2
0年

の
ロ

ボ
ッ

ト
国

内
生

産
市

場
規

模
を

製
造

分
野

で
1
.
2
兆

円
、
サ
ー

ビ
ス
分

野
な
ど

非
製

造
分

野
で

1
.
2
兆

円
へ

拡
大

す
る

（
参
考
）

20
14
年
：

製
造
分
野

約
5,
90
1億

円
、

非
製
造
分

野
約
61
0億

円

年
度

施
策

【
経

済
成

長
に

向
け
た
課
題
】

我
が

国
は

産
業

用
ロ
ボ
ッ
ト
の
年
間
出
荷

額
・

国
内

稼
働

台
数
と
も
に
世
界
一
で
あ
る

が
、

諸
外

国
も

急
迫
し
て
い
る
。

サ
ー

ビ
ス

業
や

中
堅
・
中
小
企
業
等
に
対
す

る
ロ

ボ
ッ

ト
利

活
用
を
促
進
し
、
第
４
次
産

業
革

命
を

全
国

に
波
及
さ
せ
る
と
と
も
に
、

人
工

知
能

と
ロ

ボ
ッ
ト
の
組
み
合
せ
等
の
次

世
代

ロ
ボ

ッ
ト

の
利
活
用
促
進
が
課
題
。

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

「
ロ

ボ
ッ

ト
革

命
イ
ニ

シ
ア

テ
ィ
ブ

協
議

会
」
を

核
と

し
て
「
ロ
ボ
ッ
ト
新
戦
略
」
（
H
2
7
年
２
月
日
本
経
済
再
生
本
部
決
定
）

の
実

現
実

行
と

進
化
を

図
る

と
と
も

に
、

中
堅
・

中
小

企
業
等
へ
の
ロ
ボ
ッ
ト
導
入
の
加
速
や
、
研
究
開
発
・
実
証
実
験
の
た

め
の

環
境

整
備

等
を
進

め
る

。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
製

造
業
の

ビ
ジ

ネ
ス
変

革
・

ス
マ
ー

ト
化

に
係
る

ド
イ
ツ
等
と
連
携
し
た
国
際
標
準
化
提
案
、
高
精
度
の
セ
ン
サ
ー
や
カ

メ
ラ

シ
ス

テ
ム

、
人
工

知
能

を
備
え

た
次

世
代
ロ

ボ
ッ
ト
等
の
研
究
開
発
・
実
用
化
、
イ
ン
フ
ラ
点
検
に
お
け
る
ロ
ボ
ッ

ト
利

活
用

促
進

、
ロ
ボ

ッ
ト

等
を
活

用
し

た
介
護

の
質
・
生
産
性
の
向
上
、
農
機
の
自
動
走
行
等
を
推
進
す
る
。

•
20
20
年
ま

で
に

小
型
汎

用
ロ

ボ
ッ
ト

の
導

入
コ
ス

ト
を
２
割
以
上
引
き
下
げ
、
中
堅
・
中
小
企
業
等
へ
の
導
入
を
加
速
す

る
。

そ
の

た
め

、
汎
用

的
な

作
業
・

工
程

に
使
え

、
基
盤
と
な
る
共
通
の
機
能
を
備
え
た
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
ロ
ボ
ッ
ト

の
開

発
を

進
め

る
と
と

も
に

、
ロ
ボ

ッ
ト

の
導
入

手
順
の
明
確
化
を
図
り
、
ロ
ボ
ッ
ト
導
入
支
援
人
材
（
シ
ス
テ
ム
イ
ン

テ
グ

レ
ー

タ
ー

）
を
倍

増
す

る
（
1.
5万

人
⇒

３
万

人
:2
0
2
0
年
）
。
ま
た
、
今
後
２
年
間
で
１
万
社
以
上
で
Ｉ
Ｔ
ロ
ボ
ッ

ト
導

入
等

を
支

援
す
る

た
め

、
地
域

毎
に

相
談
で

き
る
体
制
（
「
ス
マ
ー
ト
も
の
づ
く
り
応
援
隊
」
へ
の
相
談
等
）
を
整

備
す

る
。

•
研

究
開
発

・
社

会
実
装

の
加

速
化
に

向
け

た
実
証

実
験
を
促
進
す
る
た
め
、
福
島
浜
通
り
地
域
に
約
5
0
h
a規

模
の
ロ
ボ
ッ

ト
テ

ス
ト

フ
ィ

ー
ル
ド

及
び

研
究
開

発
等

施
設
を

整
備
す
る
と
と
も
に
、
国
際
標
準
を
見
据
え
た
評
価
基
準
や
そ
の
検
証

手
法

の
研

究
開

発
を
開

始
す

る
。
ま

た
、

様
々
な

社
会
課
題
の
解
決
を
目
指
し
た
競
技
や
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行

う
ロ

ボ
ッ

ト
国

際
競
技

大
会

の
20
20
年
開

催
に
向

け
た
検
討
を
進
め
る
。

中
堅
・
中

小
企

業
に

よ
る
ロ
ボ

ッ
ト

等
の

利
活
用
促

進

ロ
ボ

ッ
ト

国
際

競
技

大
会

実
行

委
員

会
等

設
立

開
催
形
式
・
競

技
種
目
決
定

本
大

会
の

開
催

（
20
20
年

中
）

協
議
会
の

取
組
を

推
進
（

製
造

業
の

ビ
ジ

ネ
ス

変
革

・
ス

マ
ー

ト
化

に
係

る
ド

イ
ツ

等
と

連
携
し

た
国
際

標
準
化

提
案
等

の
推
進

）

福
島
イ
ノ

ベ
ー
シ

ョ
ン

・
コ

ー
ス

ト
構

想
（

ロ
ボ

ッ
ト

テ
ス

ト
フ

ィ
ー

ル
ド

、
研

究
開

発
等

施
設

の
整
備

等
）

ロ
ボ
ッ
ト
導

入
支

援
人

材
（

シ
ス

テ
ム

イ
ン

テ
グ

レ
ー

タ
ー

）
の

倍
増

（
20

20
年

ま
で

）

国
際

標
準

を
見

据
え

た
評
価

基
準
の

策
定

「
ロ
ボ
ッ

ト
新
戦

略
」
の

施
策

の
着

実
な

実
行

（
も

の
づ

く
り

、
サ

ー
ビ

ス
、

介
護

・
医

療
、

イ
ン

フ
ラ

・
災

害
対

応
・

建
設

、
農

林
水

産
業
・
食
品
産
業

）

・
高
精
度

の
セ
ン

サ
ー
や

カ
メ

ラ
シ

ス
テ

ム
、

人
工

知
能

を
備

え
た

次
世

代
ロ

ボ
ッ

ト
等

の
研
究

開
発
・

実
用
化

推
進

ロ
ボ
ッ
ト
革

命
イ
ニ
シ
ア

テ
ィ
ブ
協
議

会
設
立

（
個
別
分

野
の
取

組
：
）

・
イ

ン
フ

ラ
点

検
に

お
け

る
ロ

ボ
ッ

ト
利

活
用

促
進

・
ロ

ボ
ッ

ト
等

を
活

用
し

た
介

護
の

質
・

生
産

性
の

向
上

・
農

機
の

自
動

走
行

等
の

推
進

等

「
ロ
ボ
ッ
ト
新
戦
略
」

の
実
行
・
進
化

プ
レ

大
会

の
実

施
（

2
0
1
8
年

中
）

研
究
開
発

・
社

会
実
装

の
加
速
化

に
向

け
た
実

証
実
験
の
促
進

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑬
新

た
な
有
望
成
長
市
場
の
創
出
（
ロ
ボ
ッ
ト
革
命
の
実
現
）

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

１
万

社
以
上
で
Ｉ
Ｔ
・
ロ
ボ
ッ
ト
導

入
等

を
支
援
（
今
後
２
年
間
）

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

ロ
ボ

ッ
ト

の
具

体
化

の
た

め
の

検
討

「
ス

マ
ー
ト
も
の
づ
く
り
応
援
隊
」

に
相

談
で
き
る
拠
点
の
整
備

ロ
ボ

ッ
ト

導
入

手
順

の
明

確
化

の
た

め
の

検
討
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
2
01

8年
ま
で
に
、
FT
A比

率
7
0％

以
上

・
20
20
年
ま
で
に
10
0の

国
・
地
域
を
対
象
と
す

る
投
資
関
連
協
定
の
署
名
・
発
効
を
目
指
す

・
2
0
2
0
年
ま
で
の
、
「
輸
出
額
及
び
現
地
法
人
売

上
高
」
の
20
11
年
比
：
「
中
国
、
AS
E
A
N
等
」
：

２
倍
、
「
南
西
ア
ジ
ア
、
中
東
、
ロ
シ
ア
・
CI
S、

中
南
米
地
域
」
：
２
倍
、
「
ア
フ
リ
カ
地
域
」
：

３
倍

・
我
が
国
企
業
の
20
20
年
の
イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム

受
注
約
3
0
兆
円

・
『
潜
在
力
』
・
『
意
欲
』
あ
る
中
堅
・
中
小
企

業
等
の
輸
出
額
を
20
20
年
ま
で
に
、
20
10
年
比
で

２
倍

・
日
本
産
酒
類
に
つ
い
て
は
、
2
02
0年

ま
で
の
輸

出
額
の
伸
び
率
が
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額

の
伸
び
率
を
上
回
る
こ
と
を
目
指
す

・
20
20
年
に
お
け
る
対
内
直
接
投
資
残
高
を
35
兆

円
へ

対
内

直
接

投
資

の
誘

致
の

強
化

イ
ン
フ

ラ
シ
ス

テ
ム

輸
出
の
拡
大年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

世
界
の
成
長
市
場
に
積
極
的
に
展
開
を

図
っ
て
い
く
と
と
も
に
、
ヒ
ト
・
モ

ノ
・
カ
ネ
を
国
内
に
引
き
付
け
る
こ
と

に
よ
り
、
世
界
の
経
済
成
長
を
取
り
込

ん
で
い
く
こ
と
が
重
要
。

国
際
的
な
経
済
秩
序
が
変
化
す
る
中
、

世
界
の
貿
易
・
投
資
ル
ー
ル
づ
く
り
を

主
導
す
る
こ
と
に
よ
り
、
グ
ロ
ー
バ
ル

な
経
済
活
動
の
キ
ー
プ
レ
イ
ヤ
ー
と
し

て
貢
献
し
て
く
こ
と
が
必
要
。

【
今
後

の
対

応
の

方
向

性
】

Ｔ
Ｐ
Ｐ

は
、

我
が

国
経

済
を

新
た

な
成

長
経

路
に

乗
せ

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
お

り
、

そ
の

速
や

か
な

発
効

に
向

け
て

取
り

組
む

と
と

も
に
、

経
済

連
携

交
渉

、
投

資
協

定
の

締
結

・
改

正
を

推
進

し
、

グ
ロ

ー
バ

ル
な

経
済

活
動

の
基

盤
を

整
備

す
る

。
そ

の
上

で
、

我
が

国
企
業

が
グ

ロ
ー

バ
ル

・
バ

リ
ュ

ー
チ

ェ
ー

ン
に

参
画

し
、

新
興

国
を

中
心

と
す

る
巨

大
市

場
を

積
極

的
に

取
り

込
ん

で
い

く
た

め
、

中
堅
・

中
小

企
業

の
海

外
展

開
支

援
、

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

輸
出

の
拡

大
、

ク
ー

ル
ジ

ャ
パ

ン
の

推
進

を
一

層
強

化
す

る
。

ま
た

、
国

内
の
投

資
環

境
整

備
を

進
め

る
こ

と
に

よ
り

、
「

開
か

れ
た

日
本

」
と

い
う

メ
ッ

セ
ー

ジ
を

発
信

し
、

外
国

企
業

の
関

心
を

引
き

付
け

る
と
と

も
に

、
自

治
体

を
中

心
と

し
た

投
資

誘
致

の
取

組
を

し
っ

か
り

と
後

押
し

し
て

い
く

。

【
具
体

的
な

施
策

】

•
Ｔ

Ｐ
Ｐ

の
発

効
・

実
施

に
向

け
て

取
り

組
む

と
と

も
に

、
日

E
U
・

E
P
A
、

R
C
E
P
、

日
中

韓
FT
A
な

ど
の

経
済

連
携

交
渉

を
、

戦
略

的
か

つ
ス

ピ
ー

ド
感

を
持

っ
て

推
進

し
、

包
括

的
で

バ
ラ

ン
ス

の
と

れ
た

高
い
レ
ベ

ル
の
世

界
の
ル

ー
ル
づ

く
り
の

牽
引
者

と
な
る

。
ま
た

、
投
資

協
定

に
つ

い
て

、
新

規
協

定
の

締
結

及
び

既
存

協
定

の
改

正
に

向
け

た
交
渉

を
進
め

る
。

•
海

外
展

開
を

図
る

中
堅

・
中

小
企

業
に

対
し

、
新

輸
出

大
国

コ
ン

ソ
ー
シ

ア
ム
の

下
、
製

品
開
発

か
ら
販

路
開
拓

ま
で
、

海
外
認

証
取
得

や
海

外
店

舗
の

立
ち

上
げ

の
サ

ポ
ー

ト
な

ど
、

支
援

機
関

の
連

携
や

専
門
家

に
よ
る

き
め
細

か
く
総

合
的
な

支
援
を

行
う
と

と
も
に

、
各
支

援
機

関
の

活
動

計
画

の
共

有
等

を
通

じ
、

よ
り

緊
密

な
連

携
を

図
る

。

•
在

外
公

館
・

J
E
T
R
O
・

自
治

体
の

連
携

・
機

能
強

化
に

よ
り

外
資

誘
致

活
動

を
推

進
す

る
。

ま
た

、
中

堅
・

中
小

企
業

と
外

国
企

業
と

の
出

資
・

業
務

提
携

を
促

進
す

る
。

更
に

、
外

国
企

業
を

呼
び

込
む

上
で
障
害

と
な
る

事
業
環

境
、
生

活
環
境

の
抜
本

的
な
改

善
を
図

る
。

•
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
輸

出
の

拡
大

に
向

け
、

O
D
A
も

活
用

し
つ

つ
、

戦
略

的
な

人
材

育
成

の
実

施
、

戦
略

的
対

外
広

報
及

び
質

の
高

い
イ

ン
フ

ラ
投

資
の

国
際

的
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
化

、
円

借
款

及
び

海
外

投
融

資
の
一
層

の
迅
速

化
並
び

に
国
際

開
発
金

融
機
関

と
の
連

携
強
化

等
の
取

組
を

進
め

る
。

•
ク

ー
ル

ジ
ャ

パ
ン

官
民

連
携

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

の
も

と
、

コ
ン

テ
ン
ツ

を
中
心

と
し
た

連
携
案

件
創
出

の
た
め

の
事
業

者
間
の

マ
ッ
チ

ン
グ

を
推

進
す

る
。

ま
た

、
日

本
産

酒
類

に
つ

い
て

、
輸

出
拡

大
に

向
け
た

課
題
を

整
理
し

、
政
府

一
体
と

な
っ
た

取
組
を

推
進
す

る
。

中
堅

・
中

小
企

業
の

海
外

展
開

支
援

中
堅

・
中

小
企

業
等

に
対

し
て
、
海
外
展
開
に
関
す
る
情
報
提
供
・
相
談
体
制
の
整
備
や
、
各
種
支
援
機
関
が
連
携
し
た
総

合
的

な
支

援
を

拡
充

・
実

施
（

新
輸

出
大

国
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

の
活

用
等

）

ク
ー

ル
ジ

ャ
パ

ン
の

推
進

新
輸

出
大

国
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

の
立

ち
上

げ

・
外

国
企

業
の

日
本
へ
の
誘
致
に
向
け
た
５
つ
の
約
束
の
着
実
な
実
施

・
新

た
な

政
策

パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
よ
る
対
日
直
接
投
資
の
更
な
る
推
進

（
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
や
在
外
公
館
・
JE
TR
O・

自
治
体
の
連
携
・
機
能
強
化
に
よ
る
案
件
発
掘
・
誘
致
活
動
の
実
施
、
外
国
企
業
の
高
付
加
価
値
部
門
の
誘
致
、

中
堅

・
中

小
企

業
と
外
国
企
業
と
の
出
資
・
業
務
提
携
の
促
進
、
規
制
・
行
政
手
続
の
簡
素
化
、
高
度
外
国
人
材
の
更
な
る
受
入
れ
、
教
育
環
境
・
生
活
環
境
の
整
備
）

対
日

直
接

投
資

推
進

会
議

に
お

け
る

政
策

パ
ッ

ケ
ー

ジ
の

取
り

ま
と

め

戦
略

的
な

人
材

育
成

の
実

施
、

戦
略

的
対

外
広
報
及
び
質
の
高
い
イ
ン
フ
ラ
投
資
の
国
際
的
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
化
、
円
借
款
及
び
海
外
投
融
資
の
一

層
の

迅
速

化
並

び
に

国
際

開
発

金
融

機
関

と
の

連
携

強
化

等
を

通
じ

た
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
輸
出
の
拡
大

・
ク
ー
ル
ジ
ャ

パ
ン
官
民
連
携
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

も
と

、
民

間
の

コ
ン

テ
ン

ツ
関

連
イ

ベ
ン

ト
等

と
連

携
し

た
セ

ミ
ナ

ー
や

、
多

様
な

関
連

事
業

者
と

そ
の
支
援
機
関
が

参
加
す
る
マ
ッ
チ

ン
グ

フ
ォ

ー
ラ

ム
を

開
催

・
日
本
産
酒
類

の
輸
出
促
進
に
向

け
た

課
題

の
整

理
、

政
府

一
体

と
な

っ
た

取
組

の
推

進

経
済
連
携
協
定
、
投
資

協
定
の
締
結
の
推
進

Ｔ
Ｐ

Ｐ
の

発
効

・
実

施
に

向
け

た
取

組
、

経
済
連
携
交
渉
を
戦
略
的
か
つ
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
推
進
し
、
包
括
的
で
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
高
い

レ
ベ

ル
の

世
界

の
ル

ー
ル

づ
く

り
を

牽
引

投
資
関
連
協
定
の
締
結
促
進
等
投
資
環
境
整
備
に
向
け
た
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
平
成
28
年

５
月
）
の
下
、
投
資
協
定
の
締
結
・
改
正
交
渉
を
戦
略
的
か
つ
積
極
的
に
推
進

質
の

高
い

電
力
イ

ン
フ

ラ
ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
策

定

ア
ジ

ア
に

お
い
て

４
万

人
の
産

業
人

材
育

成
（

～
20
17
年
度

）

拡
大

す
る

海
外

経
済

の
活

用
（

Ｔ
Ｐ

Ｐ
等

に
対

応
し

た
海

外
の

成
長

市
場

と
の

連
携

強
化

）

⑭
海

外
の
成
長
市
場
の
取
り
込
み

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

イ
ン

フ
ラ

シ
ス
テ

ム
輸

出
戦
略

の
改

訂
、

施
策

の
着

実
且
つ
効
果
的
な
実
施
・
活
用
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
2
02
0年

ま
で
に

、
全
国

１
万

社
で
生
産

性
伸
び

率
10
％

を
達

成
す
る

・
サ
ー
ビ

ス
の
質

を
見
え

る
化

す
る
お
も

て
な
し

規
格
を

作
り
、

3
0
万

社
に

よ
る

認
証

の
取

得
を

目
指
す

・
サ
ー
ビ

ス
産
業

の
労
働

生
産

性
の
伸
び

率
が
、

2
0
2
0
年

ま
で

に
2
.0

％
（

20
1
3年

：
0
.
8%

）
と

な
る
こ
と

を
目
指

す

年
度

施
策

【
経
済
成

長
に

向
け
た
課
題
】

我
が
国
の

Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
約
７
割
は
サ
ー
ビ
ス
産

業
で
占
め

ら
れ

て
お
り
、
我
が
国
経
済
成
長

に
は
サ
ー

ビ
ス

産
業
の
活
性
化
・
生
産
性
の

向
上
が
不

可
欠

。

特
に
、
小

売
業

、
飲
食
業
（
外
食
・
中
食
）
、

宿
泊
業
、

介
護

、
道
路
貨
物
運
送
業
等
に
お

い
て
は
、

生
産

性
の
低
さ
、
低
賃
金
、
長
時

間
労
働
と

い
っ

た
問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い

る
。

ま
た
、
サ

ー
ビ

ス
産
業
で
は
、
同
一
業
種
内

で
も
企
業

間
の

生
産
性
の
格
差
が
大
き
く
、

生
産
性
が

低
い

企
業
の
重
点
的
な
底
上
げ
に

よ
る
産
業

全
体

の
生
産
性
向
上
の
余
地
が
大

き
い
。

サ
ー
ビ
ス

産
業

は
、

①
業
種
ご

と
に

事
業
内
容
や
事
業
形
態
が
異

な
り
、

②
全
国
各

地
で

地
域
に
根
差
し
て
事
業
展
開

し
て
い
る

中
小

企
業
の
方
が
多
い
。

こ
の
た
め

、
業

種
別
・
地
域
単
位
で
の
き
め

細
か
い
取

組
が

必
要
。

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

サ
ー

ビ
ス

産
業

の
労
働

生
産

性
の
伸

び
率

が
20
20
年
ま

で
に
２
％
と
な
る
こ
と
を
目
指
し
、
意
欲
あ
る
個
々
の
事
業
者
に
よ
る

生
産

性
向

上
に

向
け
た

挑
戦

を
、
国

、
事

業
者
団

体
、

地
域
の
中
小
企
業
団
体
・
地
域
金
融
機
関
等
の
支
援
機
関
に
よ
り
後
押

し
し

て
い

く
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
日
本
サ
ー
ビ
ス
大
賞
に
よ
る
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
普
及
、
中
小
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
へ
の
Ｉ
Ｔ
投
資
促
進
、
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
「
見
え

る
化
」
す
る
新
た
な
認
証
制
度
で
あ
る
「
お
も
て
な
し
規
格
」
の
策
定
・
普
及
等
を
実
施
す
る
。

•
事
業
分
野
別
の
生
産
性
向
上
に
向
け
て
、
以
下
の
取
組
み
を
進
め
る
。

①
官
民
合
同
で
設
立
さ
れ
た
サ
ー
ビ
ス
業
の
生
産
性
向
上
協
議
会
に
お
い
て
、
次
の
活
動
を
展
開
す
る
。

-
モ
デ
ル
創
出
、
ノ
ウ
ハ
ウ
の
標
準
化
：
小
売
業
、
飲
食
業
、
宿
泊
業
、
介
護
、
道
路
貨
物
輸
送
業
の
５
分
野
に
お
い
て
、
事
業
形
態
・

規
模
等
に
よ
っ
て
事
業
者
を
類
型
化
し
、
モ
デ
ル
的
に
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
し
、
優
良
モ
デ
ル
事
例
を
創
出
。
生
産
性
向
上
に

向
け
た
ノ
ウ
ハ
ウ
を
標
準
化
す
る
。

-
横
展
開
：
モ
デ
ル
事
例
か
ら
得
ら
れ
た
ノ
ウ
ハ
ウ
を
横
展
開
し
、
各
分
野
の
生
産
性
向
上
に
向
け
た
取
組
を
推
進
す
る
。

②
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
基
づ
き
、
サ
ー
ビ
ス
産
業
チ
ャ
レ
ン
ジ
プ
ロ
グ
ラ
ム
対
象
の
７
分
野
等
で
事
業
者
団
体
と
も
連
携
し
な
が

ら
事
業
分
野
別
指
針
を
策
定
し
、
成
功
事
例
を
全
国
に
浸
透
さ
せ
る
。

•
中
小
企
業
等
経
営
強
化
法
に
基
づ
く
事
業
分
野
別
指
針
や
各
種
優
良
事
例
、
ロ
ー
カ
ル
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
も
活
用
し
な
が
ら
、
金
融
機
関
や

中
小
企
業
支
援
機
関
が
事
業
者
と
対
話
を
深
め
る
こ
と
を
促
す
。
こ
の
取
組
を
通
じ
て
、
担
保
や
個
人
保
証
に
頼
ら
ず
生
産
性
向
上
に
努

め
る
事
業
者
に
対
し
て
成
長
資
金
が
供
給
さ
れ
る
こ
と
を
促
進
す
る
。

表
彰 認
証
制
度
実
証

施
行
準
備

、
施

策
の

着
実

な
実

行

制
度

の
運

用

分
野

別
指

針
の

策
定 分
野
別
指
針
・

ロ
ー

カ
ル

ベ
ン

チ
マ

ー
ク

等
を

活
用

し
た

成
長

資
金

の
供

給
の

促
進

サ
ー

ビ
ス

生
産

性
革

命
に

向
け

た
国

民
運

動
の
展

開

ノ
ウ
ハ
ウ
横
展
開

モ
デ
ル
創
出
・

ノ
ウ
ハ
ウ
の
標

準
化

サ
ー
ビ
ス

産
業

チ
ャ
レ

ン
ジ
プ

ロ
グ
ラ

ム

成
長
企

業
の
創

出

事
業

分
野
別
の

生
産

性
向
上

中
小
企

業
団
体

・
地
域
金
融

機
関

等
の

活
用

サ
ー

ビ
ス

産
業

チ
ャ

レ
ン

ジ
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
2
01
5年

４
月
）
に
基

づ
き
、

事
業

分
野

別
（

宿
泊

業
、

運
送

業
、

外
食

・
中

食
業
、
医
療
分
野

、
介
護
分
野
、
保

育
分
野
、
卸
・
小

売
業
等
）
の
取
組

を
着
実
な
遂
行

お
も
て
な
し

規
格
の
検
討

日
本

サ
ー

ビ
ス

大
賞

の
創

設
（

20
15
年

４
月
）

革
新
的
サ
ー
ビ

ス
開
発
を
行
う
中

小
企
業
等

に
対

す
る

Ｉ
Ｔ

投
資

の
促

進

中
小
企
業
等
経
営

強
化
法
の
検
討
・

第
19
0回

国
会
提

出５
分
野

協
議
会

設
立

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑮
サ

ー
ビ
ス
産
業
の
生
産
性
向
上
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【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

農
林
水
産
業
の
成
長
産
業
化
を
進
め
、

基
幹
産
業
と
し
て
の
維
持
・
発
展
と
従

事
者
の
所
得
向
上
を
図
る
こ
と
が
必
要
。

８
億
人
の
巨
大
市
場
を
創
出
す
る
Ｔ
Ｐ

Ｐ
は
、
農
林
水
産
業
に
と
っ
て
大
き
な

チ
ャ
ン
ス
で
あ
り
、
輸
出
力
の
強
化
を

は
じ
め
「
攻
め
の
農
林
水
産
業
」
へ
の

転
換
を
一
層
進
め
る
こ
と
が
必
要
。

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

2
0
2
3年

に
全

農
地

面
積

の
８

割
が

担
い
手

に
よ
っ

て
利
用

さ
れ

る 2
0
2
3年

に
担

い
手

の
コ

メ
の

生
産

コ
ス
ト

を
現
状

比
４
割

削
減

す
る

６
次

産
業

の
市

場
規

模
を

2
0
2
0

年
に
1
0
兆

円
と
す

る

年
度

農
地

中
間

管
理

機
構

の
機

能
強

化
毎
年

度
、

実
績

の
検

証
・

評
価

を
し

つ
つ

、
農

地
中
間
管
理
機
構

に
よ
る
着
実
な
担

い
手
の
農
地
の
集

積
・
集
約
化

米
政

策
改

革
の

着
実

な
実

施

生
産

数
量

目
標

の
配

分
の

工
夫

行
政
に
よ

る
生
産
数
量
目
標

の
配
分
に
頼
ら
な

い
生
産

・
き

め
細

や
か

な
情

報
提

供
・
戦

略
作

物
の

生
産

性
向

上
・

本
作

化
、

米
の

生
産
コ
ス
ト
の
低

減
・
安

定
取

引
の

推
進

（
米

の
安

定
取

引
の

拡
大

、
現
物
市
場
の
活

性
化
）

・
経

営
力

の
あ

る
農

業
者

の
育

成
・

円
滑

な
資

金
供

給
・

産
業

界
と

の
連

携
・

ス
マ

ー
ト

農
業

の
推

進
・

A-
F
I
V
E
の

機
能

強
化

資
材

価
格

形
成

・
生

産
物

流
通

の
改

革

具
体

策
の

検
討

具
体

策
の

検
討

検
討

結
果

を
踏

ま
え
た
必
要

な
措
置
の
実
施

検
討

結
果

を
踏
ま
え
た
必
要

な
措
置
の
実
施

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑯
攻

め
の
農
林
水
産
業
の
展
開
と
輸
出
促
進
（
そ
の
１
）

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

「
日

本
再

興
戦

略
」
で

示
さ

れ
た
改

革
事

項
や
「

総
合

的
な
Ｔ
Ｐ
Ｐ
関
連
政
策
大
綱
」
に
基
づ
く
施
策
を
着
実
に
実
施
す
る
と

と
も

に
、

生
産

現
場
の

周
辺

に
あ
る

優
れ

た
知
見

を
結

集
・
活
用
し
、
中
山
間
地
域
を
含
め
た
産
地
の
収
益
力
・
生
産
基
盤
の

強
化

を
図

り
、

農
林
水

産
業

に
お
け

る
生

産
性
の

徹
底

し
た
向
上
と
輸
出
力
の
強
化
を
実
現
す
る
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
農

地
中
間

管
理

機
構
に

つ
い

て
、
実

績
を

上
げ
た

都
道

府
県
に
対
し
各
般
の
施
策
に
配
慮
す
る
仕
組
み
を
具
体
化
す
る
と

と
も

に
、

遊
休

農
地
解

消
の

た
め
の

課
税

強
化
の

措
置

の
周
知
と
農
地
集
積
・
集
約
化
に
向
け
た
課
税
軽
減
の
措
置
の
活

用
を

図
る

。

•
20
18
年
産

米
を

目
途
と

す
る

米
の
生

産
調

整
の
見

直
し

に
向
け
た
工
程
を
確
実
に
実
施
す
る
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
工
程

を
進

め
る

中
で

、
こ
れ

ま
で

の
政
策

を
検

証
し
つ

つ
、

更
な
る
取
組
や
自
立
的
な
経
営
に
つ
な
が
る
政
策
に
つ
い
て
検
討

す
る

。

•
意

欲
あ
る

農
業

者
が
、

営
農

活
動
と

並
行

し
て
経

営
に

必
要
な
ノ
ウ
ハ
ウ
を
学
べ
る
場
を
整
備
す
る
。

•
経

営
体
の

成
長

局
面
に

対
応

し
た
円

滑
な

資
金
供

給
を

行
う
た
め
、
事
業
性
評
価
融
資
の
定
着
等
を
推
進
す
る
。

•
農

業
界
と

産
業

界
の
連

携
の

強
化
に

よ
り

、
最
先

端
の

モ
デ
ル
的
技
術
や
高
付
加
価
値
商
品
の
開
発
、
他
産
業
の
ノ
ウ
ハ

ウ
や

経
験

を
持

つ
人
材

の
農

業
界
で

の
活

用
を
推

進
す

る
。

•
ス

マ
ー
ト

農
業

の
実
現

に
向

け
、
ト

ラ
ク

タ
ー
の

無
人

走
行
シ
ス
テ
ム
の
実
用
化
、
農
業
Ｉ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
等
の

革
新

的
技

術
の

導
入
を

推
進

す
る
。

•
農

林
漁
業

成
長

産
業
化

支
援

機
構
（

A-
FI
VE
）
が

農
林
漁
業
者
の
成
長
を
支
援
す
る
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
タ
ー
と
し
て
の
役
割

を
適

切
に

果
た

す
こ
と

が
で

き
る
よ

う
、

制
度
・

運
用

の
改
善
を
進
め
る
。

•
生

産
者
の

努
力

で
は
対

応
で

き
な
い

分
野

で
あ
る

生
産

資
材
価
格
形
成
の
仕
組
み
の
見
直
し
及
び
生
産
者
に
有
利
な
流

通
・

加
工

構
造

の
確
立

の
た

め
の
検

討
を

進
め
る

。
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【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

農
林
水
産
業
の
成
長
産
業
化
を
進
め
、

基
幹
産
業
と
し
て
の
維
持
・
発
展
と
従

事
者
の
所
得
向
上
を
図
る
こ
と
が
必
要
。

８
億
人
の
巨
大
市
場
を
創
出
す
る
Ｔ
Ｐ

Ｐ
は
、
農
林
水
産
業
に
と
っ
て
大
き
な

チ
ャ
ン
ス
で
あ
り
、
輸
出
力
の
強
化
を

は
じ
め
「
攻
め
の
農
林
水
産
業
」
へ
の

転
換
を
一
層
進
め
る
こ
と
が
必
要
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
農
林
水
産
物
・
食
品
輸
出
の
戦
略
的
推
進
に
つ
い
て
、
「
農
林
水
産
業
の
輸
出
力
強
化
戦
略
」
（
案
）
に

基
づ
き
、
農
林
漁
業
者
や
食
品
事
業
者
に
よ
る
意
欲
的
な
取
組
の
支
援
と
、
民
間
で
は
対
応
で
き
な
い
外

国
の
規
制
等
へ
の
対
応
に
取
り
組
む
。
ま
た
、
本
年
秋
ま
で
に
新
た
な
輸
出
額
の
達
成
目
標
を
取
り
ま
と

め
る

。

•
林
業
の
成
長
産
業
化
に
向
け
、
公
共
建
築
物
、
商
業
施
設
、
中
高
層
建
築
物
等
の
木
造
・
木
質
化
の
推
進

な
ど
新
た
な
木
材
需
要
の
創
出
と
、
原
木
の
安
定
供
給
体
制
の
構
築
に
取
り
組
む
。

•
水
産
業
の
成
長
産
業
化
に
向
け
、
漁
業
地
域
自
ら
に
よ
る
構
造
改
革
の
取
組
や
、
資
源
管
理
の
高
度
化
等

を
推
進
す
る
。

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

2
0
2
0年

の
農

林
水

産
物

・
食

品
の

輸
出
額

1兆
円
目

標
を
前

倒
し

で
達
成
す

る
。

年
度

農
林
水
産

物
・

食
品

輸
出
の
戦

略
的

推
進

農
林

水
産

業
の

輸
出

力
強

化
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

に
お

け
る

検
討

林
業
・

水
産
業

の
成
長
産
業
化

検
討

結
果

を
踏

ま
え
た
必
要

な
措
置
の
実
施

具
体

策
の

検
討

検
討

結
果

を
踏

ま
え
た
必
要

な
措
置
の
実
施

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑯
攻

め
の
農
林
水
産
業
の
展
開
と
輸
出
促
進
（
そ
の
２
）

名
目
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Ｐ
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

訪
日
外
国

人
旅
行

者
数

2
0
2
0年

に
4
,0

0
0万

人
2
0
3
0年

に
6
,0

0
0万

人
（

2
01

5年
：

1
,
97
4
万

人
）

訪
日
外
国

人
旅
行

消
費
額

2
0
2
0年

に
８

兆
円

2
0
3
0年

に
1
5兆

円
（

2
01
5年

：
３
兆

4,
77
1億

円
） 等

年
度

施
策

【
経

済
成

長
に

向
け
た
課
題
】

我
が

国
の

豊
富

で
多
様
な
観
光
資
源
を
、
誇

り
を

持
っ

て
磨

き
上
げ
、
そ
の
価
値
を
日
本

人
に

も
外

国
人

に
も
分
か
り
や
す
く
伝
え
て

い
く

こ
と

が
必

要
。

観
光

の
力

で
、

地
域
の
雇
用
を
生
み
出
し
、

人
を

育
て

、
国

際
競
争
力
の
あ
る
生
産
性
の

高
い

観
光

産
業

へ
と
変
革
し
て
い
く
こ
と
が

必
要

。

CI
Qや

宿
泊

施
設

、
通
信
・
交
通
・
決
済
な

ど
、

受
入

環
境

整
備
を
早
急
に
進
め
る
と
と

も
に

、
高

齢
者

や
障
が
い
者
な
ど
も
含
め
た
、

す
べ

て
の

旅
行

者
が
「
旅
の
喜
び
」
を
実
感

で
き

る
よ

う
な

社
会
を
築
い
て
い
く
こ
と
が

必
要

。

【
今

後
の
対
応
の
方

向
性
】

観
光
は
我
が
国
の

成
長
戦
略
と
地

方
創
生
の
大
き

な
柱
で
あ
る
と
の
認
識
の
下
、

「
観
光
先
進
国

」
の
実
現
に
向

け
、
政
府
一
丸

、
官
民

を
挙
げ
て
、
総
合

的
・
戦
略
的
に

取
り
組
む
こ
と

に
よ
り
、
裾
野
の
広
い
観
光
が

一
億
総
活
躍
の

場
と
な
る
こ
と

を
目
指
す
。

【
具

体
的
な
施
策
】

「
明

日
の
日
本
を
支

え
る
観
光
ビ
ジ

ョ
ン
」
等
に
基

づ
き
、
以
下
の

取
組
を
実
施
す

る
。

•
観
光

資
源
の
魅
力
を

極
め
、
地
方
創

生
の
礎
に
す
る

た
め
、
魅
力
あ

る
公
的
施
設
・

イ
ン
フ
ラ
の
大

胆
な
公
開
・
開

放
、
文
化
財
の

観

光
資

源
と
し
て
の
活

用
促
進
、
国
立

公
園
の
「
ナ
シ

ョ
ナ
ル
パ
ー
ク

」
と
し
て
の
ブ

ラ
ン
ド
化
、
景

観
の
優
れ
た
観

光
資
産
の
保
全

・

活
用

に
よ
る
観
光
地

の
魅
力
向
上
等

を
実
施
す
る
。

•
観
光

産
業
を
革
新
し

、
国
際
競
争
力

を
高
め
、
我
が

国
の
基
幹
産
業

に
す
る
た
め
、

観
光
関
係
の
規

制
・
制
度
の
見

直
し
、
観
光
経

営

人
材

等
の
育
成
・
強

化
、
世
界
水
準

の
Ｄ
Ｍ
Ｏ
の
形

成
・
育
成
、
「

観
光
地
再
生
・

活
性
化
フ
ァ
ン

ド
」
の
継
続
的

な
展
開
、
訪
日

プ

ロ
モ

ー
シ
ョ
ン
の
戦

略
的
高
度
化
・

対
外
発
信
強
化

、
ビ
ザ
の
戦
略

的
緩
和
、
MI
CE
誘
致
の
促
進
等

を
実
施
す
る
。

•
す
べ

て
の
旅
行
者
が

、
ス
ト
レ
ス
な

く
快
適
に
観
光

を
満
喫
で
き
る

環
境
を
整
備
す

る
た
め
、
最
先

端
技
術
を
活
用

し
た
革
新
的
な

出

入
国

審
査
等
の
実
現

、
キ
ャ
ッ
シ
ュ

レ
ス
環
境
の
改

善
、
通
信
・
交

通
利
用
環
境
の

向
上
、
外
国
人

患
者
受
入
体
制

の
充
実
、
「
地

方

創
生

回
廊
」
の
完
備

、
地
方
空
港
の

ゲ
ー
ト
ウ
ェ
イ

機
能
強
化
・

LC
C就

航
促
進
、

ク
ル
ー
ズ
船
受

入
の
更
な
る
拡

充
、
休
暇
改
革

、

ユ
ニ

バ
ー
サ
ル
デ
ザ

イ
ン
の
推
進
等

を
実
施
す
る
。

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑰
観

光
先
進
国
の
実
現
（
世
界
が
訪
れ
た
く
な
る
日
本
へ
）

観
光
資
源
の
魅
力
を
極
め
、

地
方
創
生
の
礎
に

魅
力

あ
る

公
的

施
設

・
イ

ン
フ

ラ
の

大
胆

な
公

開
・

解
放

「
文

化
財

活
用
・

理
解

促
進
戦

略
プ

ロ
グ

ラ
ム

20
20
」

策
定

文
化
財
を
核
と
す
る
観
光
拠
点
を
全
国
で
20

0拠
点
程
度
整
備

わ
か
り
や
す
い
多
言
語
解
説
な
ど
1,

00
0事

業
程
度
を
展
開

文
化

財
の

活
用

促
進

「
国

立
公

園
ス
テ

ッ
プ

ア
ッ
プ

プ
ロ

グ
ラ

ム

20
20
」

策
定

（
５

箇
所

の
国
立

公
園
）

外
国
人
向
け
自
然
満
喫
メ
ニ
ュ
ー
の
整
備
・
支
援
、
上
質
感
の
あ
る
滞
在
環
境
の
創
出
、

海
外
へ
の
情
報
発
信
強
化
と
い
っ
た
取
組
を
集
中
的
に
実
施

全
国

の
国

立
公

園
に

展
開

主
要
な
観
光
地

（
原
則
と
し
て
全

都
道

府
県

・
全

国
の

半
数

の
市

区
町

村
）

で
景

観
計

画
を

策
定

観
光
産
業
を
革
新
し
、

国
際
競
争
力
を
高
め
、
我

が
国
の
基
幹
産
業
に

観
光

経
営

人
材

等
の

育
成

・
強

化

地
域

観
光

経
営

の
更

な
る

推
進

観
光
関
係
の
規

制
・
制
度
の
見
直

し

「
観

光
地

再
生

・
活

性
化

フ
ァ

ン
ド

」
の

継
続

的
な

展
開

地
域
観
光
経
営

の
推
進
（
世
界
水

準
の

Ｄ
Ｍ

Ｏ
の

形
成

・
支

援
（

20
20

年
ま

で
に

10
0組

織
形

成
）

）

欧
米
豪
や
富

裕
層

等
を

タ
ー

ゲ
ッ

ト
と

し
た

訪
日

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン
の

戦
略

的
高

度
化

・
対

外
発

信
強

化

す
べ
て
の
旅
行
者
が
、

ス
ト
レ
ス
な
く
快
適
に
観

光
を
満
喫
で
き
る
環
境
に

最
先

端
技

術
を

活
用

し
た

革
新

的
な

出
入

国
審

査
等

の
実

現

通
信

・
交

通
利

用
環

境
の

更
な

る
向

上

外
国
人
が

訪
れ
る
主
要
な
施

設
等
に
お
け
る

10
0％

の
ク
レ
ジ
ッ
ト

決
済
対
応
、

10
0％

の
決
済
端
末
の

IC
対
応
を
実
現

キ
ャ

ッ
シ

ュ
レ

ス
環

境
の

更
な

る
改

善

外
国
人
患
者
受

入
れ

体
制

が
整

備
さ

れ
た

医
療

機
関

を
全

国
に

整
備

有
休

取
得

・
休

暇
取

得
の

分
散

化
の

更
な

る
促

進

ク
ル
ー
ズ
船
受

入
の
拡
充

（
訪

日
ク

ル
ー

ズ
旅

客
50

0
万

人
）

主
要
な
観
光
・

防
災
拠
点

に
お

け
る

重
点

整
備

箇
所

に
無

料
Wi

-F
i環

境
の

整
備

推
進

等

外
国

人
患

者
受

入
体

制
の

更
な

る
充

実

「
地
方
創
生
回

廊
」
の
完
備
（
新

幹
線

開
業

、
コ

ン
セ

ッ
シ

ョ
ン

空
港

の
運

営
開

始
、

交
通

結
節

点
の

機
能

高
度

化
等

と
連

動
し

、
地

方
へ

の
人

の
流

れ
を

創
出

）

年
次
有
給
休
暇

の
取
得

率
を

70
％

に
向

上
、

休
暇

取
得

の
分

散
化

地
方
空
港
の
ゲ

ー
ト
ウ
ェ
イ
機
能

強
化
・

LC
C就

航
促

進
（

複
数

空
港

の
一

体
運

営
の

推
進

、
首

都
圏

空
港

の
容

量
拡
大

(羽
田

空
港

の
飛

行
経

路
の

見
直

し
等

)等
）

ク
ル

ー
ズ

船
受

入
の

更
な

る
拡

充

「
To

ky
o2

02
0ア

ク
セ
シ
ビ
リ
テ

ィ
・

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
に

沿
っ

た
バ

リ
ア

フ
リ

ー
の

全
国

展
開

官
民

連
携

横
断

組
織

に
よ

る
オ

ー
ル

ジ
ャ

パ
ン

体
制

で
の

MI
CE

誘
致

の
支

援
を

実
施

ビ
ザ

の
戦

略
的

緩
和

政
府
レ
ベ
ル
の
M
I
CE

誘
致
支
援
体

制
を

構
築

80



人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑱
公

的
サ
ー
ビ
ス
・
資
産
の
民
間
開
放

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

現
在
、
下

記
の
目

標
に
つ

い
て
見

直
し

中

「
1
0年

間
（

2
0
13

年
度

～
2
0
22

年
度

）
で
Ｐ

Ｐ
Ｐ

/Ｐ
Ｆ
Ｉ
の

事
業
規

模
を
●
兆

円
に
拡

大
す
る

。
こ
の

う
ち

、
公
共

施
設
等

運
営
権

方
式
を

活
用

し
た
Ｐ

Ｆ
Ｉ
事

業
に
つ

い
て
は

、
●

兆
円
を

目
標
と

す
る
。

」
⇒

2
01
3年

度
～

20
14
年

度
の
Ｐ

Ｐ
Ｐ

/
Ｐ

Ｆ
Ｉ

の
事

業
規

模
は

、
●

億
円

（
本
年
３

月
時
点

の
数
値

）

公
的
サ
ー
ビ
ス

・
資
産
の
民
間
開

放年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

厳
し
い
財
政
状
況
の
下
で
、
効
果
的
・

効
率
的
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
・
運
営
の
実

現
が
不
可
欠
。

民
間
企
業
に
大
き
な
市
場
と
国
際
競
争

力
強
化
の
チ
ャ
ン
ス
を
も
た
ら
す
こ
と

が
重
要
。

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

「
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/Ｐ

Ｆ
Ｉ
推
進
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
仮
称
）
」
（
平
成
28
年
５
月
●
日
民
間
資
金
等
活
用
事
業
推
進

会
議
決
定
）
に
新
た
に
掲
げ
ら
れ
た
文
教
施
設
（
ス
ポ
ー
ツ
施
設
・
社
会
教
育
施
設
・
文
化
施
設
）
や
公
営
住
宅

を
含
む
数
値
目
標
の
達
成
に
向
け
た
取
組
を
強
化
す
る
。

ま
た
、
こ
の
目
標
を
前
提
に
、
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/Ｐ

Ｆ
Ｉ
の
重
要
な
柱
で
あ
る
公
共
施
設
等
運
営
権
方
式
の
更
な
る
活
用

拡
大
に
向
け
た
取
組
が
必
要
で
あ
り
、
先
行
案
件
が
克
服
す
べ
き
課
題
に
着
実
に
対
処
す
る
。
さ
ら
に
、
改
定
し

た
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
進
捗
状
況
は
毎
年
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
う
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
成
長
対
応
分
野
（
空
港
、
文
教
施
設
、
ク
ル
ー
ズ
船
向
け
旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル
施
設
、
MI
CE
施
設
な
ど
）
：
公

共
施
設
等
運
営
権
方
式
の
先
行
案
件
の
速
や
か
な
横
展
開
、
規
制
緩
和
、
重
点
分
野
の
拡
大
に
取
り
組
む
。

•
成
熟
対
応
分
野
（
有
料
道
路
、
水
道
、
下
水
道
、
公
営
住
宅
な
ど
）
：
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
解
消
し
、

公
共
施
設
等
運
営
権
方
式
（
公
営
住
宅
に
つ
い
て
は
、
公
的
不
動
産
の
有
効
活
用
を
図
る
Ｐ
Ｐ
Ｐ
事
業
等
も

含
む
）
の
先
行
案
件
を
生
み
出
す
仕
組
み
の
整
備
を
行
う
。

•
分
野
横
断
的
施
策
の
実
施
：
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/Ｐ

Ｆ
Ｉ
地
域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
取
組
を
推
進
す
る
な
ど
分
野
を
横

断
す
る
共
通
課
題
に
対
す
る
解
決
施
策
を
実
施
す
る
。

Ｐ
Ｐ
Ｐ

/Ｐ
Ｆ
Ｉ
全
体

の
事

業
規

模
目

標
見

直
し

集
中
強
化
期
間

に
お

け
る
公
共
施

設
等

運
営
権
方
式

の
事

業
件
数
目
標

の
具

体
化
に
向
け

た
取

組
の
加
速

利
用

料
金

の
あ

る
公

共
建

築
物

等
の

重
点

分
野

の
設

定

＜
成

長
対

応
分

野
（

空
港

、
文

教
施

設
、

ク
ル

ー
ズ

船
向

け
旅

客
タ

ー
ミ

ナ
ル

施
設

、
MI

C
E
施

設
な

ど
）

＞
公

共
施

設
等

運
営

権
方

式
の

先
行

案
件

の
速

や
か

な
横

展
開

、
規

制
緩

和
、

重
点

分
野

の
拡

大
等

に
取

り
組

む
。

＜
成

熟
対

応
分

野
（

有
料

道
路

、
水

道
、

下
水

道
、

公
営

住
宅

な
ど

）
＞

デ
ィ

ス
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

を
解

消
し

、
公

共
施

設
等

運
営

権
方

式
（

公
営

住
宅

に
つ

い
て

は
、

公
的

不
動

産
の

有
効

活
用

を
図

る
Ｐ

Ｐ
Ｐ

事
業

等
も

含
む

）
の

先
行

案
件

を
生

み
出

す
仕

組
み

の
整

備
を

行
う

。

＜
分

野
横

断
的

施
策

の
実

施
＞

分
野

群
別

施
策

に
加

え
て

、
分

野
群

を
横

断
す

る
、

共
通

す
る

課
題

に
対

す
る

解
決

施
策

を
実

施
す

る
。

Ｐ
Ｄ

Ｃ
Ａ

サ
イ

ク
ル

の
確

立
改

定
し

た
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

進
捗

状
況

は
、

毎
年

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
を

行
い

、
そ

の
結

果
に

応
じ

て
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

見
直

し
を

行
う

ア
ク

シ
ョ
ン

プ
ラ
ン

の
改
定
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

・
地
域
中

核
企
業

の
先
導

的
な

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を

、
毎
年

2
0
0

程
度
を
目

安
に
、

５
年
間

で
約

1
,0
00
創
出

（
平

成
28
年

度
～

）

・
2
02
0年

ま
で
に

黒
字
中

小
企

業
・
小
規

模
事
業

者
を

7
0
万

社
か
ら

14
0万

社
に

増
や
す

（
2
01

1年
度

：
69

8
,
68

9社
）

経
営
支
援
体
制

の
整
備

年
度

施
策

【
経

済
成

長
に

向
け
た
課
題
】

経
済

の
好

循
環

を
全
国
に
拡
大
し
て
い
く

た
め

に
は

、
地

域
経
済
を
牽
引
す
る
地
域

中
核

企
業

の
成

長
力
の
強
化
と
地
域
雇
用

の
太

宗
を

占
め

る
中
小
・
小
規
模
事
業
者

の
活

性
化

が
不

可
欠
。

少
子

高
齢

化
に

よ
る
人
口
減
少
が
も
た
ら

す
労

働
力

不
足

等
を
踏
ま
え
、
中
堅
・
中

小
企

業
・

小
規

模
事
業
者
の
生
産
性
向
上

が
課

題
。

地
域
の
中
小
企

業
団
体

、
地

域
金

融
機

関
等

に
お

け
る

活
用

促
進

策
の

検
討

（
地
域
金
融
機

関
と
の

対
話

の
た

め
の

多
様

な
指

標
の

策
定

に
向

け
た

検
討

と
も

連
携

）

「
よ

ろ
ず

支
援

拠
点

」
を

中
心

に
し

た
中

小
企

業
支

援
機

関
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

化
・

質
の

向
上

の
推

進

「
稼

ぐ
力

」
の

確
立

に
向

け
た

金
融

機
能

の
強

化
制
度
設
計
等
に

関
す
る

検
討

を
進

め
、

必
要

な
措

置
を

講
じ

る
。

・
地
域
中
核
企

業
創
出
・
支
援
の

た
め
の

体
制

の
整

備
・
海
外
展
開
支

援
体
制
の
整
備
（

「
新
輸

出
大

国
」

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
）

信
用
保
証
制
度

見
直
し
に
向
け

た
中
間
整
理

「
よ

ろ
ず

支
援

拠
点

」
の

整
備

支
援

水
準

の
強

化
（

人
材
増

強
、

相
談

対
応

機
能

の
充

実
）

生
産
性
向
上
・

下
請
の

取
引
条
件
改
善

中
小
企
業
等
経

営
強
化
法
の
活
用

等
、
あ

ら
ゆ

る
施

策
を

総
動

員
す

る
こ

と
に

よ
る

生
産

性
向

上

中
堅

・
中

小
企

業
と

大
学

・
研

究
機

関
と

の
共

同
開

発
や

知
財

連
携

等
を

推
進

標
準

化
活

用
支

援
パ

ー
ト

ナ
ー

機
関

を
全

都
道

府
県

に
拡

大

地
域

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

推
進

大
学

改
革

・
橋

渡
し

研
究

機
関

の
強

化

調
査
結

果
を

踏
ま

え
、

下
請

等
中

小
企

業
の

取
引

条
件

改
善

に
関

す
る

必
要

な
対

策
の

実
施

大
企

業
等

調
査

大
企

業
ヒ

ア
リ

ン
グ

中
小

企
業

団
体

・
地

域
金

融
機

関
等

の
経

営
支

援
、

コ
ン

サ
ル

機
能

の
発

揮

「
ロ

ー
カ

ル
ベ

ン
チ
マ

ー
ク

」
策

定

地
域

中
小

企
業

・
小

規
模

事
業

者
の

事
業

再
生

・
事

業
承

継
の

促
進

制
度

的
検

討
に

つ
い

て
結

論
（

2
0
1
6

年
内

を
目

途
）

地
域
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
事
業
再
生
・
事
業
承
継
の
促
進

人
口

減
少

局
面

に
お

け
る

成
長

力
の

強
化

（
新

た
な

有
望

成
長

市
場

の
創

出
・

拡
大

）

⑲
中

堅
・
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
革
新

【
今
後

の
対

応
の

方
向

性
】

地
域
中

核
企

業
の

世
界

市
場

へ
の

挑
戦

や
Ｔ

Ｐ
Ｐ

を
契

機
に

し
た

地
域

中
小

企
業

等
の

海
外

展
開

を
後

押
し

す
る

と
と

も
に

、
経

営
基

盤
の

強
化
を
図

り
つ

つ
、

身
近

な
地

域
の

相
談

体
制

の
整

備
を

推
進

す
る

。
ま

た
、

Ｉ
Ｔ

利
活

用
や

省
力

化
の

た
め

の
投

資
の

促
進

等
に

よ
る

生
産

性
の
向
上

や
、

下
請

け
事

業
者

の
取

引
条

件
の

改
善

、
事

業
再

生
・

事
業

承
継

の
円

滑
化

な
ど

、
地

域
中

小
企

業
・

小
規

模
事

業
者

の
ニ

ー
ズ

に
即
し
た

支
援

を
実

施
し

て
い

く
。

【
具
体

的
な

施
策

】
•

地
域
中

核
企

業
と

パ
ー

ト
ナ

ー
企

業
、

大
学

等
と

の
連

携
促

進
、

世
界

市
場

を
念

頭
に

お
い

た
事

業
化

戦
略

の
立

案
、

海
外

販
路

開
拓

等
を

支
援

す
る

。
ま

た
、

本
年

２
月

に
創

設
さ

れ
た

「
新

輸
出

大
国

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
」

の
下

、
地

域
中

小
企

業
等

の
海

外
展

開
支

援
を

推
進

す
る

。
ま

た
、

「
よ

ろ
ず

支
援

拠
点

」
を

中
心

に
し

た
地

域
の

相
談

体
制

の
整

備
を

推
進

す
る

。
•

中
堅
・

中
小

企
業

と
地

域
大

学
や

橋
渡

し
研

究
機

関
と

の
共

同
開

発
や

知
財

連
携

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

標
準

化
活

用
の

支
援

体
制

の
強

化
等

、
中

小
企

業
の

知
財

・
標

準
化

の
戦

略
的

な
活

用
を

支
援

す
る

。
•

地
域
中

小
企

業
・

小
規

模
事

業
者

等
の

生
産

性
の

向
上

に
向

け
、

中
小

企
業

等
経

営
強

化
法

に
基

づ
く

事
業

分
野

別
指

針
を

活
用

し
、

地
域

の
中

小
企

業
団

体
と

も
連

携
し

つ
つ

Ｉ
Ｔ

・
ロ

ボ
ッ

ト
導

入
等

を
促

進
す

る
。

ま
た

、
地

域
金

融
機

関
等

と
の

連
携

に
よ

り
、

労
働

生
産

性
向

上
の

加
速

化
や

、
成

長
産

業
に

お
け

る
人

材
確

保
等

を
図

る
。

•
下

請
事

業
者

の
取

引
条

件
の

改
善

の
た

め
、

大
企

業
へ

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

の
実

施
、

下
請

法
等

の
運

用
強

化
、

下
請

取
引

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
充

実
・

普
及

等
を

進
め

て
い

く
。

•
ロ

ー
カ

ル
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
も

活
用

し
な

が
ら

、
金

融
機

関
や

中
小

企
業

支
援

機
関

が
事

業
者

と
対

話
を

深
め

る
こ

と
を

促
す

。
こ

の
取

組
を

通
じ

て
、

担
保

や
個

人
保

証
に

頼
ら

ず
生

産
性

向
上

に
努

め
る

企
業

に
対

し
て

成
長

資
金

が
供

給
さ

れ
る

こ
と

を
促

進
す

る
。

ま
た

、
資

金
繰

り
に

万
全

を
期

し
つ

つ
、

金
融

機
関

と
信

用
保

証
協

会
に

よ
る

適
切

な
リ

ス
ク

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

の
下

で
、

金
融

機
関

と
事

業
者

が
と

も
に

経
営

改
善

や
生

産
性

向
上

な
ど

に
今

ま
で

以
上

に
取

り
組

む
よ

う
、

信
用

保
証

制
度

の
見

直
し

に
係

る
詳

細
な

制
度

設
計

を
進

め
る

。
•

地
域
中

小
企

業
・

小
規

模
事

業
者

の
事

業
再

生
・

事
業

承
継

の
促

進
に

向
け

た
検

討
を

進
め

、
本

年
内

を
目

途
に

制
度

的
対

応
等

に
つ

い
て

結
論

を
得

る
。

名
目

Ｇ
Ｄ

Ｐ
6
0
0
兆

円
の

実
現

82



2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

2
0
20
年

・
地
方
に

お
け
る
若
い
世
代

の
累
計
雇

用
創
出
数

30
万
人
（

20
15
年

5.
9万

人
）

・
東
京
圏

へ
の
転
入
超
過
数

０
人

（
20
15
年

：
1
1万

9,
3
57
人
）

・
安
心
し

て
結
婚
・
妊
娠
・

出
産
・
子

育
て
で
き

る
社
会
が
実
現
し

て
い
る
と

考
え
る
人

の
割
合
40
％
以
上
（

20
13
年

度
：

19
.4

％
）

・
地
方
都

市
圏
で
公
共
交
通

の
利
便
性

が
高
い
エ

リ
ア
に
居
住
し
て

い
る
人
口

割
合
：

41
.6
％
（
20
14
年
度
38
.6
％
）

人
口

減
少

と
地

域
経

済
縮

小
の

克
服

（
地

方
創

生
、

中
小

企
業

・
小

規
模

事
業

者
支

援
）

⑳
地

方
創
生
の
推
進

年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

地
方
へ
の
移
住
・
定
住
を
考
え
る
に
当
た

り
、
地
方
に
魅
力
的
で
安
定
し
た
「
し
ご

と
」
の
場
が
不
足
し
て
い
る
。

•東
京
圏
へ

の
転

入
超
過
：
11
9,

35
7人

（
20
15

年
）

安
心
し
て
結
婚
・
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て

で
き
な
い
と
感
じ
る
人
々
が
い
る
。

•安
心
し
て

結
婚

・
妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
で

き
る
社
会

が
実

現
し
て
い
る
と
考
え
る
人
の

割
合
：
19
.4
％

（
20
13

年
度
）

多
く
の
地
方
都
市
や
中
山
間
地
域
等
が
人

口
減
少
・
少
子
高
齢
化
に
直
面
し
て
い
る
。

•
地

方
都
市

圏
で

公
共
交
通
の
利
便
性
が
高
い

エ
リ

ア
に

居
住

し
て
い
る
人
口
割
合
：

38
.6
％
（

20
14
年

度
）

【
今

後
の

対
応

の
方
向

性
】

「
ま

ち
・

ひ
と

・
し
ご

と
創

生
総
合

戦
略

（
20
15
改
訂

版
）
」
及
び
今
後
策
定
す
る
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方

針
20
16
」

に
基

づ
き
、

地
方

創
生
の

本
格

展
開
を

図
る

こ
と
に
よ
り
、
東
京
一
極
集
中
の
是
正
、
若
い
世
代
の
就
労
・
結

婚
・

子
育

て
の

希
望
実

現
、

地
域
の

特
性

に
即
し

た
課

題
解
決
を
進
め
、
人
口
減
少
と
地
域
経
済
の
縮
小
を
克
服
す
る
。

【
具

体
的

な
施

策
】

•
日

本
版
Ｄ

Ｍ
Ｏ

や
地
域

商
社

を
通
じ

た
地

域
の
ブ

ラ
ン
ド
確
立
、
日
本
型
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
形
成
に

よ
る

地
域

イ
ノ

ベ
ー
シ

ョ
ン

促
進
、

Io
Tを

活
用
し

た
地
域
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
生
産
性
向
上
、
若
者
の
活
用
も
視
野
に
入

れ
た

地
方

創
生

を
担
う

人
材

や
共
益

的
事

業
を
担

う
パ
ブ
リ
ッ
ク
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
育
成
等
に
よ
り
ロ
ー
カ
ル
・
ア
ベ
ノ
ミ

ク
ス

を
実

現
し

地
方
に

安
定

し
た
雇

用
を

創
出
す

る
こ
と
等
を
通
じ
、
潜
在
的
希
望
者
の
地
方
移
住
・
定
着
を
実
現
し
、

東
京

圏
か

ら
地

方
へ
の

転
出

・
転
入

を
均

衡
さ
せ

る
。
ま
た
、
改
正
し
た
地
域
再
生
法
な
ど
を
通
じ
て
、
「
生
涯
活
躍
の

ま
ち

」
の

取
組

を
支
援

し
、

中
高
年

齢
者

が
多
世

代
と
交
流
し
な
が
ら
活
躍
で
き
る
地
域
づ
く
り
を
進
め
る
。

•
地

域
ご
と

に
異

な
る
出

生
率

や
平
均

初
婚

年
齢
等

に
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
働
き
方
に
つ
い
て
、
地

域
ア

プ
ロ

ー
チ

を
進
め

地
域

の
実
情

に
応

じ
た
働

き
方
改
革
を
推
進
し
、
第
１
子
出
産
前
後
の
女
性
の
継
続
就
業
率
を

55
％

に
向

上
す

る
と
と

も
に

、
週
労

働
時

間
60
時

間
以
上
の
雇
用
者
の
割
合
を
５
％
に
低
減
す
る
。

•
人

口
20
万

人
以

上
の
市

を
中

心
に
、

経
済

成
長
の

牽
引
、
高
次
都
市
機
能
の
集
積
・
強
化
、
生
活
関
連
機
能
サ
ー
ビ
ス
の

向
上

を
担

う
連

携
中
枢

都
市

圏
を
新

た
に

形
成
す

る
。
ま
た
、
エ
リ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
活
動
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
稼

げ
る

ま
ち

づ
く

り
の
有

望
事

例
を
「

地
域

の
チ
ャ

レ
ン
ジ
1
00
」
と
し
て
取
り
ま
と
め
全
国
展
開
す
る
。
中
山
間
地
域
等

に
お

い
て

住
民

の
活
動

組
織

（
地
域

運
営

組
織
）

を
3,
0
0
0
、
小
さ
な
拠
点
を
1
,
00
0
形
成
し
、
持
続
可
能
な
地
域
づ
く
り

を
進

め
る

。

地
方
に
お

け
る

安
定
し
た

雇
用
創

出

若
い
世
代
の
安

定
し
た
雇
用
を
生

み
出

す
地

域
産

業
の

競
争

力
強

化
地

方
の

中
核

企
業

候
補

1
,0

0
0
社

の
平

均
売

上
高

：
2
0
億

円
（
2
0
11

年
度

）
⇒

60
億

円
（
20

19
年

度
）

日
本

版
Ｄ

Ｍ
Ｏ

の
設

立
数

：
1
0
0
（
2
0
1
9
年

度
）

モ
デ

ル
的

地
域

商
社

の
形

成
数

：
1
0
0
（
2
0
1
9
年

度
）

2
0
1
9
年

度
時

点
で

基
本

目
標

や
そ

の
他

の
Ｋ

Ｐ
Ｉの

達
成

状
況

を
検

証
し

、
2
0
2
0
年

度
以

降
進

め
る

べ
き

政
策

パ
ッ

ケ
ー

ジ
を

新
た

な
総

合
戦

略
に

ま
と

め
、

そ
れ

に
基

づ
い

て
施

策
を

展
開

地
方
へ
の

新
し
い

ひ
と
の
流

れ
を

つ
く
る

潜
在
的
希
望
者

の
地
方
へ
の
移
住

・
定

着
を

実
現

「
移

住
・
交

流
情

報
ガ

ー
デ

ン
」
に

お
け

る
年

間
移

住
斡

旋
件

数
：
約

4
,0

0
0
件

（
2
0
1
5
年

1
1月

）
⇒

1
1,

0
0
0

件
（
2
0
2
0
年

）
自

道
府

県
大

学
進

学
者

割
合

：
3
2
.3

％
（
2
0
1
5
年

度
）⇒

3
6
％

（2
01

9年
度

）
生

涯
活

躍
の

ま
ち

：
構

想
に

関
す

る
取

組
の

普
及

・
横

展
開

時
代
に
合

っ
た

地
域
を
つ

く
り
、

地
域
連
携

を
促
進

生
活
サ
ー
ビ
ス

や
高
次
都
市
機
能

等
を

持
続

的
に

提
供

す
る

地
域

形
成

連
携

中
枢

都
市

圏
の

形
成

数
：
４

（
2
0
1
5
年

1
0
月

）
⇒

3
0
（2

02
0
年

）
小

さ
な

拠
点

形
成

数
：
1
,0

0
0
（
2
02

0年
）

地
域

運
営

組
織

の
形

成
数

：
3
,0

0
0
（
2
0
20

年
）

2
0
1
9
年

度
時

点
で

基
本

目
標

や
そ

の
他

の
Ｋ

Ｐ
Ｉの

達
成

状
況

を
検

証
し

、
2
0
2
0
年

度
以

降
進

め
る

べ
き

政
策

パ
ッ

ケ
ー

ジ
を

新
た

な
総

合
戦

略
に

ま
と

め
、

そ
れ

に
基

づ
い

て
施

策
を

展
開

2
0
1
9
年

度
時

点
で

基
本

目
標

や
そ

の
他

の
Ｋ

Ｐ
Ｉの

達
成

状
況

を
検

証
し

、
2
0
2
0
年

度
以

降
進

め
る

べ
き

政
策

パ
ッ

ケ
ー

ジ
を

新
た

な
総

合
戦

略
に

ま
と

め
、

そ
れ

に
基

づ
い

て
施

策
を

展
開

若
い
世
代

の
結
婚

・
出

産
・
子

育
て
の

希
望
を
実

現

少
子
化
対
策
に

お
け
る
「
地
域
ア

プ
ロ

ー
チ

」
の

推
進

第
１

子
出

産
前

後
の

女
性

継
続

就
業

率
：
3
8
％

（
2
0
1
0
年

）
⇒

5
5
％

（
2
0
2
0
年

）

地
域
の
実
情
に

即
し
た
「
働
き
方

改
革

」
の

実
現

週
労

働
時

間
6
0
時

間
以

上
の

雇
用

者
割

合
：
8
.5

％
（
2
0
1
4
年

）⇒
５

％
（
2
02

0年
）

2
0
1
9
年

度
時

点
で

基
本

目
標

や
そ

の
他

の
Ｋ

Ｐ
Ｉの

達
成

状
況

を
検

証
し

、
2
0
2
0
年

度
以

降
進

め
る

べ
き

政
策

パ
ッ

ケ
ー

ジ
を

新
た

な
総

合
戦

略
に

ま
と

め
、

そ
れ

に
基

づ
い

て
施

策
を

展
開
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

社
会

資
本

整
備

重
点

計
画

で
設

定
さ

れ
た

全
て

の
K
P
I
が

、
そ

れ
ぞ

れ
の

目
標

値
を

達
成

し
て

い
る

こ
と

。

国
土

強
靱

化
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
で

設
定

さ
れ

た
全

て
の

KP
I
が

、
そ

れ
ぞ

れ
の

目
標

値
を

達
成

し
て

い
る

こ
と

。

20
2
0
年

ま
で

に
1
5
0
市

町
村

に
て

立
地

適
正

化
計

画
を

作
成

。

Ｐ
Ｐ

Ｐ
/
Ｐ

Ｆ
Ｉ

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

で
設

定
さ

れ
た

事
業

規
模

目
標

を
達

成
し

て
い

る
こ

と
。

人
口

減
少

と
地

域
経

済
縮

小
の

克
服

（
防

災
・

国
土

強
靱

化
、

成
長

力
を

強
化

す
る

公
的

投
資

へ
の

重
点

化
）

㉑
国

土
強
靱
化
、
ス
ト
ッ
ク
効
果
の
高
い
社
会
資
本
整
備

年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

人
口
減
少
下
で
経
済
活
動
の
生
産

性
を
向
上
さ
せ
、
力
強
い
経
済
成

長
を
実
現
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

災
害
か
ら
自
分
や
家
族
の
生
命
や

財
産
を
守
れ
る
か
、
地
域
の
活
力

が
失
わ
れ
な
い
か
不
安
。

民
間
の
ビ
ジ
ネ
ス
機
会
の
拡
大
と

地
域
経
済
好
循
環
の
実
現
を
図
る

こ
と
が
必
要
。

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

人
口
減
少
下
で
の
安
定
的
な
成
長
を
実
現
す
る
た
め
、
社
会
資
本
整
備
の
着
実
な
推
進
、
災
害
に
強
く
し
な
や
か

な
国
づ
く
り
、
持
続
的
な
都
市
構
造
へ
の
転
換
、
及
び
、
公
共
施
設
の
整
備
・
運
営
へ
の
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
推

進
等
に
つ
い
て
、
そ
の
方
策
を
明
ら
か
に
し
、
着
実
に
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

【
具
体
的
な
施
策
】


社
会
資
本
整
備
に
つ
い
て
は
、
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
等
に
基
づ
き
、
既
存
施
設
の
最
大
限
の
活
用
を
図
り

つ
つ
、
成
長
力
を
強
化
す
る
分
野
に
重
点
化
。
ま
た
、
社
会
の
ベ
ー
ス
の
生
産
性
向
上
、
産
業
別
の
生
産
性
向

上
及
び
未
来
型
の
投
資
・
新
技
術
に
よ
る
生
産
性
向
上
に
よ
り
、
生
産
性
革
命
に
取
り
組
む
。


国
土
強
靱
化
基
本
計
画
等
に
基
づ
き
、
国
土
強
靱
化
の
取
組
を
着
実
に
推
進
。
特
に
、
地
域
計
画
の
策
定
・
実

施
、
民
間
の
主
体
的
取
組
を
促
進
。
大
規
模
地
震
や
多
様
な
自
然
災
害
に
対
し
、
防
災
・
減
災
の
取
組
を
推
進
。


持
続
可
能
な
都
市
構
造
を
実
現
す
る
観
点
か
ら
、
都
市
の
コ
ン
パ
ク
ト
化
の
取
組
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
そ

の
多
様
な
効
用
を
明
ら
か
に
し
つ
つ
、
公
共
施
設
の
集
約
・
統
廃
合
等
や
未
利
用
資
産
の
有
効
活
用
を
推
進
。


Ｐ
Ｐ
Ｐ
/Ｐ

Ｆ
Ｉ
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
で
定
め
ら
れ
た
事
業
規
模
目
標
達
成
の
た
め
、
重
点
分
野
に
お
け
る
コ
ン

セ
ッ
シ
ョ
ン
事
業
の
推
進
や
Ｐ
Ｐ
Ｐ
/Ｐ

Ｆ
Ｉ
優
先
的
検
討
規
程
の
策
定
、
地
域
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
形
成
を

推
進

。

第
４
次
社
会
資

本
整
備
重
点
計
画

に
基
づ

く
施

策
の

推
進

次
期

社
会

資
本

整
備

重
点

計
画

社
会
資

本
整
備

の
計
画

的
な
推
進

コ
ン
パ
ク
ト
シ

テ
ィ
形
成
支
援
チ

ー
ム

を
通

じ
た

、
市

町
村

の
課

題
・

ニ
ー

ズ
に

即
し

た
支

援
施

策
の

充
実

と
好

事
例

の
モ

デ
ル

ケ
ー

ス
化

・
横

展
開

等
コ
ン
パ

ク
ト
・

プ
ラ
ス
・
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
形
成

立
地
適
正
化
計

画
の
作
成
促
進

Ｐ
Ｐ
Ｐ
/Ｐ

Ｆ
Ｉ

の
推
進

Ｐ
Ｐ

Ｐ
/Ｐ

Ｆ
Ｉ

優
先

的
検

討
規

程
の

策
定

Ｐ
Ｐ
Ｐ
/Ｐ

Ｆ
Ｉ
優
先
的
検
討
規
程
の

的
確

な
運

用
状

況
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

国
土
強
靱

化
の

推
進

新
し

い
仕

組
み

の
運

用
・

認
証

取
得

増
加

に
向

け
た

働
き

か
け

国
土
強
靱
化
地

域
計
画
の
策
定
・

実
施
支

援
必

要
に

応
じ

て
、

支
援

策
の
見

直
し

を
検

討

事
業

継
続

に
取

り
組

む
企

業
等

を
認

証
す

る
仕

組
み
の
構
築
・
運

用
見

直
し

の
検

討

政
令

市
等

を
中

心
と

し
た

働
き

か
け

都
道

府
県

を
中

心
と

し
た

働
き

か
け

そ
の

他
の

市
町

村
を

中
心

と
し

た
働

き
か

け

国
土
強
靱
化
基
本
計
画
に
基
づ
く
施
策
の
推

進
毎

年
度

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

を
策

定

出
前

講
座

等
の

実
施

、
関

係
府

省
庁

所
管

の
交

付
金

等
に

よ
る

支
援

次
期

国
土

強
靱

化
基

本
計

画

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
の

策
定

個
別
施
設
計
画

の
策
定
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2
0
1
5

年
度

2
0
1
6

年
度

2
0
1
7

年
度

2
0
1
8

年
度

2
0
1
9

年
度

2
0
2
0

年
度

2
0
2
1

年
度

2
0
2
2

年
度
以
降

指
標

Ｇ
Ｄ
Ｐ

60
0兆

円
を

今
後
５

年
程

度
（
名
目

成
長
率

は
平
均

３
％

程
度
）
で

実
現
す

る
た
め

、
こ

れ
に
ふ
さ

わ
し
い

、
賃
上

げ
や

最
低
賃
金

の
引
上

げ

消
費

の
喚

起
（

賃
金

・
可

処
分

所
得

の
引

上
げ

等
）

㉒
可

処
分

所
得
の

増
加
（
賃
金
・
最
低
賃
金
の
引
上
げ
）

賃
金
・

最
低
賃

金
の
引
上
げ年
度

施
策

【
経
済
成
長
に
向
け
た
課
題
】

我
が
国
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
６
割
は
個
人
消
費

で
あ
り
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
成
長
に
は
消
費
の

増
加
が
不
可
欠
で
あ
る
。

消
費
の
伸
び
は
実
質
賃
金
の
動
向
に
大

き
く
左
右
さ
れ
る
の
で
、
実
質
賃
金
の

伸
び
を
高
め
、
労
働
分
配
率
の
低
下
に

歯
止
め
を
か
け
る
必
要
が
あ
る
。

【
参
考
】

・
春
闘
の
賃
上
げ
率
（
連
合
集
計
）

20
14
年
：
2.
07
% 
,2
01
5年

：
2.
20
%

・
最
低
賃
金
の
引
上
げ
額
（
全
国
）

20
13
年
：
15
円

20
14
年
：
16
円

20
15
年
：
18
円

・
労
働
分
配
率
の
低
下

20
12
年
Ⅳ
期

:6
9.
3%

⇒
20
14
年
Ⅳ
期

:6
5.
7%

賃
上
げ
が
可
能
と
な
る
よ
う

、
環
境

整
備

を
進
め

て
い

く

最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、
年

率
３
％

程
度

を
目
途

と
し

て
、
名

目
Ｇ

Ｄ
Ｐ
成

長
率

に
も
配

慮
し
つ
つ
引
き
上
げ
て
い
く
。

こ
れ
に
よ
り
、
全
国
加
重
平

均
が
1,
00
0円

と
な
る

こ
と

を
目
指

す
。

中
小
企
業
・
小
規
模
事

業
者

の
生
産

性
向

上
支
援

⇒
3
年

間
で

約
50
円
引
上
げ

下
請

等
中

小
企

業
の
取

引
条

件
の
改

善
に

向
け
、

引
き

続
き
取

り
組
む

大
企
業
ヒ
ア

リ
ン
グ
、
下

請
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
充

実
・
普
及
等

調 査 実 施

【
今
後
の
対
応
の
方
向
性
】

過
去
最
大
の
企
業
収
益
を
賃
金
に
も
回
し
て
い
く
こ
と
を
通
じ
、
消
費
が
拡
大
し
、
さ
ら
な
る
企
業
収
益

の
増
加
に
つ
な
が
る
と
い
う
経
済
の
好
循
環
を
確
実
な
も
の
と
し
て
い
く
。

【
具
体
的
な
施
策
】

•
賃
金
に
つ
い
て
、
今
年
の
春
闘
で
は
、
企
業
収
益
が
過
去
最
高
で
あ
る
な
か
で
、
政
権
交
代
前
は
、
ほ

と
ん
ど
行
わ
れ
な
か
っ
た
ベ
ア
が
３
年
連
続
、
多
く
の
企
業
で
実
現
す
る
見
込
み
で
あ
り
、
賃
上
げ
の

流
れ
が
確
た
る
も
の
と
な
っ
て
き
た
。
今
後
は
、
こ
の
賃
上
げ
の
流
れ
を
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
、

非
正
規
雇
用
労
働
者
の
方
々
に
も
広
げ
て
い
く
こ
と
が
重
要
。

•
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、
年
率
３
％
程
度
を
目
途
と
し
て
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
成
長
率
に
も
配
慮
し
つ
つ

引
き
上
げ
て
い
く
。
こ
れ
に
よ
り
、
全
国
加
重
平
均
が
1,
00
0円

と
な
る
こ
と
を
目
指
す
。

•
こ
の
よ
う
な
賃
上
げ
や
最
低
賃
金
の
引
上
げ
に
向
け
て
、
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
生
産
性
向
上

等
の
た
め
の
支
援
や
、
下
請
中
小
企
業
の
取
引
条
件
の
改
善
等
の
環
境
整
備
を
図
る
。
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